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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【趣旨説明】

少子社会における「時間」をめぐる困難を考える

岩 澤 美 帆＊

・司会： 本日のテーマの趣旨について，『少子社会における「時間」をめぐる困難を考

える』と題しまして，国立社会保障・人口問題研究所人口動向研究部長，岩澤美帆よりご

説明申し上げます．

・岩澤氏： それでは本セミナーの趣旨説明をお話しさせていただきます．

1． 本セミナーのねらい

なぜ今回「時間」に着目したのかということですが，時間は明解でどなたにとっても当

たり前のものです．しかし，こうした当たり前に，しばしば無意識の思い込みというもの

が潜み，それが社会の変化を妨げているということがよ

くあります．そこで我々の時間の使い方，時間感覚を見

つめ直し，少子化との関わりを皆さんと一緒に探ってみ

たい，ということがこのセミナーの目的です．以下では

時間に関連して4つのキーワード－「時間は文化」「生

活の時計化」「加速と圧縮」「RHOL」－を用いてお話

しします．

2． ４つのキーワードから考える時間をめぐる困難

(1)時間は文化

最初のキーワードは「時間は文化」です．我々が知っ

ている時間は本当に当たり前なのでしょうか．それを考

えるために，今や古典といって良い，社会学者見田宗介

が真木悠介名で著した「時間の比較社会学」（真木
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1981）という本を紹介したいと思います．この本は原始共同体から現代まで，時間意識の

概念を比較したものですが，人類史上いかに多様な時間感覚・概念があったかと驚かされ

ます．過去・現在・未来が同時に存在するという考え方や，牛の世話を軸に時が刻まれる

という社会もありました．我々にとっては当たり前の「分」や「秒」という意識．それが

いかに特殊なことなのかと考えさせられます．真木は近代を「時計化された生の全社会的

な浸透」と表現します．こうしてみると，我々の今日の時間感覚も文化の一つであり，国

や時代によって異なるのも当然です．そして変えられる，変えた方が良い時間感覚もある

のかもしれません．

(2)生活の時計化

続いてのキーワードは「生活の時計化」です．生活の時計化，つまりいろいろなことが

スケジュール化され，時間通りに進むということは大変効率的で社会を大きく進歩させま

す．実はこうした時計化が日本で進んだのは，おそらく戦後だと考えられます．1955年，

当時の鳩山首相の肝いりで「新生活運動」という社会運動が展開されました（新生活運動

協会 1955）．実は当時中学生だった私の父もうっすら覚えているという話です．資料によ

ると，各都道府県がそれぞれの目標を掲げ，多くの県で「時間の励行」，つまり時間を守

りましょう，計画通りに物事を進めましょう，という目標が掲げられていました（図1）．

奈良県では，時間にルーズな慣習を「大和時間」と呼ぶとのことですが，それを追放す

ると書かれています．これらは，それまでの日本には時間をあまり守らない，計画を気に

しない文化があったことを示唆します．そしてこの新生活運動に本土復帰前の沖縄県は入っ

ていないわけです．その後の出産をめぐる沖縄県の特徴，すなわち出生力が格段に高い状

況を考えますと，大変興味深い事実だと思います．

一方で，こうした世界的に進んだ時間による支配に不安を感じる人たちも出てきます．

こうした不安は小説や児童書などでも語られます．有名なサン＝テグジュペリ（1943）の

「星の王子様」では，星ばかり数え続け，幸せそうに見えないビジネスマンの物語が出て

きます．また，ドイツの児童文学作家ミヒャエル・エンデ（1973）の「モモ」は，人に時

間を節約させて盗む泥棒が，やはり人を不幸にする物語です．そして21世紀に入ると時間

の物語も変わってきます．2011年の「TIME／タイム」というSF映画がありますが，遺

伝子操作により報酬が時間で支払われる未来の世界が舞台で，時間が尽きて亡くなってし

まう貧困層と，100年以上の時間を持て余す富裕層という，時間による格差が描かれてい

ました．考えてみますと20世紀の物語は，ある意味，中間層の物語だったわけですが，現

代は時間が足りないというだけではなく，そこに格差が描かれているというのが興味深い

と思います．そして実際に現代人，特に日本人が時間に悩んでいるということを，内閣府

が実施した日・仏・ドイツ・スウェーデンの国際比較調査（内閣府子ども・子育て本部

2021）の結果からお示ししたいと思います．
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これから比較する4か国の出生率を示してみますと，フランス，スウェーデンでは比較

的高く，そこにドイツが続き，日本が一番低くなっています（図2）．では日本はどのよ

うなところが諸外国と違うのか，結果を見てみましょう．
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図１ 新生活運動の実践項目に時間の使い方に関わるものが含まれていた県

資料：新生活運動協会（1955）
注：下線が時間の使い方に関する実践項目．



私自身，このようなところに違いがあるのかと驚いた結果がこちらです．「あなたが、

子育てをしていて、自分にとって負担に思うことはどんなことですか」と尋ねると，もち

ろん子育ての出費が負担だと答える人は少なくないのですが，特に日本で顕著なのが「自

分の自由な時間が持てない」という回答でした（図3）．
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図３ 設問「あなたが、子育てをしていて、自分にとって負担に思うことはどんなことですか。」

の回答

資料：「少子化社会に関する国際意識調査」（内閣府子ども・子育て本部,2021）
注：20～49歳,問15

図２ 各国の合計特殊出生率（左）と年齢別出生率（右）

資料：厚生労働省「人口動態統計」,Eurostat・EurostatDatabase・,MaxPlanckInstituteforDemographic
Research(Germany)andViennaInstituteofDemography(Austria)・HumanFertilityDatabase・



この自由な時間がないという回答は，正規雇用の女性の場合さらに日本で高くなってい

ました．その他，日本の男女は，希望では家庭・個人を優先したいが，現実には仕事を優

先してしまうと答えています．それから「仕事に充てる時間が長すぎるために、家事や育

児を果たすことが難しくなっている」と断言する人が日本で顕著に多いということもわか

りました．このように日本人は希望に反して就労時間が長く，その結果家事や家族に時間

がかけられず，特に働く女性では自分の時間が持てないと感じていることが意識調査から

わかりました（図4）．これらについて実際の生活時間のデータで見るとどうなっている

のか，それを解消する方策はあるのかなど，これからのご報告を聞いてみたいと思います．

(3)加速と圧縮

実はこうした身近な生活の問題は，マクロの社会変化とも関わっていそうです．続いて

のキーワードは「加速と圧縮」です．人口問題に詳しい人は「加速」という言葉を聞いて

ピンとくるかもしれません．近代化と共に起きた人口転換は人口高齢化を引き起こすので

すが，その高齢化のスピードが後発の国ほど速いのです．例えばフランスやスウェーデン

は高齢者の割合が1割から2割に増えるまでに70年以上かかりました．しかしドイツは55

年，日本は20年で達成しました．奇しくも先ほどの出生力の順位と同じです．さらに東ア

ジアの韓国では17年，シンガポールでは10年と早まってきます．このような急激な人口構

造の変化は急激な社会変化を引き起こします．韓国では古い価値観と新しい価値観が混在

し，両者が衝突していると言われています．これを韓国の社会学者のチャン・キョンスプ

は「圧縮された近代」と呼び（Chang2010,2022），韓国の超少子化を説明する重要な理

論と考えられています．
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図４ 設問「仕事に充てる時間が長すぎるために、家事や育児を果たすことが難しくなっている」

の回答

資料：「少子化社会に関する国際意識調査」（内閣府子ども・子育て本部,2021）
注：20～49歳,問28（設問「この1年間を振り返って、あなたはご自分の仕事と家庭生活のバランスについてど
のように感じていますか。あなたのお気持ちに当てはまるものを選んでください。」）



そしてもう一つ近年注目されている社会理論をご紹介します．ドイツの社会学者のハル

トムート・ローザが「社会の加速」の理論化を試みています（Rosa2005）．ローザによ

ると，近代化が進むにあたって技術・社会変化・生活テンポのそれぞれの次元で加速が起

きるとのことです．加速とは時間あたりの行動・経験の増加で，皆さんの中にも最近動画

は倍速で見ているという方がいるかもしれません．また，オンライン視聴の方は移動時間

を節約して次の予定を入れているかもしれません．そしてこれらの加速は相互に影響して，

より複雑な社会を生み出すというのです．これにより人々は中長期の予測や判断というも

のが困難になり，標準的な生き方のようなものが失われていきます．そしてこうした状況

になると，人々は「重要な機会を逃すかもしれない。ならば選択肢をより多く持っていな

ければならない」と，焦燥感に駆られる．ローザはこのように説明します．

このような分析は，子どもに苛烈な教育投資を行う東アジアの特徴に，新たな解釈を与

えるかもしれません．つまり，単に子どもに知識をつけてほしいというのではなく，子ど

もがチャンスを逃してはならない，そのためにはより多くの選択肢を与えなければならな

いという思いが，教育投資に向かっている可能性があるのです．つまり「将来が不安だか

ら選択肢を増やす」というプレッシャーがなくならない限り，役立ちそうなものに際限な

くコストをかけてしまうという流れが変わらないかもしれません．

先ほど出生率のグラフに，より加速が著しい韓国とシンガポールを追加してみました

（図2）．こうした国では極めて低い出生率が観察されます．ちなみにローザは，加速は止

めるべき，と主張したりスローライフを提唱しているわけではありません．むしろ残念な

がら脱加速は不可能だと語ります．それを前提に我々は考えていくしかないようなのです．

(4)RHOL

最後のキーワードは「RHOL」です．はじめに人口学のものの見方を紹介します．一

般に社会科学において「時代」や「時点」は重要な視点ですが，人口学はさらに年齢とい

う側面を重視していて，時点と年齢で作られた平面，その上でものを考える学問です．誕

生から死亡までを結んだ斜めに伸びる直線は生命線と呼ばれ，直線の長さで寿命を表しま

す（図5）．
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近年寿命が延びているのですが，女性が子どもを産める年齢は，ある程度決まっていま

す．高学歴化や晩婚化により，子どもを産む期間は従来よりもかなり短縮化されているわ

けです．

こちらのグラフは子どもを3人産んだ女性が1子，2子，3子を何歳の時に産んだかを

年齢分布を重ねて示したものです（図6）．山の高いところが標準的だと考えれば，27歳

から34歳までの7年間で3人の子どもを産むのが主流だと分かります．27歳から34歳とい

えば，仕事の面でもキャリア形成においても重要な時期です．このように20代，30代は男

性にとっても女性にとっても仕事と家庭生活を軌道に乗せる重要な時期で，この短期間で

極めて難しい舵取りを迫られています．この時期を英語圏ではしばしば「RushHourof

Life（人生のラッシュアワー）」と表現します．これが4つ目のキーワード，「RHOL」です．
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図５ 人口学における観察眼と出産経験期間の短縮化

注：時点軸と年齢軸で示した生命線の模式図



2000年代に入ると，女性の活躍が進む高所得社会では，女性のbiologicalclock，生体

時計と，このRHOLが強く意識されるようになりました．いくつかのビジネス書を挙げ

てみますが，2002年のヒューレットの「Creatinga

life（命を創る）」（Hewlett2002）はキャリア女性に

向け，出産をどう追求するかを説いた本で，大変売れ

たようです．書評には「これを読んでいれば、先輩世

代の出産をめぐる悪夢は避けられてだろう」と書かれ

ています．2009年には，ビリティオリによる「What

every woman shouldknow aboutfertility and

biologicalclock(すべての女性が知っておくべき妊孕

力と自身の生体時計のこと)」（Birrittieri2009）とい

う本が出て，こちらも話題になりました．「女性は自

分が今“何時”なのかを知りなさい」というメッセー

ジが書かれています．そして日本でも2012年にNHK

が「卵子老化の衝撃」という番組を放映して話題にな

りました（NHK取材班編著 2013）．しかし，社会の

状況が異なると情報の受け止められ方も変わります．

米国は少子化ではないので，女性による自身の問題と
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図７ 『人生のラッシュアワー：家族

とキャリアの衝突を乗り越える』

（Schmidt2017）の表紙

図６ 子どもを３人もった女性の第１子～第３子出生年齢

資料：「第16回出生動向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所 2023）による集計．
注：45～49歳初婚どうし夫婦の妻，202名，3歳移動平均．



受け止められたのですが，日本では少子化と絡めて女性の加齢が論じられたことで「エイ

ジズム」だという批判的な受け止めもありました．そしてまた海外に話を戻しますが，こ

の2012年にはシュミットによる「RushHourofLife」という本が出ており，興味深い写

真が表紙にあります（Schmidt2017）（図7）．お父さんがベビーカーを猛スピードで押

しています．近年，日本でもお父さんが朝，お子さんを自転車に乗せて走っている，とい

う情景を見かけるようになりました．この本が出された時期になりますと，これまでの本

は女性にのみ焦点が当てられていましたが，男性も女性もどうやってこの人生のラッシュ

アワーを乗り越えるかということが指南されています．

こうした事情を背景にして，次のような調査結果が出ています．「「将来、自分が子供を

持つか持たないのか」といった観点からの人生設計（ライフプラン）について、あなたは

どの程度考えたことがありますか。」という問いに対し，日本では「あまり考えたことが

ない」という人が圧倒的に多いということがわかりました（図8）．

図9は2021年に社人研が実施した「第16回出生動向基本調査」（国立社会保障・人口問

題研究所 2023）のデータを集計したものです．左の円グラフは子どもを産み終わった夫

婦に，結婚当時は何人の子どもが欲しかったかと尋ねたものです．「2人」と答える夫婦

が最も多いわけですが，「特に考えていなかった」という夫婦も3分の1を占めています．

この結婚時に予定した子ども数別に，実際には何人の子どもを持ったのかを示したのが右

の棒グラフです．結婚時の平均予定子ども数は2.08人でしたが，最終的に持った実績は

1.84人にとどまります．さらに子どもを何人持つか「特に考えてなかった」夫婦では1.77

人とさらに少なめです．結果的に，予定していた子ども数を達成できた夫婦は7割にとど

まっていることが分かりました．出産可能期間が圧縮しているにもかかわらず，それをう

まく認識できず時間切れを迎えている夫婦が少なくないように見受けられます．

―421―

図８ 設問「「将来、自分が子供を持つのか持たないのか」といった観点からの人生設計（ライフ

プラン）について、あなたはどの程度考えたことがありますか」の回答

資料：「少子化社会に関する国際意識調査」（内閣府子ども・子育て本部,2021）
注：20～49歳,問12



3. まとめ

では最後に趣旨説明をまとめます．我々が当たり前と考えている時間感覚は，その社会

が文化として受け入れているもので，変わることがあり，変えられることがあるのではな

いかということです．データで示された日本の特徴は，子育ての時間，自分の時間が持て

ない，人生のラッシュアワーがあまり意識されず予定した子ども数が達成できていないと

いうものでした．残念ながら社会の加速は今後も進むことが予想されます．そこで，日本

における人生のラッシュアワーの現状がどうなっているのか，それを乗り越えるためには，

どのような考え方が必要で，どのようなサポートが必要なのかということを考えながら，

以下のご報告をお聞きいただければと思います．それではご登壇の皆様，よろしくお願い

致します．これで岩澤からの趣旨説明を終わります．
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用した「出生動向基本調査」の個票データは，国立社会保障・人口問題研究所調査研究プロジェク
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図９ 結婚時の予定子ども数（左）と予定子ども数別達成状況（右）

資料：「第16回出生動向基本調査」（国立社会保障・人口問題研究所 2023）による集計．
注：妻の年齢が45～49歳の初婚どうし夫婦，1,279組．「とくに考えていなかった」は「予定2人」として達成分
布を算出．合計では除外．
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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【報告１】

出産・子育て期の男女の生活時間：東アジアと西欧諸国の比較

Man-YeeKan＊

余田翔平＊＊ 訳

・司会： それでは報告に移らせていただきます．出産・子育て期の男女の生活時間：東

アジアと西欧諸国の比較」と題しまして，オックスフォード大学社会学部教授，マンイー・

カン様よりご発表いただきます．それでは，マンイー・カン様，よろしくお願いいたし

ます．

・カン氏： 本日はこのような機会をありがとうございます，オックスフォード大学から

参りましたマンイー・カンです．本報告のトピックは，出産・子育て期の男女の生活時間，

とりわけ1980年代から2010年代までの東アジアと西洋諸国の比較です．

本報告の目的は3つあります．まず1つ目は出産・子育て期の男女の生活時間について，

18歳から49歳までの東アジアと西洋諸国の比較を行うこと．2つ目は，過去30年間で生活

時間の男女差がどのように変化してきたのかを探ること．そして3つ目は，年齢やライフ

ステージによって生活時間の男女差がどのように異なるのかを探ることです．

我々のプロジェクトでは生活時間デー

タを MultinationalTimeUseStudy

（MTUS）の形式にハーモナイズ（標準

化）しました．これは，1日10分ごと，

あるいは15分ごとに人々が何をして過ご

しているかということを記入するダイア

リー方式というものです．中国，日本，

韓国，台湾から東アジアのデータを取得

しました．

一方で，MTUSから用いたのはオー
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ストリア，カナダ，ドイツ，デンマーク，スペイン，フィンランド，フランス，イタリア，

オランダ，ノルウェー，イギリス，アメリカです．これらの地域の満18歳から49歳の男女

を分析対象としました．分析結果の部分では，1日あたりの平均行動時間を有償労働，無

償労働，余暇，そして睡眠休息について提示します．なお，平日と週末の比が5：2にな

るようにウェイトを適用しています．また，集計結果はジェンダーと地域によって分けて

います．

各国は以下のようにグルーピングしています．「保守主義レジーム」：フランス・オラ

ンダ・オーストリア・ドイツ，「南欧レジーム」：イタリア・スペイン，「社会民主主義レ

ジーム」：ノルウェー・デンマーク・フィンランド，「自由主義レジーム」：カナダ・イ

ギリス・アメリカ．東アジア諸国は各国ごとに集計しています．さらに年齢グループ，時

代，ライフステージ―「独身・子なし」，「有配偶・子なし」，「有配偶・子あり」，「独身・

子あり」―に分けて集計します．

ジェンダーと生活時間に関して理解をするための主要なフレームワークのひとつに，

「ジェンダー革命理論」と呼ばれるものがあります．このフレームワークによると，ジェ

ンダー革命というのは，2つのフェーズを通じて達成されると言われています．

第1フェーズでは，主に女性が変化を引き起こす主体となります．具体的には，教育機

会の男女間格差の縮小や雇用機会の拡大を背景に，女性が有償労働時間を増やし，無償労

働時間を減らしていきます．しかしながら，この第1フェーズでは，男性はこうした女性

の新たな役割の変化に適応していません．すなわち，彼らの無償労働への貢献はあまり大

きくありません．

ところが，女性がより労働市場に参加し所得が上がっていくにつれて，性平等的な行動

変容が家族の中で生じてきます．そして無償労働時間が男性の間でも次第に増加していき

ます．これがジェンダー革命の第2フェーズです．

また人口学者によって提唱された理論の中でジェンダー革命理論に非常に類似したもの

があります．彼らもまた，女性の労働参加や教育拡大によって家族が大きく揺さぶられた

結果，家族が不安定になると主張します．しかしながら，時間の経過とともに，よりジェ

ンダー平等的な価値観や男女間の役割分業が社会に浸透していきます．この時期において

は，社会はよりジェンダー平等的な均衡状態に到達し，出生率は再度上昇します．ただし，

このフレームワークでは，最終的に到達する男女の役割の平等の程度というのは，各社会

の文化や規範，あるいは福祉政策に依存すると考えられています．

ここまでの議論を踏まえて以下の仮説を提示します．

仮説1．女性はより多くの無償労働を，男性はより多くの有償労働を行う．かつ女性が余

暇・休息・睡眠に割く時間は男性よりも短い（「ジェンダー革命」）．

仮説2．生活時間における男女差は過去数十年の間に縮小している（「ジェンダー革命」）．

仮説3．生活時間の男女差の変化の度合いは国や地域によって異なる（「複数均衡」）．
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仮説4．生活時間の男女差は年齢やライフステージによる差異が存在する（「ジェンダー

革命」．

仮説5a．過去数十年の日本において，ライフステージによる生活時間の男女差の違いが

縮小している（もし日本がジェンダー革命の第2フェーズに突入している場合）

仮説5b．過去数十年の日本において，ライフステージによる生活時間の男女差の違いは

依然として大きい（もし日本が依然としてジェンダー革命の第1フェーズに留まっ

ている場合）

それでは分析結果に移りましょう．まず図1には，性・地域別に見た生活時間を示して

います．まず，男性の有償労働時間は女性よりもずっと長くなっていることが分かります．

日本ではそうした特徴がより顕著で，男性の有償労働が特に長く一日あたり約450分になっ

ています．

一方で女性の場合，有償労働に割く時間は平均的には一日あたり200分程度です．有償

労働時間の男女差は韓国でも大きいですが，日本では特に際立っています．

つづいて無償労働時間の男女差について見ると，有償労働時間のそれとは逆のパターン

が浮かび上がってきます．グラフからは女性のほうがより多くの無償労働をしていること

が分かります．特に日本では男女差が大きくなっています．その理由は，日本の男性はあ

まり無償労働をしておらず，1日30分ぐらいであるのに対して，女性は一日あたり250分

以上無償労働をしているためです．

日本以外に無償労働時間の男女間格差が大きい国として，東アジアでは韓国・台湾，欧

米諸国の中ではスペイン・イタリアを挙げることができます．
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図１ 性・地域別に見た生活時間



余暇時間について見ると，多くの国で男性は女性よりも余暇時間が長いことがうかがえ

ます．その差は国によって異なりますが，1日あたりおおよそ50分から100分程度です．

最後に，睡眠と休息についてみると，日本と韓国を除くほとんどの国においては，女性

のほうが男性よりも睡眠時間が長くなっています．先行研究によると，これは生物学的に

男性よりも女性のほうが長い睡眠時間を必要としているためということですが，日本と韓

国においては男性のほうが女性よりも睡眠時間が長く，その差は1日あたり20分ほどです．

それでは，こうした生活時間の男女差は時代とともにどう変わっていくのでしょうか．

図2は性・期間別に見た，一日あたりの有償労働時間です．日本では近年，女性の有償労

働時間が長くなっており，その結果ジェンダーギャップが若干狭まっていることが分かり

ます．韓国においても同じトレンドが見られ，ジェンダーギャップが縮小してきています

が，そのペースは非常に遅いものです．他の国々，例えば保守主義レジームではジェンダー

ギャップが縮小し続けています．しかしながら，北欧諸国や南欧諸国では，最初の2つの

時代の間（1985-1996年から1997-2007年）ではジェンダーギャップが縮小していますが，

最後の2つの時代の間（1997-2007年から2008-2016年）ではほとんど変化がありません．
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図２ 性・期間別に見た有償労働時間



つづいて，図3には性・期間別に見た，一日あたりの無償労働時間を示しています．日

本ではジェンダーギャップは次第に小さくなっていますが，そのペースは非常に遅いもの

があります．直近の期間（2008-2016年）で男性の無償労働時間は1日あたり30分ぐらい

で，女性は250分を僅かに下回る程度です．同じようなトレンドが韓国でも見られ，ジェ

ンダーギャップは徐々にではありますが狭まりつつあります．他の国においても，有償労

働時間と比較するといくらか同じようなパターンが見られています．北欧諸国では，ジェ

ンダーギャップは第1期と第2期の間で縮小していますが，第2期と第3期の間ではあま

り変化していません．

図4は性・性・期間別に見た，一日あたりの余暇時間を示しています．ジェンダーギャッ

プは全ての期間を通じて根強く残っていることが分かります．さらに，日本，韓国，およ

び保守主義レジームの国においては男性も女性も余暇時間が短くなっています．
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図３ 性・期間別に見た無償労働時間



最後に睡眠時間について見てみましょう（図5）．睡眠時間の男女差のパターンは時代

を通じて安定的で，変化に乏しいことがうかがえます．
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図４ 性・期間別に見た余暇時間

図５ 性・期間別に見た睡眠時間



つぎに，年齢やライフステージで生活時間がどう異なるかを見ていきたいと思います．

まず，有償労働時間と年齢との関連について見てみると，すべての国において，18歳から

29歳の若年層では有償労働にかける時間が男女ともに短くなっています（図6）．それに

伴って，この若年層ではジェンダーギャップも小さくなっています．なぜならば，このグ

ループでは結婚や出産を経験している男女が少ないためです．

ライフステージと生活時間との関連についてもあるパターンが見えてきます．ジェンダー

ギャップは独身の男女の間ではあまり大きくありません．しかしながら，子どものいない

有配偶者の間では，ジェンダーギャップがかなり大きくなっています．そして，子どもが

いる場合，すなわち母親と父親の間では，ジェンダーギャップはさらに大きくなっていま

す．こうしたパターンは日本や韓国で特に顕著です．
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図６ 性・年齢別に見た有償労働時間



年齢と無償労働時間との関連を見てみると（図8），若いグループではジェンダーギャッ

プはすでに存在していますが，そこまで大きなものではありません．30-39歳および40-49

歳のグループでは，よく多くの男女が結婚し，そして親になります．ですからジェンダー

ギャップが相当大きくなってきます．
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図８ 性・年齢別に見た無償労働時間

図７ 性・ライフステージ別に見た有償労働時間



図9からは，女性無償労働時間がライフステージ―独身なのか結婚しているのか，子ど

もがいるのかいないのか―に大きく左右されることが分かります．一方で，男性の無償労

働時間はライフステージによらずほとんど変わっていません．韓国の男性は日本の男性と

比べ，より長い時間を無償労働にあてているようですが，女性に比べればずっと短いもの

があります．そして，繰り返しになりますが，女性の無償労働時間はライフステージによっ

て大きく異なります．同様のパターンは西欧諸国でも見られますが，東アジアの日本と韓

国に比べると，ジェンダーギャップは相対的に小さいと言えます．

余暇時間もまた年齢によって大きく異なります（図10）．中国と台湾は例外ですが，他

の国においては，30-39歳および40-49歳の年齢階級では余暇時間が短くなっています．
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図９ 性・ライフステージ別に見た無償労働時間



それではライフステージごとに見た余暇時間はどうでしょうか図11からは，非常に興味

深いことが見て取れます．例えば日本の場合，独身男女の間ではジェンダーキャップがす

でに存在しますが，結婚をすると女性の方が男性よりも若干長い余暇時間を持つようにな

ります．その理由としては，男性が非常に長時間労働を強いられているということがある

のかもしれません．しかし，子どもが生まれるとそのパターンは逆転します．女性は男性

に比べて余暇時間が少なくなります．親になると女性の方が余暇時間は少なくなるわけで

す．他の国では，余暇時間のジェンダーギャップはライフステージによって変化していま

す．しかしながら興味深いことに，保守主義レジームの国では，親になることによって余

暇時間のジェンダーキャップがかえって小さくなっています．
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図10 性・年齢別に見た余暇時間



最後に，図12には年齢と睡眠時間との関連について示しました．40-49歳では，いくつ

かの国において，睡眠時間が若干ながら短くなる傾向にあります．そして，日本や韓国に

おいては，この年齢層では，睡眠時間のジェンダーギャップがかなり大きくなっています．
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図12 性・年齢別に見た睡眠時間

図11 性・ライフステージ別に見た余暇時間



ライフステージごとに睡眠時間を比較してみると（図13），韓国では，睡眠時間のジェ

ンダーギャップは主に親になると顕在化することが分かります．すなわち，親になると，

男性は女性よりも睡眠時間が長くなります．日本の場合，独身者の間では睡眠時間のジェ

ンダーギャップはないのですが，結婚し親になると男性の方が女性よりも睡眠時間が長く

なります．一方で，西欧諸国，例えば保守主義レジームの国々や北欧諸国では，むしろ女

性のほうが男性よりも睡眠時間が若干長くなっています．

以上の結果から，生活時間がジェンダー不平等であることはわかりました．しかしなが

ら，そうした格差は改善されてきているのでしょうか．そこで，以下では日本のみに焦点

を合わせ，ライフステージごとの生活時間の男女間格差が時代とともにどのように変化し

ているのかを見ていきます．

図14を見ていただくと，過去30年間を通じて概ね同じパターンが見られることがわかり

ます．ライフステージは男女の有償労働時間と強く相関しており，ジェンダーギャップは

家族のライフサイクルを通して拡大しています．
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図13 性・ライフステージ別に見た睡眠時間



無償労働時間に関しても同じことがいえます（図15）．非常に類似したパターンが3つ

の期間で観察されています．ライフステージが大きな要因で，それによって無償労働時間

のジェンダーギャップが拡大されています．
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図15 性・ライフステージ・期間別に見た無償労働時間：日本

図14 性・ライフステージ・期間別に見た有償労働時間：日本



余暇時間に関しても同じような男女間格差のパターンを見て取ることができます（図16）．

しかし興味深いのは，特に2008年から2016年までの直近の10年間を見ていただくと，女性

も男性も余暇時間が少なくなっています．ジェンダーギャップについてみると，子どもが

いない有配偶者の場合，とりわけ女性の余暇時間が少しだけ長くなっています．ここから，

親になることで女性の余暇時間が短くなってしまうということが推測されます．

最後に，図17に睡眠時間の結果を示しましたが，ここでも再び，時代を通じて安定的な

パターンが観察されています．
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図17 性・ライフステージ・期間別に見た睡眠時間：日本

図16 性・ライフステージ・期間別に見た余暇時間：日本



そろそろまとめに入りたいと思います．まず仮説1については，すべての国家および地

域において，男性は有償労働時間と余暇時間が長く，女性は無償労働時間が長くなってい

ます．睡眠と休息時間の男女差は社会によって異なり，日本と韓国以外の社会では，女性

の方が男性よりも睡眠・休息時間がわずかに長くなっています．反対に，日本と韓国では，

男性の方が女性よりも睡眠・休息時間が20分程度長くなっています．

仮説2について言うと，有償労働時間と無償労働時間の男女差は，第1（1985-1996年）

と第2の期間（1997-2007年）の間に縮小しています．しかし，北京を含むいくつかの国々，

具体的には自由主義レジーム国家や北欧諸国では，第 2期（1997-2007年）と第 3期

（2008-2016年）の間でジェンダーギャップのさらなる減少は観察されませんでした．また，

ほとんどの地域で，過去30年の間に余暇時間の男女差に大きな変化はありませんでした．

しかし，北京や日本では子育て期の男女の余暇時間が減少していました．日本と韓国のみ

男性の方が女性よりも睡眠時間が長くなっています．しかし，韓国では最も直近の期間で

ある2008-2016年では男女差が縮小しています．

仮説3については，まず保守主義レジームのフランス・ドイツにおいては有償労働，無

償労働，余暇時間の男女差の縮小傾向が過去30年間継続しています．韓国と日本では，有

償労働時間と無償労働時間の男女差が大きくなっています．しかし，過去30年の間に男女

差は緩やかに縮小傾向にあります．南欧のイタリア・スペインでは，有償労働時間と無償

労働時間の男女差が西欧諸国の中では最も大きくなっています．さらに過去10年間，生活

時間の男女差の縮小傾向は停滞しています．西欧諸国と東アジア諸国とを比べると，北京

と台湾における生活時間の男女差の趨勢は，自由主義国家のそれに類似しています．一方

で日本と韓国の場合，ジェンダーギャップとそのトレンドが南欧のイタリアとスペインに

非常に近いということがわかります．

ジェンダー革命のフェーズに関していえば，高齢層において有償労働時間と無償労働時

間の男女差が大きくなっています．また，ライフステージを経るにつれて，すなわち未婚

から有配偶への変化，そして出産を通じてそうした男女差は拡大していきます．それから

日本と韓国において，年齢やライフステージによる生活時間の男女差の差異が最も大きく

なっています．イタリア，スペインでも類似の傾向です．自由主義国家や北欧諸国では，

年齢やライフステージによって生活時間の男女差が大きく異なるといったパターンはあま

り観察されていません．

余暇時間の男女差は，年齢やライフステージを通じて安定的です．ただし，結婚・出産

後は男女ともに余暇時間が短くなっていきます．韓国，イタリア，スペインでは余暇時間

の男女差は結婚・出産後に拡大します．日本では，余暇時間の男女差は結婚後縮小します

が，出産後は拡大します．睡眠時間のパターンは，年齢やライフステージによってあまり

大きく変化しません．しかし，韓国と日本では結婚・出産後，男性の方が女性よりも睡眠
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時間が長くなっています．

パートナーシップ（結婚）や（出産による）親期への移行は，過去30年間を通じて有償

労働時間や無償労働時間と強く相関してきました．結婚および出産後，女性はかなりの程

度，有償労働時間を減らし，無償労働時間を増やします．2007年以降，子どもがいない有

配偶女性は男性よりも余暇時間が長くなっています．しかし，母親は父親よりも余暇時間

が短くなっています．男性は女性よりも睡眠・休息時間が長くなっていますが，ライフス

テージを経るにつれてそうした男女差は大きくなります．このようなパターンは過去30年

間，一貫して観察されました．

結論として，出産・子育て期には生活時間のパターンに明確な男女差が存在します．有

配偶者においては，有償労働時間や無償労働時間の男女差がより顕著です．総じて，女性

は男性よりも余暇時間が短い傾向にあります．日本と韓国では有償労働時間と無償労働時

間の男女差が大きく，そうした男女差は縮小傾向にあるものの，スピードは極めて緩慢で

す．自由主義国家，北欧諸国および北京といった地域では，有償労働時間や無償労働時間

の男女差の縮小トレンドは近年停滞しつつあります．過去30年間の日本では，結婚や出産

を機に女性の有償労働時間が減少し，無償労働時間が増加するという構造が維持されてい

ます．御清聴ありがとうございました．
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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【報告２】

お金か？時間か？

―子育てコストと少子化―

福 田 節 也＊

司会： それでは続きまして『お金か？時間か？：子育てコストと少子化』と題しまして，

国立社会保障・人口問題研究所企画部室長 福田節也より発表いたします．それでは，福

田室長よろしくお願いいたします．

福田氏： ただいまご紹介にあずかりました国立社会保障・人口問題研究所の福田と申し

ます．私からは子育てにかかるお金と時間についてデータを通してお示ししたいと思いま

す．また，それらが少子化とどのように関係しているのかについてお話ししたいと思いま

す．

初めに報告の流れですが，最初に最新統計に見る子育てにかかるお金と時間というとこ

ろを示していきたいと思い

ます．2番目に子育てコス

トと出生についての理論と

研究知見について．ちょっ

とアカデミックな話になり

ます．3番目に実際にデー

タを用いて，子育てのコス

トと少子化についての国際

比較分析を行ってみました

ので，こちらの結果をお示

ししたいと思います．最後

にあくまでアカデミックな

立場からの知見ということ
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になりますが，効果的な支援策について考えるということでお話ししたいと思います．

まず，子育てにかかるお金と時間．お金の方ですけれども，子育てにかかる費用という

と教育費といったところが非常にフォーカスされますが当然そればかりではなくて，人一

人が生きていく上で必要な消費，例えばこの表でいうと，養育費関連の消費がかかってき

ます．

その他にも子どもが育ってくると携帯電話の費用や，時々のお祝いの費用，あるいはレ

ジャー等，子どもの成長に伴いかかる費用もあるということです．
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こういった費用が子どもの成長とともにいくらぐらいかかっているのかという調査結果

がありましたので，こちらをお示ししたいと思います．図は，0歳から15歳，中学卒業ま

でに毎年何にいくらぐらい費用がかかっているのかというデータになっています．右の方

に数字が書いてありますが，こちらは年間で何万円かかっているかという数字になってい

ます．これを見ると，大体90万円から160万円ぐらいかかっていることになっています．

3歳から6歳のところ，保育費用ということで丸がしてありますが，現在はここが無償化

されたということで非常に大きな部分がなくなって軽減されたのかなというところです．

ただトータルでこの数字を足してみると，保育費を除いてみてもだいたい1,768万円とい

うことで非常に多額の費用がかかっているということになります．特に中学生以降になる

と教育費のところが大きくかかってくるという構造が見て取れます．

同じデータを割合に直してみたものが

次の図（省略）ですが，3つ大きな消費

費目があります．1番目が衣類，食費，

生活用品，医療などの人が生きていく上

で必要な基礎的な消費という部分です．

真ん中の部分，このグラフで言うと青い

部分になりますが，こちらが保育や教育

費となります．最後にお小遣いで，白色

から右のオレンジのところにかけてです

が，こちらの方がその他の子どものため

の出費ということになります．繰り返しになりますが中学生になると教育費の割合という

のは非常に大きいということです．

別のデータで0歳から18歳の子どもの教育費のところだけフォーカスしてそのトレンド

をみると，子どもの数は減っていますが，一人当たりの教育費は年々上昇を続けている状

況にあります．

さらにこの18歳以降の教育費である大学の授業料，入学料がどうなのか見てみると，こ

ちらも年々急増しており，特に私立大学の授業料が近年においても伸び続けている状況に

あります．

そうすると結局，幼稚園から大学卒業まで一体いくら教育費だけでかかるのかというこ

とですが，そちらを計算した結果によると，すべて幼稚園から大学まで私立，あるいは小

学校から私立となると，トータルで2,500万円程かかってしまうということです．中学か

ら私立，高校から私立となると大体1,500万円前後．大学から私立というだけでも1,200万

円程かかってしまう．すべて公立でも1,000万円は教育費だけで超えてしまうということ

で，非常に多額の教育コストが我が国ではかかっているということです（「金融広報中央

委員会「知るぽると」内「子どもの教育費、どう準備する？」（監修：豊田眞弓，2020年

7月）より引用）．

教育費がどんどん増えても家庭の中で世帯の収入が上がっていれば問題ないのですが，
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家計における可処分所得，いわゆる手取り収入は年々下がっている状況です．2011年から

の変化をみると，子ども手当の見直し等によって減ってしまった部分が結構ある．それ以

外にも社会保険料の料率が上がったであるとか，消費税の税率が上がった，さらには高所

得の人に関してはその高所得の部分の更なる料率アップといったところで，手取りが減っ

ているという形になっています．

こうした状況において政府の方もただ手をこまねいているわけではありません．子育て

の経済的支援も2010年ぐらいからどんどん出てきています．例えば児童手当であれば，現

在の制度で言えば子どもの中学卒業までに約200万円ほど．先ほどの1,000万円とかいう額

からすると微々たるものですが貯めることができます．さらには第三子加算等の拡充が現

在検討されているところです．その他にも幼児教育，保育の無償化が始まりました．

あとは高等教育も収入制限はありますが授業料が無償化されてきている．あと意外と大

きな子どもの医療費の助成制度というところで，これはその地域の自治体が上乗せという

ことで子どもの医療費が無料になるという形でやっているものです．

さらには，各種奨学金制度であるとか，NISA，ジュニアNISAであるとか，教育資金

の一括贈与にかかる贈与税非課税処置といったものも2010年以降出てきています．

子育ての金銭的なコストについてまとめると，1番目として，3つの大きな費用があり

ます．1つは基礎的な消費で，こちら言い換えるならば健康的な生活のために必要な消費

と言えるのではないでしょうか．2つ目が保育，教育費．こちらは人的資本への投資．3

つ目は，その他の子育て関連費ということですが，こちらも重要で，子どもの社会関係資

本であるとか情緒的な発達のためには欠かせないものであると言われています．これらの

費用は，子ども一人一人の育ちにとって重要なことはもちろんなのですが，これから人口

が減少していくという日本においては数を質で補うしかないわけですから，人口の質，い

わゆる労働生産性や国民全体のウェルビーイングを上げていく上で非常に重要だと考えら

れます．だからこそ政府が支援する意義や必要性があるのではないかというところです．

2番目としては，家計における可処分所得の減少と教育費の高騰という現状があるという

ことです．3番目は，子育てに対する様々な経済的な支援も始まっているということです．

制度は非常に数も多いし複雑なのですが，これらをうまく活用して子育てに関わる金銭的

なコストに備える必要があろうかと思います．お金の話ですが，教育費の増大期，中学生

に子どもがなるまでにいかにしてお金を貯められるかという意味では時間との戦いとも言

えるのかもしれません．
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次に子育てにかかる時間です．こちらのグラフは6歳未満の子どもを持つ男性・女性の

家事・育児時間の推移を出しています．こちらを見るとわかるように育児時間の線は男女

ともに上昇傾向が見られる一方で，女性の家事時間に関しては最近減少してきているとい

う傾向が見られます．

同じデータを専業主婦家庭と共働き家庭に分けて男女の負担割合を出したものをみてみ

ると，共働き家庭の方が女性の負担割合は低い，つまり男性がより多く負担しています．

特にその傾向は近年になるほど，共働き家庭では大きくなっています．つまり，男性の貢

献割合は増えている．依然として女性が7割以上やっているというのは確かなのですが，

男女の負担割合で変化が見えてきています．

さらに，子どもの年齢によって，家事・育児時間がどのように違うのかを男女でみてみ

ると，子どもは小さい方がやはり家事・育児に時間かかっています．男性については妻の

就業状態によって家事・育児時間が異なるという傾向があります．やはり妻が正社員で働

いている男性の方が家事・育児をやっている時間が長いということです．

国際比較のデータで無償労働時間の男女比を見てみたいと思います．これは男性がやっ

ている家事・育児を1とした時に女性がその何倍やっているかという数字になっています．

これを見ると，やはり先ほどのカン教授での報告にもあったように日本（5.5），韓国

（4.4）では非常に無償労働が女性に偏っているという状態が見て取れます．
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ただ，そういった状況がいいと日本の男性，女性が思っているのかというと必ずしもそ

うではないようです．こちらのグラフでは生活時間をどのように見直したいかということ

を聞いています．家事・育児時間のところを見ますと，女性は減らしたいという人が多い．

ところが男性を見てみると増やしたいと言っている人も相当数いるということで，男女双

方でもう少しバランス取りたいという傾向が見て取れます．

私の見るところ日本でも新しい変化が起きつつあると思うのですが，その一つはテレワー

クです．テレワークを導入する企業はコロナ禍以降増えています．「令和4年度 新しい

ライフスタイル、新しい働き方を踏まえた男女共同参画推進に関する調査」（令和4年度

内閣府委託調査）によると，普段長時間労働の男性はテレワークの日の方が仕事時間が短

く，家事・育児時間が長いという傾向が見られます．

さらに男性の育児休業の取得率も上昇しています．
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これが面白いのですが，育児休業の経験がある男性ほど家事・育児時間が長いという傾

向が認められます．

その他，育休取得経験のある男性の方が家事・育児スキルの自己評価が高い．また配偶

者からの満足度も高いということで，どうも育休を取ることで男性の家事・育児に対する

自信やスキルが増す側面があるようです．
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新しいトレンドの3つ目としては，若い世代における意識の変化が挙げられます．こち

らを見てみますと，家事・育児への考え方として自分が率先してやるべきことであると言

う割合が，男女とも同じぐらいになってきています．上のグラフでは将来のパートナーに

対する未婚男性の期待ということですが，ずっと増えているのが「両立コース」というこ

とです．結婚出産を得ても仕事を続ける女性をパートナーにしたいという男性が増えてい

ます．一方で，年々減っているのは専業主婦の女性をパートナーにしたいという「専業主

婦コース」を希望する男性です．この割合はかなり減ってきて少数派になっているという

ことです．一番冒頭の所長の話にもありましたが，今年のノーベル経済学賞受賞者のゴー

ルディンもアメリカでも同じようにやはり世代を経ながら，男女の役割分担というのは変

わってきたのだという意味で，日本でもそういった静かな革命が起きている可能性がある

のではないかと思います．

子育て時間のコストのまとめですが，1番目に，男性の家事・育児時間は上昇傾向にあ

るが，依然として女性の負担が大きい．2番目に，子どもは小さい時ほど家事・育児によ

る時間的なコストは大きい．これは教育費の増大とある意味トレードオフになっていると

いうことです．3番目に，国際的に見ても，日本では女性の無償労働が（男性と比べて）

異常に大きい値になっています．ただし4番目に，3つの新しいトレンドと希望の光とい

うことで，テレワーク，育休取得経験，若い世代における意識の変容，こういったものが

日本でも起きているということです．そのため共働き化により，子育ての金銭的，時間的

コストをどのように男女で負担していくのかという戦略が日本で変わりつつあるのではな
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いかというのが私の主張です．さらに両立支援策，育休，時短勤務，フレックス，テレワー

ク，あるいは公的な保育施策というのは，子育ての時間的コストを個人や社会で負担する

ためのある意味，時間政策という面もあるのではないかと思いました．

次に2番目のテーマである，子育てのコストと出生についての理論と知見についてお話

ししたいと思います．主にこうした分野の理論構築を行ってきたのは経済学なのですが，

こちらにあるように質―量トレードオフモデルとか時間配分モデルといったことが言われ

ています．質―量トレードオフモデルでは，例えば一人当たりのGDPと合計（特殊）出

生率の間には負の相関があるという検証が行われていたり，時間配分モデルでは女性の労

働参加率と出生率というのは負の相関があるということが検証されてきています．

ところが従来の理論に反する新たな潮流というのが2000年代以降に出現してきています．

例えば一人当たりのGDPと出生率の関係で言うと，かつては負の関係ということで右下

がりだったのですが，近年国際比較の関係を見ると，これは右上がりに変わってきていま

す．同じように女性の労働参加率についても関係性というのが反転している．これは何な

のかというと，経済学，社会学，人口学で一致した見解なのですが，女性の就業キャリア

と出生希望との両立，これをいかに両立するのかというところが出生行動の鍵を握るよう
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になってきているということです．この背景には女性の就業継続というのが，どの国にお

いても普遍化してきている点があると言われています．

実際に見てみると，就学前教育，いわゆる公的保育への公的支出と出生率，あるいは女

性の就業率といったところは，国際比較で見るとすでに正の関係があります．さらに男性

の家事育児分担割合と出生率についても正の関係が見られる形になっています．
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こちら先ほどのカン教授が説明してくださったジェンダー革命と出生の理論ということ

ですが，ジェンダー革命が進むにつれて出生率は，U字型を描くとされています．先ほ

ど触れられていなかった点としては，このB地点からC地点へ出生率は上がっていくと

思われているわけですが，その出生率の上昇を牽引するのは高学歴の人的資本が高い女性

であると言われています．

実際に実証研究の結果どうなのかというのをマクロレベルの知見と，個人レベルのミク

ロレベルでの知見で見ていきたいと思います．マクロレベルの知見としては出生率と正の

関係を持つ要因として，公的保育への支出や保育施設の提供，子育てに対する公的支出，

あるいは父親の家事育児参加といったものが挙げられる．逆に出生と負の相関を持つ要因

としては，子育ての経済的なコストや時間的なコストといったものが挙げられています．

個人レベルの分析を通して見られるミクロレベルの知見としては，詳細を省きますが総

じて子育ての金銭的なコストや時間的なコストをうまく夫婦間で負担できるような，そう

いう状況があるほど子どもが生まれやすいというような研究結果が示されています．

3つ目のテーマとして，子育てコストと少子化についての国際比較分析という結果につ

いてお示ししたいと思います．こちらで使ったのは 国民移転勘定(NTA)と言われていま

すが，それと国民時間移転勘定(NTTA)という二つの統計です．こちらは国連が主導して

いる加工統計となります．NTAとは何なのかと言うと，年金，医療，介護といった公的

領域における所得の移転，及び家族・親族間の私的な領域における所得移転について，年

齢，性別に支払いと受け取りの金額を推計したものです．NTTAについてはその無償労
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働版でして，家事・育児，家族介護といった無償労働を通じた時間の移転を時給換算して

金銭化して，それが性別年齢別にどのように行われているのか見たものです．

具体的にデータを示すと，こういう感じのグラフを書くことができます．こちらのグラ

フですけれども，横軸が年齢になっていまして，縦軸が金額，それぞれの年齢において消

費金額から労働収入を引いた値となっています．この値が正であるということは稼ぐ以上

に消費しているということです．この値が負ということは消費する以上に稼いでいるとい

うことです．一国における所得の移転を考えると，この現役世代が稼いだ余剰というのを

子どもと高齢世代に割り振って世の中が回っているという形になります．子どものところ

を見てみると，では稼いでいないのに消費している部分はどうなっているのでしょうか．

色分けされていますけれども，黒が家族からの移転，要するに親が支払ってあげていると

いう部分です．薄いグレーのところが公的保育であるとか公教育であるとか，あるいは医

療，国が払っている部分です．点模様のグレー部分が無償労働ですね．育児，家事，介護

といったものを受け取っている部分，それを金銭化したものとなります．高齢世代でも同

じようなことがわかるわけですが，今回の分析ではこの子どもの部分の移転に着目し，0

歳から24歳ぐらいまでにかかっている消費がどのようにファイナンスされているのか．こ

れを子どものコストとみなして出生力との関係について分析をしてみたいと思います．
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こちらNTAやNTTAの計算に用いるデータです．分析方法としてはNTA，NTTA

を使った子育ての金銭的コスト，時間的コストの測定及び，その出生率との国際比較分析

ということを行っていきたいと思います．
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はじめに子育ての金銭的コスト，時間的コストの測定ですが，比較対象はヨーロッパの

4カ国と日本で，日本は2009年と2014年の2時点です．あと韓国，台湾を比較対象として

選んでいます．横軸は年齢になっていて，縦軸はどれぐらいお金がかかっているかを示し

ます．ただお金と言っても各国物価が違うので，ここでは30歳から49歳の平均年収に対す

る比率，何年分かというような形で出しています．こちらを見ると一番大きな違いは，ヨー

ロッパ諸国と比べて東アジア諸国では世帯が出している教育費の部分が大きいというとこ

ろです．
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そしてこちらがNTTAですね．時間的なコストをNTTAで出したものですが，こち

ら韓国，台湾はデータがありませんのでヨーロッパとの比較となりますけれども，やはり

0歳のところで一番時間的なコストがかかっています．日本は2001年と2016年があります

が，2016年のところでかなり0歳の時間的コストが上がってきている傾向が見られます．
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先ほどのグラフを数字にしたものがこちらの表になっていて，このデータにTFR，出

生率のデータをつけて相関分析を行ってみました．

その結果，まず子育ての金銭的コストと出生率は明らかな負の相関があり，要するに子

育てのコストが高い国ほど出生率が低いという傾向が見られます．相関係数にすると特に

私的支出，世帯が出しているお金との相関が高くて-0.83ということです．子育てに世帯
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がお金を出さないといけない国は出生率が低い傾向が示されています．一方で公的な支出

ですが，国が子育てにお金をたくさん出しているという国は出生率が高い傾向があり，こ

ちらは正の相関が見られるということです．

子どもの費用で大きい部分として教育と医療があり，それぞれに対して公私と負担があ

るわけですが，そのうちの私的な支出の割合がどれくらいなのかを出したのがこちらのグ

ラフです．一目瞭然に東アジア諸国では教育に対する私的な支出がヨーロッパに比べても

何倍も高いことが分かります．日本は医療支出に関しては最近かなり下がってきてヨーロッ

パ並みなのですが，韓国，台湾では教育に加えて医療支出も世帯が出している割合が高い

ということです．
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教育・医療への私的支出割合と出生率の関係をとるとやはりきれいな負の相関が出まし

て，世帯が教育にたくさん出さないといけないというところは-0.8ぐらいの相関がありま

す．ただ，医療の方に関してはそこまで大きな相関がないかなというところです．

次に子育ての時間的コストと出生率の関係を見ていきたいと思います．まず，その子育

ての時間的コストだけを見ると実は日本はヨーロッパよりも低い，つまりヨーロッパの方

が子育てに対してたくさん時間を使っているようです．

―457―

1.6 1.5 1.9 2.0 
1.3 1.1 

0.8 1.0 
1.0 1.1 

0.7 0.9 

0.0
0.5
1.0
1.5
2.0
2.5
3.0
3.5



同じように相関を見てみると，かろうじて育児時間が長いと出生率が低い国が多いとい

う形なのですが，日本の時系列をみると，日本は2001年から2016年で育児時間は上がって

いるんですね．そして出生率も上がっているということで，必ずしもここで見られる相関

のような形になってないという特徴があります．

分析について結論めいたことを言いますと，子育ての時間的なコストについては金銭的

コストほど出生率との関係が明瞭ではない部分があったという気がしています．例えば日

本より出生率が高いヨーロッパ諸国の方が時間的なコストが大きかったり，日本では育児

時間が増加した2016年の方が2001年よりも出生率は高いというような形で，ちょっと金銭

的コストとは違う形が見られた．これはそれ以上深い分析をしていないので，あくまで私

の予想なのですが，どうも育児時間と出生率，あるいは夫婦のウェルビーイングというの

は逆U字型の関係があるのではないかと．つまりせっかく子どもが生まれたのに十分な

時間が子どもと取れないというのは，それはそれで不満です．一方で育児時間があまりに

も長すぎるとそれはそれで負担になってしまうわけです．おそらく個人個人で理想と考え

るような育児時間というものがあるのではないかと思われます．それを社会の制度として

実現できるかどうかというところに，出生率と育児時間との正しい関係があるのかなと，

そんな気がしています．一方でお金に関して同じサービスを受けられるのであれば安けれ

ば安いほどいいわけなので，時間についてちょっとそこは金銭的なコストと違うのかもし

れない．

最後ですが，効果的な支援策は何なのかということです．短期的な時間的なコストへの

対応としては，育休，公的保育，フレックス，テレワーク．こういったものはすでに制度

としてあるわけですが，より拡充し続けていくということで，育児時間の創出，或いは育
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児の社会化といったものを進めていくことが大事ではないかと．金銭的なコストへの対応

としては，やはり教育費について，諸外国と比べても高い部分があるようです．それで児

童手当等があるわけですが，これは継続的に必要かと思います．ただやはり財政的な限界

というのは厳然としてあるのかなと思います．そうした時に大事なのは共働きの支援なん

じゃないかというふうに私は考えます．共働きを支援していくことによって，世帯収入の

安定，さらには税収や社会保険料の増を見込めるのではないかと思います．

ただ，より長期的に日本のジェンダー規範の変容と働き方改革を進めていく必要もあり

ます．特に男性の家事・育児へのコミットメントを増やしていくことは大事です．ただこ

れに関しては我々世代をどうこうしようというのはすでにもう遅いかもしれなくて，次世

代，我々の子どもたちの世代をどういうふうに教育，意識改革していくかということが実

は大事なんじゃないかと思います．男性は女性の無償労働に依存するのではなく，女性は

男性の有償労働に依存するのではない．有償・無償労働における個の確立，そういったも

のを目指すような教育を我々がしていく必要があるのではないでしょうか．あとはこちら

濱口先生のご専門になるかと思いますが，二重労働市場の解消といったことも大きな課題

かなと思います．やはりフルタイムでもパートでも社会保障でカバーされ，キャリアを目

指せるような働き方，こういったものがジェンダー公平な社会というのを実現していく上

では必要かと思います．この点において日本のアドバンテージは何かと言うと，一つは人

口減少の圧力による社会変革の流れが今あるのではないかということです．特に労働市場

においてはすでに人手不足というのが始まっており，これは女性就業にとってはプラスだ

ろうと思います．さらには少子化対策の理解と家族政策のパラダイムシフトが2010年頃か

ら起きていますので，こうした流れをより進めていく必要があるでしょう．あとは若い世

代における意識の変化といったものがありますので，これもジェンダー平等の方向に流れ

ているのではないかということです．こういったアドバンテージをうまく使っていくこと

で，日本は変わっていけるのではないかと考えています．ご清聴ありがとうございました．
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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【報告３】

24時間週7日経済におけるワークライフバランス

大 石 亜希子＊

・司会： それでは報告3に移らせていただきます．『24時間週7日経済におけるワーク

ライフバランス』と題しまして，千葉大学大学院社会科学研究院教授 大石亜希子様より

ご発表をいただきます．それでは大石様よろしくお願い致します．

・大石氏： こんにちは．千葉大学の大石亜希子と申します．労働経済学と社会保障を専

門としております．本日は報告する機会をいただきありがとうございます．

私の報告では，時間帯という視点からワークライフバランスを考えていきたいと思いま

す．ワークライフバランスの問題を取り上げるとき，これまでは長時間労働，つまり働く

時間の長さに注目が集まりがちで，いつ働くかという，生活する中での時間帯の問題が注

目されることはあまりありませんでした．ここでキーワードとなるのが，24時間週7日経

済という言葉と非典型時間帯就労という言葉です．この報告では，はじめに24時間週7日

経済や非典型時間帯就労とは何なのか，その背景にある要因を説明した後で，非典型時間

帯就労にどのようなメリットあるいはデメリットがあるのかについて，国内外の研究に基

づき指摘します．そして，24時間週7日

経済における共働きと子育ての問題につ

いて考えていきます．

24時間週 7日経済は， 英語では

twenty-fourseveneconomyと言いま

す．直訳すれば年中無休経済ということ

です．この言葉が世界的に注目されるよ

うになったのは，HarrietPresserとい

うアメリカの社会学者が2005年に出版し

た書籍がきっかけでした．
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現代では，一日24時間，週7日，休みなく経済も生活も動いている――そういう感覚を

皆さんもお持ちだと思います．なぜこのような社会が生まれたのでしょうか．その理由と

しては第1に，サービス経済化が挙げられます．今，私たちの消費生活のほとんどはサー

ビスの消費に向けられています．サービスは，生産と消費が同時に行われるという特徴が

あるため，モノとは違って在庫をストックしておくことができません．つまり，サービス

は24時間週7日，いつでも需要されている時に生産されなくてはならず，それに合わせて

労働力も配置する必要が生じます．

24時間週7日経済が到来した理由の第2は，IT化とグローバル化です．IT技術の発達

と社会経済のグローバル化によって世界各国は密接に結びつくようになりました．24時間

途切れることなく情報は流通し，モノやサービスは生産され，そうしたネットワークの中

に日本も含まれています．

第3に，制度面の変化も指摘することができるでしょう．たとえば，2000年には大規模

小売店舗法（大店法）が廃止されました．この法律は，大規模なスーパーストアや量販店

などの出店が，地元の小規模店舗に及ぼす影響を緩和するために，営業時間に制約をかけ

たり，店舗面積に制約をかけたりするものでした．それが2000年に廃止されたことで，郊

外に巨大なショッピング・モールが出現したり，幹線道路沿いに量販店が出店したりする

ようになりました．そのような店舗は一般的に休業日が少なく，深夜営業や24時間営業を

する業態も少なくありません．また，労働者派遣法も2010年代に入るまでは規制緩和が相

次いでおり，これもまたスポット的に労働力を活用する傾向を助長していました（注：

2012年改正で日雇い派遣は原則禁止に変更）．
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24時間週7日経済においては，人々の働き方も変わります．従来は，月曜日から金曜日，

午前9時から午後5時までが典型的な就労時間帯と考えられてきました．しかし，先進諸

国では早朝や深夜，あるいは週末に働いたり，ローテーション勤務やオン・コールで働い

たりする労働者が増加しています．こうした時間帯に働くことを，欧米の研究では非典型

時間帯就労（nonstandardworkschedules）と呼んでいます．

この図は，EU29カ国における18～64歳の労働者を対象に，日中以外の時間帯に就労す

ることが頻繁にあるかどうかを調査した結果を示しています．国によってかなり違いがあ

りますが，多くの国々では，3～4割程度の労働者が頻繁に非典型時間帯就労をしている

ことがわかります．

では，日本の実状はどうなっているでしょうか．この図は，労働政策研究・研修機構が

実施したパネル調査の結果を引用しています．調査は35～54歳の男女2万人を対象に2023

年1月に実施されました．図は，このうち収入のある仕事をしている約1万7000人につい

ての結果です．先ほどのEU29カ国についての調査と比較して，こちらは働き盛りの年齢

層に対象が絞られています．そのため，労働者の5割以上が18～22時の時間帯に働くこと

が「よくあった」もしくは「時々あった」と回答しています．22時以降の深夜・早朝に及

ぶ時間帯でも，労働者の5人に1人が働いています．また，朝5時から8時という比較的

早い時間帯にも労働者の4人に1人が働いています．

労働者側からみると，非典型時間帯就労にはメリットとデメリットの両面があります．

まず，メリットとしては，通常の時間帯よりは高めの賃金が得られるという点があげられ

ます．例えばパートやアルバイトの場合，週末や深夜労働の時給は，平日昼間よりも高め

に設定される傾向にあります．また，非典型時間帯に働くことで，家族間や父母間でスケ

ジュール調整がしやすくなるというメリットもあります．例えばイギリスのロンドンでは

保育料が非常に高いので，こどもを保育園に預ける時間を減らすために父母の片方が非典
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型時間帯に働くといったようなことも行われているそうです．

一方，デメリットについては多くの指摘があります．とくに注目されるのは，親が非典

型時間帯に働くことが，親たち自身の心身の健康に悪影響を及ぼすだけでなく，こどもに

も影響するという点です．欧米では，こうした関係を指摘する研究が蓄積されています．

たとえば，非典型時間帯就労をする親は，こどもにきつく当たるなどの好ましくない育児

態度をしがちになるという研究もありますし，父親が非典型時間帯就労をすることによっ

て，母親のメンタルヘルスが悪化し，それがまたこどもに影響するといった指摘もありま

す．こどもに生じる影響としては，非行や喫煙などの問題行動，学力，あるいは肥満との

関係を示唆する研究があります．

それらの海外の研究成果を踏まえると，親の働く時間帯をこどもの生活時間帯にどのよ

うに合わせていくのかといったことが問題となってきます．この図が示しているのは，い

わゆるワンオペ育児時間の分布です．ワンオペとは，一人でオペレーションをしていると

いう意味で，最近では育児に関しても父母のどちらかが一人で育児をしている状態をワン

オペという言葉で表すことが多いようです．

ここでは厚生労働省の「21世紀出生児縦断調査」を用いており，黒いラインの方は2001

年出生児，灰色のラインは2010年出生児を示しています．いずれについても調査対象とな

る児童が5歳6カ月に達した時点での父母の帰宅時間のギャップから，ワンオペ時間を計

算しています．左側の図は母親が無業の世帯ですので，母親は基本的に家にいると仮定す

れば，父親の帰宅時間までがワンオペ時間となります．16時より前に帰宅する父親は非常

に少ないので，図では16時以降の時間帯についてだけ帰宅時間の分布を示しているのです

が，19～20時に帰宅時間の1つのピークがあります．さらに，21時以降に帰宅する父親も

多く，30％以上に達しています．2001年と比較すると，2010年は若干ながら早めに帰宅す
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る傾向がありますが，それでもやはり3割程度が21時以降に帰宅しています．つまり，そ

れまでの時間，母親は一人で育児を担うことになります．

右側の図は共働き世帯について，母親が帰宅してから父親が帰宅するまでの時間のギャッ

プを分布で示しています．0であれば，ちょうど同時刻に帰宅しているということになり

ます．少数ですが，母親より早く帰宅している父親もいますので，マイナスの領域にも分

布しています．図をみると，2～3時間のあたりが山となっています．つまり，共働き世

帯の多くは，母親が帰宅してから2～3時間程度，一人でこどもの面倒を見ているという

ことが分かります．また，母親の帰宅から4時間経過以降に父親が帰宅する世帯も4割以

上あります．共働き世帯であっても，母親のワンオペ時間は長いのです．

なお，ここではデータの制約から，母親の帰宅後は父親が帰宅するまで一人で育児をし

ていると仮定していますが，祖父母が育児を手伝っていたりする可能性もあることにご注

意ください．

さて現在，政府はこども未来戦略方針において共働き・共育ての推進を提唱しています．

しかし今ご覧いただいたように，共働き世帯においてさえも育児負担が女性に集中するワ

ンオペの実態というものがあります．女性の余暇時間が短いということは先ほどのマンイー・

カン先生，あるいは福田先生のご報告からも示唆されているところなのですが，女性は男

性よりも時間の貧困に陥りやすいという現状があります．これについて九州大学の浦川邦

夫先生は，こどものいる夫婦共働き世帯で妻が正規雇用の場合には，約3割が時間の貧困

に陥っていると報告されています．ひとり親世帯の場合には時間の貧困がより深刻で，親

が正規雇用の場合で約4割，非正規雇用の場合でも約3割が時間の貧困にあるとのことで

す．さらに浦川先生の最新の研究では，時間の貧困のジェンダー差は，世帯単位でみる場

合よりも個人単位でみるほうが顕著であることが明らかにされています．特にこどもが未

就学児の2人親世帯では，妻の時間貧困が深刻であるという指摘がなされています．

それでは，どのようにして父親の育児への関わりを深めていけばよいのでしょうか．海

外の系統的研究レビューによると，父親が家事育児をすると出生にプラスの影響があるこ

とを示唆する研究成果が多く出ています．日本の研究でも，父親が家事育児に従事すると

第二子の出生確率が高まると報告されています．

ただし，興味深いことに家事と育児を分けてみると，父親の育児には出生促進効果があ

るとする研究が多いのですが，家事についてはほとんど効果がみられないという研究が多

いのです．家事と育児でなぜ出生促進効果に違いが生じるのか，その理由はいくつか考え

られます．第1に，やや語弊がある言い方ですが，夫の家事生産性が低い可能性がありま

す．たとえば同じように料理をしても，できた料理の質が落ちるといったことが考えられ

ます．第2に，日本の場合は特にあてはまるかもしれませんが，男子厨房に入らずという

ような社会規範が強い場合に，夫が家事をすることに対して妻の方も非常に強い心理的抵

抗感を持ってしまう可能性が考えられます．そのため，父親が家事をしても，こどもを持

つことに対してプラスに働かないという可能性があるかもしれません．

そして第3に，育児は非常に時間帯拘束性が強い行為であるという点です．この報告の
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冒頭で私は，時間帯に注目したいと言いましたが，育児に関しては特に時間帯が重要です．

家事であれば，週末にまとめて掃除をしたり洗濯をしたりして集約することができますし，

自分がやらなくても，お惣菜を買ってきたり家事サービスを利用したりして，市場から調

達することもできます．しかし，育児は集約化も市場からの調達もなかなかできません．

こどもを一日に7回お風呂に入れたからあとの日は入れなくていいというわけにもいかな

いですし，外部から調達するベビーシッターサービスなどは，親による育児ほどの質には

到達していない可能性もあります．また，こどもの生活は前倒しや後ろ倒しをできるもの

ではなく，一日の中で決まった時間にやらなければいけないという時間帯拘束性が強いわ

けです．だからこそ，父親が育児に関わることが重要であり，それが追加出生などにポジ

ティブな影響を与えるのであろうと私は考えております．

共働き・共育てを推進するといっても，現状では平日は母親がワンオペで育児をし，休

日に共育てをしているのが実態です．2000年代以降，父親の育児時間は伸びていますが，

それは週末にこどもと一緒に過ごす時間が増えていることの寄与が大きく，平日にこども

と関わる時間はあまり伸びていません．しかし育児の時間帯拘束性を考えると，少子化対

策としては，平日の父親の育児時間を増やすことが望まれます．

そのひとつの方法としては，男性育児休業取得を促進することが考えられます．先ほど

の福田先生のご報告にもありましたが，男性育児休業の取得促進が父親の育児時間増加に

つながるという研究成果がドイツやスペインなど様々な国から出ています．しかも男性が

育児休業を取得すると，休業から復職した後も育児により深く関わる傾向があると報告さ

れています．

また，父親育児にはピア効果というのもありまして，どのぐらい子育てに男性が参加す

るかは，自分の職場の同僚や周囲の男性の行動によってかなり影響されるということが指

摘されています．したがって，男性の育児への関わりを促進するような職場環境の醸成，

あるいはトップ層の意識改革といったものが必要であると思います．海外の研究では，日

本の育児休業制度が世界トップクラスの充実度であるのに少子化対策として目覚ましい効

果を上げていないのは，強いジェンダー規範が存在するためであると指摘されています．

こうした規範を変えていくような働きかけが今後望まれるのではないかと思います．

ただし，留意しなければならないのは，父親の育児参加が必ずしも数の増加につながら

ない可能性もあるということです．数多くこどもを持つよりも，こどもの質を上げる方が

時間的には楽ですので，そちらに向かってしまう可能性もあります．また，父親が育児に

関わるようになって子育ての大変さを実感すると，次子を持つことをためらう傾向が生じ

ると指摘するスペインの研究もあります．

最後に気になる点について触れたいと思います．現代では，こどもの非認知能力の育成

が注目されております．現代社会では，こどもの教育にあたって，知識だけではなく，コ

ミュニケーション能力や物事に対処する能力を育むことも重視されており，そうした能力

が社会に出た際にも高く評価される傾向にあります．非認知能力を育成する上では，小さ

い時から様々な経験を積んだり，親からの働きかけをすることが重要であるとも言われて
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おり，それをよく認識している高学歴の父母は，こどもの育児に積極的になります．しか

しそうした認識があまり浸透していない層では，こどもの非認知能力の育成に時間を費や

さない可能性があります．結果的に，親からの時間投資の差によって，こどもの間での格

差が拡大する可能性もあるわけです．父親育児の推進と言っても，取り残されるこどもが

いないよう目配りをしていくことも，政策的に必要なのではないかと思います．以上，私

からの報告とさせていただきます．ありがとうございました．
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人口問題研究（J.ofPopulationProblems）80－4（2024.12）pp.467～476

特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【報告４】

子育て世代の労働時間と労働法政策

濱 口 桂一郎＊

・司会： それでは続きまして，『子育て世代の労働時間と労働法政策』と題しまして，

独立行政法人労働政策研究・研修機構労働政策研究所長 濱口桂一郎様よりご発表をいた

だきます．濱口様，よろしくお願い致します．

・濱口氏： はい，ご紹介いただきました労働政策研究・研修機構（JILPT）の濱口で

ございます．JILPTというのは，社人研と同じく厚生労働省関係の研究機関なのですが，

社人研が厚生系であるのに対して，私のところは労働系ということになります．大石さん

は労働経済学者でもありますので，そういう意味ではその話の続きということになります

が，私からはこのタイトルにあるように労働法政策・法制度のあり方に注目します．ただ

し法制度を解説することはいくらでもできるのですが，それを説明しただけではなぜ現実

がこうなっているかということは全然わかりません．法制度はこういうふうになっている

のだけれども実態はこうなっているのはなぜか，というところが実は大きな問題でありま

す．時間が乏しいのできちんとした説明はできないかと思いますが，雇用システムという

問題があるということを踏まえながらお

話をできればと思っております．

まず日本の労働時間に関わる法律はど

うなっているか．終戦直後に労働基準法

という法律ができまして，一日8時間，

週48時間という法定労働時間になりまし

た．普通労働時間の上限と言われていま

すが，実は上限ではないんです．なぜ上

限ではないかというと，法律ができたと
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き，成人男性については，残業代を払えば無制限の時間外・休日労働ができたからです．

そして，ごく最近までそうだったんですね．ただ女性についてはそうではありませんでし

た．かつては女性については一日2時間，週6時間，そして年間150時間という上限があ

りました．だから例えば5時に仕事が終わったら7時までは残っていいけれども，8時に

残っていたらそれだけでアウトなのです．そういう時代があったんです．いつまであった

かというと，実は1997年の均等法改正までなんですね．え，と思うかもしれません．ある

意味すごい男女差別とも言えるかもしれませんが，どちらが差別されているのかよくわか

りません．少なくともこういう制度の背景にあったのは，パンを稼ぐのは成人男性で，だ

から無制限に働いていいんだ．だけど女性はケアラーであるから家庭が大事で，だからい

つまでも会社に留めちゃいかんのだと．こういう考え方だったんでしょうね．この考え方

は20世紀を通じて社会的にはずっと維持されていました．

その証拠に，1980年代に時短というのが流行語になったんですが，その頃の時短とはな

にかというと，長時間労働が悪いから短くしましょうなんて話ではないんです．貿易摩擦

で，欧米から日本はウサギ小屋で働きすぎだからけしからんと言われ，働くのはどこが悪

いんだと内心思いながら，まあ言われているからしょうがないと言ってやったんです．何

をやったかというと，法定労働時間を48時間から40時間に短縮しました．ただその時に時

間外労働には手をつけませんでした．時間外労働というのは，日本の雇用を安定化させる

ために非常に重要なものだから，そんなものを制限してはいけないのだというのが基本的

な考え方で，ほんの数年前までこの考え方はずっと維持されていました．

一方，これは世界的に共通なのですが，20世紀の後半に男女平等の考え方がだんだん広

まってきました．日本も，国連の女性差別撤廃条約を批准しなければいけないということ

で，男女雇用機会均等法ができました．これで何が起こったかというと，男性も女性並み

に時間外労働に上限を設けようなんて，そんなことはごく一部の人間を除けば誰も言わな

い．女性も男性と同じように無制限に働けるようにしようということになりました．ずっ

とそういうふうになってきたんですね．ようやく2018年に，これはまだほんの数年前です

が，働き方改革で月間80時間から100時間という時間外・休日労働の上限規制がされまし
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た．これは確かに意味のある規制ですが，この基準というのは実は労災の認定基準です．

ここまで働いて死んだら労災だよという基準です．

そのおかげで確かに年間総実労働時間数は，この2019年から少し下がりつつあるんです

が，基本的にあまり変わっていません．右側のグラフは週60時間以上働いている人の割合

なんですが，これが実に男性の場合十数パーセントもあるんですね．60時間ということは

週あたり20時間余計に働いているわけです．月当たりにすると80時間以上ですから，実は

これは労災認定基準超えになっている．もし倒れたら労災が認定されるような人たちが，

これだけ日本にいるという話なんですね．これが労働時間の現状です．

―469―



―470―



次に育児休業法制という，いわゆるワークライフバランスの関係について見ていきます．

日本で育児休業法ができたのは今から30年以上前の1989年です．これはいわゆる1.57ショッ

クという，合計特殊出生率の低下に対して，なんとかしろという政治的要請を受けて育児

休業法という立派な法律ができました．法律を読むと立派なんですよ．男女双方に一年間

の育児休業の権利があるんです．さらにこの後お話をしますが，実は六法全書に載ってい

る今の育児介護休業法をみると，先ほど大石さんが言われたように，短時間勤務など，世

界的に見てもこんな立派な法律はないぐらい充実しております．が，実態から言うとほと

んど女性のための制度なんです．

厚生労働省は，いやそんなことはない，我々の鉦や太鼓のおかげで男性の育児休業取得

率がものすごく伸びてもう17％になっている，素晴らしいでしょうと言うわけですね．こ

れだけ聞くと素晴らしいように聞こえるんですが，はっきり言ってこれは大本営発表です．

左側のグラフは，育児休業を何％取っているのかというデータです．しかし，何％取って

いるといっても，どれくらいの期間取っているのというと，女性はだいたい1年前後が一

番多いです．これに対して男性は下のグラフの白い部分で，実は一番多いのは5日未満な

んですよ．さすがに一番最近の令和3年度では5日未満よりも5日から10日の方が若干多

くなったんですが，両方合わせるともう半分以上ですね．私はこれを育児休業と呼びたく

ないです，あえて言えば育児休暇です．何が違うかと思うかもしれませんが，「あ、なん

か濱口君、ちょっと休んでるな」と思ったらまた復帰してきたというようなものですから．

介護の話とは違うんですね．育児というのは，親が子どもの世話をするためのペアレンタ

ルリーブですから，5日や10日で何がペアレンタルだという感じなのですが．しかしそれ

で17％だと厚生労働省は言っております．

それから，現在の育児介護休業法には実に様々な制度があります．深夜業の免除請求権，

一定の時間外労働の免除請求権，短時間勤務の措置義務，所定外労働の免除請求権，子の

看護休暇の請求権，その他フレックスタイム，時差出勤，託児所の設置運営等々．さらに

今審議会で議論していて，おそらく来年の国会に出される法案では，テレワークというの

も選択的な措置義務に入ってくると思われます．

問題はこれらも基本的には女性のための制度になってしまっているということです．グ

ラフのグレーの部分は女性のみが使っている制度です．フレックスタイムやテレワークな

ど一部の制度を除くと，ほとんど女性専用の制度になっているということがわかります．

これが実態なんですね．

ここまでは制度の説明です．だけどなぜこんなに立派な制度がこういう実態になるのか

というと，戦後に形成された日本型雇用システムが非常に大きな影響を与えているだろう

と思っています．これを説明しはじめると1時間でも2時間でもかかるんですが，今日の

お話と最も関係のあることを言うと，戦前の日本の方がむしろ欧米社会に近かったという

ことです．戦後日本は，エリートとノンエリートを入り口で区別しないで，ラットレース

よろしくバリバリ無制限に働かせて，それで勝ち残った人，よく頑張った人が上に上がっ
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ていく，こういう社会を作ってきました．それが良いか，悪いかという話はとりあえずし

ません．戦後日本人は，それは大変良い社会だ，入口であいつはエリート，ノンエリート

というふうに区別される階級社会ではなくて，みんなが社長になれる可能性がある．係員

島耕作たちが，みんな社長島耕作を夢見て一生懸命頑張る，素晴らしい社会じゃないかと

いうふうに思ってきたわけです．それは確かにある面でそうなんですが，裏返して言うと，

頑張ることができる者だけの平等なんですね．ガンバリズムの平等主義というのは，頑張

れる人だけが平等になるということです．

かつて均等法以前の日本社会は，男性と女性は別のカテゴリーに属してきました．男は

サラリーマンで女はOLと言って，カテゴリカルに違っていたわけです．OLというのは

基本的に結婚退職前提で，補助的な業務に従事し，結婚したら辞める．そうすると夫は奥

さん，子どもたちのためにワークに専念する，奥さんはライフに専念する．これぞ日本的

な素晴らしいワークライフバランスじゃないかというふうに思っていた．当時そんな言葉

はないですが，たぶん当時の人たちはそういうふうに思っていたのだろうと思います．と

ころがそこに均等法がやってきて，女性も男性並みにきちんと処遇しろ，処遇する以上は

女性も男性並みに働けと．男性並みというのは，エリート候補生だけどもエリートになれ

る保証は何もない若者たちが，とにかく無制限にあれもやれこれもやれと言われて，はい

わかりました頑張りますと言って，時々失敗をするけれども頑張って一生懸命やっていく．

その中に若い女性も一緒に入れましょうと，こんなやり方をしたわけです．そんなやり方

には，未婚の女性はなんとかついていけるかもしれませんが，子どもを抱えてしまった女

性がこれについていけるかというと，そんなはずありません．なぜなら，かつてのサラリー

マンは自宅に銃後の妻がいましたが，子どもを抱えた女性たちが，銃後の妻も一緒にやり

ながら，一生懸命前線で戦う，そんなバカなことができるはずがありません．

もちろん先ほども言ったように育児介護休業法というのは大変立派な法律です．短時間

勤務をはじめとして様々な両立支援のための制度が用意されています．ところが，短時間

勤務は権利ではあるのですが，短時間勤務の時だけ短時間勤務なんです．同語反復じゃな

いかと思うかも知れませんが，短時間勤務は当然期限があるんですね．短時間勤務が終わっ

たらどうなるか？パートタイムが終わったらフルタイムに戻るというのが，たぶん世界の

常識だと思うんですが，日本のサラリーマン社会はそうではありません．ある方は私にこ

う言いました．「濱口さん、パートタイムが終わったらフルタイムに戻ると思っていたら

そうじゃなかったんです。オーバータイムが待っていました」．幼児を抱えてオーバータ

イムというのはなかなかきつい．だけど若い男性たちが頑張っているその横で若い女性た

ちも同じように頑張る．そんな状況を目の当たりにしていて結婚できるか，子どもはでき

るか，こういう話であります．一方で先ほどのように，働き方改革で月80から100時間と

いう上限規制ができましたけれども，これは過労死認定基準です．命のワークライフバラ

ンスであって生活のワークライフバランスではないのです．

このワークライフバランスという言葉ももう一遍考えてみたいと思います．実は，日本
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は育児介護休業法に書いてある，いわゆるワークライフバランス法制というのは本当に充

実しています．立派なんですよ．だけどそこに書いていないことが大事なんです．何かっ

ていうと，そもそも育児介護休業法というのは例外なんです．では，育児介護休業法とい

う例外が前提にしているのは何かというと，それは労働基準法の労働時間規制のはずなん

です．これがもしきちっとしていれば，一日8時間，週40時間というのが本当に上限であ

るならば，例えば子どもに朝ごはんを作ってから会社に向かう．家に帰ってから子どもに

夕食を作ってあげるということがなんとかギリギリできるでしょう．労働時間は柔軟性が

大事だと言うんですが，実はその前の段階があります．労働時間はむしろ硬直的である方

がワークライフバランスを守るんです．

ただそれだけでは足りません．これが先ほど大石さんが言われた，子どもを育てるとい

うのはそんなに規則的なものじゃないということです．1日8時間，週40時間という規制

だけでやっていたらそれでは及ばないことがあるでしょう．例えば朝は子どもを保育所に

預けに行くために同僚よりも遅く出勤できることが必要でしょうし，夕方は子どもを引き

取りに行くために早く退勤できることが必要でしょう．あるいは子どもが病気になれば病

院に一緒に連れていくとか，子どもを育てているといろんなことがあるので，こういった

柔軟性は必要です．

日本はこの10年，20年ぐらいフレキシビリティ，柔軟性という言葉が若干混乱してきた

のではないかと感じています．今でも覚えていますが，今から十数年前に，ちょうど裁量

労働制とかホワイトカラーエグゼンプションの議論があった時に，当時政府の規制改革会

議は何と言ったかというと，このホワイトカラーエグゼンプションを導入することによっ

て仕事と子育てが両立できるようになる，少子化対策になるのだというふうに言っていま

した．これは全くの嘘ではないです．確かに労働時間は柔軟であることがワークライフバ

ランスにプラスになることがあります．しかし，そもそもの根っこで，無制限に働くこと

がデフォルトルールになっている中で，そこだけ柔軟性ということを言ってしまうと，時

間に糸目なくいくらでも働く方向にのみ，フレキシビリティというのは働いてしまう．そ

このところの議論というのがどうも日本ではすっぽり抜けているなという感じがしました．

ではなぜそうなるかというと，ここが最初に申し上げた，日本の法制度を社会的に支え

ていると同時にそれを制約している雇用システムのあり方だろうというふうに思います．

この育児介護休業法にあるような，第二次的なワークライフバランスはEUに遜色ないぐ

らい充実しているのに，育休世代は非常に疲弊していく．なぜか？その基盤となるべき第

一次ワークライフバランスが空洞化しているからだろうと思うわけです．短時間勤務中は

いいけれども，それが終わると労働時間無制限の男性正社員ルールというのがかぶさって

くる．ですから女性の問題と思われていることは，実は男性の問題なのです．そして，女

性の働き方をどんなに弄っても男性正社員の無制限な働き方が変わらない限り，女性活躍

というのは絵に描いた餅になってしまうだろうと思います．

この問題が難しいのは，これは社会的にマイナスなだけではなく，むしろ戦後日本社会

にとってはバリバリ頑張れば頑張るほどいくらでも出世することが可能だという，「青空
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の見える人事」という言葉も昔あったんですが，いわばメリットのあるものとして展開し

てきたがゆえに，なかなかそこから脱却することが難しいということがあるんですね．今

から数年前に限定正社員という言葉が流行ったことがありますが，その時も，それいいね

というよりも，なんだその変なものはという批判の方が強かった．限定正社員ってなんだ

と．俺たちのことを限定しようというのかと．無限定であることがデフォルトであるとい

うことが心に染み付いているがゆえに，それを限定するというのは，お前はエリートにな

らない一格落ちの人間にするんだぞ，みたいな感じになってしまう．ガンバリズムの平等

主義からいかに脱却するかというのが，労働時間に関わる少子化問題というものの大きな

鍵になるんじゃないかなと思います．

ここまでが本論ですが，先ほど岩澤さんがミクロな時間とともにマクロなライフスパン

の時間の話をされたので，その関係で人生コースという観点からの話もしてみたいと思い

ます．海老原嗣生さんという雇用ジャーナリストがいますが，彼が日本の雇用のいろんな

問題を解決するための処方箋として，途中からノンエリートという道を作ったらどうかと

いうことを，『雇用の常識」という本の中で提示しています．若いうちの，日本社会にお

ける入り口は変えない．入り口から変えるとなったら教育制度から何から全部変えないと

いけない，そんなことはできない．だから会社に入ってから10年ちょっとは今までと同じ

ようにバリバリやる．だけどずっとそういうわけにはいかないので，だいたい35歳ぐらい

で，社長島耕作を目指すラットレースから降りる．これでいいじゃないかというふうに彼

は言うわけです．
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だけどこの議論は男性の若者や，男性の中高年を前提とした議論なんですね．確かに男

性の若者，男性の中高年を前提とした議論であれば，これはなかなかリアルな解であるこ

とは間違いないのですが，ここに女性という変数を入れて三元連立方程式として解こうと

すると，一体何をもたらすかというと，女性に高齢出産を要求するという解になります．

35歳まで女性も男性並みに無限定正社員としてバリバリ働けと．だけどずっとそうではな

くて，その後はそこから降りて行っていいですよと．そこで海老原さんはこの『女子のキャ

リア」という10年ちょっと前に出た本のなかで，医学的にどこまで本当かよくわからない

ですけど，医学的なデータをいろいろ駆使して，高齢出産はなにも悪いことではない，30

代あるいは40代になってもいくらでも子どもを産んでいいじゃないかということを縷々こ

の本で書いているんです．

これに対して私は本当にそうなのかなというふうに思っています．今から7，8年前の

2015年に『働く女子の運命」という本を出しましたが，その中で，本当にそれでいいんだ

ろうか？35歳で分岐してその後高齢出産という，一見合理的に見える解で本当に社会は回っ

ていくんだろうか？と問題提起をしました．雇用システムのあり方として，若いうちは男

女ともにバリバリ働いて，あるところに行ったらそこから降りる人はみんな降りてねとい

うやり方で，そのツケは女性が高齢出産することでなんとか行くでしょう，高齢出産には

なにも悪いことはないよと言うんだけども．だけど人間だって生き物です．生き物である

ということをそんなに無視していいのだろうか．そうやって雇用システムのあり方と妥協

をさせながら女性を高齢出産に導いていって，そのツケを不妊治療でもって賄うような社

会のあり方が本当にいいのかということについては，もうちょっと考えた方がいいんじゃ
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ないですか？ということをこの本の最後のところで投げかけました．これは投げかけたと

いうことです．つまり私にも答えはないんです．これはすごく難しい問題で，きれいな答

えがあればいいんですが，きれいな答えはないです．日本の雇用のあり方に問題があると

いうふうに分析することは可能です．ただだからといって，日本の雇用はおかしいから全

部入り口からひっくり返してしまえと，一介の評論家だったらできるかもしれませんが，

ある程度政策に責任がある人間はそんなこと怖くて言えるはずがありません．つまりこれ

は非常に難しい問題で，真面目に考えれば考えるほどきちんとした解がないということに

なってしまう．とりわけマクロな人生コースという観点からの時間と少子化という観点か

らすると，ここに実は一番大きな問題をはらんでいるのではないかと思います．私からの

話は以上です，ありがとうございました．
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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」（2023年12月４日）

【報告５】

こども未来戦略方針に基づく政府の新たな取組み

西 岡 隆＊

・司会： それでは報告5に移らせていただきます．

『こども未来戦略方針に基づく政府の新たな取組み』と題しまして，こども家庭庁長官

官房参事官 西岡隆様よりご発表いただきます．それでは西岡様よろしくお願いいたしま

す．

・西岡氏： こども家庭庁の西岡と申します．本日は貴重な機会をいただきましてありが

とうございます．まず簡単に私の自己紹介をさせていただきます．プロフィールにもあり

ますが，厚生労働省の数理職として，年金や医療保険の財政シミュレーションなどいろい

ろな試算を長くやってきて社会保障に関わってきたのですが，今回はこの少子化対策とい

うミッションに関わらせていただいております．人口推計のことも20年ぐらい前に担当し

たことがありまして，社人研の皆様には以前から大変お世話になっているところでござい

ます．今日はこども家庭庁の立場から，今政府が進めている「こども未来戦略方針」１）に

基づく新しい取組みについてお話をさせていただけたらと思います．

我が国の少子化は，2022年の合計特殊出生率が1.26と過去最低になり，相当厳しい状況

にあると思っています．数値では2005年と同率ですが，私は当時ちょうど人口推計の担当

者で，データを見ていたのですが，当時はまだ晩婚化，晩産化が進んでいて，産み終えた

世代と産み始める前の世代が同時に観測されて，見た目上の出生率が低く見える，いわゆ

るテンポ効果があると考えていました．ただ昨今の状況は深刻で，この晩婚化，晩産化の

流れも一定限界があり，以前に比べればそんなに進んでいません．一方で，この低下の原

因が20代後半と30代前半の出生率の低下となっており，若い世代の結婚行動，出生行動そ

のものが大きく変動している状況になっております．
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*こども家庭庁



政府は，「こども未来戦略方針」を打ち出すにあたって，2030年代に入るまでの6，7

年が少子化の傾向を反転できるかどうかのラストチャンスだと言っております．過去の年

間出生数の推移を見ると，2000年頃まではまだ120万人程度で維持されていたところ，

2000年代に入って出生数は急速に低下していきます．この2000年前後に生まれた世代は，

これから数年のうちに結婚し，こどもを産む時期になることを考えると，この世代にちゃ
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んと施策の恩恵が受けられるようにしないと，その後の世代は人数的にも少なくなってく

ることから効果も限定的になります．こうしたことを踏まえても，この少子化対策という

のは，このセミナーのテーマにも掲げられている通り，「時間」との闘いであり，それを

意識して今まさに取り組まないといけないと考えます．

我が国の少子化を取り巻く状況として，アンケート調査で自分の国が子供を産み育てや

すい国だと思うかという問いに対して，多くの国はとてもそう思う，どちらかといえばそ

う思うという人が大半を占めているのに対して，日本はその割合は4割以下，むしろそう

思わない，全くそう思わないという人の方が多くなっています．まさに若者世代は子育て

をすることが大変で負担というような感覚を持っており，そうした意識をどうやって変え

ていくかという，そこが少子化対策の鍵になると考えます．

こども家庭庁は，本年4月に発足して，こども施策の司令塔機能を発揮し，こどもまん

なかの施策を推進することを目指しています．政府は6月に「こども未来戦略方針」を閣

議決定し，その方針を年末までに具体化して「こども未来戦略」とした上で，来年の通常

国会には関連する法案を提出する予定としております２）．

その大前提として，まずは，経済成長と少子化対策を車の両輪として機能させるとして

おります．まさに，こども・若者世代に目を向けた施策を一丁目一番地として取り組むと
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2）2023年12月22日に「こども未来戦略」が閣議決定され，それを具体化するため「子ども・子育て支援法等の

一部を改正する法律」が2024年の通常国会に提出され，同年6月5日，可決成立している．



いうメッセージを出そうとしているところです．まず，賃上げについては，この30年にわ

たって停滞したデフレの状況からいよいよインフレが起こりつつある中で，インフレ以上

に持続的で構造的な賃上げをどうやって実現するかということが求められます．これにつ

いては，人手不足の問題とも大きく関連することから，経済界と方向性を一にして取り組

んでいく必要があります．

こども・子育て政策については，まず乗り越えるべき3つの課題として，（1）若い世代

が結婚・子育ての将来展望を抱けない，（2）子育てしづらい社会環境や子育てと両立しに

くい職場環境がある，（3）子育ての経済的・精神的負担感や子育て世帯の不公平感が存在

する，を挙げています．この課題に対して，3つの基本理念として，（1）若い世代の所得

を増やす，（2）社会全体の構造・意識を変える，（3）全てのこども・子育て世帯を切れ目

なく支援する，という方針を掲げ，施策を具体的に示そうとしております．

そして，当面3年間を集中的に取り組

むということで「加速化プラン」を位置

づけております． 1つ目の項目として

「経済的支援の強化や若い世代の所得向

上に向けた取組」があります．これは福

田先生からもお話がありましたが，児童

手当の拡充として所得制限の撤廃，高校

生までの支給期間延長，第三子以降は金

額を3万円に倍増というメニューになっ

ていて，これらを来年度10月分から支給

するということを目指しております．また，出産等の経済的負担軽減については，出産育

児一時金を42万円から50万円に引き上げ，これについては今年の通常国会で成立して，今

年4月から実施されています．その他に，大学等にかかる負担の軽減や，働く子育て世帯

の収入増，これは106万とか130万の壁の話ですが，これらについては9月末に支援パッケー

ジが出されたところです．それと，住宅購入時の支援拡充があります．

2つ目の項目としての「全てのこども・子育て世帯を対象とする支援の拡充」は，出産・

子育て応援交付金，これは妊娠時に5万円，出産時に5万円，計10万円が支給されるとと

もに伴走型の相談支援を行うというものですが，これまでは補正予算の予算措置などで対

応してきましたが，法律に基づく給付にします．また，産前・産後ケアの拡充や「こども

誰でも通園制度（仮称）」を創設します．この「こども誰でも通園制度」も，今までの保

育のイメージとは異なって，在宅育児となっているすべての0歳（6ヶ月以上）から2歳

のこどもを対象に，保育所やこども園などを利用できるようにするもので，こちらも法制

化を目指していきます．さらには，長らく変えることができていなかった職員の配置基準

の見直し，ヤングケアラーなどの多様なニーズへの対応が盛り込まれておりまして，ここ

の部分がいわゆる切れ目ない支援を目指した取組みということになっております．

3つ目の「共働き・共育ての推進」については，大石先生からもお話がありましたが，
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まずは男性の育休取得の目標を2030年に85％を目指すこととして，男性が育休を取ること

が当たり前になることを目指していきます．そのために，両親ともに育児休業を取得する

ことを促進するために，14日以上の育児休業を取る場合に28日間の育児休業給付率を手取

りベースで10割とする，すなわち従前所得が変わらないようにします．また，育児期に柔

軟な働き方ができるように時短勤務をした時に賃金低下を補うための給付を検討しており

ます．そして最後は，こどもまんなかの意識醸成のために，子連れ世帯に対して優先案内

や専用レーンなどを作り，意識改革も行っていきます．

これらの施策については，出産育児一時金のように先行してすでに実施しているものも

ありますが，来年度から順次実施していくことになります．来年度からの3年間を集中取

組期間として，3年目の令和8年度に3兆円半ば３）という予算規模に拡張されて，その先

は集中取組期間における実施状況や取組みの効果を検証しつつPDCAサイクルを回して

いくことになります．

そして，この加速化プランを確実に実行するためには，安定的な財源の確保が重要とな

ります．それについてまず強調しておきたいのは，徹底した歳出削減によってそれを確保

し，また既定予算の最大限の活用を行って，これらによって実質的に追加負担を生じさせ

ないことを目指していくということです．ここの部分の制度設計については，11月9日に

「支援金制度等の具体的設計に関する大臣懇話会」という会議が設けられて，年末にかけ

て，ここで議論が進められていくことになっております．社会保障の話は負担だけに注目

が集まると，皆がどうしても嫌がってしまう話になりますが，社会保障制度は，本来，市

場の分配に任せておくと起こってしまうその歪みを，高齢や失業など所得のなくなった人

や，医療や介護のサービスが必要になった人に再分配をするということで経済効率を良く

することを目指したものです．今回も，こども施策を拡充することによって新たな再分配
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3）こども未来戦略の閣議決定時には3.6兆円とされている．



を行い，若者世代が抱える課題を取り除いていこうというもので，これを，世代を超えて

皆で支えていく，そういったものであるということをご理解いただけたらと思います．

これまでの少子化対策は，待機児童対策や子育てと仕事の両立などの対応を順次やって

きましたが，子育て世代の当事者だけの問題とされがちだったのではないかと思います．

しかし，先に述べた通り，経済成長の実現と少子化対策を車の両輪として進めていく，そ

れを実現するためには，子育ての当事者だけではなく，子育てを終えた高齢期の方や企業

も含めて社会全体で関わっていくという意識が大事になってきますので，ここまでの先生

方のお話にもありましたが，企業の働き方が大きく変わる必要があると思っております．

子育てに関係ない人には給付がないと言われますが，将来世代によって社会保険制度の持

続可能性を高めて，その存立基盤が高まるということで，すべての人にそういった大きな

重要な受益があります．企業にとっては消費者を確保するという点で重要な意味がありま

す．

雇用の状況を見ると，左側のグラフにある通り，非正規の雇用のままだと30代前半の有

配偶率は正社員の方に比べて大幅に低くなっております．また，右のグラフですが，妻の

最終学歴別に見た出生子供数は，従来高かった高卒・短大卒の層も出生率がかなり低下し

てきて大卒と差がなくなってきております．こういう状況を見ても，男性の非正規雇用を

なくしていくこと，さらには女性も働き続けられるということを前提として考えていく必

要があります．
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女性の働き方については，従前あったM字カーブについてはかなりフラットになって

きました．しかし，正規・非正規で分けてみると，女性の正規雇用比率というのは20代後

半をピークに下がり始めて，いわゆるL字カーブの問題があると言われています．女性

についても，非正規ではなく正規で働き続けられる環境を整えれば，それぞれの世帯の収

入が安定して，こどもを育てる環境を整えることができると思っております．

2013年の社会保障・税一体改革以降，こども・子育てに向けた支出は着実に伸びていて，

保育所，こども園といった基盤も整ってきたという認識があります．今回の3兆円半ばの

「加速化プラン」の実施により，我が国のこども・子育て関係予算は，こども一人当たり

の家族関係支出で見てOECDトップ水準のスウェーデンに達する水準となります．こど

も家庭庁の予算も5割程度増加するということになり，お金がつくということだけではな

くて，当たり前に男性が育児休業を取って，ワンオペの育児をする女性がいなくなって，
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子育てが負担というイメージが一新されるという好循環が生まれる必要があります．

さらにその先には，こども・子育ての予算倍増ということを見据えておりまして，加速

化プランで実施した施策の効果検証を行いながら，2030年代の初頭まで予算倍増を目指す

ということで方針を示しております．政府は加速化プランの実現に向けて，年内に施策を

まとめて，来年の通常国会に法案を提出する予定としておりまして，今後これらの議論が

メディアなどで大きく扱われるということになろうと思いますが，これまで政府が進めて

きた全世代型社会保障というものの方向性に従って，若い世代が希望を実現できる社会に

するために重要な施策だと考えます．皆さんのご理解と応援をいただけたらと思っており

ますので，どうかよろしくお願いいたします．

私からの報告は以上となります．どうもありがとうございました．
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特 集 Ⅰ

第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」

【パネル討論】

● 2023年12月4日（月）開催（日比谷国際ビルコンファレンススクエア）

・司会： これより次のプログラム，パネルディスカッションを始めさせていただきます．

パネリストの皆様をご紹介いたします．はじめに国立社会保障・人口問題研究所人口動向

研究部長 岩澤美帆，続いてオックスフォード大学社会学部教授 マンイー・カン様，

国立社会保障・人口問題研究所企画部室長 福田節也，千葉大学大学院社会科学研究院教

授 大石亜希子様，独立行政法人労働政策研究・研修機構労働政策研究所長 濱口桂一郎

様，子ども家庭庁長官官房参事官 西岡隆様，以上の6名の方々です．そしてモデレーター

は，国立社会保障・人口問題研究所副所長 林玲子が務めます．それでは皆様よろしくお

願い致します．

・林氏： ご紹介ありがとうございました．皆様，本日は会場，そしてオンラインでお越

し下さいまして，誠にありがとうございます．今紹介されました通り，私は国立社会保障・

人口問題研究所の副所長を務めております，林玲子と申します．本日のモデレーターを務

めさせていただきます．

議論に入る前にここで今日の6本の報告について簡単にまとめたいと思います．まず開

会の趣旨では，岩澤部長から時間は文化，生活の時計化の光と影という点について説明し

ていただきました．しかしそうしたものは変えられるということも指摘され，そして日々

の時間ということと，時間に関わる人生というレベルで見た時の時間軸をどう考えるかと

いうことについても問題提起

をいただきました．

第1報告のカン先生はジェ

ンダー革命について触れてい

ただき，欧米，日本も含めた

東アジアにおける生活時間調

査の結果を用いて，例えば家

事，子育てにおける男女差が

大きいけれども，最近はその

格差が若干縮んでいる傾向も

あるということです．それか
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ら男女のみならず独身か結婚しているか，そうした婚姻状況でかなり時間の使い方が変わっ

てきているということをお話しいただきました．

第2報告の福田室長からは「お金か、時間か」という切り口から，よく言われているよ

うに，子育てにかかるお金，特に教育費などは非常に高くなってきている，しかしながら，

時間を見てみますと，少しずつジェンダー格差も縮んできているし，静かな革命が進んで

いるのではないか．それから育児時間が減ればいいというものではなくて，やはり理想の

育児時間というものがあって，そういった状態をどのように作っていくのか，働き方をど

う変えていくのかというのが本丸であるということを報告いただきました．

第3報告の大石先生には，非典型時間労働というものが特に2000年の大規模小売店舗立

地法をきっかけに出てきて，1週間7日24時間働くという働き方が出てきている中で，や

はりそのメリットやデメリットがあるし，関連して時間の貧困や時間の拘束性というキー

ワードも出していただきました．これらについてどのように今後取り組んでいくかという

問題提起を数多くいただきました．

第4報告の濱口先生からは，法律だけではわからない労働の現状ということについて非

常に示唆に富むお話をいただきました．基本的に日本の男性が働きすぎているということ

を基調に，男性のほうが差別されているのではないかという示唆もいただきながら，それ

を今後どういう形で時間とライフコースに落とし込んでいけばいいのか，ということにつ

いてお話をいただきました．

そして最後の西岡参事官のご報告では，2015年から合計特殊出生率が再び下がってきて

いることについて，加速化プランをこれからやっていく，その具体的な内容についてお話

しいただきました．

それぞれかなり多岐にわたったお話をいただきましたが，今日はやはり時間ということ

ですので，それについて2，3質問を皆様におたずねしたいと思います．まずは時間と働

き方ということで，最初の岩澤部長の提起の方から．昔，とくに戦前の日本は，もう少し

時間に緩やかであった．そして戦後に時間の励行，それから大和時間を廃せということで，

だんだん1分1秒を気にするような時間の使い方になってきたという話がありました．例

えば私は，以前セネガルというアフリカの国で働いていた時に，保健大臣の会合すら2時

間遅れて始まるということがありまして，1分1秒と遅れない日本とはかなり違う．そし

て例えば新幹線も1分たりとも遅れないということが世界に称賛されるわけですが，逆に

その時間の使い方が人々を窮屈にさせ，そして出生率が下がってしまうということであっ

たらどうしたらいいのか．先ほどの時間拘束性をどのように解決するかという話を大石先

生にもしていただきましたが，例えばフレックスワークの活用など，そうした解決策があ

るのでしょうか．冒頭の所長挨拶と福田室長からノーベル賞受賞者ゴールディンさんのお

話が出ましたけれども，その著書の中で薬剤師は働く時間あたりの給与は一緒であり，多

く働くと時間あたりの給与が各段に高くなる法律弁護士と違い，薬剤師になりたい人が増

えてきているという話がありました．個人の働く時間のフレキシブルなところと，産業と

してどのぐらいフレキシブルに働けるような賃金体系にするかなど，そうしたいろいろな
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ことがこの時間をめぐって話が可能になるわけだと思いますが．ちょっと幅広いですけれ

どもこの時間の使い方ということについて，まずは岩澤部長の方からお願いします．

・岩澤氏： どちらかというと日々の生活の話ですが，確かに歴史的に見ますと，いろい

ろなサービスのレスポンスが24時間対応するなど，生活が便利になっています．それが家

事や育児を楽にしている部分もあると思います．ところが，それをやるからこそ，なかな

か簡単に休むことができないという苦しい状態が同時に進んでいます．これは本当に難し

いと思いますが，最近はむやみに24時間対応しなくてもいいのではないかという考え方も

出てきています．我々も今回このセミナーを開催する際，お問い合わせの時間帯は，もち

ろん深夜でも対応しますということもあり得るかもしれませんが，やはり働く我々のこと

を考えて日中の時間にお問い合わせいただくというようにしました．最近はそういう流れ

も出てきており，それに対してサービスを受ける側が理解を深めていくことも，とても大

事なのではないかと思っております．

・林氏： ありがとうございます．それでは時間拘束性の話をされた大石先生コメントい

ただけますでしょうか？

・大石氏： 少し話がずれるかもしれませんが，今，仕事の内容と言いますか労働が大き

く変化しつつあります．特に高技能専門職のように非定型のタスクをこなす能力を必要と

する仕事が増加していて，そうした仕事は一般的に高賃金である傾向にあります．具体例

としては，弁護士や会計士のような高技能専門職があげられますが，そのようなタイプの

仕事はより多くの労働時間を費やすことのリターンが大きいのです．ですからそういうハ

イスキルの仕事ほど，労働時間が長い傾向があります．しかし，そういう長時間労働は，

女性がそのような職種に就くことを阻む面も持っており，ジェンダーギャップが拡大して

しまうという問題を生んでいます．技術革新によって仕事のあり方や労働のあり方が変わっ

ていく中で，どのようにして長時間労働に歯止めをかけるか，どのようにして労働者を支

えていくのかが問われていると思います．

・林氏： ありがとうございます．この点については濱口先生も多くのお話があると思い

ますが．よろしくお願いします．

・濱口氏： 今，日本人の特徴だと思われていることが100年前は全然違っていたという

ことは実は結構指摘されています．『経済成長の起源』という本の中に日本の話が出てく

るのですが，100年前の日本人というのは全くいい加減だったよということが書いてあり

ます．実際似たような話は結構あって，明治時代の日本の労働者というのは大変流動的で，

1年経ったら半分入れ替わるぐらいの状況もあった．なので我々が日本の特徴だと思って

いることは，実は20世紀の特に後半，戦後に作られたものが結構大きいのです．それは一
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体何かというと，これがなかなか難しいのは，いい面と悪い面が裏腹になっていることで

す．つまり，「ガンバリズムの平等主義」のもとでは，有名なコミックの主人公をイメー

ジして説明しますと，たかが平の社員に過ぎない係員島耕作が，課長島耕作になったよう

なつもりで，あるいは場合によったら部長島耕作になったようなつもりでバリバリ働くわ

けです．それは別に必ずしも悪いことだけではないのですが，その働き方は何を生み出す

かというと，フレキシビリティのパラドックスです．本当の上の方たちはフレキシブルに

自分の思うように働けますよ．それは，そういう自分に裁量のあるフレキシビリティであ

れば，ワークライフバランスも果たすことができるかもしれない．しかし部長島耕作になっ

たつもりの係員島耕作がフレキシブルに働くというのは，結局は言われたことをフレキシ

ブルにやるだけなんです．これは結局アベイラビリティ（勤務可能性）を高めるという話

です．「濱口君なんとかしてくれ」って言われたら「はいわかりました」と．こうして，

アベイラブル・アズ・ジャパニーズ・メンという形で発達してしまった．しかも均等法以

降は，その中にジャパニーズ・ウィメンまで入ってしまったというのが，多分今の状況だ

ろうと思います．ですからなかなか解決が難しい．この難しさはそう簡単には解決しない

だろうと思います．

一方で確かにIT技術が発達して様々な意味でのフレキシビリティというのは高まって

います．これが例えば今の育児介護休業法の改正でテレワークというものを拡充していこ

うという話につながります．これ自体はいい話なんですよ．ただ，アベイラビリティが高

い．つまり自分の裁量性があまりないにもかかわらずアベイラビリティが高いという形で，

フレキシビリティが高まっている状況の中でこれをやってしまうと，それこそどこに行っ

ていようがスマホ一本で連絡つけて「じゃあ濱口くん、明日までにこれやっといてね」と

いう話になってしまう危険性がある．コロナ禍の中でワーケーションが流行りかけました．

これも素晴らしい話かもしれないのですが，下手をしたらリゾート地で休暇中でもバリバ

リ仕事をするなどという話になりかねません．明るい方向に行きそうな素材もあるのです

が，日本の雇用システムのありようがあまり変わらないのであれば，それを活用した形で

も今までの延長線上になってしまうかもしれないという危惧もあります．

・林氏： ありがとうございます．先ほどおっしゃったフレキシブルであるがゆえにもっ

ともっと働いてしまうということがやはりあるというお話だったと思いますが，そうした

中で西岡参事官，何か政策的に効果がありそうだというものはございましょうか？

・西岡氏： そういう部分で政策的にあるかというのは簡単ではないと思いますが，霞が

関の実態を見ても一向にデジタル化も進んでいかないという話もあって，私どもの働く環

境自体も相変わらずな状況で，長時間労働となっています．以前に比べると相当是正しよ

うというエネルギーは注いではいますが，改善できているかというとなかなかそこに至ら

ないと思います．少し論点がずれるかもしれないですが，少子化が著しく進む中，都市部

に人口が集中して，時間との兼ね合いでみても，都会で暮らしている人の時間の使い方の
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厳しさは非常にタイトな一方で，地方で暮らすともっとゆっくりとした時間が流れるとこ

ろがあります．政府としてはデジタル化の推進とともに地方への移住を進めるなど，そう

いったところでの子育て環境の方がいいとも考えられます．政府としても，一極集中を是

正する取組みを応援しているところなので，地道に一歩ずつ進めていくということしかな

いのではないかと思っているところです．

・林氏： ありがとうございました．少子化施策と地方創生，それからデジタル田園都市

国家構想といった政策が一緒に絡んでくるというお話ですね．新しい視点を入れていただ

いたと思いました．

次の質問ですが，時間が足りない，時間が貧困であるのがなぜかというと，ジェンダー

の格差があり，女性が仕事もして家事もして子育ても全部しているということを，今日は

じっくりとカン先生，福田室長からお話しいただきました．カン先生の報告の中で，実は

この点，欧米で最近あまり変わっていないという事実もおっしゃっていただきました．こ

のジェンダー革命というものが今後どうなっていくのか，そして日本ではどうなっていく

のかという点について，まずはカン先生から今，考えていらっしゃることをお話いただけ

ればと思います．

・カン氏： ありがとうございます．日本の最新動向を見ると，有償労働と無償労働の時

間のジェンダーギャップは非常に大きいわけです．格差は縮まってきていますが，そのペー

スは非常に遅い．最近の10年間では男性の家事時間は平均30分，そして女性が240分とい

うことで，ジェンダーギャップは私が研究に含めている国々の中で，最も大きいのです．

西洋諸国の最近の2期間においては，ギャップの縮まり方は小さくなっております．なぜ

ならばジェンダーギャップがすでに相当小さくなっていたからです．これらの国において

のみ，ジェンダー革命のペースの停滞が観察されます．ジェンダーギャップが大きい日本

や韓国などの場合は，このギャップが縮まるのも遅い状況です．それから出生率に関係す

るということで，出産年齢の女性と男性に焦点を当てると，結婚する，親になるというこ

とについては，この30年間，ほとんど変化していない．女性の時間の使い方が大きく変わ

るという点では変化していません．結婚する，そして親になるということは，まだ大きな

バリアになっています．出産をするということは，特に女性にとっての時間的コストが非

常に大きいのです．ですから低出生率をなんとかしようと思うのであれば，ここに働きか

けなければいけないと思います．女性自身が生物学的な時間についてだけを考えるのでは

なく，結婚して子どもを持つことを選択した場合，時間的なコストが非常に大きいという

現実に目を向けなければいけません．

・林氏： ありがとうございます．ジェンダー格差だけではなくて結婚しているか，子供

があるか，そうしたことで男性でもかなり格差も出ているし，ある意味でそうした婚姻状

態革命といった視点も必要になるのかもしれませんが，その点について福田室長の方から
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ご意見，コメントをいただけますでしょうか？

・福田氏： 日本の今のジェンダー革命の状況をどう評価するかということに関しては，

ある意味，半分だけ水が入ったコップがあるとして，それをどういうふうに評価するか？

半分も水が入ってると思うのか，それとも半分しかないと思うのかということに少し似て

いるかと思っています．私の考えとしては，以前の日本というのは，半分も水がない状態

だったのが，半分も，とまで言っていいのかわからないですけども，そこまでの状態には

なってきているのではないかと．今日の報告でお示しした各種データのように，新しい変

化というのはやはり起きてきているのだろうと私は考えています．その一つの基準として

出生力の上昇があります．これはコロナ禍以前の話になりますが，2005年で一番低くそれ

から2015年までは上がっていたという状況がありました．その時に高学歴の女性の出生力

が上がっているかどうかというのが，人口学の世界ではジェンダー革命が第2フェーズに

入ったかどうかの一つ重要な視点だというふうに言われております．そこのところを実は

分析してみまして，今月の『人口問題研究』という当所の雑誌に論文が出ますが，やはり

日本の高学歴女性の出生力が2000年以降上がっているということがわかりました．日本の

ジェンダー革命が新しいフェーズに入ったのではないかという，ひとつの証左だと考えて

おります．

今後どうなっていくのかということに関しては，やはり人口減少という圧力による影響

でしょう．これはその社会を変えていく上でものすごく大きな要素なのではないかと思っ

ています．これまでジェンダーの問題が大事だという話はたくさんあったわけですけれど，

なかなか実効性のある政策であるとか，少子化対策も行われてこなかったわけです．しか

しここにきて2010年以降というふうに私の報告で言いましたけれども，いろんな政策面で

の変化も起きてきている．世の中を変えていかなくてはいけないという共通理解ができた

のではないかと思います．それに加えて若い人たちの意識の変化が続いていることで，人

口減少は社会の共通理解としてあって，世の中をどう変えていかなければいけないかとい

うところに関しても議論が進んできています．（人口減少への対応というのが）一つ大き

な要素としてあるのではないかと私は考えています．

・林氏： ありがとうございます．『人口問題研究』の論文をご紹介いただきましたが，

先ほど西岡参事官の方からも社人研で行っている出生動向基本調査でやはり高学歴の女性

の平均子ども数が上がったということを紹介していただきました．まさに今日本ではそう

した静かな革命が起きているのかもしれないと皆様は感じているかもしれません．このジェ

ンダー革命について，濱口先生は女性よりも男性の方が大変だということをおっしゃって

おられましたが，先生としてはどのように捉えておられるか，ご意見がありましたお願い

できますでしょうか？

・濱口氏： 男性の方が大変だと言ったつもりはないのです．ジェンダー革命というもの
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の捉え方にもよるのですが，日本はこの30年40年かけていわゆる男女平等とか女性活躍と

いう観点から見ると格段の，おそらく40年前の当時の日本社会から考えると信じられない

ぐらいに進んだことは間違いないです．日本の企業は本当に女性をしっかり採用し，育て，

活用しようという方向に進んだのですが，逆に言うと，だからこそ問題が露呈してきてい

るところなのでしょう．つまり決してもう40年前の頭の固いおじさんたちが，雁首揃えて

いた時代とは違って，今の日本は政府も企業も皆本当に女性に活躍してもらおうと思って

るのですが，しかし，その活躍のモデルがやはり昔からの無限定な男性型の働き方のモデ

ルから脱却できていない．もちろん変えなければいけないとは言ってはいますが，本質的

にはそれを微修正するところにとどまっているのではないかというのが私の考えです．そ

の矛盾というものが，若い女性が結婚していいのだろうか，子供を産んでいいのだろうか

というところに露呈してきているのではないでしょうか．

もちろんお金の問題もあり，いろいろな問題があるとは思うのですが，根っこのところ

にはこの問題があります．昔のOLたちは，自分はサラリーマンとは全然違うカテゴリー

だと思っていたわけです．逆にだからこそさっさとOLをやめて，結婚退職して家事育児

に専念するということでうまく世の中は回っていた．それがなまじ男女平等，女性活躍と

いう政策目標が思った以上にうまく回ってしまったがゆえに，その矛盾が多く露呈してき

ているというのが今の姿なのではないか．ですから決して私は暗い色で全部塗ろうと思っ

ているわけでもないのですが，日本がある意味，先ほどの福田さんの「半分」というのは

多分量的な意味で言われたと思うのですが，質的な意味で言うと，女性が活躍するという

意味でのジェンダー革命は間違いなく進んだけれども，その活躍のモデルが従来の昭和型

のモデルの延長線上にあるということがいろんな問題を今生み出しています．そのために，

いかに政府が鉦や太鼓で様々な少子化対策をしようとしても，もちろんそれらはいずれも

極めて大事なことだとは思うのですが，本当に今若い女性たちが結婚していいのか，子供

を産んでいいのかという時に，その決断が一歩足を踏み出すところに届かない原因になっ

ているのではないか，と，そんな感じがしています．

・林氏： ありがとうございます．新たな人生のプランを描いていくということが大切な

のでしょうか？それとも頑張りすぎないようにするということが必要なのかもしれません．

ここまで2つの質問をさせていただきましたが，3番目の質問に移ります．時間と言いま

しても，今日の一日の使い方ということと，人生の時間をどういうふうに使っていくか，

という視点，それぞれがございます．例えば，昔ですと平均的に25歳で結婚して，30歳以

上で妊娠すると「○に高（マルコウ）」のスタンプを押された母子手帳をもらうというこ

とがありました．今は平均結婚年齢が30に近くなって，結婚しないと子供を産まないとい

う規範がある日本では，アジアでもそうですが，必然的に産みたくても産めなくなってい

くということで低出生力が進みますし，不妊治療の重要性が非常に高くなってくると思い

ます．先ほどどなたかが人間だからという話もありましたけれども，そういう生物的なリ

ミットもある中で，まずは働き方を，濱口先生がおっしゃったように変えることが一つあ
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ります．それから最近は技術によって卵子を凍結することで40代の不妊治療の成功率が上

がるという結果がオーストラリアなどで出てきているということもあります．人生のライ

フコースの時間構成を変えていくことと言いますか，そこにメスを入れていくことも不可

能ではないと思うところもあります．この点について皆さんが思われてることをお聞きし

たいと思います．

・岩澤氏： このライフコースの問題というのは，人口学からみると，少子化に対して一

番説明力が高いものになります．先ほど三子の図をお見せしましたが，もし第三子を生め

る条件は何ですか？と問われたら，20代で第一子を産むことです，と答えるでしょう．逆

に30代，40代から産み始めて三子を持つっていうのはほぼ不可能なわけですね．もちろん

不妊治療も少しずつ利用者が増えていますが，やはり晩婚化や第一子出産が遅くなってい

ることを埋め合わせるほどの効果はありません．もちろん30年後はどうなっているかわか

らないですね．人工子宮という話も出てきていますので，50年後全く違う社会になってい

る可能性はあると思うのですが，現状この5年，10年という話で見ると，やはり20代で産

み始められるかというのが大変重要です．にもかかわらず，やはり20代でとても子供は産

めない，だからもう諦めてしまうと回答する若者が増えています．仕事を諦めて子供を産

むという人は今はほとんどおらず，仕事は続けないといけないので子供を諦めるとなって

いるところは，大変懸念しているところですね．

・林氏： ありがとうございます．ではカン先生お願いします．

・カン氏： 我々は現実的に考えないといけないと思います．女性の学歴が高くなってい

ます．そして労働力に参入する率も高くなっているので，生物学的な制約を考えた方がい

いですよ，早く結婚しなさいよ，というのはちょっと現実的ではないですよね．政策的に

何ができるかということですけれども，女性が仕事と家庭の両方をやれるように何か手助

けを考えるということだと思います．仕事を諦めて早く結婚して子供を産みなさいという

ことではないと思います．ずいぶんいろいろな政策が導入されていますが，研究結果をみ

ても，やはり時間ということに関してはまだ女性だけで，男性はあまり変わっていないの

です．もちろん男性にも制約要因というのはあります．長時間労働の文化もありますが，

これまでのところの政策というのは女性の時間の配分を考えましょうということになって

います．しかし女性だけが仕事と家庭をアレンジするといっても限界があります．女性に

とっての時間的コストは高いのです．

私は日本が全く進歩していないとは言っていません．ジェンダー平等に関してそれなり

に進歩していますが，それがものすごく遅いのです．日本の場合，今日報告した国の中で

一番ジェンダーギャップが大きく，しかもその狭まり方のスピードが遅いのです．韓国よ

りもそのペースが遅いのです．ですからもっと努力をしなければいけないと思います．男

性をエンカレッジしてもっと家事をしてください，それから長時間労働を短くしてくださ
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い，ということです．男性の働きすぎもよくありません．子供というのは夫婦だけの問題

ではないのです．社会の問題でもあるのです．社会全体が努力をしなければいけないと思

います．出生率が低いということは，これから例えば年金の問題にもなりますし，高齢化

社会の問題も出てきます．ですから男性が長時間労働を短くするような政策が必要です．

たとえば他の国では最大労働時間というのを決めておりまして，雇用主はこれ以上の仕事

をさせてはいけない，ある時間以降はメールに返事をすることを強要してはいけない，こ

れらは違法であると言っている国もあります．国によっては，男性がもっと育児をするよ

うに，子供が生まれたばかりの時に，父親の育児休業取得を必須にした結果，それが，男

性が家事をすることを促したという研究もあります．また，男性が家事をすることによっ

て，第二子を産むタイミングに影響するという研究もあります．これらは，生物学的な制

約がある中で，出生率をあげることにつながるのだと思います．

・林氏： それでは福田室長お願いします．

・福田氏： 不妊治療による出生等が最近増えてるということもあり，すでに日本では合

計特殊出生率の8％ぐらいが不妊治療による出生で，いわゆる底上げされている状態です．

不妊治療の周期数で見ると中国に次ぐ多さで，世界的に非常に多く行われているという状

態です．この背景には，おそらく少子化対策として不妊治療に対して金銭的な援助が行わ

れているということもあると思いますが，岩澤部長が言いましたように若いうちのほうが

妊孕力が高い，一番妊娠する確率が高いという点は重要です．30代40代になってくるとそ

れが下がっていくことに対する理解といいますか，啓発が十分ではない部分もある気はし

ています．以上です．

・林氏： ありがとうございます．補足しますと8％といったのは，生まれた子供のうち

8％がART（生殖補助医療技術）を使って，ということですが，合計特殊出生率で見て

もそのぐらいだったかもしれません．最近の韓国では10％だということで，日本よりも

ARTの役割が大きいのだと驚いた次第でした．

・福田氏： 一つ付け加えますと，やはり出生というのは産んで終わりではなく，産んだ

後かなりの時間を取られますし，体力を使う部分もあります．そうした部分で果たして高

齢で子供を持ってハッピーな子育てができるのかといったところまで含めて考えていく必

要があるのではないかという気がします．

・林氏： ありがとうございました．それでは大石先生お願いします．

・大石氏： 皆さまのお話を伺っていると，ライフコースがかなり狭いものになっている

という印象を持ちます．シングル化が進む中で，結婚したり子供を持ったりできる人とい
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うのは若者の中でもかなり状況がいい人であるように思います．例えば，第1子を産んだ

母親たちの出産前の状況を見ますと，比較的大企業勤務者が多い傾向にあります．父親の

方もそういう傾向が以前よりも強まっていますが，それはおそらく所得の安定性などが見

込めるような人たちだからこそ子供を産んでいるということがあると思います．大企業勤

務で夫婦共に育児休業を取得できるというような条件が揃っていない人たちでも，カップ

ルを形成したり，子どもを持ったりできるよう，ライフコースの選択肢を広げる必要があ

ります．とくに，子育て費用で一番大きいものは教育費ですが，そこへの支援を行うこと

が必要と思います．

・林氏： ありがとうございます．濱口先生お願いします．

・濱口氏： 寿命が延びたのは確かなんです．なので今までは若い頃にやるものだと思っ

ていたことをもっと人生の後の方に持ってきたっていいじゃないかというのは，それ自体

は大変まっとうな合理的な話だと思うのです．ところが，それとバイオロジカルな要件と

がバッティングしてしまうのが問題なのですね．昔の人生50年，あるいは定年55歳頃に確

立した，若いうちになんでもかんでもバリバリやらせて，いわばその上がりで中高年期に

食っていく，というような社会のあり方だって見直していかないといけないかもしれない

し，むしろそちらを見直す方がもっと大事かもしれません．高齢化，長寿化したんだから

もっと全体として，世の中のいろんなあり方を人生の後の方のフェーズに持ってくること

が必要だというのであれば，それを子供を産むという女性の問題だけに押し込めるのでは

なく，例えば会社の中で誰がどういうふうに働いていくかということのあり方も見直して

いく．そういったことにもつなげるような議論が多分，本当は必要なのではないかという

ことを今日，皆様のお話を伺いながら考えておりました．それがどれくらいリアリティの

ある話なのかどうかというのはよくわからないのですが，おそらく今のまま行くと否応な

く高齢出産，不妊治療でもって，なんとかやっていくといったシナリオがどんどん進んで

いってしまうだろう．それは決して良いことではないとすれば，そうでない，もっと別の

オルタナティブなあり方を考えていく必要があるということが，多分今問われていること

なのではないかと感じました．

・林氏： 先ほど新たな働き方とおっしゃいましたけれど，それはやはり働き方，賃金，

年功序列ではないとかそういったことに広がっていくということですよね．

・濱口氏： 賃金というのは処遇の話ですね．よくある議論に，何もできない若者をどさっ

と新卒で入れて，何でもかんでもバリバリやらせることで育てていくべきで，鉄はまだ熱

いうち叩かなきゃいけない．しかし，近頃はそういう育て方をしないゆるいブラックな会

社が増えて困ったものだ，といったものがあります．これも昭和の感覚からすればよくわ

かるのですが，それと人間の生物学的な条件というものがもしかして今バッティングして
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いるのだとすると，もうちょっとそちらの方も少し後ろに下がってくれませんか，という

ような話があってもいいのではないかということです．

・林氏： ありがとうございます．それでは，西岡参事官お待たせしました．お願いいた

します．

・西岡氏： 皆さんのお話をなぞるような感じになってしまうかもしれないですけれども，

この話は一人一人がライフコースを考える上で個人の選択が尊重されるようなものでなけ

ればいけないと思うのですが，一方で若い世代も含めて，それぞれのライフコースについ

てしっかりした学びとか，将来がイメージできるような，どんな人生設計をすればいいの

かといったことも考えられるような，そういう取組みも求められるのではないかと思って

います．岩澤さんからの報告でラッシュアワーという話がありましたが，行政の立場から

すると，その世代のところにあまりにも忙しさというか大変さが集まってしまっているの

をどうやって緩和していくのかというのは，政策として求められるところだと思います．

最も重要なことは働き方をどうやって変えていくかということだと思いますし，それにつ

いて当事者である子育てをしているその世代だけが苦労するのではなくて，その上司や会

社の幹部だとか，そういったところも含めて，全体で働き方を変えていかなければいけな

いと思っております．今回，私が関わっている少子化対策も世代を超えてやらなければな

らないという雰囲気をどうやって作っていくのかというのが大事だと思っております．

・林氏： はい，ありがとうございました．我々檀上に上がっている人はもう20代，30代

ではございませんので，そうした中で我々がどのように若い世代に働きかけていけるのか

というのも非常に重要かなと思いました．最後の時間で，皆さんの中で追加のコメントが

ありましたらお願いします．

・カン氏： ありがとうございます．今回のセミナーで多くを学びました．これまでの議

論というのはどちらかというとワークライフバランスということでありました．しかし，

すべて，両親がいる家族という規範の中での話でした．日本というのは，家族の中でのジェ

ンダー関係はあまり平等になっていません．もちろん進んではいます．西欧諸国において

は，異性間の婚姻の外で子供がたくさん生まれています．例えば同棲をしている，あるい

は片親のところから生まれるというようなケースも多いのです．結婚というのは大きな決

断ですから，女性が，労働市場に参入するとパートナーを探すのに時間がかかるというこ

とにも向き合わなければなりません．それから出産可能な時間ということに対しましても，

子供を産める時間というのは限られているわけですから，やはり社会規範，社会政策が非

伝統的な家族に対してのサポートをしなければいけないと私は思います．例えば片親はこ

うだとかいうように烙印を押すのではなく，結婚せずに子供を産むことも，あるいは婚外

子に対しても，それはいいのだと．私は英国で仕事をしておりますけれども，英国では婚
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外子の方が実際の婚姻の中で生まれる子どもの数よりも多いのです．そのカップルはいず

れ結婚することもありますが，同棲のまま親になることもありますし，別れて別の人とカッ

プルになることもあります．ですから新しい時代においては技術のことを考えるのも大事

ですが，それと同時に我々の知識も進めなければいけない．それから家族とは何かという

ことに対する価値観を変えていかなければいけないと思います．幅広くさまざまな家族の

かたちを受け入れる，正式に結婚をしていないからといって，伝統的な形ではないからと

いって，子供をもたないということではなく，学校を卒業したら，結婚して，働いて，子

供を持って，ではなく，女性でも男性でも子どもをまず産んでから結婚してもいいのでは

ないですか．そして結婚をしなかったとしても烙印を押すということがあってはいけない

と思います．私はそういったことを考えることが必要ではないかと思っています．

・林氏： ありがとうございました．人生のラッシュアワーという期間が決まっている中

で体外受精とかそういう技術もありますけれども，なぜ婚外子が日本では増えないのかと，

必ず西洋諸国の人からは聞かれるんですが，そこの点，福田室長からコメントをいただけ

ますか？

・福田氏： ありがとうございます．私はそのテーマで外国の人向けに説明を試みた論文

を書いたことがあるのですが，日本にも事実婚，英語で言うコモン・ロー・マリッジ

（common-lawmarriage）という結婚と同じような権利なりプロテクションを得ながら，

法的には結婚をしてない形のカップル形態はあります．しかし，男女が一緒になって子供・

家族を作っていこうとなった時に，（日本では）やはり結婚というのが一番普通の形にな

るようです．要するに規範的な問題になってしまうのですかね．また，結婚という法的な

形を取らないカップル形態というのは女性に対して不利益がとても大きいということもあ

ります．男性が逃げてしまうということもあり得るし，そうなった時に（事実婚カップル

としての保護や権利を主張しようとする場合には）その2人が（単なる同棲や一時的な同

居関係ではなく）事実婚という形態をとっていたことを証明しなくてはいけないのですね．

これは意外と難しいことだったりするので，事実婚という形を証明できれば結婚と似たよ

うな権利を得ることはできるけれども，何かあった時に非常に証明するということに手間

がかかる，あるいは証明できない時もあるという意味で，特に子どもが生まれた場合には

女性に大きな不利益が生じる可能性がある．あえてそういう形態を取ろうとする女性も少

ないですし，それを提案する男性も不誠実に映ってしまうということがあるのではではな

いか．日本の現状では，（子どもを育てる上で）あまり男女双方にとってメリットがない

というのが実態ではないかと思っています．

・林氏： ありがとうございます．岩澤部長，補足があればお願いします．

・岩澤氏： もっと社会が婚外子を受け入れるようになれば婚外子を産むのに，という声
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が，現状ではあまり聞こえて

いないということがあります．

実際に厚生労働省の21世紀縦

断調査で婚外子の分析をする

と，婚外子として生まれてい

るけれど半分ぐらいは実はパー

トナーと住んでいて，おそら

くパートナーの年齢が若いと

いった事情で婚外子となって

いたが，その後実際に婚姻を

するっていうパターンも多い

ので，やはり日本で事実婚を生涯貫くニーズっていうのがあまり見えていないという感じ

がします．

・林氏： ありがとうございました．それではまとめる時間になりましたが，最後に，事

前に参加者の方からお受けしていた質問にお答えいただきたいと思います．「時間に融通

が利く働き方はできるけれども、人事評価は未だによく働いている人の評価が高い。これ

を変えなければいけないのではないか。」というご質問をいただいております．この点に

ついて濱口先生からお願いできますか．

・濱口氏： この手の議論はもう20年30年前ぐらいから結構言われていますね．だから成

果主義に変えていかなければいけないという文脈でよく言われるのですが．問題はその成

果主義というのが，また頑張りをもって成果を評価するという文脈の流れになってしまう

ところがあって，なかなかそこから抜けられないのですね．これは，日本の労働基準法が

残業割増というのをかなり厳しく規制していることが一つの背景であるのは確かなのです

が，多分それ以上に重要なのは，先ほど以来お話をしているような，特に若い労働者に対

して，何もスキルもない労働者を雇い入れてとにかくOJTでいろんなことをやらせてス

キルを上げていく上では，それこそ野球はたくさん練習した方がうまくなるといった話で

ですね．本来の労働ということでの労務と報酬の対価というのとは少し異なる，一面労働

でありながら一面勉強でもあるようなところがあることが，一生懸命頑張っているという

ことを評価することの背景にあるのだろうと思います．

仕組みとしては日本の評価制度というものにおいて，とりわけ情意評価というのが未だ

に重要で，あいつはよく頑張っているということでAだとか，夕方になったからとさっ

さと仕事をほったらかして帰るようなやつはBだCだといった評価は，これは今でも現

実にありますし，おそらく評価をする側もそういうふうにしたくなるのは確かにあるんで

すね．それが悪いと言って切り捨ててしまえるかというとそうではなくて，やはり現実に

長時間かけて一生懸命頑張ることが中期的なその労働者の能力の向上につながり高い成果
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につながっていくことがある．だからこそ，そういう考え方でやってきているわけです．

そういう意味で言うとこれは正直，なかなか難しい問題です．

そういう話をしていると暗い話になるのですが，一方でいくつか条件を付けた言い方は

したのですが，やはり様々なIT技術の発達などによって，そこにいなくてもいろいろな

仕事をすることができるという環境が発達してくると，自宅で，あるいはいろいろな場所

で空間的には拘束されない形で物事を進めていくようになるかもしれない．もちろんこれ

も手放しでいいわけでもなく，離れていようがどんなアンソーシャルな時間であろうが，

ちゃんとやれという拘束性がかぶさってくる可能性はあります．このように綺麗な答えは

なかなか難しいのですが，そういう意味では今後のいろいろな技術の発達の中で少し違う

方向に進んでいく可能性もあるのかもしれないとは思っています．

・林氏： ありがとうございました．時間のことを話しながら予定時間を少し超過しまし

たが，伸び縮みする時間ということもあり，少し時間にルーズであるくらいの方がいいか

もしれないということで，本日のパネルセッションを終わりたいと思います．皆様，ご清

聴ありがとうございました．
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特 集 Ⅱ

現代日本の結婚と出産―第16回出生動向基本調査の結果から―（その３）

第一子出産前後の女性の就業継続はどのように変化したか

横 山 真 紀

1. 第一子出産前後の就業継続をめぐる急激な変化

まず，第12～16回出生動向基本調査のデータを用いて，第一子出産前後の就業継続が全

体としてどの程度増加しているかを確認する．図1は，第一子の出生年別に，第一子出産

前後の就業状態を①就業継続，②出産離職，③妊娠時から無職，④出産後就業の4つのタ

イプに分類した図である１）．
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本稿では，2010年頃から2020年の約10年間に，第一子出産前後の妻の就業継続について急激な上

昇が起こったことに着目し，2021年に実施された最新の第16回調査を加えた出生動向基本調査のデー

タセットを用いて，特に雇用形態，学歴などの個人属性について，どのような変化が起きたのか，

また，全体の変化に対して，属性ごとの変化がどの程度寄与したかについて記述的に明らかにしよ

うと試みるものである．また，就業継続の増加の背景にあると考えられる育児休業制度等の両立支

援制度や保育施設などの利用の広がりには，雇用形態による違い，及び時系列の側面から見てどの

ような変化があったのかを観察する．

分析の結果，就業継続割合は1985～1989年から1995～1999年にかけてはほとんど変化しなかった

が，1995～1999年から2005～2009年にかけて微増，2005～2009年から2015～2020年は急増した．

1995～1999年から2005～2009年の微増に寄与したのは，大卒以上の正規雇用就業継続の増加であり，

一方で高校卒の正規雇用就業継続が減少し，非正規雇用就業継続が増加したことから，この期間に

学歴階層による格差が拡大した．2005～2009年から2015～2020年の急増に寄与したのは，大卒以上

の正規雇用就業継続が増加した影響が全体の約半分を占めるものの，高校卒，専修学校卒の正規雇

用就業継続も1割弱～1割程度増加に寄与している．

就業継続の増加の背景にあると考えられる育児休業制度等の両立支援制度や保育施設などの利用

についても2010年以降，雇用形態に関わらず上昇しており，育児休業は出産全体の約4割が利用，

保育施設は就業継続者の約8～9割が利用している．

キーワード：就業継続，両立支援制度

1）①就業継続：第一子妊娠判明時の就業状態として「正規の職員」「パート・アルバイト」「派遣・嘱託・契約

社員」「自営業主・家族従業者・内職」「就労（従業上の地位不明）」のうちいずれかを選択し，かつ第一子1

歳時にもいずれかの就業を選択．②出産離職：第一子妊娠判明時にいずれかの就業を選択し，第一子1歳児に

は「無職・家事」「学生」を選択．③妊娠時から無職：第一子妊娠判明時，第一子1歳時のいずれも「無職・

家事」「学生」を選択．④出産後就業：第一子妊娠判明時に「無職・家事」「学生」を選択し，第一子1歳児に

いずれかの就業を選択．



①就業継続の割合は，1985～1989年に第一子を出産した妻が27.0％だったところから

1995～1999年まではほとんど変化せず，2000～2004年，2005～2009年にかけてそれぞれ3

～4％程度微増した後，2010～14年，2015～20年にかけてそれぞれ10％以上急増し，結果

としてその10年間で24.0％増加し，第一子出産者の中で最も大きい分類となった．②出産

離職は，1985～1989年の出産者で38.4％，その後2009年までの約25年間は微増を続け第一

子出産者の中で最も大きい分類だったが，就業継続が急増した2010～14年，2015～20年に

かけて大きく減少に転じている．③妊娠時から無職は，1985～1989年第一子出産者では

33.4％となっており出産離職の次に大きい分類だったが1995～1999年から減少に転じ，直

近の2015～2020年第一子出産者では全体の15.8％にまで減少している．④出産後就業は，

観察期間を通して1.5％を超えたことはなく，妊娠判明時に無職だった女性が，子が1歳

時点で就業することは非常にまれなケースであることを示している．

本稿では，2010年以降の第一子出産者の就業継続の急激な上昇について，雇用形態別，

学歴別に見た場合にどのような違いが見られるかを明らかにすることを目的とする．続く

第2節では既存研究におけるこれまでの知見を概観し，第3節では本稿で用いるデータに

ついて明示する．第4節以降では，雇用形態別・学歴別の就業継続割合の推移を記述的に

概観した後，1985～1989年から1995～1999年，1995～1999年から2005～2009年，2005～

2009年から2015～2020年の，それぞれ10年ごとの就業継続割合の変化と，全体の変化に対

して雇用形態・学歴における変化がどの程度貢献したか寄与率を示す．最後に，就業継続

割合が上昇した背景として，両立支援制度や保育施設の利用，祖父母からのサポートがそ

れぞれどのように変化してきたか再び記述的な分析を行い，まとめとする．
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図１ 第一子出生年別にみた，出産前後の就業状態にもとづく就業タイプ分類の構成

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



2. 既存研究における知見

女性の出産と就業の両立可能性については，数多くの分析研究がなされているが，出産

前後の就業継続という観点から個票データを用いた分析では，育児休業制度や短時間勤務

制度などの両立支援策，公的保育の拡充が女性の就業継続を促すことが多くの研究によっ

てこれまで明らかになっている（例えば樋口,1994，滋野・大日,1998，森田・金子,1998，

駿河・張,2003，今田・池田,2006，永瀬,2014，阿部・児玉・齋藤,2017）

一方で，マクロ視点で見た場合の就業継続割合は2000年以降も2010年頃まではそれほど

大きな変化を見せていないことが指摘されてきた．1980年から2005年の国勢調査を用いて

分析を行った宇南山（2011）は，結婚・出産による離職割合は1980年以降ほとんど変化し

ておらず8割を超えることを示している．宇南山はその後，データを2010年まで伸長し同

様の検証を行い，結婚・出産による離職割合が2005年から2010年の間に6割程度に改善し

ていることを明らかにしているが（宇南山,2013），それでも2010年時点で半数以上が結婚・

出産によって離職している．

SSM調査を用いて1970～2009年までの出産について分析を行った麦山（2022）は，

1970年代から2000年代にかけて出産2年前から出産6年後の就業割合は若干の上昇傾向に

あるが，その若干の上昇に寄与したのは非正規雇用割合の増加であり，正規雇用の就業割

合にはほとんど変化が見られないことを示している．

全体で見た場合の子を持つ母親の就業割合にそれほど変化が見られない一方で，第8回

～第14回の出生動向基本調査を用いて母親の就業割合について分析を行ったRaymo&

Iwasawa（2017）では，母親の学歴別に就業割合を見ると，近年になるほど大卒者の就

業割合が増加しており，1970～1979年の出生コホートでは高卒の母親よりも就業割合が10

％以上高いことを示しており，全体としてそれほど大きく変化しなかった時期においても，

サブグループ間では変化の度合いに違いがあることがわかる．同様にMugiyama（2024）

も，1980年代生まれの母親において就業継続割合に対する学歴差が高まることを指摘して

いる．

先行研究において，個票レベルでは両立支援策や公的保育が女性の就業継続を促すこと

が多くの研究において示されたにもかかわらず，マクロレベルではそれほど就業継続割合

が伸びなかった理由として，第12回出生動向基本調査を用いて1953～1983年生まれの分析

を行った永瀬・守泉（2013）は，初職非正規雇用の拡大がその一因であると指摘している．

仕事と家庭の両立支援策が近年ほど拡充されてきたにもかかわらず，第一子1歳時の就業

継続状況が高まらなかったのは，両立支援策を実質的に利用可能な正規雇用の層がそれほ

ど増えなかったためとしている．

本稿では，第一子出産前後の就業継続について，基本的には先行研究と関心を同一にす

るものであるが，女性の就業継続について論じる場合に必ず参照されるデータである出生

動向基本調査の最新の調査回である第16回調査（2021年実施）をデータセットに含めるこ

とで，2010年以降の就業継続がどのように変化したかを記述的に把握することを目的とす

る．既存研究から得られた知見を元に，特に雇用形態による就業継続割合にはどのような

―501―



変化が見られたのか（正規雇用の就業継続が増加したのか，非正規雇用の就業継続は引き

続き増加しているのか），学歴による違いはどのように変化しているのか（高学歴層に就

業継続傾向が認められる状況が引き続き続いているのか）などの個人属性に着目する．な

お，これまで出産前後の就業継続については正規雇用を対象にした研究が多く，非正規雇

用の就業継続について量的な分析を行ったものは限られる．それはデータから把握できる

非正規雇用の就業継続の数が非常に少なかったことに起因していると考えられるが，本稿

で扱うデータでは特に2010年以降，非正規雇用についても多くの就業継続が見られるため，

本稿では非正規雇用の就業継続についても正規雇用の就業継続と同様に分析を行うことが

特徴である．

3. 使用するデータと分析方法

本稿では，国立社会保障・人口問題研究所による『出生動向基本調査』のうち，第12回

（2002年），第13回（2005年），第14回（2010年），第15回（2015年），第16回（2021年）の

調査票情報を用いる．本調査は，国立社会保障・人口問題研究所の前身である旧厚生省人

口問題研究所によって，わが国の結婚と出生の実態および意識を把握することを目的とし

て1940（昭和15）年に第1回調査が実施され，戦後の1952（昭和27）年に第2回調査が実

施されて以降，ほぼ5年おきに実施されている．第11回調査（1997年）以降は，1996年に

設立された国立社会保障・人口問題研究所に調査実施が引き継がれた．第1回～第9回ま

では「出産力調査」という名称であったが，第10回以降は「出生動向基本調査」と称され

ている．独身者調査と夫婦調査の2種類の調査から成り，本稿では夫婦調査の結果を用い

て分析を行う．夫婦調査では，全国の妻の年齢55歳未満の夫婦を母集団として抽出された

世帯の夫婦を調査客体とし，妻を回答者として調査を行っている（第15回調査以前は妻の

年齢が50歳未満の夫婦）．第12回から第16回までの有効回収数（有効回収率）は，第12回

調査が7,916票（87.8％），第13回調査が6,836票（85.7％），第14回調査が7,847（86.7％），

第15回調査が6,598票（87.8％），第16回調査が6,834票（72.7％）である．

分析対象は，第12～16回調査の中で第一子出産経験がある妻のうち，第一子が1歳時点

の就業状態を観察するため，第一子が1歳以上であり，かつ15歳以下であるものを対象と

する．本人の出生年としては1952～2001年までを含み，第一子出産年として1986年から

2020年までを含む（n＝18,896）．第12回調査から第一子妊娠判明時と第一子1歳時の就業

状態が設問事項に加わり，この2つの設問を用いて作成する就業継続について推移を見る

ことができる．

出産を経て就業を継続できるかどうかは，人によっては祖父母等からの手厚いサポート

などがある場合もあるかもしれないが，先行研究でも明らかな通り，また，後ほど第5節

で示す通り，一般的には出産時や職場復帰時に利用できる制度や保育施設等によって決まっ

てくると言えるだろう．育児休業制度等の両立支援策は法律上雇用形態について区別はし

ていないが，労使協定等によって有期雇用者や短時間労働者は制度が利用できないことも

多く，実質的には正規雇用者を中心に利用が拡大されてきたため，本稿では基本的に正規
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雇用と非正規雇用を分けて分析を行う．

また，両立支援制度や保育施設は第一子を出産した年代によって，どのような制度が法

律として定められていたか，利用が実際に普及していたか等で影響が異なるため，本稿で

は妻本人の出生コホートではなく，第一子出生年代別に就業継続割合の推移を見ていくこ

ととする．

4． 誰が就業継続するようになったのか

1）雇用形態別の変化

日本の労働市場では，正社員と非正規社員で雇用管理の方法が全く異なる（神林,

2017）ため，まずはどの雇用形態による就業継続が増加したのかを確認する．出生動向基

本調査における出産前後の「就業継続」は，「第一子妊娠判明時」と「第一子1歳時」の

2時点にどちらも就業していた場合を指す（ただし，同一の雇用主の下で働いていたかど

うかは問わない）．「第一子妊娠判明時」と「第一子1歳時」それぞれの時点の就業状態を

雇用形態別に表したのが図2である．妊娠判明時（図2左）には，観察期間の最初の1985

～89年から「正規の職員」の割合が一番大きいカテゴリであったが，2005～2009年までの

約25年間は40％前後でありほとんど変化がなかった．2010～2014年，2015～2020年にかけ

て増加が見られ，結果的に直近の第一子出産年では第一子妊娠判明時の就業状態の半数強

である52.0％を正規就業が占めるに至っている．同様に「非正規雇用」も観察期間の最初

と比べ直近では増加しているが，正規就業とは異なり増加は2000～2004年，2005～2009年

にかけてであり，近年における第一子妊娠判明時の非正規雇用の割合は低下傾向にある．

漸進的に減少傾向を示しているのは無職・家事・学生であり，1990～1994年に34.5％だっ

たのをピークに，2015～2020年では17.8％まで低下している．このように，出生動向基本

調査の夫婦調査における妻の第一子妊娠判明時点では，自営業主・家族従業者等も含める

と2015～2020年では8割以上が就業していることがわかる．特に本稿で着目する2010年以

降では，妊娠判明時点の正社員就業割合が上昇していることが指摘できる．

図2右側の第一子1歳時の就業状態は，長らく無職・家事・学生が一番大きいカテゴリ

であり，直近の2015～2020年でも42.0％となっており未だに一番大きいカテゴリのままで

はあるが，2000年以降減少傾向にあり，特に直近2時点の2010～2014年，2015～2020年に

それぞれ10％以上急速に減少している．無職・家事・学生と線対称を描くように代わりに

上昇しているのが第一子1歳時点の正規労働者であり，直近では無職・家事・学生とほぼ

同程度にまで増加してきている．第一子1歳時点の非正規労働者の割合は近年上昇が見ら

れるものの，全体から見ると割合としては直近でも14.0％と少ない．自営業主・家族従業

者等はさらに少なく，観察年を通して約3～5％であり，緩やかに減少傾向にある．以上

を念頭に，雇用形態別の就業継続割合を見てみよう．
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図3は，雇用形態（正規雇用/非正規雇用）別に図1と同様の就業継続タイプ別分類の

構成を示している．第一子妊娠判明時に有職の女性に対象を絞っているため，「妊娠時か

ら無職」を除いた①就業継続，②出産離職，③妊判明時とは別の雇用形態の3タイプとし

ている．非正規雇用には，「パート・アルバイト」「派遣・嘱託・契約社員」が含まれる．

「自営業主・家族従業者等」は図2で示した通り，他の就業形態と比較して従事するもの

が少なく，さらに近年減少傾向にあるため，ここでは正規雇用と非正規雇用に焦点を当て

て変化を見る．

正規雇用は，1990～1994年から順調に第一子出産前後の「就業継続」が増加しており，

2005～2009年に「出産離職」の割合を上回り，直近の出産年では76.4％と妊娠時正規雇用

に就いていた者の4分の3が第一子出産後にも就業を継続していることがわかる．増加幅

で見ると，2005～2009年から2010～2014年の増加幅が最も大きい．反対に，第一子妊娠判

明時に正規雇用に就いていたものの，第一子1歳時点で「無職・家事」「学生」を選択し

た「出産離職」の割合は，1985～1989年の56.4％から順調に減少しており，直近では17.2

％まで低下している．その減少幅は2005～2009年から2010～2014年が最も大きく，就業継

続の増加幅と対照的な動きを見せている．3つ目のタイプである第一子妊娠判明時に正規

就業していたが第一子1歳時点で異なる雇用形態を選択した者は，観察年を通して3～7

％程度となっており，他2つのタイプと比較すると相対的に少ない．

非正規雇用の場合は正規雇用とはまた異なる線を描くが，近年「就業継続」が増加し，

「出産離職」が減少する傾向が見られる．「就業継続」と「出産離職」は，観察年の最初で

ある1985～1989年から2005～2009年の25年間はほとんど変化が見られなかったが，2010～

2014年の出産から大きく変化している．「就業継続」の2005～2009年から2015～2020年の

増加幅はそれぞれ10.4％，8.0％，「出産離職」は同期間に11.0％，9.8％減少している．し

かし，非正規雇用の場合は直近年においても未だに「出産離職」が最も大きいカテゴリで
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第一子妊娠判明時 第一子1歳時

図２ 第一子妊娠判明時と第一子１歳時の妻の従業上の地位の構成

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



あり，「就業継続」が次点，第一子妊娠判明時に非正規就業していたが第一子1歳児に非

正規以外への雇用形態の変更を経験する者は非常に少ない．

第一子出産前後の正規雇用の増加が2000～2004年から徐々に起こったことと比べると，

非正規雇用の変化は2010～2014年と約10年遅れて，そしてそれまでの停滞を考えるとやや

突然起こっていることがわかる．2010年以降については，正規雇用においては引き続き，

そしてそれまでよりも急激に第一子出産前後の就業継続割合が伸びていると同時に，正規

雇用ほどではなくとも非正規雇用においても就業継続割合が上昇していると言える．

2）学歴別の変化

第一子出生年別に妻の全体的な学歴の構成を図4に示した．観察年の初期の頃は，半数

近くを高校卒が占めていたが，直近年では高校卒の妻が占める割合は全体の2割程度となっ

ている．同様に減少しているのは短大・高専卒の妻であり，23.4％から15.6％へ減少して

いる．観察年を通じて増加しているのは専修学校卒及び大学卒以上の学歴を持つ妻であり，

専修学校卒は11.4％から21.2％へ，大学卒以上は12.8％から約4割を占めるまでに増加し

ている．

上記の学歴分布の推移を念頭に置きつつ，次の図5では第一子妊娠判明時の就業状態に

ついて，学歴別に構成を示した．図1で見たように，妊娠判明時に無職だったが出産後に

就業するというパターンはまれであることから，出産後に就業しているためには，妊娠判

明時に就業していることが重要である．そこで，横軸に第一子出生年代をとり，第一子妊

娠判明時の就業状態を学歴別に見た．図4で示した通り中学校卒は観測数が少ないため除

き，高校卒，専修学校卒，短大・高専卒，大学卒以上の4つの学歴について，第一子妊娠

判明時に正規雇用か，非正規雇用か，無職かの3パターンに分類し，構成変化を示した２）．
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正規雇用 非正規雇用

図３ 第一子出生年別にみた，出産前後の就業状態にもとづく

就業タイプ分類の構成（雇用形態別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．

2）自営業主・家族従業者・内職については観測数が少なく図に示していないが，集計には含まれている．



まず高校卒で妊娠判明時に正規雇用に就いていた者は，1995～1999年の4割超をピーク

として，2005～2009年まで妊娠判明時の正規雇用割合が悪化していたが，その後2010～

2014年にかけてV字回復し，2015～2020年についても引き続き上昇トレンドが続いてい
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図４ 第一子出生年別妻の学歴の構成

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．

高校 専修学校

短大・高専 大学卒以上

図５ 第一子出生年別にみた，第一子妊娠判明時の就業状態の構成（学歴別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



る．非正規雇用については，1985～1999年にかけては高校卒の約2割程度であったが，

2000～2009年にかけて急激に上昇している．その後2010～2020年にかけては若干の減少傾

向にある．妊娠時から無職については，1990～1994年以降ずっと減少傾向にある．図4と

あわせると，高校卒が過半数ではなくなった2000～2004年から妊娠判明時に非正規雇用に

従事するものが増加している．また，1993～2004年が就職氷河期（内閣府,2020）とされ

ているが，その時期に就職活動を行った高校卒の妻は，第一子妊娠判明時においても雇用

の非正規化という形で大きく就職氷河期の影響を受けたと推測される．しかし近年，非正

規雇用割合はまだ高いものの，正規雇用割合は回復傾向にある．

専修学校卒は高校卒と比較すると正規雇用割合が高く，観察年を通じて40～50％前後を

保ち，直近年はやや大きく上昇している．非正規雇用割合についても，1995～1999年から

緩やかに上昇傾向にあり，両者の代わりに2005～2009年から減少しているのが，妊娠時か

ら無職の割合である．直近では他の学歴層と比べても最も低い割合となっている．

短大・高専卒の妊娠判明時の正規雇用割合は，2010～2014年までほとんど変化が見られ

ず4割前後であったが，2015～2020年に急激に増加している．観察年を通じて上昇傾向に

あるのが非正規雇用の割合である．妊娠時から無職の割合は2010～2014年までは緩やかな

減少傾向であったが，2015～2020年に正規雇用割合と対照的に急激に減少している．

大学卒以上の妊娠判明時の正規雇用割合は，2005～2009年までは専修学校卒と同程度だっ

たが，2010～2020年にかけて大きく上昇している．同時に非正規雇用割合についても2005

～2009年までは上昇しており，近年は微減している．妊娠時から無職については，1995～

1999年までは高校卒や短大・高専卒と同程度であったが，2000年以降急速に減少している．

図4において近年大学卒以上の学歴層が増加していることをあわせて考えると，大学卒

以上の第一子妊娠判明時の正規雇用割合が増加していることが近年の就業継続割合の増加

に大きく貢献していることは間違いない．ただし，大学卒以上の一人勝ちかというとそれ

だけではなく，もちろん正規雇用割合の上昇幅については大学卒以上の学歴層が他のどの

学歴層よりも大きいが，特に直近年代については他の学歴層においても第一子妊娠判明時

の正規雇用割合の上昇が見られた．

では，第一子妊娠判明時から出産後にかけて，就業状態はどうなっただろうか．図6で

は，妊娠判明時の就業状態に第一子1歳児の就業状態の情報を加え，5つのパターンに分

類している．就業継続が2パターン（①正規雇用に就いており出産後も就業継続，②非正

規雇用に就いており出産後も就業継続），出産離職が2パターン（③正規雇用に就いてい

たが出産離職，④非正規雇用に就いていたが出産離職），⑤妊娠判明時から無職の計5パ

ターンである３）．
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3）パターンとしては，自営業主・家族従業者・内職に就いており出産後も就業継続したパターン，自営業主・

家族従業者・内職に就いていたが出産離職したパターン，妊娠判明時には就業していなかったが，第一子1歳

児に就業したパターン，出産前後に雇用形態を変更したパターンも考えられる．それらのパターンは集計には

含まれているが，数として少ないため図示していない．



まず，各学歴の就業継続から確認する．正規雇用として妊娠判明時も第一子1歳時も就

業している就業継続を就業継続（正規），同様に非正規雇用として2時点就業している場

合，就業継続（非正規）とし，図上ではマーカーありの実線で示している．就業継続（正

規）については，上昇を開始する始点に違いはあるものの，全ての学歴で増加しており，

特に2010～2014年，2015～2020年の伸びが著しい．特に大学卒以上での伸びが最も高く，

直近では半数以上が正規雇用として就業を継続している．就業継続（非正規）は，上昇の

程度は緩やかだが，どの学歴においても上昇傾向にある様子がわかる．

妊娠判明時点では就業していたが，第一子1歳児に無職・家事を選択したものを出産離

職とし，妊娠判明時点の雇用形態を元に出産離職（正規），出産離職（非正規）としてい
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高校 専修学校

短大・高専 大学卒以上

図６ 第一子出生年別にみた，出産前後の就業状態にもとづく

就業タイプ分類の構成（学歴別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



る．図上ではいずれも点線で表示している．出産離職（正規）は，減少の開始点や減少の

程度は異なるものの，いずれの学歴においても減少している．最も劇的な減少を経験した

のは高校卒であり，1985～1989年の28.0％から，2015～2020年には7.8％と20％以上減少

している．どの学歴層においても，就業継続（正規）が上昇した時期に出産離職（正規）

が減少しており，正規雇用において出産時に離職せず就業継続するようになったことがわ

かる．

妊娠判明時から無職の割合は，いずれの学歴においても減少傾向にある．興味深いのは，

大学卒以上において，近年就業継続（正規）が大きく伸び最も大きいグループとなった一

方で，その次に多いグループが妊娠判明時から無職のものであることから，大学卒以上で

は特に分かりやすく出産前後の働き方が二極化しているように見える．

5. 変化の推移

ここまで全体，雇用形態別，学歴別に就業継続のタイプが時系列的にどのように変化し

ているかを記述してきた．本節では，就業継続タイプが10年ごとにどのように変化したか

について分析する．10年ごととは具体的には，1985～1989年から1995～1999年にかけての

変化，1995～1999年から2005～2009年にかけての変化，2005～2009年から2015～2020年に

かけての変化である．それぞれの期間の変化を雇用形態と学歴別の変化に分解し，雇用形

態と学歴別の変化が期間全体の変化に対してどの程度寄与したかを見る．

まず図7－1は，1985～1989年と1995～1999年の就業継続割合と，同期間の就業継続割

合について差分をとったもの，及びその寄与率を雇用形態・学歴別に見た表である．ここ

で用いる就業継続割合の差分は，前期の就業継続割合から次期の就業継続割合がどの程度

増加／減少したか，その％ポイントの差分のことを指す．寄与率は，各グループの就業継

続割合の差分（％）を全体の就業継続割合の差分（％）で割ることで算出している．

まず1985～1989年から1995～1999年にかけての就業継続割合の差分を取ると，1.3％マ

イナスとなった．全体の就業継続割合の変化－1.3％の内訳としては，正規雇用の就業継

続割合が0.6％，非正規雇用の就業継続割合が－0.4％，自営業主・家族従業者等の－1.9％

である．その他には出産前後で雇用形態を変更したものが含まれ，就業継続割合の変化は

0.4％である．

全体の就業継続割合の変化に対する正規雇用の就業継続割合の変化の寄与率は－44.2％

（マイナスの変化に対する寄与率なのでマイナスとなる），非正規雇用の就業継続割合の変

化の寄与率は28.7％，自営業主・家族従業者等の就業継続割合の変化の寄与率は147.3％，

その他の寄与率は－31.8％となり，1985～1989年から1995～1999年にかけての就業継続割

合の減少に大きく寄与したのは自営業主・家族従業者等の就業継続割合の減少であること

が分かる．

正規雇用と非正規雇用については学歴別にも差分と寄与率を算出しており，正規雇用の

就業継続割合0.6％のうち，学歴別の内訳は中学校卒から専修学校卒までがプラス，短大・

高専卒と大卒の高学歴層についてはマイナスとなっている．寄与率で見ると専修学校卒の
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影響が最も大きい．この時期の非正規雇用の就業継続は非常に数が少ないため，はっきり

した学歴別の特徴は見られず，全体の変化割合に対する寄与率も相対的に小さい．

次に1995～1999年と2005～2009年について，同様に就業継続割合の差分と寄与率を図

7－2に示した．この時期は全体として就業継続割合が微増した時期であり，変化（差分）

は7.2％の増加となっている．その内訳は正規雇用の就業継続割合が5.4％，非正規雇用が

2.9％，自営業主・家族従業者等が－1.2％，その他が0.2％である．学歴別には，正規雇用

の就業継続割合5.4％のうち4.8％を大卒以上の就業継続割合の増加が占めており，高校卒

の就業継続割合は－2.0％となっている．

寄与率で見ても，大卒以上の正規雇用就業継続割合が66.2％となっており，大学卒以上

が大きく増加した一方で，高校卒が－27.2％となっており，この時期に高校卒の出産前後

の雇用が悪化したことがわかる．逆に非正規雇用における寄与率は高校卒が11.0％と最も

高いが，正規雇用でマイナスになった分をカバーするほどではない．
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図7－1 1985～1989年から1995～1999年の就業継続割合の変化（差分）と寄与率

注：第一子1歳以上15歳以下．雇用形態不詳は除く．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．

1985～1989年 1995～1999年
変化
（差分）

寄与率

全体 27.0% 25.8% -1.3% 100%

正規雇用 15.8% 16.4% 0.6% -44.2%

中学校卒 0.1% 0.1% 0.0% -1.6%

高校卒 5.5% 5.8% 0.4% -28.7%

専修学校卒 2.4% 3.4% 1.0% -77.5%

短大・高専卒 4.2% 3.7% -0.6% 45.0%

大卒以上 3.4% 3.3% -0.1% 10.1%

学歴不詳 0.2% 0.1% -0.1% 7.8%

非正規雇用 3.3% 3.0% -0.4% 28.7%

中学校卒 0.3% 0.2% -0.1% 8.5%

高校卒 1.3% 1.4% 0.1% -5.4%

専修学校卒 0.5% 0.5% 0.0% 1.6%

短大・高専卒 0.8% 0.6% -0.2% 15.5%

大卒以上 0.2% 0.3% 0.1% -7.0%

学歴不詳 0.2% 0.0% -0.2% 15.5%

自営業主・家族従業者等 5.3% 3.4% -1.9% 147.3%

その他 2.6% 3.0% 0.4% -31.8%



最後に，2005～2009年から2015～2020年の就業継続割合の変化（差分）と寄与率である．

言わずもがなであるが，この時期に就業継続割合が急激に上昇した．全体としては24.0％

の上昇，その内訳は，正規雇用就業継続が17.7％，非正規雇用就業継続が4.6％，自営業

主・家族従業者等0.4％，その他1.3％である．寄与率で見ると正規雇用の就業継続の増加

による寄与が73.5％と圧倒的多数を占めるが，非正規雇用の就業継続の増加による寄与も

2割程度を占めている．

学歴別に見ると正規雇用の就業継続に大きく貢献したのは大卒以上であり，寄与率で見

てもこの時期の就業継続割合上昇の約半分が大卒以上の正規雇用の就業継続割合の増加に

よるものである．次に専修学校卒の正規就業継続の増加が1割程度，高校卒が8.0％の寄

与率となっている．非正規雇用についても，大卒以上が最も就業継続していることがわか

る．
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図7－2 1995～1999年から2005～2009年の就業継続割合の変化（差分）と寄与率

注：第一子1歳以上15歳以下．雇用形態不詳は除く．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．

1995～1999年 2005～2009年
変化
（差分）

寄与率

全体 25.8% 33.0% 7.2% 100%

正規雇用 16.4% 21.8% 5.4% 74.3%

中学校卒 0.1% 0.1% 0.0% -0.3%

高校卒 5.8% 3.9% -2.0% -27.2%

専修学校卒 3.4% 4.8% 1.3% 18.4%

短大・高専卒 3.7% 4.8% 1.2% 16.0%

大卒以上 3.3% 8.1% 4.8% 66.2%

学歴不詳 0.1% 0.2% 0.1% 1.2%

非正規雇用 3.0% 5.8% 2.9% 39.8%

中学校卒 0.2% 0.5% 0.3% 4.0%

高校卒 1.4% 2.2% 0.8% 11.0%

専修学校卒 0.5% 1.0% 0.5% 7.5%

短大・高専卒 0.6% 1.2% 0.6% 8.7%

大卒以上 0.3% 0.9% 0.6% 7.9%

学歴不詳 0.0% 0.1% 0.1% 0.8%

自営業主・家族従業者等 3.4% 2.1% -1.2% -16.8%

その他 3.0% 3.2% 0.2% 2.6%



6． 両立支援制度の利用と就業継続

1）育児休業，産前産後休暇，短時間勤務制度

本節ではやや視点を変えて，就業継続（正規），就業継続（非正規）が伸びた背景には

何があったのか，制度利用の面から確認してみたい．

まずは先行研究において，出産前後の就業継続に有効とされていた育児休業４）（以下育

休とも表記する）について，事業所調査である雇用均等基本調査（厚生労働省）から取得

割合を概観してみる（図8）．女性労働者全体の育児休業取得割合は2008年の90.6％を頂

点として，年度によって多少の増減はあるものの，近年は80～85％ほどを行き来しており

ほぼ横ばい状態である．同調査では2005年から有期雇用労働者を特出しして育児休業取得

割合を示しているが，有期雇用労働者では2008年の86.6％を頂点として，2018年までは70

％付近に落ち着いていたが近年は安定せず，直近の2023年では75.7％と再び高い値を示し
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図7－3 2005～2009年から2015～2020年の就業継続割合の変化（差分）と寄与率

注：第一子1歳以上15歳以下．雇用形態不詳は除く．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．

2005～2009年 2015～2020年
変化
（差分）

寄与率

全体 33.0% 57.0% 24.0% 100%

正規雇用 21.8% 39.4% 17.7% 73.5%

中学校卒 0.1% 0.2% 0.1% 0.5%

高校卒 3.9% 5.8% 1.9% 8.0%

専修学校卒 4.8% 7.3% 2.6% 10.7%

短大・高専卒 4.8% 5.2% 0.4% 1.5%

大卒以上 8.1% 19.9% 11.9% 49.4%

学歴不詳 0.2% 1.0% 0.8% 3.5%

非正規雇用 5.8% 10.4% 4.6% 19.1%

中学校卒 0.5% 0.7% 0.2% 1.0%

高校卒 2.2% 2.6% 0.4% 1.7%

専修学校卒 1.0% 2.1% 1.0% 4.3%

短大・高専卒 1.2% 1.9% 0.6% 2.6%

大卒以上 0.9% 2.9% 2.0% 8.5%

学歴不詳 0.1% 0.3% 0.3% 1.0%

自営業主・家族従業者等 2.1% 2.6% 0.4% 1.8%

その他 3.2% 4.6% 1.3% 5.5%

4）育児・介護休業法で定められている原則1歳未満のこどもを養育するための休業（現行制度の下では，1歳

（1歳6か月）時点で保育所に入れない等の事情がある場合，2歳まで延長が可能）．1992年施行．1歳未満の

子を養育する従業員は誰でも取得することができる（労使協定による適用除外あり）．有期雇用労働者（パー

ト，派遣，契約社員など雇用期間に定めがある労働者）については，子が1歳6か月に達する日までに，労働

契約（更新される場合には，更新後の契約）の期間が満了し，更新されないことが明らかでない場合に取得す

ることができる．



ている．女性労働者全体では，在職中に出産した女性の育児休業取得割合は，近年15年程

度の間にほぼ高止まりしており，同時に，育児休業を取得せずに就業を継続しているもの

も約1.5割～約2割存在している．有期雇用の女性については，正社員を含む労働者全体

と比較すると，育児休業の取得割合は低い．

雇用均等基本調査における育児休業取得割合は，調査前年の9月30日までの1年間（平

成22年度までは調査前年度1年間）に在職中に出産した女性のうち，調査時点までに育児

休業を開始した者（開始予定の申出をしている者を含む）が占める割合を表しているが，

育児休業を取得せずに退職した者は含まれていないことに注意が必要である．また，育児

休業制度はもともと雇用の継続を前提とした制度だが，育児休業を取得した後，復職せず

そのまま退職したものも含まれている．雇用均等基本調査では，育児休業を終了し復職予

定であった女性のうち，実際に復職した者の割合を定期的に調査している．復職した女性

労働者の割合は，1999年82.1％，2002年88.7％，2005年89.0％，2008年88.7％，2010年92.1

％，2012年89.8％，2015年92.8％，2018年89.5％，2021年93.1％となっており，2000年以

降は育児休業取得者のうち大体1割前後が復職せず退職しており，残りの約9割は復職し

ていることがわかる．

出生動向基本調査では，雇用均等基本調査では把握されない，育児休業を取得しなかっ

た出産時に無職だった女性も含まれるため，雇用形態別に育児休業の取得の有無と就業継

続の関係について確認してみよう．図9は，第一子を出産した妻のうち，育児休業を取得

して就業継続した女性と，育児休業を取得せずに就業継続した女性の割合を示したもので

ある．左が正規雇用での就業継続，右が非正規雇用での就業継続である．第一子を出産し
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図８ 育児休業取得割合の推移

注：2011年度の[]内の割合は，岩手県，宮城県及び福島県を除く全国の結果．
出典：厚生労働省『平成11～18年度女性雇用管理均等調査』及び『平成19～令和4年度雇用均等基本調査』から
筆者作成．



た妻のうち（出産離職や妊娠前から無職も含む），（非）正規雇用で就業継続したものの育

児休業取得有無の推移を表している．左右で縦軸の目盛が異なることに注意してほしい．

池田（2014）は，第14回出生動向基本調査（2005～2009年が最新コホート）における

「就業継続（育休利用あり）」と「就業継続（育休利用なし）」の雇用形態別の推移につい

て，特に正規雇用者において，就業継続割合は上昇しているものの，「就業継続（育休利

用なし）」が低下しているため，「就業継続（育休利用あり）」の上昇幅に比べて就業継続

割合全体の上昇幅が小さいことを指摘している．確かに第一子出生年別に示した図9（左）

を見ても，1985～1989年から2005～2009年まで育休利用なしの割合が低下している影響に

より，「就業継続（育休利用あり）」の伸びよりも全体としての就業継続の伸びが低く抑え

られてしまっている．しかしその後，「就業継続（育休利用なし）」の減少が止まり，2010

年以降は全体として大きく上昇していることがわかる．育休を利用せず就業継続する正規

雇用の妻は，2010年以降も常に3％程度は存在する．

非正規雇用者の就業継続は，観察年の初期の頃は非正規雇用で育休を取得するものが非

常に珍しいため，結果が安定していないことに留意が必要であるが，徐々に育休利用が増

加している．しかし育休を利用せず就業継続しているものも多く存在する．

妊娠前から無職だった女性や，育児休業を取得せずに離職した女性等を含めても，育児

休業の取得割合は増加しており，正規雇用における育休利用と非正規雇用における育休利

用を足し上げると，直近年では第一子出産者のうち実に41.3％が育休を利用していること

になる．就業継続割合が大きく増加する前の2005～2009年には正規と非正規の育休利用割

合は第一子出産者の20.2％だったことから，育休利用がより一般的になったことが就業継

続割合急増の背景にあると言えるだろう．

―514―

就業継続（正規） 就業継続（非正規）

図９ 第一子出生年別にみた，育児休業の利用の有無の推移（雇用形態別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



取得の順番は前後するが，産前産後休業５）の利用割合についても見ておきたい（図10）．

産前産後休業については，育児休業における利用なしの就業継続の割合が年を経るごとに

低下していくといった現象は見られず，正規雇用の就業継続では，どの第一子出生年代に

おいても大体2～3％程度，利用なしの割合が存在する他は，観察開始年からほとんどの

就業継続者が利用している制度である．図 9とあわせて考えると，育児休業法の施行

（1992年）以前はもちろん，施行後もしばらくは産前産後休業の取得のみで職場復帰し就

業継続しているものが多かったが，2005～2009年頃から育休利用なしの割合が産前産後休

業における制度利用なしの割合と同程度となっていることから，この頃にようやく育児休

業制度が産前産後休業と同様に一般的に取得して当然の制度として広く普及したのだと考

えられる．

また，一点注意点として，産前産後休業のうち，特に産後休業については母体保護の観

点から強制休業となっている．産前産後休業を利用していないと回答しているものについ

て，特にその割合が高い非正規雇用者については，就業継続者という分類にしているもの

の，実は第一子妊娠判明時から第一子1歳時の間までに一旦離職しているものも含まれて

いる可能性があることを指摘しておきたい．本稿では第一子妊娠判明時と第一子1歳時点

に就業していた場合，同一の雇用主の下で雇用されているかを問わず就業継続という分類

にしているため，妊娠判明時から第一子1歳時点までに離職しているものについては，そ

の判別が難しい．産前産後休業の利用がないと回答したものに短期間での離職・再就職を

した者が多く含まれている場合，経済状況や労働市場での立場など，他の就業継続者とは

異なる属性を持っている可能性があることに留意が必要である．
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就業継続（正規） 就業継続（非正規）

図10 第一子出生年別にみた，産前産後休業の利用の有無の推移（雇用形態別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．

5）労働基準法で定められている出産・育児のための休業．母体保護を目的としており，勤続年数や雇用形態に

かかわらず，働きながら出産するすべての女性が取得することができる．産前産後休業の期間は，産前休業と

して出産予定日を含む6週間（双子以上は14週間）以内，産後休業として出産後8週間以内．



最後に短時間勤務制度６）についても同様に利用割合を見ておこう（図11）．

正規雇用については，短時間勤務制度は，2010年から大企業で，2012年から全面的に単

独措置義務化されるまで利用割合は1割を超えなかったが，2010年以降利用割合が急増し

たことがわかる．一方で，直近年においても制度を利用しない割合が制度を利用する割合

より高い．一方で非正規雇用の利用割合は少しずつ上昇しているようにも見えるが，その

利用割合は低い．それはもともと労働時間が短いためであるかもしれないし，雇用主の下

で労使協定により適用除外とされたためであるかもしれないが，本データからこれ以上の

詳細を得ることは難しい．短時間勤務制度取得者が第一子出産全体に占める割合は正規雇

用，非正規雇用を合わせても2割に満たず，産前産後休業や育児休業と比較するとまだ普

及の余地があると考えられる．就業継続割合が大きく増加した2010～2014年に利用割合が

大きく上昇していることを考えると，この部分の増加がさらに女性の就業継続を後押しす

る可能性があり，今後も注視していきたい．

2）保育施設

次に見るのは，就業継続者の保育施設の利用である．育児休業は原則子が1歳になるま

での利用であるため，終了後職場復帰するためには自分の就業時間中に子の保育を行う施

設や人を手配しなければならない．就業継続した妻が保育施設をどの程度利用していたか，

雇用形態別に確認してみよう．
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6）育児・介護休業法で定められた制度．3歳に満たない子を養育する労働者を対象とした制度．1日の労働時

間を原則6時間とするもの．もともと短時間勤務制度は，1992年の育児休業法施行時に，事業主に対して複数

の制度のうちいずれかを選択的に措置することが義務付けられたうちの制度の一つだったが，2009年の育児・

介護休業法の改正により，単独での措置が義務付けられた．2010年101人以上の企業に対し施行．2012年全面

施行．非正規雇用者は，雇用期間や1日，1週間の所定労働時間等により，制度の対象外となることがある．

就業継続（正規） 就業継続（非正規）

図11 第一子出生年別にみた，短時間勤務制度の利用の有無の推移（雇用形態別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



図12は保育施設の種類別に利用したと回答した割合を積み上げたものである．正規雇用

の就業継続者では，何らかの保育施設を利用した割合は1995～1999年から2010～2014年ま

で継続的に上昇している．最も多いのは認可保育所の利用割合であり，認定こども園につ

いても2006年の制度開始以降，順調に利用割合が増加している．直近年である2015～2020

年については，何らかの保育施設を利用したと回答したものの割合が全体として減少して

いるが，第16回調査の調査対象者のみが含まれ他の第一子出生年と比較すると観測数が少

ないため，結果が安定していない可能性がある．

非正規雇用における就業継続者についても，観察年の初期の頃は，非正規雇用における

就業継続者の観測数が少ないため結果が安定していないことに注意が必要だが，1995～

1999年から順調に保育施設の利用割合が増加している．認可保育所の利用割合は，正規雇

用よりも少なく推移していたが，直近年においては正規雇用と同程度まで利用が増えてき

ている．全体として，2010年以降は正規就業継続者の8～9割，非正規雇用就業継続者の

7～9割弱が，何らかの保育施設を利用して就業継続している．

保育施設の利用が一般的になっていく中で，家族間の育児のサポートはどうなっている

かを図13，14で確認する．

祖父母からのサポートは，第12～15回までは妻の母親と夫の母親について，第16回はそ

れに加えて妻の父親と夫の父親について，「ほとんどなかった」「ときどきあった」「ひん

ぱんにあった」「日常的にあった」「既に亡くなっていた」の5つの選択肢のうち，頻度に

関する回答について図示した．祖父については2005～2009年以降の3つの年代のみとなっ

―517―

就業継続（正規） 就業継続（非正規）

図12 第一子出生年別にみた，保育施設の利用の有無の推移（雇用形態別）

注：第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．認定こども園は2006年か
ら開始された0歳～就学前の子を対象とした制度であるため，1995～1999年までには含まれない．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



ている．図13で正規雇用，図14で非正規雇用を示す．

正規雇用就業継続者は，妻の母親からのサポートが「ひんぱんにあった」が継続的に増

加しており，「日常的にあった」は緩やかに減少している．この2つのカテゴリを合わせ

ると観察年を通じて半数程度が妻の母からのサポートが頻繁以上にあったことになる．夫

の母親からのサポートは「日常的にあった」が大きく減少している．祖父からのサポート

についても妻側の父親のサポートの頻度が多い．

非正規雇用については，妻の母親からのサポートについては4つの頻度で見た図14から

は傾向を見出すことが難しいが，「ほとんどなかった」「ときどきあった」と「ひんぱんに

あった」「日常的にあった」の2つの頻度で再度集計を行うと（紙幅の関係により割愛），

サポートが「ほとんどなかった・ときどきあった」と「ひんぱんにあった・日常的にあっ

た」が直近年ではほぼ半分ずつで拮抗していた．時系列では「ほとんどなかった・ときど

きあった」が緩やかに減少，「ひんぱんにあった・日常的にあった」が緩やかに上昇して

おり，非正規雇用の就業継続者については，祖父母からのサポートは二極化傾向になって

きていると言える．夫の母親からのサポートは，妻の母親からのサポートよりも少ない．

父親についても同様である．
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妻の母親 夫の母親

妻の父親 夫の父親

図13 第一子出生年別にみた，祖父母の育児サポート頻度の推移（正規雇用）



6． おわりに

本稿では，近年の第一子出産前後の就業継続割合の急激な上昇に着目し，全体の変化と，

雇用形態と学歴ごとの変化がどのように推移してきたかを見てきた．正規雇用と非正規雇

用では就業継続の増加のパターンが異なるものの，正規雇用の就業継続割合は2000年以降

徐々に，非正規雇用の就業継続割合は2010年以降から増加しており，2010年以降の全体の

就業継続割合の急激な増加は，正規雇用において増加の度合いが大きくなったことに加え，

非正規雇用においても就業継続割合が増加したことによりもたらされたと言える．

妊娠判明時に無職だったが第一子1歳時に就業するというパターンはまれであることか

ら，第一子1歳時に就業しているためには，妊娠判明時に就業していることが重要である．

学歴による就業継続については，第一子妊娠判明時に正規雇用での就業割合が低下したの

は就職氷河期の影響を受けたと考えられる高校卒の2000～2009年であったが，その後正規

雇用就業割合は回復している．高校卒以外の学歴については，観察年を通じて正規雇用割

合は40～50％と高かったが，特に2005～2009年以降，大学卒以上の妊娠判明時の正規雇用
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妻の母親 夫の母親

妻の父親 夫の父親

図14 第一子出生年別にみた，祖父母の育児サポート頻度の推移（非正規雇用）

注：図13，14ともに第一子1歳以上15歳以下の妻について．2015年以降は2020年までの6年間の観察．
出典：第12～16回出生動向基本調査から筆者作成．



割合の伸びが著しく，これも2010年以降の就業継続割合の増加につながったと考えられる．

第一子出産前後の就業継続について学歴別に見ると，短大・高専卒と大卒以上について

は2000年以降少しずつ上昇していたが，2010年以降どの学歴層においても著しい上昇が見

られる．ただし構成割合は，高校卒では直近年で正規雇用就業継続が29.2％，専修学校卒

では39.2％，短大・高専卒では35.7％，大卒以上では52.0％と異なり，大卒以上での割合

が最も大きい．

就業継続割合について10年ごとに差分を取ると，1985～1989年から1995～1999年にかけ

てはほとんど変化しなかったが，1995～1999年から2005～2009年にかけて微増，2005～

2009年から2015～2020年は急増した．1995～1999年から2005～2009年の微増に寄与したの

は，大卒以上の正規雇用就業継続の増加であり，一方で高校卒の正規雇用就業継続が減少

し，非正規雇用就業継続が増加したことから，この期間に学歴階層による格差が拡大した

とみることができる．しかしその後，2005～2009年から2015～2020年の急増は，大卒以上

の正規雇用就業継続が増加した影響が全体の約半分を占めるものの，高校卒，専修学校卒

の正規雇用就業継続も1割弱～1割程度増加に寄与している．また，非正規雇用の就業継

続についてもこの間上昇しているが，やはり非正規雇用でも大卒者の就業継続者が大きく

増加した．

学歴による違いについては，大卒以上の正規雇用就業継続割合の増加が大きく，他の学

歴層も増加しているものの，大卒以上には及ばない．それをもって学歴格差とすることも

できるが，いずれの学歴においても上昇していることから，学歴によらず普遍的に正規雇

用で就業継続する傾向があるとすることもできる．教育年数を人的資本と関連付けるなら

ば，学歴の違いにより就業継続割合に差があるのは当然とする見方もできるだろう．では

どの程度の学歴間の就業継続割合の違いが適切であるのかについては，今後さらに詳細な

分析や議論が必要だろう．

最後に，就業継続割合が増加した背景として，因果関係を見たわけではないが，育児休

業制度などの両立支援制度，保育施設の利用がどのように変化したかを観察した．妊娠前

から無職だった女性や，育児休業を取得せずに離職した女性等も含めた出産全体から見て

も，両立支援制度の利用は近年になるほど増加しており，また非正規雇用における産前産

後休業，育児休業の利用も少ないものの増加しており，先行研究を踏まえてもこれらの制

度利用が就業継続の増加の背景にあることは間違いないだろう．措置義務化されて以降短

時間勤務制度の利用者は増加しているものの，まだ第一子出産者の2割に満たないため，

今後の動向を注視していきたい．

保育施設については，正規，非正規ともに8割～9割の就業継続者が利用しており広く

普及している制度だが，一方で1～2割が利用していないため，その他の環境について把

握するために，祖父母からのサポートについても確認した．正規雇用も非正規雇用も就業

継続者は自身の母親からのサポートが頻繁以上にあるものが半数程度いる一方で，夫の母

親からは頻繁及び日常的なサポートがそれぞれ10％以下まで減少しており，自身の母親か

らのサポートは時々～日常的に，夫の母親からのサポートは時々受けているケースが多い
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ことがわかった．保育施設や育児休業等の両立支援制度を利用せず，祖父母からの日常的

なサポートのみで就業を継続している層も，一定数存在している可能性がある．

本稿では就業継続を中心に見てきたが，出産離職や妊娠時から無職の妻についてもまだ

ボリュームとして大きいことから，今後これらのグループについても分析していく必要が

あると考える．

付記

使用した「出生動向基本調査」の個票データは，国立社会保障・人口問題研究所調査研究プロジェ

クト「出生動向基本調査プロジェクト」のもとで，統計法第32条に基づく二次利用申請により使用

の承認（令和6年6月27日）を得たものである．
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Howthepercentageofmotherswhocontinuetoworkafterhavingtheirfirst
childhasincreasedsince2010inJapan?

YOKOYAMAMaki

Despitethestagnationupto2009,therateofmotherscontinuingtoworkaftertheirfirstbirth

hasbeenrapidlyincreasinginJapansince2010.Thispaperdescribeshowthissuddenincrease

occurred,focusingparticularlyonemploymentstatusandeducationalbackgroundwithusingthe

datasetfromthe12thtothelatest16thJapaneseNationalFertilitySurvey.

Whilefrom1985・1989to1995・1999,mother'sjobcontinuityaftertheirfirstchildbirth

changedverylittle,from1995・1999to2005・2009,therewasaslightincrease.Thereasonforthis

slightincreaseisthat,whilethenumberofpeoplewithuniversitydegreesorhigherwhocontinued

toworkasfull-timeemployeesafterhavingchildrenincreased,thenumberofpeoplewithhigh

schooldegreeswhocontinuedtoworkasfull-timeemployeesdecreased,andthenumberofpeople

whocontinuedtoworkasnon-regularemployeesincreased.Inotherwords,thedifferencein

educationalbackgroundwidenedduringthisperiod.

Thesharpincreasebetween2005・2009to2015・2020wasduetotheincreaseinfull-time

employmentamongthosewithauniversitygraduatesorhigher,whichaccountsforabouthalfof

theoverallincrease.Duringthisperiod,thenumberofhighschoolandvocationalschoolgraduates

continuingtoworkfull-timeafterhavingtheirfirstchildalsoincreased,butnottothesameextent

asforuniversitygraduates.

Therapidincreaseofjobcontinuityofmothersisduetothewidespreaduseofthechildcare

leaveandchildcarefacilitiessince2010.Motherscontinuetoworkafterchildbirthatleast

sometimeswiththehelpoftheirgrandparents.

Keywords:motherscontinuedworkingafterchildbirth,childcareleave,childcarefacility
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資 料

2023年社会保障・人口問題基本調査
「第9回人口移動調査」

―結果の概要より―

是川夕・中川雅貴・井上希・竹内麻貴・大泉嶺・千年よしみ
清水昌人・小池司朗・貴志匡博・久井情在・林玲子

1. 調査の方法及び回収状況

本調査は，2023（令和5）年国民生活基礎調査の標本を親標本とし，都道府県別無作為

抽出により選定した全国1,000調査地区内の全ての世帯を対象として実施した．ただし，

本調査の調査対象地区に含まれる世帯のうち，国民生活基礎調査の所得票調査対象単位区

に該当する世帯は，回答者負担軽減の観点から本調査の対象外とした．

調査票の配布は調査員が行い，調査票への記入は原則として世帯主に依頼した．調査へ

の回答方法は，紙に印刷された調査票への記入あるいは政府統計オンライン調査システム

を利用したオンライン回答のいずれかを，回答者（世帯主）が選択できる方式とした．オ

ンライン回答のための回答者IDとパスワードは，紙の調査票の配布時に，その他の調査

関係資料と併せて調査員が各世帯に配布した．また，回答を記入した紙の調査票の提出は，

調査員による訪問回収に加えて，回答者による郵送提出（郵送回答）も可能とした．
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国立社会保障・人口問題研究所は，日本における人口移動の実態と背景を明らかにし，将来の人

口移動の傾向を見通すための基礎的資料を得ることを目的とした「人口移動調査」を，ほぼ5年ご

とに継続的に実施してきた．第9回調査は，新型コロナウイルス感染症拡大の影響による2020（令

和2）年国民生活基礎調査及びその後続調査の中止を受けて，国立社会保障・人口問題研究所が実

施する5調査によって構成される社会保障・人口問題基本調査のスケジュールを見直したことに伴

い，前回調査から7年後となる2023年7月1日に実施した．

本調査の調査項目は，他の公的統計では把握することのできないライフイベント（出生・学校の

卒業・就職・結婚等）ごとの居住地，現住地への移動理由や将来の移動可能性，別の世帯にいる家

族の居住地等である．従来の調査において継続的に尋ねてきたこれらの項目に加えて，第9回調査

では，新型コロナウイルス感染症の拡大による引っ越しへの影響や，複数の生活拠点に関する調査

項目を新たに設ける等の変更を行った．

本資料は，2024年7月30日に公表した「結果の概要」の要約版である．「結果の概要」は第9回

人口移動調査の結果の公表ページ（https://www.ipss.go.jp/ido9）より閲覧可能である．



本調査の対象世帯数は45,844世帯であり，そのうち28,461世帯の全世帯員63,786人分の

有効回答を得て，その結果を集計した（有効回収率62.1％）．なお，有効回答が得られた

28,461世帯について回収種別の内訳を見ると，オンライン回答が8,591世帯（30.2％），郵

送16,522世帯（58.1％），調査員による回収3,348世帯（11.8％）であった．

2. 移動の概況

5年前の居住地が現住地（調査時点の居住地）と異なる人の割合は23.3％で，第8回調

査（2016年）の22.4％から0.9ポイント上昇した（表1）．5年前の居住地による内訳を見

ると，5年前の居住地が他の都道府県または国外であった人の割合は，いずれも前回調査

の結果と比較して0.1ポイントずつ上昇し，県内の移動は16.9％から17.6％と0.7ポイント

上昇した．特に，同じ都道府県内の他の区市町村から移動した人の割合の上昇幅が比較的

大きく，6.2％となった．
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注）調査時の年齢5歳未満及び年齢不詳，5年前の居住地が明らかでない人を除く．

表１ ５年前の居住地が現住地と異なる人の割合（５歳以上，％）

居住地が異なる人の割合（5年前の居住地の内訳）

計
現在と同じ都道府県内 他の

都道府県
国外

同じ区市町村 他の区市町村

第5回（2001年） 24.4 18.2 11.2 7.0 5.9 0.3

第6回（2006年） 27.7 21.3 14.4 6.9 6.1 0.3

第7回（2011年） 24.7 18.2 11.8 6.4 6.0 0.5

第8回（2016年） 22.4 16.9 11.1 5.8 5.0 0.5

第9回（2023年） 23.3 17.6 11.3 6.2 5.1 0.6



3. 現住地への移動理由

現在の居住地への引っ越し理由については，前回調査で19の選択肢を設けていたところ，

今回の調査では選択肢から「家業継承」を削除したほか，「親と同居」，「親と近居」を

「親と同居・近居」へ，「子と同居」，「子と近居」を「子と同居・近居」へまとめた．そし

て，新たに「同棲」を追加し，16の選択肢の中から1つ選んで回答する形式とした．表2

に示した方法で16の選択肢を8項目に分類したうえで，過去5年間に引っ越しを経験した

人を対象にその理由を集計したところ，最も多いのは「住宅を主とする理由」で38.9％，

続いて「その他」（14.8％），「職業上の理由」（13.9％），「家族の移動に伴って」（10.1％）

となった．今回初めて調査した「同棲」を理由とする移動の割合は，全体の3.2％であっ

た（表3）．

移動理由を16項目の選択肢のままで集計し，年齢別に割合が高い順に上位3位までの移

動理由を示したのが表4である．移動者の割合が相対的に高い若年層の移動理由を見ると，

15-19歳においては「入学・進学」を理由とする移動の割合が最も高いのに対して，20-24

歳及び25-29歳では「就職・転職」の割合が高くなる．移動者の割合が最も高い25-29歳で

は，「就職・転職」（20.6％），「結婚」（17.2％）に次いで，今回初めて調査した「同棲」

（12.0％）を理由とする移動の割合が多いことが明らかになった．
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表３ 過去５年間における現住地への移動理由（％）

過去
5年間の
移動者
割合

総数
入学・
進学

職業上の
理由

住宅を
主とする
理由

親や子と
の同居・
近居

家族の
移動に
伴って

結婚・
離婚

同棲 その他 不詳

第8回（2016年） 18.2 100.0 5.3 12.7 35.4 7.0 10.8 12.0 ― 13.8 3.1

第9回（2023年） 18.7 100.0 3.0 13.9 38.9 5.2 10.1 8.9 3.2 14.8 2.1

表２ 現住地への移動理由と分類項目

現住地への
移動理由

分類項目 選択肢

1.入学・進学 入学・進学

2.職業上の理由 就職・転職，転勤，定年退職

3.住宅を主とする理由 住宅事情，生活環境上の理由，通勤通学の便

4.親や子との同居・近居 親と同居・近居，子と同居・近居

5.家族の移動に伴って 家族の移動に伴って

6.結婚・離婚 結婚，離婚

7.同棲 同棲

8.その他 子育て環境上の理由，健康上の理由，その他



4. 出生地と現住地

調査対象者の出生地と現住地を都道府県単位で比べると，調査時点において出生時と同

じ都道府県に住む人の割合は全体で67.8％であった．前回2016年の調査では，この割合は

68.6％であった．現住地の都道府県別に見ると，いずれの都道府県でも現住地の都道府県

で生まれた人が最も多いが，その割合は東京圏や大阪圏の都府県で居住する人において相

対的に低い傾向にある（表5）．
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注）総数には，15歳未満及び年齢不詳を含む．順位の対象から「不詳」を除く．

表４ 年齢別，過去５年間における現住地への移動理由 上位３位（％）

年齢

過去5年間
の移動者
割合

移動理由順位

1位 2位 3位 1位 2位 3位

総数 18.7 26.1 10.1 10.1 住宅事情 生活環境 家族の移動

15-29歳 33.7 21.5 10.7 10.5 就職・転職 住宅事情 入学・進学

15-19歳 17.9 27.1 19.5 18.4 入学・進学 家族の移動 住宅事情

20-24歳 31.7 32.1 15.3 8.6 就職・転職 入学・進学 生活環境

25-29歳 54.4 20.6 17.2 12.0 就職・転職 結婚 同棲

30-39歳 47.1 28.0 14.3 11.1 住宅事情 結婚 子育て環境

40-49歳 23.3 31.4 11.9 8.9 住宅事情 生活環境 転勤

50-64歳 12.6 28.9 13.1 12.0 住宅事情 転勤 生活環境

65歳以上 6.1 30.9 18.3 12.6 住宅事情 生活環境 その他
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注）割合の計算には出生地不詳を含む．同じ値の地域が複数ある場合は，全国地方公共団体コードの順に掲載
（国外は最後）．熊本県では地震の影響により第8回調査（2016年）の実施を中止した．

表５ 現住都道府県別，出生地の都道府県（％）

現住地

出生地の割合（％） （第 8回）
現住地と
同じ都道
府県で
生まれた人

現住地と
同じ都道
府県で生
まれた人

他の都道府県・国外で生まれた人
（割合の高い上位 3地域，同順位がある場合は 5地域まで）

他の都道
府県だが
都道府県
名不詳

不詳

全国 67.8 東京都 3.3 大阪府 1.9 国外 1.4 0.9 2.7 68.6

北海道 87.3 国外 1.3 東京都 1.2 青森県 0.7 0.5 2.2 87.3

青森県 87.1 岩手県 3.2 北海道 1.2 宮城県 1.1 0.3 2.9 86.4

岩手県 85.3 宮城県 2.8 秋田県 1.3 青森県 1.0 0.2 4.0 87.6

宮城県 75.0 岩手県 4.0 福島県 2.8 山形県 2.6 0.7 3.4 73.4

秋田県 87.6 青森県 1.6 千葉県 1.1 北海道 0.6 岩手県 0.6 福島県 0.6 0.2 3.2 88.0

山形県 91.2 宮城県 0.9 千葉県 0.7 東京都 0.7 神奈川県 0.7 0.6 1.6 84.4

福島県 82.3 国外 4.0 岩手県 1.4 宮城県 1.2 0.2 3.2 84.0

茨城県 66.8 東京都 5.9 千葉県 4.1 福島県 2.6 1.0 5.0 73.8

栃木県 73.0 東京都 3.4 茨城県 2.6 神奈川県 2.2 1.1 4.5 76.1

群馬県 81.9 埼玉県 1.9 新潟県 1.9 東京都 1.5 1.0 3.0 76.6

埼玉県 51.5 東京都 13.8 神奈川県 2.1 群馬県 2.0 0.8 2.3 52.8

千葉県 47.5 東京都 13.5 神奈川県 2.9 埼玉県 2.2 1.4 3.2 52.1

東京都 50.0 神奈川県 5.0 埼玉県 3.4 国外 2.8 1.6 2.8 54.4

神奈川県 49.4 東京都 10.9 千葉県 2.2 大阪府 2.1 1.8 2.6 51.8

新潟県 91.5 長野県 0.8 国外 0.8 東京都 0.7 0.3 1.8 88.0

富山県 85.9 石川県 2.8 神奈川県 0.8 岐阜県 0.8 0.0 1.8 83.3

石川県 79.8 富山県 3.6 東京都 1.6 福井県 1.6 大阪府 1.6 0.2 3.4 79.7

福井県 85.4 大阪府 2.5 京都府 1.9 国外 1.9 0.0 1.4 85.7

山梨県 83.4 東京都 2.6 神奈川県 1.5 長野県 1.1 0.4 3.8 79.7

長野県 87.9 東京都 2.4 新潟県 0.9 愛知県 0.7 0.0 2.2 83.7

岐阜県 78.2 愛知県 6.8 東京都 1.3 三重県 1.2 0.5 2.8 78.4

静岡県 76.4 東京都 2.6 愛知県 2.0 神奈川県 1.9 0.6 2.1 78.7

愛知県 71.5 岐阜県 4.1 三重県 2.0 静岡県 1.7 0.6 2.2 71.4

三重県 75.8 大阪府 4.5 愛知県 3.2 奈良県 1.6 0.8 3.2 73.9

滋賀県 55.0 京都府 11.2 大阪府 5.8 兵庫県 3.8 1.0 1.6 62.0

京都府 63.8 大阪府 7.2 兵庫県 3.2 滋賀県 2.2 0.6 2.8 62.1

大阪府 64.2 兵庫県 4.2 京都府 2.5 和歌山県 1.7 1.5 2.4 59.1

兵庫県 65.5 大阪府 9.2 福岡県 1.6 京都府 1.4 1.2 1.7 66.4

奈良県 51.3 大阪府 18.8 兵庫県 4.5 京都府 2.4 1.3 2.6 54.8

和歌山県 73.7 大阪府 10.8 兵庫県 2.6 東京都 1.2 1.1 1.5 81.3

鳥取県 90.3 島根県 1.7 大阪府 1.4 東京都 0.6 岡山県 0.6 広島県 0.6 0.3 1.9 81.6

島根県 85.6 山口県 2.6 京都府 0.9 大阪府 0.9 福岡県 0.9 0.2 1.6 82.3

岡山県 79.4 大阪府 2.0 兵庫県 2.0 広島県 1.8 0.4 2.0 77.0

広島県 78.2 山口県 3.3 岡山県 2.2 島根県 1.8 0.3 2.5 74.8

山口県 77.2 福岡県 3.5 国外 2.9 広島県 2.1 0.8 4.3 75.1

徳島県 87.5 大阪府 1.8 兵庫県 1.5 神奈川県 0.9 和歌山県 0.9 香川県 0.9 0.3 1.8 81.5

香川県 75.1 愛媛県 3.9 高知県 3.7 大阪府 3.0 0.4 2.1 78.3

愛媛県 82.7 広島県 2.1 徳島県 1.4 大阪府 1.1 高知県 1.1 0.5 3.0 81.2

高知県 89.3 大阪府 1.5 香川県 0.9 国外 0.9 0.6 2.9 83.3

福岡県 70.0 長崎県 4.3 熊本県 3.8 佐賀県 2.7 0.8 3.0 70.3

佐賀県 65.1 福岡県 15.2 長崎県 3.0 熊本県 3.0 0.4 1.1 78.5

長崎県 81.1 福岡県 3.5 佐賀県 1.6 熊本県 1.2 0.4 3.7 80.4

熊本県 78.1 福岡県 3.8 鹿児島県 2.4 長崎県 1.3 1.0 2.0 -

大分県 77.9 福岡県 5.7 宮崎県 2.4 熊本県 1.8 0.8 2.8 82.2

宮崎県 85.2 鹿児島県 2.0 福岡県 1.8 熊本県 1.1 0.7 2.3 79.7

鹿児島県 83.8 宮崎県 1.6 熊本県 1.4 大阪府 1.3 福岡県 1.3 0.6 2.9 82.6

沖縄県 83.0 国外 2.1 東京都 1.4 福岡県 1.2 0.3 4.7 83.9



三大都市圏の居住者について，現住地と同じ大都市圏域で生まれた人の割合を年齢別に

見ると，いずれの圏域でも0-9歳が最も高い．この割合は30歳代ないし40歳代にかけて低

下したあと，50歳代にかけて上昇するが，その後は再び低下する．圏域別に見ると，全体

としては東京圏の割合が最も低く，東京圏の割合を前回（2016年）と比べると，特に30歳

代の割合で大きく低下している（図1）．

5. 出生県外への移動とUターン移動

出生都道府県から県外に移動した経験のある人のうち，現住地が出生都道府県内であっ

た人を「Uターン者」とすると，その割合は全体の21.1％であり，第8回調査から0.7ポ

イント上昇した（表6）．ただし，県外移動歴のある人の割合（Uターン者と非Uターン

者を合わせた割合）そのものが上昇傾向にあり，第9回調査では全体の49.8％に達する一

方で，そのうちUターン者の占める割合は低下傾向にある．
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図１ 現住地と同じ大都市圏域で生まれた人の割合

（三大都市圏の居住者について，％）

注）割合の分母には出生地不詳を含む．東京圏：埼玉県，千葉県，東京都，神奈川県，
中京圏：岐阜県，愛知県，三重県，大阪圏：京都府，大阪府，兵庫県



出生県外への移動歴を出生都道府県別に見ると，県外に移動した経験のある人の割合が

最も高いのは，長崎県生まれの約70％で，続く島根県生まれ，鹿児島県生まれでも県外移

動経験者の割合がそれぞれ65％を超えている（図2）．各都道府県出生者全体に占めるU

ターン者割合は，沖縄県の34.4％が最も高く，宮崎県，島根県でも30％を超えている．こ

のうち沖縄県生まれの人については，県外移動経験者の約69％がUターン者であり，こ

の割合は他の都道府県と比較して顕著に高い．

一方，県外移動歴のない人の割合が最も高いのは愛知県出生者の57.4％で，つづいて北

海道出生者の52.2％となっている．また，埼玉県や神奈川県・千葉県といった東京都の隣

接県において，県外移動歴のない人の割合が高くなる傾向がみられる．
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注）国外出生者及び出生都道府県不詳を除く．第8回調査は熊本地震の影響で熊本県での調査が中止されたため，
第8回調査の集計結果は熊本県出生者を除く．同様に，第7回調査の集計結果は，震災の影響により調査を
中止した岩手県・宮城県・福島県の出生者を除く．

表６ 出生都道府県外への移動歴及びUターン者の割合（％）

県外移動歴
なし

県外移動歴
あり

県外移動歴
不詳

総数
県外移動経験者
に占めるUターン
者の割合Uターン者 非Uターン者

(a) (b)=(c+d) (c) (d) (e) (a+b+e) (c/b)

第6回（2006年） 44.8 44.1 19.9 24.2 11.1 100.0 45.2

第7回（2011年） 44.8 45.7 20.5 25.2 9.5 100.0 44.8

第8回（2016年） 44.0 46.6 20.4 26.2 9.4 100.0 43.7

第9回（2023年） 41.5 49.8 21.1 28.7 8.6 100.0 42.4

男 40.6 52.2 23.9 28.3 7.2 100.0 45.7

女 42.8 47.6 18.4 29.2 9.6 100.0 38.7
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図２ 出生都道府県別，県外移動歴（％）

注）国外出生者及び出生都道府県不詳を除く．



6. ５年後の移動可能性

5年後に居住地が異なる可能性が「大いにある」，「ある程度ある」と回答した人を「5

年後に移動可能性のある人」とすると，「移動可能性のある人」の総数に対する割合は

17.2％となる．第8回調査（2016年）の17.3％から大きな変化はみられない（図3）．

5年後に移動可能性のある人の割合を現住地の都道府県別に見ると，第8回調査の結果

と同様に東京都で最も高く，大都市圏に所在するその他の府県に加えて，北海道，沖縄県

に居住する人において移動可能性が比較的高いという傾向が確認された（表7）．
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図３ ５年後に居住地が異なる可能性（％）
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表７ 現住都道府県別，５年後に居住地が異なる可能性（％）

現住
都道府県

5年後に居住地が異なる可能性別割合（％）

少しでもある

まったく
ない

不詳
ある

あまり
ない大いに

ある
ある程度
ある

全国 25.6 17.2 6.3 10.9 8.4 69.3 5.1

北海道 27.6 19.1 7.8 11.3 8.5 67.5 4.9

青森県 18.7 14.6 6.5 8.0 4.1 73.6 7.7

岩手県 18.1 13.8 5.5 8.3 4.3 75.4 6.5

宮城県 25.8 19.8 8.0 11.8 6.0 67.6 6.6

秋田県 19.1 13.4 4.1 9.3 5.7 72.9 8.0

山形県 15.2 8.5 3.2 5.4 6.7 81.0 3.8

福島県 19.2 14.5 5.3 9.2 4.7 75.7 5.0

茨城県 21.5 14.7 4.6 10.1 6.8 70.0 8.6

栃木県 17.4 10.9 2.8 8.0 6.6 76.8 5.8

群馬県 14.3 9.6 2.9 6.7 4.7 78.6 7.1

埼玉県 24.3 16.1 5.1 11.1 8.1 71.2 4.5

千葉県 29.6 19.1 5.5 13.6 10.4 65.7 4.8

東京都 37.6 25.8 10.8 15.0 11.8 57.7 4.7

神奈川県 33.5 21.5 7.9 13.6 12.0 62.5 4.0

新潟県 13.8 9.9 3.4 6.6 3.9 81.8 4.4

富山県 15.0 9.9 4.1 5.8 5.1 80.1 5.0

石川県 22.6 17.0 6.4 10.6 5.6 73.0 4.4

福井県 18.5 12.9 4.1 8.8 5.5 77.1 4.4

山梨県 17.0 12.6 4.9 7.7 4.4 76.1 6.9

長野県 19.9 12.7 5.3 7.5 7.2 75.8 4.2

岐阜県 20.0 12.9 4.9 8.0 7.1 74.3 5.8

静岡県 23.8 17.3 5.4 12.0 6.5 71.6 4.6

愛知県 23.8 15.7 5.4 10.3 8.1 72.5 3.8

三重県 18.2 11.2 2.7 8.5 7.0 74.5 7.3

滋賀県 22.3 13.5 4.8 8.7 8.8 73.9 3.8

京都府 25.4 17.9 7.5 10.4 7.4 68.7 6.0

大阪府 26.5 16.8 5.5 11.3 9.7 68.9 4.6

兵庫県 27.8 19.5 7.3 12.2 8.3 67.6 4.5

奈良県 18.8 10.4 3.2 7.2 8.4 77.6 3.5

和歌山県 23.7 19.3 12.4 7.0 4.3 71.8 4.5

鳥取県 9.5 7.2 1.4 5.8 2.2 83.0 7.5

島根県 11.5 7.8 1.9 5.9 3.8 79.1 9.4

岡山県 19.2 12.7 3.4 9.3 6.5 78.0 2.8

広島県 25.1 15.1 4.8 10.3 10.0 70.6 4.3

山口県 24.9 19.7 10.4 9.4 5.2 68.9 6.2

徳島県 20.9 11.9 3.3 8.7 9.0 74.0 5.1

香川県 21.9 13.2 4.9 8.3 8.6 75.0 3.2

愛媛県 19.1 14.3 5.8 8.5 4.8 76.3 4.6

高知県 17.8 10.2 3.2 7.0 7.6 75.8 6.4

福岡県 24.4 16.1 5.7 10.4 8.3 69.2 6.4

佐賀県 16.6 11.6 3.9 7.7 5.1 80.2 3.2

長崎県 22.7 14.7 7.5 7.2 8.0 70.8 6.5

熊本県 25.3 17.6 6.5 11.0 7.7 69.7 5.0

大分県 24.7 16.2 5.1 11.0 8.5 69.8 5.5

宮崎県 24.9 16.9 5.9 11.1 8.0 68.2 6.8

鹿児島県 20.2 11.3 3.8 7.5 8.9 75.0 4.8

沖縄県 32.5 23.7 7.9 15.8 8.8 57.1 10.3



7. 新型コロナウイルス感染症拡大による移動への影響

本調査では，新型コロナウイルス感染症拡大による人々の移動への影響を把握すること

を目的として，引っ越しへの影響に関する新たな問いを設けた．具体的には，各世帯員に

ついて，「新型コロナウイルス感染症拡大による引っ越しへの影響」として「最も当ては

まるものをお答えください」とする質問項目を設け，「1．引っ越さなかった（もともと予

定なし）」，「2．予定の場所に引っ越した」，「3．引っ越し先を変えた」，「4．引っ越しの予

定を取りやめた」，「5．予定はなかったが引っ越した」，「6．その他（引っ越し時期を変え

た，等）」の6つの選択肢いずれかから回答することとした．これらの選択肢のうち，1

と2はコロナ禍の移動への「影響なし」，3～6はコロナ禍の移動への「影響あり」とな

り，後者の「影響あり」に該当する人の割合は全体の0.9％であった（表8）．その内訳を

見ると，「予定はなかったが引っ越した」と回答した人の割合が0.4％となり，影響があっ

たと回答した人の中では比較的高かった．

8. 複数の生活拠点

今回初めて調査した「複数の生活拠点」を持つ人は全体の5.1％であり，この割合は男

性で5.8％，女性で4.4％と男性の方が高い．年齢別では，80歳代で割合が最も高く，次い

で55-59歳・20-24歳で同程度のピークが見られる（図4）．
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表８ 新型コロナウイルス感染症拡大による引っ越しへの影響（％）

影響なし 影響あり

不詳

1. 2. 3. 4. 5. 6.

総数 計

引っ越さ
なかった
（もとも
と予定な
し）

予定の場
所に引っ
越した 計

引っ越し
先を変え
た

引っ越し
の予定を
取りやめ
た

予定はな
かったが
引っ越し
た

その他
（引っ越
し時期を
変えた，
等）

100.0 89.9 84.9 5.0 0.9 0.1 0.1 0.4 0.3 9.2



別の生活拠点を持つ人について，その目的の構成を見ると，家族と暮らすが21.4％，仕

事・学業が21.0％で大きく，次いでその他（11.5％），家族・親族の介護・支援（6.9％），

生活の質（4.8％），病院・施設等への入所（2.4％）となっている（表9）．これら複数の

目的で別の生活拠点を持つ人の割合は6.4％であった．アメニティを求めた多地域居住が

注目されがちであるが，実際に複数の生活拠点を持つのは，そのような「生活の質」を目

的としたケースは少なく，多くは仕事・学業や家族と別居住，介護といった，いわば非自

発的な理由によるものであると示唆される．
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図４ 男女・年齢別，複数の生活拠点を持つ人の割合（％）

注）カッコ内の値は，複数の生活拠点を持つ人の総数に対する構成比．

表９ 別の生活拠点を持つ目的（複数の生活拠点を持つ人の構成割合，％）

複数の生活拠点を持つ人の割合

別の生活拠点を持つ目的

総数
病院・施
設等への
入所

家族・親
族の介護
・支援

家族と
暮らす

生活の質
仕事・
学業

その他
複数
目的

目的
不詳

総数 5.1 0.1 0.4 1.1 0.2 1.1 0.6 0.3 1.3

（構成比） （100） （2.4） （6.9） （21.4） （4.8） （21.0） （11.5） （6.4） （25.6）

20歳未満 2.1 0.0 0.1 0.9 0.1 0.4 0.2 0.1 0.3

20-29歳 5.6 0.0 0.2 2.4 0.1 1.6 0.3 0.4 0.6

30-39歳 3.4 0.0 0.3 1.2 0.1 0.7 0.4 0.3 0.5

40-49歳 3.5 0.0 0.2 0.9 0.1 1.1 0.3 0.2 0.6

50-59歳 5.6 0.1 0.6 1.1 0.3 1.5 0.5 0.4 1.0

60-69歳 5.5 0.0 0.6 0.8 0.3 1.3 1.0 0.4 1.1

70-79歳 6.6 0.1 0.3 0.9 0.5 1.2 1.0 0.4 2.2

80歳以上 8.6 0.9 0.4 1.2 0.4 0.9 0.9 0.4 3.6
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統 計

主要国における合計特殊出生率および

関連指標：1950～2022年

（別府志海・佐々井司＊）

合計特殊出生率（TFR：TotalFertilityRate）は，各国，地域における出生力を表わす代表的な

指標である．本資料は，出生力指標として合計特殊出生率，年齢別出生率ならびに第一子平均出生年

齢について，国際連合１）および国連欧州経済委員会２）が公表している資料を基に，主要国における時

系列推移，国際比較等，人口分析に利用しやすいようまとめたものである３）．

なお，本資料に掲載した国は，原典で公表されている全てではなく，原則として最新（2018年以降）

のデータが更新され，それ以前の年次についても比較的長期のデータが得られている国に限定した．

また，表中に示した国の配列は原典に準拠している．

主要結果

主要国における合計特殊出生率の推移をみると，1950～60年代においては，ヨーロッパ諸国で概ね

2から3程度の水準，それ以外の地域では4から8と極めて高い出生率を示していた（図1，表1）．

しかし60年代以降，それまで高水準であった北アメリカ（カナダとアメリカ合衆国を除く），南ア

メリカ，アジア（日本を除く）地域を含むほぼすべての国々において，2前後の水準にまで低下して

いる．出生率4以上の比較的高い水準にある国は今や限定的で，3以上の国も年々減少する傾向にあ

る．他方で，出生率が相対的に低い国々では特徴的な2つの動向がみられる．日本をはじめとする東

アジア諸国，および東ヨーロッパの多くの国々では人口置換水準を大きく下回る状態が続いているの

に対し，一度は人口置換水準を下回ったものの1990年代に入り再び人口置換水準近くにまで出生率が

回復する国々が観測される．

表2に掲載する87か国のうち，最新年次における合計特殊出生率が最も高いのはウガンダの5.40

（2019年），逆に最も低いのはマカオ特別行政区の0.68（2022年）で，その差は4.72ポイントである．

合計特殊出生率が相対的に低い国々は，（東）アジア，（東・南）ヨーロッパなどの地域に偏在して

いる．出生率が2を下回る国は48か国・地域で全体の半数以上を占め，さらに1.5を下回る国も日本

を含む20か国・地域となっている．他方で，3以上の国は16か国，そのうち4以上の国も8か国観測

される．

表3は年齢別出生率を96か国・地域についてみたものである．合計特殊出生率2.0以上の20か国の

うち14か国では，30歳未満の出生率が30歳以上の出生率よりも高くなっており，逆に後者が前者を上

回っているのは，ブルキナファソ，コートジボワール,オマーン，イスラエルなどの6か国・地域の
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*福井県立大学

1）UnitedNations,DemographicYearbook（2022年版．

https://unstats.un.org/unsd/demographic/products/dyb/default.htm）.

2）UNECE,StatisticalDatabase（http://w3.unece.org/pxweb/）.

3）UnitedNations,DemographicYearbook2021年版までを用いた指標は，別府志海・佐々井司「主要国に

おける合計特殊出生率および関連指標：1950～2021年」『人口問題研究』，第79巻3号,2023年9月,pp.206

～213に掲載．



みである．他方で，合計特殊出生率1.5未満の27か国・地域のうち，30歳未満の出生率が30歳以上の

それを上回るのは，44％にあたる12か国となっている（図2は主要国女性の年齢別出生率）．

つぎに，国連欧州経済委員会（UNECE）加盟国における母の第1子平均出生年齢をみると，ほと

んどの国で上昇傾向にある（表4）．なかでも，デンマーク，ギリシャ，アイルランド，イタリア，

ルクセンブルク，オランダ，モルドバ，ポルトガル，スペイン，スイスなどの十数か国では，第1子

出生時の平均年齢が相対的に高く，日本と同様に30歳を超えている．他方で，アゼルバイジャン，ト

ルクメニスタン，ウズベキスタンなどでは24歳以下となっており，相対的に若い年齢で第1子を出生

していることが示唆される．概して，第1子出生年齢が低い国では合計特殊出生率が高く，逆に，出

生年齢の高い国の合計特殊出生率は低くなる傾向がみられる．
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図１ 主要国の合計特殊出生率

図２ 主要国女性の年齢別出生率：最新年次
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2022年

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2015年 2020年

〔アフリカ〕

ボ ツ ワ ナ … 6.70
6)

6.80
9)

7.07
14)

5.24
15)

4.40
18)

2.79 2.30
28)

…

ブ ル ン ジ … 6.80
6)

6.80
9)

6.80
12)

6.80
15)

6.80
18)

6.06 5.70 3.78
32)

カ メ ル ー ン … 5.68
6)

6.10
9)

6.45
12)

6.10
15)

5.10
18)

… 4.90
27)

4.80
30)

ギ ニ ア … 7.00
6)

7.00
9)

7.00
12)

7.00
15)

6.30
18)

5.10
25)

5.00 4.63
31)

ケ ニ ア … 7.82
6)

8.12
9)

8.12
12)

6.80
15)

5.04 4.60
22)

3.90 3.90
30)

リ ベ リ ア … 6.50
6)

6.25 6.80
12)

6.80
15)

6.80
18)

4.90 4.60
27)

…

モ ー リ シ ャ ス … 5.98
6)

4.25
9)

3.07
12)

2.32 1.99 1.47 1.36 1.32
33)

モ ロ ッ コ … 7.17
6)

7.09
9)

5.90
12)

4.40
15)

3.00
18)

… 2.17
28)

2.10

モ ザ ン ビ ー ク … 6.29
6)

6.50
9)

6.50
12)

6.50
15)

5.80 5.60 5.40
26)

…

ル ワ ン ダ … 7.38
6)

7.99
9)

8.74
12)

7.00
15)

6.20
18)

5.38 … 3.80
31)

セ ネ ガ ル … 6.90
6)

7.00
9)

7.00
12)

6.50
15)

5.60
18)

4.86 4.90 …

セ ー シ ェ ル … 5.45 6.10
11)

4.16 2.73 2.08 2.17 2.31 2.46
32)

南 ア フ リ カ … 6.51
6)

5.90
9)

5.09
12)

4.38
15)

2.86 2.38
23)

2.47 2.34
33)

ス ワ ジ ラ ン ド … 6.50
6)

6.50
9)

6.50
12)

5.25
15)

4.80
18)

3.80 3.50 …

チ ュ ニ ジ ア … 7.00
6)

6.09 4.51 3.35 2.23
18)

2.13 2.30 1.80
32)

ウ ガ ン ダ … 6.90
6)

6.90
9)

6.90
12)

7.30
15)

7.10
18)

6.20
24)

5.80 5.40
31)

タ ン ザ ニ ア … 6.82
6)

6.87
9)

7.10
12)

6.50
15)

5.50
18)

5.10 5.20 4.80
33)

〔北アメリカ〕

カ ナ ダ 3.37 3.80 2.26 1.71 1.83 1.49 1.67
23)

1.56 1.43
32)

キ ュ ー バ … 3.68
6)

3.70 1.64 1.83 1.60
18)

1.69 1.72 1.45
32)

ド ミ ニ カ 共 和 国 7.22 5.30 6.82 5.55 3.50
15)

2.90
18)

2.46 2.34 2.18
33)

エ ル サ ル バ ド ル 6.06 6.81 6.62 5.70 4.52
15)

2.79
19)

2.30
25)

1.84
28)

1.74

グ リ ー ン ラ ン ド … 6.69 3.49 2.40 2.44 2.31 2.26 2.11 2.05
31)

ホ ン ジ ュ ラ ス … 6.00 5.94 6.25
13)

5.37
15)

4.30
18)

… 2.58
28)

2.44

マ ル テ ィ ニ ー ク 5.70 5.60 3.90 2.20
14)

2.02 2.00 … 1.90
26)

1.88
33)

パ ナ マ 4.18 5.59 4.99 3.63 2.88 2.50
20)

2.40 2.40 2.02
32)

プ エ ル ト リ コ 5.24 4.67 3.16 2.72 2.29 2.03 1.62 1.34 0.91
32)

ア メ リ カ 合 衆 国 3.02 3.64 2.44 1.84 2.02
16)

2.06 1.93 1.84 1.71
31)

〔南アメリカ〕

ア ル ゼ ン チ ン … 2.53
8)

3.17 3.28 2.83 2.35 2.39 2.32 1.85
31)

ブ ラ ジ ル … 6.15
6)

5.38
9)

2.80 2.66 2.20 1.87 1.72 1.75
33)

チ リ 4.21
5)

4.81 3.63 2.66 2.54 2.10 1.91 1.79 1.30

コ ロ ン ビ ア 4.88
4)

6.76
6)

6.28
9)

4.14
12)

2.90
15)

2.73
19)

2.35
25)

2.02 1.74
33)

エ ク ア ド ル 6.90 6.90 5.92 5.00 3.74 2.82 2.79 2.54 2.42
30)

ペ ル ー 3.36
2)

5.40 4.51 4.65 3.70 3.02 2.49 2.33 2.16
33)

ウ ル グ ア イ 2.73 2.90 3.00 2.57 2.33 2.25 1.92 1.84 1.77
33)

ベ ネ ズ エ ラ 5.51 6.58
8)

5.68 4.13 3.59 2.93
18)

2.47
24)

2.41
27)

2.13
33)

〔 ア ジ ア 〕

ア フ ガ ニ ス タ ン … 6.86
6)

7.13
9)

7.60
13)

6.90
15)

6.90
18)

6.30
23)

5.30 …

バ ー レ ー ン … 6.97
6)

6.97
9)

4.40
14)

3.90 2.75 1.88 2.09 1.70

バ ン グ ラ デ シ ュ … 6.62
6)

6.91
9)

4.97
14)

4.45
15)

2.56
20)

2.12 2.10 2.15
33)

カ ン ボ ジ ア … 6.29
6)

6.22
9)

4.10
12)

5.25
15)

3.88 3.30
22)

2.50
29)

2.36
32)

ホンコン特別行政区 … 4.70
6)

3.29 2.06 1.21 1.04 1.13 1.20 0.77
32)

マカオ特別行政区 … 5.16 2.04 1.87
14)

1.61
17)

0.95 1.07 1.14 0.68
33)

キ プ ロ ス 3.95 3.44 2.74 2.32 2.43 1.64 1.44 1.32 1.33
31)

イ ン ド … 5.92
6)

5.69
9)

4.40 3.80 3.20 2.50 2.30 2.10
31)

イ ン ド ネ シ ア … 5.67
6)

5.57
9)

4.42 3.08 2.54 2.41 2.17 2.18

イ ラ ン … 7.20
6)

6.97
9)

6.50
12)

4.90
17)

2.50
20)

1.79
24)

2.11
28)

1.74
32)

イ ラ ク … 7.17
6)

7.17
9)

6.56
12)

6.15
15)

5.30
18)

… 4.00
28)

3.90
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表１ 主要国の合計特殊出生率：1950～2022年（つづき）

国 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2010年 2015年 2020年

イ ス ラ エ ル … 3.94 3.92 3.10 3.02 2.95 3.03 3.09 3.00
32)

日 本 3.65 2.00 2.13 1.75 1.54 1.36 1.39 1.45 1.26
33)

ヨ ル ダ ン … 7.38
6)

5.12 8.40
13)

6.20
16)

3.50
20)

3.80 3.50 2.70

ク ウ ェ ー ト … 7.21
6)

6.78 5.50 3.94
15)

4.23 1.95
24)

1.90
27)

1.55
33)

ラ オ ス … 6.15
6)

6.15
9)

6.69
12)

6.69
15)

4.90 3.20 3.20 2.50

マ レ ー シ ア … 6.94
6)

5.94
9)

4.16
12)

4.00
15)

2.96 2.14 2.00 1.70
32)

モ ン ゴ ル … 6.00
6)

7.32
9)

6.65
12)

4.83
15)

2.20 2.40 3.10 2.70
33)

ミ ャ ン マ ー … 6.05
6)

5.74
9)

5.02
12)

4.50
15)

3.30
18)

2.03 2.48 2.39

オ マ ー ン … 7.20
6)

7.20
9)

7.20
12)

7.20
15)

4.70 3.00 2.90 2.30
33)

カ タ ー ル … 6.97
6)

6.97
9)

6.35
12)

4.70
15)

2.77
21)

2.08 2.00 1.67

韓 国 … 6.00 4.50 2.70 1.59 1.47 1.23 1.24 0.81
32)

サ ウ ジ ア ラ ビ ア … 7.17
6)

7.26
9)

7.28
12)

6.80
15)

4.30 2.98 2.69 2.10
33)

シ ン ガ ポ ー ル … 6.00
6)

3.10 1.74 1.82 1.60 1.15 1.24 1.12
32)

東 テ ィ モ ー ル … 6.35
6)

6.16
9)

4.30
12)

5.21
15)

4.40
18)

… 4.29 3.70
30)

ト ル コ … 6.54
6)

5.62
9)

4.51
12)

3.39
16)

2.27 2.11 2.15 …

ベ ト ナ ム … 6.05
6)

5.94
9)

5.59
12)

4.22
15)

2.50
18)

2.00 2.10 2.12

〔ヨーロッパ〕

オ ー ス ト リ ア 2.03
4)

2.61
7)

2.31 1.68 1.45 1.36 1.44 1.49 …

ボスニア・へルツェゴビナ … 4.27
6)

3.17
9)

1.90 1.70
16)

1.28 1.27 1.26
28)

1.20
31)

ブ ル ガ リ ア … 2.30 2.18 2.06 1.73 1.27 1.49 1.53 …

デ ン マ ー ク 2.58 2.54 1.97 1.54 1.67 1.77 1.88 1.71 …

フ ィ ン ラ ン ド 3.16 2.71 1.83 1.63 1.79 1.73 1.87 1.65 …

フ ラ ン ス 2.90 2.70 2.47 1.99 1.78 1.88 2.02 1.92 …

ド イ ツ 1.88
1)

2.34
1)

2.01
1)

1.46
1)

1.33
17)

1.38 1.39 1.50 …

ハ ン ガ リ ー 2.54
3)

2.02 1.96 1.93 1.85 1.33 1.26 1.44 1.49
30)

ア イ ス ラ ン ド 3.86 4.29 2.79 2.48 2.31 2.08 2.20 1.81 …

ア イ ル ラ ン ド … 3.79
8)

3.86 3.23 2.20 1.90 2.06 1.94 …

イ タ リ ア 2.37
4)

2.29 2.40
10)

1.62 1.36 1.26 1.41 1.35 …

ル ク セ ン ブ ル ク … 2.29 1.97 1.50 1.62 1.78 1.63 1.39
29)

1.38
30)

マ ル タ … 3.62 2.02 2.06 2.06 1.72 1.36 1.37 1.23
30)

ノ ル ウ ェ ー 2.53 2.85 2.54 1.73 1.93 1.85 1.95 1.73 1.56
30)

ポ ー ラ ン ド 3.64 3.01 2.23 2.28 2.04 1.37 1.38 1.29 1.38

ポ ル ト ガ ル 3.15 3.01 2.88 2.07 1.51 1.56 1.39 1.30 …

ル ー マ ニ ア … 2.62
6)

2.89 2.45 1.83 1.31 1.33 1.40
26)

…

ス ペ イ ン 2.46 2.81 2.82 2.05
14)

1.33 1.23 1.37 1.33 …

ス ウ ェ ー デ ン 2.32 2.17 1.94 1.68 2.14 1.57 1.99 1.85 …

ス イ ス 2.40 2.34 2.09 1.55 1.59 1.50 1.54 1.54 …

イ ギ リ ス … 2.50
6)

2.52
9)

1.72
12)

1.84 1.64 1.91
24)

1.82
27)

1.53
32)

〔オセアニア〕

オ ー ス ト ラ リ ア 3.06 3.45 2.86 1.90 1.91 1.76 1.95 1.80 1.70
32)

仏 領 ポ リ ネ シ ア … 6.40
6)

6.20
9)

4.23
12)

3.57
15)

2.60
18)

2.13 1.83 1.68
32)

グ ア ム 5.35 5.95 4.76 3.21 3.35 4.00
18)

2.52 2.38
27)

2.68
30)

ニュージーランド … 3.93
6)

3.16 2.03 2.16 1.98 2.17 1.99 1.64
32)

サ モ ア … 8.30
6)

5.78
11)

6.25
12)

5.00
15)

4.50
18)

4.70
24)

3.77
28)

…

UnitedNations,DemographicYearbookによる．ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
…は該当年（前後の年も含む）のデータが得られない．1)1980年以前は旧西ドイツ．2)1948年．3)1949年．
4)1951年．5)1952年．6)1958年．7)1959年．8)1961年．9)1968年．10)1969年．11)1971年．12)1978年．13)1979年．
14)1981年．15)1988年，16)1989年．17)1991年．18)1998年．19)1999年．20)2001年．21)2002年．22)2008年．
23)2009年．24)2011年．25)2012年．26)2013年．27)2014年．28)2016年．29)2017年．30)2018年．31)2019年．
32)2021年．33)2022年．
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表２ 主要国の合計特殊出生率の低い順：最新年次

順位 国 （年次） 合計特殊
出 生 率 順位 国 （年次） 合計特殊

出 生 率

1

2

3

4

5

6

7

8

9

9

11

12

12

14

15

15

17

18

19

20

20

22

23

23

25

26

27

28

29

30

31

32

32

32

35

35

37

37

37

40

41

42

43

44

マ カ オ 特 別 行 政 区

ホンコン特別行政区

韓 国

プ エ ル ト リ コ

シ ン ガ ポ ー ル

ボスニア・へルツェゴビナ

マ ル タ

日 本

チ リ

ポ ル ト ガ ル

モ ー リ シ ャ ス

キ プ ロ ス

ス ペ イ ン

イ タ リ ア

ル ク セ ン ブ ル ク

ポ ー ラ ン ド

ル ー マ ニ ア

カ ナ ダ

キ ュ ー バ

オ ー ス ト リ ア

ハ ン ガ リ ー

ド イ ツ

ブ ル ガ リ ア

イ ギ リ ス

ス イ ス

ク ウ ェ ー ト

ノ ル ウ ェ ー

ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド

フ ィ ン ラ ン ド

カ タ ー ル

仏 領 ポ リ ネ シ ア

バ ー レ ー ン

マ レ ー シ ア

オ ー ス ト ラ リ ア

ア メ リ カ 合 衆 国

デ ン マ ー ク

エ ル サ ル バ ド ル

コ ロ ン ビ ア

イ ラ ン

ブ ラ ジ ル

ウ ル グ ア イ

チ ュ ニ ジ ア

ア イ ス ラ ン ド

ア ル ゼ ン チ ン

（2022）

（2021）

（2021）

（2021）

（2021）

（2019）

（2018）

（2022）

（2020）

（2015）

（2022）

（2019）

（2015）

（2015）

（2018）

（2020）

（2013）

（2021）

（2021）

（2015）

（2018）

（2015）

（2015）

（2021）

（2015）

（2022）

（2018）

（2021）

（2015）

（2020）

（2021）

（2020）

（2021）

（2021）

（2019）

（2015）

（2020）

（2022）

（2021）

（2022）

（2022）

（2021）

（2015）

（2019）

0.68

0.77

0.81

0.91

1.12

1.20

1.23

1.26

1.30

1.30

1.32

1.33

1.33

1.35

1.38

1.38

1.40

1.43

1.45

1.49

1.49

1.50

1.53

1.53

1.54

1.55

1.56

1.64

1.65

1.67

1.68

1.70

1.70

1.70

1.71

1.71

1.74

1.74

1.74

1.75

1.77

1.80

1.81

1.85

44

46

47

48

49

50

51

51

51

54

55

56

56

58

59

59

61

61

63

64

65

66

67

68

69

70

71

71

73

74

75

76

77

78

79

79

81

82

83

83

85

86

87

87

ス ウ ェ ー デ ン

マ ル テ ィ ニ ー ク

フ ラ ン ス

ア イ ル ラ ン ド

パ ナ マ

グ リ ー ン ラ ン ド

モ ロ ッ コ

イ ン ド

サ ウ ジ ア ラ ビ ア

ベ ト ナ ム

ベ ネ ズ エ ラ

バ ン グ ラ デ シ ュ

ト ル コ

ペ ル ー

ド ミ ニ カ 共 和 国

イ ン ド ネ シ ア

ボ ツ ワ ナ

オ マ ー ン

南 ア フ リ カ

カ ン ボ ジ ア

ミ ャ ン マ ー

エ ク ア ド ル

ホ ン ジ ュ ラ ス

セ ー シ ェ ル

ラ オ ス

グ ア ム

ヨ ル ダ ン

モ ン ゴ ル

イ ス ラ エ ル

ス ワ ジ ラ ン ド

東 テ ィ モ ー ル

サ モ ア

ブ ル ン ジ

ル ワ ン ダ

ケ ニ ア

イ ラ ク

リ ベ リ ア

ギ ニ ア

カ メ ル ー ン

タ ン ザ ニ ア

セ ネ ガ ル

ア フ ガ ニ ス タ ン

モ ザ ン ビ ー ク

ウ ガ ン ダ

（2015）

（2022）

（2015）

（2015）

（2021）

（2019）

（2020）

（2019）

（2022）

（2020）

（2022）

（2022）

（2015）

（2022）

（2022）

（2020）

（2016）

（2022）

（2022）

（2021）

（2020）

（2018）

（2020）

（2021）

（2020）

（2018）

（2020）

（2022）

（2021）

（2015）

（2018）

（2016）

（2021）

（2019）

（2018）

（2020）

（2014）

（2019）

（2018）

（2022）

（2015）

（2015）

（2013）

（2019）

1.85

1.88

1.92

1.94

2.02

2.05

2.10

2.10

2.10

2.12

2.13

2.15

2.15

2.16

2.18

2.18

2.30

2.30

2.34

2.36

2.39

2.42

2.44

2.46

2.50

2.68

2.70

2.70

3.00

3.50

3.70

3.77

3.78

3.80

3.90

3.90

4.60

4.63

4.80

4.80

4.90

5.30

5.40

5.40

表1に基づく．



―540―

表３ 女性の年齢別出生率：最新年次
（‰）

国 （年次） 総 数1) 20歳未満2)20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上3)

〔アフリカ〕

ブ ル キ ナ フ ァ ソ (2019) 142.6 58.6 176.2 229.0 195.4 158.1 90.5 57.0
カ ー ボ ベ ル デ *) (2020) 56.2 44.4 84.9 84.3 71.5 47.1 18.0 1.2
コートジボワール (2021) 107.3 58.1 131.2 133.4 141.9 129.6 68.9 21.3

マ ラ ウ ィ (2018) 135.1 100.9 203.1 186.7 157.6 114.2 53.1 17.6
モ ー リ シ ャ ス (2022) 38.2 20.4 47.7 71.1 76.5 39.1 8.4 0.4
マ ヨ ッ ト (2021) 140.4 60.4 210.9 240.2 198.3 141.0 66.4 9.8

モ ロ ッ コ (2018) 66.1 21.7 92.7 112.1 106.1 74.2 28.4 4.4
レ ユ ニ オ ン (2021) 66.8 17.5 93.9 142.2 128.5 82.5 24.2 2.0
セ ー シ ェ ル (2021) 82.7 80.2 245.1 255.1 119.1 56.1 15.7 0.5

南 ア フ リ カ (2021) 58.3 44.0 93.9 92.5 75.1 52.0 18.1 1.5
ジ ン バ ブ エ (2022) 115.0 86.8 179.1 171.6 146.9 106.4 45.3 7.5
〔北アメリカ〕
アンティグア・バーブーダ (2020) 44.1 30.9 78.5 75.7 62.5 43.9 13.9 0.3
ア ル バ (2021) 41.7 13.3 76.0 94.1 73.2 47.4 12.3 0.2
バ ー ミ ュ ー ダ (2021) 37.0 0.7 27.0 54.3 100.1 64.4 16.4 1.3
カ ナ ダ (2021) 42.9 4.9 27.1 76.6 106.2 57.7 12.2 0.8
コ ス タ リ カ *) (2022) 40.1 24.9 62.5 81.5 69.4 33.3 8.9 0.4
キ ュ ー バ (2021) 39.9 48.0 86.0 74.6 50.5 24.2 4.8 0.2
キ ュ ラ ソ ー (2019) 43.9 24.5 69.8 94.4 81.2 45.8 5.1
エ ル サ ル バ ド ル (2018) 50.8 51.1 85.7 74.7 57.9 35.1 10.0 0.6
グ リ ー ン ラ ン ド (2019) 66.0 37.0 108.9 106.6 99.1 48.4 9.5 0.7
グ レ ナ ダ (2018) 53.7 33.1 80.6 80.2 74.4 52.0 15.7 1.4
グ ア ド ル ー プ (2021) 50.3 8.2 57.9 104.4 119.6 72.4 28.6 2.1
マ ル テ ィ ニ ー ク (2021) 51.3 9.5 62.7 96.7 115.6 78.3 26.2 1.2
メ キ シ コ (2020) 48.5 43.6 86.6 84.5 62.2 33.5 8.8 0.7
ニ カ ラ グ ア (2022) 64.5 83.9 111.1 92.1 68.4 37.3 11.2 0.8
パ ナ マ (2021) 60.3 52.0 108.8 101.3 79.7 46.2 13.0 0.9
セントビンセント・グレナディーン *) (2021) 48.8 27.7 80.7 85.4 71.5 49.2 17.1 0.8
フランス領セント・マーチン (2021) 79.5 17.9 72.6 161.0 168.2 124.8 39.4 2.7
〔南アメリカ〕
ア ル ゼ ン チ ン (2021) 46.1 27.5 67.4 75.6 73.6 50.4 15.2 1.1
ブ ラ ジ ル (2021) 46.0 43.7 76.8 76.2 63.3 39.7 11.8 0.7
チ リ (2020) 39.4 15.4 50.4 66.0 69.0 45.9 12.6 0.8
コ ロ ン ビ ア *) (2022) 41.6 46.7 72.5 65.9 49.4 27.8 8.1 0.6
仏 領 ギ ア ナ (2021) 108.0 59.1 163.6 181.3 166.2 120.6 49.6 4.0
ス リ ナ ム (2021) 66.1 51.9 112.0 108.9 90.0 61.4 18.3 1.2
ウ ル グ ア イ (2021) 40.0 26.0 57.1 65.9 67.1 45.3 11.9 0.7
〔 ア ジ ア 〕

ア ル メ ニ ア (2020) 48.8 13.9 110.9 106.0 63.6 30.1 6.2 0.4
アゼルバイジャン (2021) 43.0 32.5 108.2 87.0 45.4 17.7 4.0 0.5
バ ー レ ー ン (2019) 56.5 8.6 78.2 101.5 85.8 53.6 19.5 1.7
ブ ル ネ イ (2021) 57.0 8.9 49.3 108.3 122.5 68.9 19.7 1.3
ホンコン特別行政区 (2021) 19.7 1.3 8.5 25.7 51.4 31.7 6.9 0.4
マカオ特別行政区 (2022) 23.1 0.3 5.1 40.2 53.3 29.7 6.7 0.6
キ プ ロ ス (2021) 45.1 6.3 27.5 65.2 100.8 63.7 16.3 2.0
ジ ョ ー ジ ア (2021) 56.3 24.7 100.4 126.7 86.9 44.8 12.1 1.4
イ ラ ン (2021) 47.0 24.0 72.9 89.4 74.1 43.6 13.6 1.3
イ ス ラ エ ル (2021) 85.5 6.6 91.5 170.3 184.4 112.8 30.9 2.7
日 本 (2022) 33.3 1.7 18.5 69.6 93.9 53.8 12.2 0.4

カ ザ フ ス タ ン (2022) 87.8 19.7 159.2 185.2 137.1 84.6 23.5 1.3
ク ウ ェ ー ト (2022) 51.7 1.9 60.4 160.6 122.6 60.7 13.5 1.3
キ ル ギ ス (2021) 90.9 29.7 176.2 171.7 113.9 67.5 19.0 1.1
マ レ ー シ ア (2021) 49.9 6.0 35.5 91.6 99.7 65.9 20.3 1.5
モ ル ジ ブ (2019) 53.4 5.8 62.2 94.8 82.7 51.9 14.5 0.5
モ ン ゴ ル (2022) 76.7 21.3 123.6 148.9 118.3 78.5 22.6 1.5
ネ パ ー ル (2021) 46.7 24.9 93.4 80.0 48.8 23.0 8.6 5.0
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表３ 女性の年齢別出生率：最新年次（つづき）
（‰）

国 （年次） 総 数1) 20歳未満2)20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45歳以上3)

〔 ア ジ ア 〕

オ マ ー ン (2022) 74.2 5.8 64.5 129.8 120.1 93.2 42.4 4.7
フ ィ リ ピ ン (2021) 48.1 26.5 69.5 84.9 71.0 43.7 16.5 1.5
カ タ ー ル (2021) 54.5 4.5 64.7 87.5 83.3 57.8 20.7 2.4

サ ウ ジ ア ラ ビ ア (2022) 58.2 7.4 53.9 93.4 92.1 76.4 39.3 5.3
シ ン ガ ポ ー ル (2021) 39.9 2.2 12.1 58.5 109.8 65.5 11.9 0.4
ト ル コ (2021) 49.4 13.1 70.2 112.2 89.1 43.4 10.4 0.7

ウ ズ ベ キ ス タ ン (2022) 101.8 35.8 248.1 197.6 119.7 52.4 7.7 0.2
〔ヨーロッパ〕
オ ー ラ ン ド (2021) 50.0 5.3 59.2 108.8 106.3 60.4 15.9 0.0

ア ル バ ニ ア (2021) 40.5 11.6 51.2 80.1 75.6 35.5 6.4 0.5
ア ン ド ラ (2018) 29.3 2.5 13.1 49.4 73.1 50.8 15.7 2.3
ベ ラ ル ー シ (2018) 42.5 11.6 73.8 92.9 71.6 34.4 6.7 0.3
ブ ル ガ リ ア (2021) 40.4 36.8 67.0 88.8 72.5 34.9 7.7 1.0
ク ロ ア チ ア (2021) 45.4 6.9 41.8 96.9 109.1 57.8 11.9 0.5
チ ェ コ (2021) 47.7 8.1 47.2 110.8 116.2 55.7 10.3 0.8
デ ン マ ー ク (2021) 50.3 1.3 23.9 107.1 132.7 67.1 13.5 1.0
エ ス ト ニ ア (2021) 47.0 5.8 39.2 91.5 101.9 60.0 17.0 1.2
フ ェ ロ ー 諸 島 (2022) 57.9 2.8 51.5 139.3 133.8 70.6 18.0 1.3
フ ィ ン ラ ン ド (2021) 43.5 3.7 30.6 79.9 104.6 57.8 14.7 1.0
フ ラ ン ス (2021) 50.4 5.1 39.7 108.4 124.6 65.3 16.2 0.9
ド イ ツ (2021) 47.6 5.9 31.1 82.3 114.9 66.4 14.7 0.7
ギ リ シ ャ (2021) 38.0 7.4 23.2 62.5 98.9 65.8 17.5 2.8
ハ ン ガ リ ー (2021) 43.0 19.0 48.9 86.2 98.4 54.2 11.3 0.8
ア イ ル ラ ン ド (2021) 50.3 4.5 28.2 67.8 129.0 99.3 23.5 1.5
イ タ リ ア (2021) 33.8 2.9 20.9 57.2 88.7 62.8 15.9 1.3
ラ ト ビ ア (2021) 44.2 10.0 46.7 96.9 89.7 52.0 13.4 0.8
リヒテンシュタイン (2021) 44.6 1.0 22.6 63.6 130.4 80.1 11.3 0.0
リ ト ア ニ ア (2021) 40.6 6.7 33.8 83.1 95.2 47.7 9.0 0.3
ル ク セ ン ブ ル ク (2021) 43.5 2.8 23.1 58.5 106.0 70.8 17.5 1.6
マ ル タ (2021) 36.8 10.3 29.1 50.1 78.3 48.7 10.4 0.8
モ ン テ ネ グ ロ (2021) 49.3 9.4 52.4 116.3 107.9 51.1 11.4 0.7
オ ラ ン ダ (2021) 47.6 2.0 21.7 90.1 134.7 66.4 12.4 0.5
北 マ ケ ド ニ ア (2021) 37.5 14.2 53.5 86.5 69.6 28.5 5.8 0.2
ノ ル ウ ェ ー (2021) 46.4 1.7 24.2 93.8 120.8 59.3 12.3 0.7
ポ ー ラ ン ド (2021) 38.1 6.8 39.7 89.8 82.1 36.9 7.9 0.4
ポ ル ト ガ ル (2021) 35.2 5.7 27.1 62.9 91.9 59.9 15.6 1.1
モ ル ド バ *) (2021) 48.5 26.2 96.4 101.7 74.6 38.0 8.2 0.3
ル ー マ ニ ア (2021) 46.0 34.2 74.6 108.8 85.0 40.4 8.0 0.5
セ ル ビ ア (2021) 41.9 13.4 55.4 94.5 86.8 43.3 9.5 0.6
ス ロ バ キ ア (2021) 44.5 26.0 58.7 93.8 91.1 42.7 8.4 0.4
ス ロ ベ ニ ア (2021) 44.5 3.5 39.2 113.0 110.8 48.0 9.4 0.4
ス ペ イ ン (2021) 32.4 4.6 20.4 45.9 83.0 64.8 17.2 1.6
ス ウ ェ ー デ ン (2021) 51.5 2.5 32.4 94.9 124.5 67.4 15.7 0.9
ス イ ス (2021) 46.6 1.3 20.7 75.6 118.7 72.2 15.1 1.0
ウ ク ラ イ ナ (2021) 28.2 12.9 55.6 65.4 45.4 22.8 5.4 0.5
イ ギ リ ス (2021) 45.9 8.2 41.7 81.6 100.3 60.1 14.5 0.9
〔オセアニア〕
オ ー ス ト ラ リ ア (2021) 51.9 7.0 38.8 86.7 120.6 70.9 15.6 0.8
仏 領 ポ リ ネ シ ア (2021) 48.5 24.6 78.2 83.4 76.3 54.2 18.3 1.6

グ ア ム (2018) 83.3 35.1 135.7 158.2 137.0 84.1 19.6 1.4
ニュージーランド (2021) 49.6 10.3 46.8 86.5 108.2 62.5 13.5 0.6
ト ン ガ (2021) 56.5 12.5 74.8 108.0 100.7 68.9 26.8 5.9

UnitedNations,DemographicYearbook2022年版において2018年以降のデータが得られる103か国について．
ただし日本は国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
*)概数による．1)15～49歳女性人口に対する率．2)15～19歳女性人口に対する率．3)45～49歳女性人口に対する
率．
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表４ ＵＮＥＣＥ加盟国および日本における母の第１子平均出生年齢：1980～2022年
（歳）

国 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2021年 2022年

ア ル バ ニ ア … … … 24.0 25.0 … 26.6 26.6 …

ア ル メ ニ ア 22.1 22.8 22.3 22.7 23.3 24.4 25.6 25.7 …

オ ー ス ト リ ア … 25.0 26.4 27.3 28.2 29.2 29.7 29.9 29.9

アゼルバイジャン 23.1 23.0 24.1 23.9 24.4 23.3 24.2 24.6 …

ベ ラ ル ー シ … 22.9 23.3 23.9 24.9 26.0 26.8 26.9 …

ベ ル ギ ー 24.7 26.4 27.3 27.9 28.2 28.7 29.2 29.5 29.5

ボスニア・ヘルツェゴビナ 22.8 23.5 23.9 24.4 25.9 27.2 27.8 28.0 …

ブ ル ガ リ ア 21.9 22.0 23.5 24.8 26.2 26.0 26.4 26.5 26.6

カ ナ ダ 24.9 25.9 27.1 28.0 28.4 29.1 29.8 30.0 …

ク ロ ア チ ア 23.3 24.3 25.6 26.5 27.7 28.3 29.0 29.2 29.2

キ プ ロ ス 23.8 24.7 26.1 27.4 28.5 29.5 30.0 30.3 29.8

チ ェ コ 22.4 22.4 24.9 26.6 27.6 28.2 28.5 28.8 28.8

デ ン マ ー ク 24.6 26.3 28.1 28.8 29.0 29.2 29.8 30.0 30.0

エ ス ト ニ ア 23.2 22.7 24.0 25.2 26.3 27.2 28.2 28.5 28.6

フ ィ ン ラ ン ド 25.5 26.8 27.6 27.9 28.3 28.8 29.5 29.8 29.9

フ ラ ン ス … … 27.8 28.5 28.1 28.4 28.9 29.1 29.1

ジ ョ ー ジ ア … 23.7 24.2 24.0 23.9 24.7 25.8 26.2 …

ド イ ツ 25.2 26.9 29.0 29.6 28.8 29.5 29.9 30.1 29.9

ギ リ シ ャ 23.3 24.7 27.5 28.1 28.6 30.2 30.7 31.0 31.0

ハ ン ガ リ ー 22.9 23.0 25.0 27.0 28.2 27.9 28.4 28.6 28.7

ア イ ス ラ ン ド 21.9 24.0 25.5 26.3 26.8 27.5 28.7 28.6 28.8

ア イ ル ラ ン ド 25.0 26.3 27.4 28.7 29.4 29.9 30.9 31.2 31.5

イ ス ラ エ ル … … 25.7 26.6 27.2 27.6 27.7 27.8 …

イ タ リ ア 25.1 26.9 28.6 29.6 30.3 30.8 31.4 31.6 31.7

カ ザ フ ス タ ン … 22.4 23.4 24.3 25.0 28.0 29.3 29.5 …

キ ル ギ ス 21.8 21.9 22.7 23.5 23.6 23.1 … … …

ラ ト ビ ア 22.9 22.7 23.9 24.7 25.9 26.5 27.3 27.7 27.6

リ ト ア ニ ア 23.8 23.3 23.9 24.9 26.4 27.1 28.2 28.3 28.2

ル ク セ ン ブ ル ク … … 28.6 29.1 30.0 30.2 31.0 31.3 31.2

マ ル タ 24.9 25.9 25.7 26.1 27.0 28.7 29.3 29.5 29.8

モ ン テ ネ グ ロ … … 25.6 25.5 26.3 … … … …

オ ラ ン ダ 25.6 27.5 29.1 29.4 29.4 29.7 30.2 30.3 30.3

北 マ ケ ド ニ ア 22.9 23.3 24.2 25.0 26.0 26.8 26.9 27.1 27.4

ノ ル ウ ェ ー … 25.5 27.3 28.1 28.1 28.9 29.8 30.0 30.1

ポ ー ラ ン ド 23.4 23.5 24.5 25.8 26.6 27.0 27.9 28.1 28.2

ポ ル ト ガ ル 24.0 24.9 26.5 27.3 28.1 29.5 30.2 30.4 30.4

モ ル ド バ 22.5 22.8 21.8 22.4 23.5 24.5 25.2 25.1 …

ル ー マ ニ ア 22.6 22.3 23.7 24.9 26.0 26.3 27.1 27.1 27.0

ロ シ ア 23.0 22.6 23.5 24.1 24.9 … … … …

サ ン マ リ ノ … … … 30.4 31.6 31.5 31.3 32.1 31.5

セ ル ビ ア 23.4 23.8 24.9 25.9 27.2 27.7 28.2 28.1 28.3

ス ロ バ キ ア … 21.0 23.9 25.7 27.3 27.1 27.2 27.3 27.3

ス ロ ベ ニ ア 22.5 23.9 26.5 27.8 28.7 28.7 29.0 29.0 29.0

ス ペ イ ン 25.1 26.8 29.1 29.3 29.8 30.7 31.2 31.6 31.6

ス ウ ェ ー デ ン 25.5 26.3 28.2 29.0 28.9 29.2 29.7 29.8 30.0

ス イ ス 26.3 27.6 28.7 29.2 30.0 30.6 31.1 31.2 31.2

タ ジ キ ス タ ン 21.8 22.4 21.7 20.9 22.6 22.9 … … …

トルクメニスタン … 24.3 24.2 24.6 24.8 24.2 24.2 24.1 …

ウ ク ラ イ ナ … … … … … … … … …

イ ギ リ ス 24.7 25.5 26.5 27.2 27.7 28.7 … … …

ア メ リ カ 22.7 24.2 24.9 25.2 25.4 26.4 27.1 27.3 …

ウ ズ ベ キ ス タ ン … 22.4 23.2 23.2 23.1 23.4 23.6 23.5 …

日 本 1) 26.1 27.2 28.0 28.6 29.3 30.0 30.3 30.5 30.6

UNECE,StatisticalDatabase（オンライン版）による．平均出生年齢は出生順位別出生率による平均値．
1)国立社会保障・人口問題研究所の算出による．
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統 計

主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料

（別府志海）

国際連合（統計局）が刊行している『世界人口年鑑』の最新版（2022年版）１）に掲載されている各

国の年齢（5歳階級）別人口に基づいて算定した年齢構造に関する主要指標をここに掲載する．この

ような計算は，従来より国立社会保障・人口問題研究所で毎年行い，本欄に結果を掲載している２）．

掲載した指標は，年齢構造係数３），従属人口指数４）（年少人口指数と老年人口指数の別）および老

年化指数５），ならびに平均年齢６）と中位数年齢７）である．
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1）原典は，UnitedNations,DemographicYearbook2022,NewYork．

2）2021年版によるものは，別府志海「主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料」,『人口問題研究』,

第79巻3号,2023年9月,pp.214～223に掲載．

3）年齢3区分（0～14歳,15～64歳,65歳以上）人口について，総人口に占める割合．

4）従属人口指数＝年少人口指数＋老年人口指数

年少人口指数＝（0～14歳人口）／（15～64歳人口）×100

老年人口指数＝（65歳以上人口）／（15～64歳人口）×100

5）老年化指数＝（65歳以上人口）／（0～14歳人口）×100

6）日本については年齢各歳別，他の国は年齢5歳階級別人口を用いた．各年齢階級の代表年齢は，その年齢階

級のはじめの年齢に，5歳階級の場合には2.5歳を，各歳の場合には0.5歳を加えた年齢として，平均年齢算出

に用いた．なお，最終の年齢階級（Openend）の代表年齢は，日本における年齢各歳別人口（2020年国勢調

査）を用いて算出した平均年齢による．すなわち，65歳以上は76.73歳，70歳以上は79.44歳，75歳以上は82.96

歳，80歳以上は86.29歳，85歳以上は89.69歳，90歳以上は93.44歳，95歳以上は97.58歳，100歳以上は102.02歳

をそれぞれ用いた．

7）年齢別人口を低年齢から順次累積し，総人口の半分の人口に達する年齢を求める．ただし，中位数年齢該当

年齢（日本は各歳，他の国は5歳）階級内については直線補間による．

図 世界主要地域の年齢３区分別年齢構造係数：2022年

U.N.,DemographicYearbook,2022による．
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア フ リ カ 〕

1 ア ル ジ ェ リ ア 2020.7.1 44,226,000 13,506,000 27,768,000 2,952,000
2 ア ン ゴ ラ 2022.7.1 33,086,278 14,859,051 17,402,485 824,742
3 ベ ナ ン 2019.7.1 11,857,627 5,195,758 6,341,395 320,477
4 ボ ツ ワ ナ 2022.3.18(C) 2,397,550 764,893 1,501,713 130,944
5 ブ ル キ ナ フ ァ ソ 2022.7.1 22,185,654 10,115,941 11,418,789 650,924
6 ブ ル ン ジ 2022.7.1 12,837,353 5,125,197 7,313,229 398,927
7 カ ー ボ ベ ル デ 2021.6.16(C) 491,233 138,739 319,715 32,779
8 カ メ ル ー ン 2021.7.1 26,765,521 10,818,892 15,147,630 798,999
9 チ ャ ド 2019.7.1

1)
15,692,969 7,935,662 7,294,918 451,425

10 コ ン ゴ 2021.7.1 5,600,575 2,163,008 3,256,511 181,056
11 コ ー ト ジ ボ ワ ー ル 2021.11.8(C)

1)
29,389,150 11,225,273 17,385,410 754,460

12 コ ン ゴ 民 主 共 和 国 2020.7.1
*)

101,758,000 48,986,000 50,070,000 2,702,000
13 ジ ブ チ 2021.7.1 1,001,452 306,843 653,927 40,682
14 エ ジ プ ト 2022.7.1 103,605,039 35,498,655 64,109,140 3,997,244
15 赤 道 ギ ニ ア 2021.7.1 1,505,588 549,501 873,170 82,917
16 エ リ ト リ ア 2022.7.1 3,640,199 1,425,262 2,044,423 170,515
17 エ ス ワ テ ィ ニ 2018.7.1 1,159,250 420,404 699,549 39,297
18 エ チ オ ピ ア 2022.7.1 105,028,112 39,100,679 62,535,852 3,391,581
19 ガ ン ビ ア 2015.12.31 1,922,950 838,233 1,029,526 55,191
20 ガ ー ナ 2015.7.1 27,670,174 10,409,640 16,030,400 1,230,134
21 ギ ニ ア 2022.7.1 13,261,639 5,796,687 7,004,054 460,898
22 ギ ニ ア ビ サ ウ 2022.7.1 1,667,909 719,824 918,206 29,879
23 ケ ニ ア 2022.7.1 50,622,914 18,295,828 30,345,904 1,981,183
24 レ ソ ト 2021.7.1 2,076,668 633,051 1,311,054 132,563
25 リ ビ ア 2015.7.1 6,162,247 1,748,610 4,133,831 279,806
26 マ ダ ガ ス カ ル 2019.7.1 25,588,517 11,953,363 13,028,706 606,448
27 マ ラ ウ ィ 2022.7.1 19,351,892 8,023,899 10,648,570 679,423
28 マ リ 2018.7.1 19,418,097 9,157,496 9,833,593 427,008
29 モ ー リ タ ニ ア 2016.7.1 3,782,701 1,625,768 2,016,612 140,322
30 モ ー リ シ ャ ス 2022.7.1 1,262,249 205,838 891,361 165,050
31 マ ヨ ッ ト 2022.1.1

*)
299,022 130,893 160,173 7,956

32 モ ロ ッ コ 2022.7.1 36,670,216 9,263,833 24,507,766 2,898,617
33 モ ザ ン ビ ー ク 2022.7.1 31,616,078 14,211,732 16,334,195 1,070,151
34 ナ ミ ビ ア 2022.7.1 2,596,037 948,481 1,540,304 107,252
35 ナ イ ジ ェ リ ア 2022.7.1 216,783,381 91,244,951 119,386,146 6,152,284
36 南 ス ー ダ ン 2018.7.1 12,323,420 5,930,249 6,170,439 222,731
37 レ ユ ニ オ ン 2022.1.1

*)
869,993 188,146 559,665 122,182

38 ル ワ ン ダ 2022.7.1 13,252,272 4,835,556 7,943,034 473,682
39 セ ン ト ヘ レ ナ 2021.2.7(C) 4,439 616 2,716 1,107
40 サントメ・プリンシペ 2021.7.1 214,610 77,697 129,929 6,985
41 セ ネ ガ ル 2022.7.1 17,738,795 7,199,460 9,885,359 653,975
42 セ ー シ ェ ル 2021.7.1 99,202 21,430 65,855 11,917
43 シ エ ラ レ オ ネ 2020.7.1 8,100,318 3,369,863 4,465,164 265,291
44 南 ア フ リ カ 2022.7.1 60,604,992 17,012,769 39,839,109 3,753,114
45 ス ー ダ ン 2022.7.1 46,934,522 18,766,557 26,708,901 1,459,064
46 ト ー ゴ 2020.7.1 7,796,140 2,981,918 4,521,732 292,490
47 チ ュ ニ ジ ア 2021.7.1 11,783,722 2,940,841 7,714,021 1,128,861
48 ウ ガ ン ダ 2022.7.1 44,212,800 19,607,900 23,545,400 1,059,500
49 タ ン ザ ニ ア 2022.7.1 61,280,743 26,367,472 33,140,212 1,773,059
50 ザ ン ビ ア 2020.7.1 17,885,422 8,149,123 9,273,241 463,058
51 ジ ン バ ブ エ 2022.4.20(C)

1)
15,178,957 6,132,542 8,344,818 692,482

〔北アメリカ〕
52 アンティグア・バーブーダ 2021.7.1 99,337 21,158 68,961 9,218
53 ア ル バ 2021.7.1 107,695 18,119 71,795 17,780
54 バ ハ マ 2019.7.1 385,340 89,320 268,530 27,490
55 ベ リ ー ズ 2022.7.1 441,471 157,125 265,742 18,604
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

30.5 62.8 6.7 30.2 28.5 59.3 48.6 10.6 21.9 1
44.9 52.6 2.5 22.0 17.3 90.1 85.4 4.7 5.6 2
43.8 53.5 2.7 22.2 17.7 87.0 81.9 5.1 6.2 3
31.9 62.6 5.5 27.3 23.9 59.7 50.9 8.7 17.1 4
45.6 51.5 2.9 21.7 17.0 94.3 88.6 5.7 6.4 5
39.9 57.0 3.1 23.8 19.5 75.5 70.1 5.5 7.8 6
28.2 65.1 6.7 30.5 27.9 53.6 43.4 10.3 23.6 7
40.4 56.6 3.0 23.6 19.5 76.7 71.4 5.3 7.4 8
50.6 46.5 2.9 20.5 14.8 115.0 108.8 6.2 5.7 9
38.6 58.1 3.2 23.9 20.6 72.0 66.4 5.6 8.4 10
38.2 59.2 2.6 23.8 20.4 68.9 64.6 4.3 6.7 11
48.1 49.2 2.7 20.9 15.9 103.2 97.8 5.4 5.5 12
30.6 65.3 4.1 28.3 25.9 53.1 46.9 6.2 13.3 13
34.3 61.9 3.9 26.7 23.6 61.6 55.4 6.2 11.3 14
36.5 58.0 5.5 27.0 23.4 72.4 62.9 9.5 15.1 15
39.2 56.2 4.7 25.1 21.0 78.1 69.7 8.3 12.0 16
36.3 60.3 3.4 24.6 21.3 65.7 60.1 5.6 9.3 17
37.2 59.5 3.2 24.6 21.0 67.9 62.5 5.4 8.7 18
43.6 53.5 2.9 22.5 18.1 86.8 81.4 5.4 6.6 19
37.6 57.9 4.4 25.3 21.2 72.6 64.9 7.7 11.8 20
43.7 52.8 3.5 22.8 17.9 89.3 82.8 6.6 8.0 21
43.2 55.1 1.8 22.2 18.3 81.6 78.4 3.3 4.2 22
36.1 59.9 3.9 25.1 21.4 66.8 60.3 6.5 10.8 23
30.5 63.1 6.4 28.6 24.7 58.4 48.3 10.1 20.9 24
28.4 67.1 4.5 28.8 27.3 49.1 42.3 6.8 16.0 25
46.7 50.9 2.4 21.8 16.5 96.4 91.7 4.7 5.1 26
41.5 55.0 3.5 23.2 18.8 81.7 75.4 6.4 8.5 27
47.2 50.6 2.2 20.7 16.3 97.5 93.1 4.3 4.7 28
43.0 53.3 3.7 23.3 18.3 87.6 80.6 7.0 8.6 29
16.3 70.6 13.1 38.7 38.0 41.6 23.1 18.5 80.2 30
43.8 53.6 2.7 23.3 18.1 86.7 81.7 5.0 6.1 31
25.3 66.8 7.9 32.5 30.3 49.6 37.8 11.8 31.3 32
45.0 51.7 3.4 22.2 17.3 93.6 87.0 6.6 7.5 33
36.5 59.3 4.1 25.7 22.3 68.5 61.6 7.0 11.3 34
42.1 55.1 2.8 23.5 18.9 81.6 76.4 5.2 6.7 35
48.1 50.1 1.8 20.5 15.9 99.7 96.1 3.6 3.8 36
21.6 64.3 14.0 38.0 37.9 55.4 33.6 21.8 64.9 37
36.5 59.9 3.6 25.0 21.2 66.8 60.9 6.0 9.8 38
13.9 61.2 24.9 46.7 50.4 63.4 22.7 40.8 179.7 39
36.2 60.5 3.3 25.1 21.2 65.2 59.8 5.4 9.0 40
40.6 55.7 3.7 24.0 19.7 79.4 72.8 6.6 9.1 41
21.6 66.4 12.0 38.5 40.2 50.6 32.5 18.1 55.6 42
41.6 55.1 3.3 23.3 19.0 81.4 75.5 5.9 7.9 43
28.1 65.7 6.2 30.2 28.4 52.1 42.7 9.4 22.1 44
40.0 56.9 3.1 24.1 19.9 75.7 70.3 5.5 7.8 45
38.2 58.0 3.8 24.5 20.0 72.4 65.9 6.5 9.8 46
25.0 65.5 9.6 34.2 33.1 52.8 38.1 14.6 38.4 47
44.3 53.3 2.4 21.5 17.4 87.8 83.3 4.5 5.4 48
43.0 54.1 2.9 22.7 18.3 84.9 79.6 5.4 6.7 49
45.6 51.8 2.6 21.5 17.1 92.9 87.9 5.0 5.7 50
40.4 55.0 4.6 24.7 19.6 81.8 73.5 8.3 11.3 51

21.3 69.4 9.3 35.3 34.1 44.0 30.7 13.4 43.6 52
16.8 66.7 16.5 41.4 42.7 50.0 25.2 24.8 98.1 53
23.2 69.7 7.1 33.5 31.8 43.5 33.3 10.2 30.8 54
35.6 60.2 4.2 26.0 21.9 66.1 59.1 7.0 11.8 55
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔北アメリカ〕

56 バ ー ミ ュ ー ダ 2022.7.1 64,031 8,982 41,441 13,608
57 カ ナ ダ 2022.7.1 38,929,902 6,070,576 25,528,721 7,330,605
58 ケ イ マ ン 諸 島 2021.10.10(C)

1)
71,105 11,314 53,672 5,602

59 コ ス タ リ カ 2022.7.1 5,213,480 954,599 3,548,464 710,417
60 キ ュ ー バ 2022.7.1 11,101,363 1,742,491 7,600,771 1,758,102
61 キ ュ ラ ソ ー 2022.1.1

*)
151,066 25,141 95,995 29,930

62 ド ミ ニ カ 共 和 国 2022.7.1 10,621,938 2,852,759 6,939,450 829,729
63 エ ル サ ル バ ド ル 2021.7.1 6,305,496 1,606,443 4,148,354 571,030
64 グ リ ー ン ラ ン ド 2021.7.1 56,653 11,725 39,731 5,197
65 グ レ ナ ダ 2019.7.1 112,579 24,318 75,493 12,768
66 グ ア ド ル ー プ 2022.1.1

*)
378,476 63,984 232,412 82,080

67 グ ア テ マ ラ 2020.7.1 16,858,333 5,519,915 10,444,191 894,227
68 ハ イ チ 2018.7.1 11,411,527 3,740,616 7,131,009 539,901
69 ホ ン ジ ュ ラ ス 2021.7.1 9,450,711 2,920,387 5,972,607 557,717
70 ジ ャ マ イ カ 2019.7.1 2,732,539 576,738 1,894,051 261,750
71 マ ル テ ィ ニ ー ク 2022.1.1

*)
352,205 54,075 216,460 81,670

72 メ キ シ コ 2022.7.1 130,118,356 32,661,523 86,929,535 10,527,298
73 モ ン ト セ ラ ト 2022.7.1 4,433 750 2,837 846
74 ニ カ ラ グ ア 2022.7.1 6,733,763 1,980,746 4,338,477 414,540
75 パ ナ マ 2022.7.1 4,395,414 1,104,087 2,888,845 402,482
76 プ エ ル ト リ コ 2021.7.1 3,263,584 429,611 2,093,484 740,489
77 サン・バルテルミー島 2022.7.1

*)
10,866 2,276 6,813 1,778

78 セ ン ト ル シ ア 2022.7.1 183,251 32,014 132,224 19,013
79 サンピエール・ミクロン 2018.1.1 5,954 1,098 3,944 912
80 セントビンセント・グレナディーン 2021.7.1 110,784 27,318 73,334 10,132
81 フランス領セント・マーチン 2022.1.1

*)
29,334 6,183 18,430 4,721

82 オランダ領セント・マーチン 2018.1.1 40,614 8,128 29,258 3,227
83 トリニダード・トバゴ 2021.7.1 1,367,558 281,555 963,434 122,569
84 タークス・カイコス諸島 2017.7.1 39,792 7,626 30,519 1,647
85 ア メ リ カ 合 衆 国 2022.7.1 333,287,557 59,437,387 216,055,318 57,794,852

〔南アメリカ〕
86 ア ル ゼ ン チ ン 2022.7.1 46,234,830 11,101,945 29,652,702 5,480,183
87 ボ リ ビ ア 2022.6.30 12,006,031 3,532,148 7,562,335 911,548
88 ブ ラ ジ ル 2022.7.1 214,828,540 43,947,487 148,344,444 22,536,609
89 チ リ 2022.6.30 19,828,563 3,739,366 13,528,576 2,560,621
90 コ ロ ン ビ ア 2022.7.1 51,682,692 11,672,554 34,974,647 5,035,491
91 エ ク ア ド ル 2022.7.1 18,092,053 4,720,741 11,979,539 1,391,773
92 フォークランド諸島 2016.10.9(C)

1)
3,200 564 2,273 350

93 仏 領 ギ ア ナ 2022.1.1
*)

296,058 93,549 182,982 19,527
94 パ ラ グ ア イ 2022.7.1 7,453,695 2,105,281 4,820,453 527,961
95 ペ ル ー 2022.6.30 33,396,698 8,108,729 22,144,434 3,143,535
96 ス リ ナ ム 2021.7.1 616,500 158,300 406,100 52,100
97 ウ ル グ ア イ 2022.7.1 3,554,915 687,964 2,333,499 533,453
98 ベ ネ ズ エ ラ 2022.7.1 33,360,238 8,747,441 21,437,236 3,175,560

〔 ア ジ ア 〕
99 ア フ ガ ニ ス タ ン 2022.7.1 32,762,836 15,486,605 16,389,697 886,535
100 ア ル メ ニ ア 2021.1.1 2,963,251 598,450 1,991,866 372,935
101 ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン 2022.1.1 10,156,366 2,250,591 7,105,902 799,873
102 バ ー レ ー ン 2020.3.17(C) 1,501,635 302,273 1,151,934 47,428
103 バ ン グ ラ デ シ ュ 2022.6.14(C)

*)
165,158,616 47,242,685 108,208,630 9,707,301

104 ブ ー タ ン 2022.5.30 763,249 179,313 533,228 50,710
105 ブ ル ネ イ 2021.10.1(C) 440,715 90,376 322,445 27,894
106 カ ン ボ ジ ア 2022.7.1 16,843,333 4,711,827 11,063,765 1,067,741
107 ホンコン特別行政区 2022.7.1 7,346,100 774,100 5,043,100 1,528,900
108 マ カ オ 特 別 行 政 区 2022.7.1 677,300 97,500 493,000 86,800
109 キ プ ロ ス 2022.1.1 904,705 145,284 609,929 149,492
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

14.0 64.7 21.3 44.8 46.8 54.5 21.7 32.8 151.5 56
15.6 65.6 18.8 41.7 41.1 52.5 23.8 28.7 120.8 57
16.0 76.0 7.9 37.9 38.5 31.5 21.1 10.4 49.5 58
18.3 68.1 13.6 38.2 36.9 46.9 26.9 20.0 74.4 59
15.7 68.5 15.8 41.4 42.5 46.1 22.9 23.1 100.9 60
16.6 63.5 19.8 42.9 44.9 57.4 26.2 31.2 119.0 61
26.9 65.3 7.8 31.5 28.5 53.1 41.1 12.0 29.1 62
25.4 65.6 9.0 31.8 27.9 52.5 38.7 13.8 35.5 63
20.7 70.1 9.2 36.2 34.7 42.6 29.5 13.1 44.3 64
21.6 67.1 11.3 35.5 32.6 49.1 32.2 16.9 52.5 65
16.9 61.4 21.7 43.6 46.5 62.8 27.5 35.3 128.3 66
32.7 62.0 5.3 27.0 23.3 61.4 52.9 8.6 16.2 67
32.8 62.5 4.7 27.1 23.8 60.0 52.5 7.6 14.4 68
30.9 63.2 5.9 28.2 24.6 58.2 48.9 9.3 19.1 69
21.1 69.3 9.6 34.2 31.1 44.3 30.4 13.8 45.4 70
15.4 61.5 23.2 45.2 48.8 62.7 25.0 37.7 151.0 71
25.1 66.8 8.1 32.5 29.9 49.7 37.6 12.1 32.2 72
16.9 64.0 19.1 42.0 42.8 56.3 26.4 29.8 112.8 73
29.4 64.4 6.2 29.4 26.4 55.2 45.7 9.6 20.9 74
25.1 65.7 9.2 33.2 30.6 52.2 38.2 13.9 36.5 75
13.2 64.1 22.7 44.1 44.2 55.9 20.5 35.4 172.4 76
20.9 62.7 16.4 39.3 39.4 59.5 33.4 26.1 78.1 77
17.5 72.2 10.4 37.1 36.1 38.6 24.2 14.4 59.4 78
18.4 66.2 15.3 41.2 43.3 51.0 27.8 23.1 83.1 79
24.7 66.2 9.1 33.2 30.5 51.1 37.3 13.8 37.1 80
21.1 62.8 16.1 39.2 39.3 59.2 33.5 25.6 76.4 81
20.0 72.0 7.9 36.4 37.6 38.8 27.8 11.0 39.7 82
20.6 70.4 9.0 34.7 32.6 41.9 29.2 12.7 43.5 83
19.2 76.7 4.1 34.1 35.4 30.4 25.0 5.4 21.6 84
17.8 64.8 17.3 40.0 38.9 54.3 27.5 26.8 97.2 85

24.0 64.1 11.9 34.6 32.1 55.9 37.4 18.5 49.4 86
29.4 63.0 7.6 29.9 26.2 58.8 46.7 12.1 25.8 87
20.5 69.1 10.5 35.6 34.2 44.8 29.6 15.2 51.3 88
18.9 68.2 12.9 37.6 35.9 46.6 27.6 18.9 68.5 89
22.6 67.7 9.7 34.1 31.7 47.8 33.4 14.4 43.1 90
26.1 66.2 7.7 31.5 28.6 51.0 39.4 11.6 29.5 91
17.7 71.3 11.0 38.8 39.8 40.2 24.8 15.4 62.1 92
31.6 61.8 6.6 29.7 26.2 61.8 51.1 10.7 20.9 93
28.2 64.7 7.1 30.3 27.2 54.6 43.7 11.0 25.1 94
24.3 66.3 9.4 33.5 31.3 50.8 36.6 14.2 38.8 95
25.7 65.9 8.5 32.8 30.6 51.8 39.0 12.8 32.9 96
19.4 65.6 15.0 38.1 36.3 52.3 29.5 22.9 77.5 97
26.2 64.3 9.5 32.5 29.5 55.6 40.8 14.8 36.3 98

47.3 50.0 2.7 21.1 16.2 99.9 94.5 5.4 5.7 99
20.2 67.2 12.6 37.6 36.2 48.8 30.0 18.7 62.3 100
22.2 70.0 7.9 34.8 33.8 42.9 31.7 11.3 35.5 101
20.1 76.7 3.2 32.1 32.6 30.4 26.2 4.1 15.7 102
28.6 65.5 5.9 29.5 26.3 52.6 43.7 9.0 20.5 103
23.5 69.9 6.6 31.3 29.4 43.1 33.6 9.5 28.3 104
20.5 73.2 6.3 33.4 32.2 36.7 28.0 8.7 30.9 105
28.0 65.7 6.3 30.2 27.7 52.2 42.6 9.7 22.7 106
10.5 68.7 20.8 46.1 47.1 45.7 15.3 30.3 197.5 107
14.4 72.8 12.8 39.9 38.9 37.4 19.8 17.6 89.0 108
16.1 67.4 16.5 40.1 38.4 48.3 23.8 24.5 102.9 109
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔 ア ジ ア 〕

110 ジ ョ ー ジ ア 2022.1.1 3,688,647 767,035 2,351,303 570,309
111 イ ン ド 2021.3.1 1,363,006,000 349,990,000 919,990,000 93,026,000
112 イ ン ド ネ シ ア 2022.7.1 275,773,774 66,196,867 190,977,917 18,598,990
113 イ ラ ン 2022.7.1 84,700,076 19,902,790 58,866,953 5,930,333
114 イ ラ ク 2020.7.1 39,854,432 16,127,666 22,501,132 1,225,634
115 イ ス ラ エ ル 2021.6.30 9,371,368 2,621,041 5,605,004 1,145,322
116 日 本 2023.10.1

2)
124,351,877 14,173,245 73,952,058 36,226,574

117 ヨ ル ダ ン 2022.12.31 11,302,000 3,882,530 7,002,520 416,950
118 カ ザ フ ス タ ン 2022.7.1 19,634,983 5,802,819 12,195,077 1,637,088
119 ク ウ ェ ー ト 2022.1.1 4,216,900 866,801 3,153,706 196,393
120 キ ル ギ ス 2021.7.1 6,692,064 2,209,492 4,142,996 339,576
121 ラ オ ス 2022.7.1 7,442,794 2,292,623 4,802,715 347,456
122 レ バ ノ ン 2018.7.1 4,842,467 1,165,346 3,145,825 531,297
123 マ レ ー シ ア 2022.7.1

*)
32,651,557 7,586,511 22,688,443 2,376,603

124 モ ル ジ ブ 2022.9.13(C) 515,132 103,913 390,369 20,850
125 モ ン ゴ ル 2022.7.1 3,433,748 1,100,028 2,176,681 157,039
126 ミ ャ ン マ ー 2022.10.1 55,770,232 14,672,425 37,181,574 3,916,233
127 ネ パ ー ル 2021.11.11(C) 29,164,578 8,115,575 19,027,289 2,021,714
128 オ マ ー ン 2022.12.31 4,933,850 1,258,674 3,543,021 132,155
129 パ キ ス タ ン 2017.3.18(C) 207,684,626 83,716,496 116,255,314 7,712,816
130 フ ィ リ ピ ン 2022.7.1 111,572,254 33,109,615 71,796,435 6,666,204
131 カ タ ー ル 2021.7.1 2,748,162 435,601 2,274,496 38,065
132 韓 国 2020.11.1(C) 51,829,136 6,254,157 37,287,736 8,287,243
133 サ ウ ジ ア ラ ビ ア 2022.5.9(C) 32,175,224 7,886,890 23,426,485 861,849
134 シ ン ガ ポ ー ル 2022.6.30 4,073,239 581,824 2,813,282 678,133
135 ス リ ラ ン カ 2022.7.1

*)
22,180,987 5,602,749 14,839,755 1,738,483

136 パ レ ス チ ナ 2021.7.1 5,227,193 1,981,461 3,070,496 175,236
137 タ ジ キ ス タ ン 2020.7.1 9,313,767 3,190,943 5,795,260 327,564
138 タ イ 2022.7.1 66,808,947 10,974,037 47,195,809 8,639,101
139 東 テ ィ モ ー ル 2018.7.1 1,261,407 483,035 711,150 67,222
140 ト ル コ 2021.12.31(C) 84,680,273 18,975,963 57,459,186 8,245,124
141 ウ ズ ベ キ ス タ ン 2022.1.1 35,648,122 10,677,221 23,104,792 1,866,109
142 ベ ト ナ ム 2022.4.1

*)
99,220,180 23,923,873 66,838,348 8,457,959

143 イ エ メ ン 2020.7.1 30,410,910 12,278,016 17,260,462 872,432
〔ヨーロッパ〕

144 オ ー ラ ン ド 2022.7.1 30,352 4,953 18,229 7,170
145 ア ル バ ニ ア 2022.1.1 2,793,592 456,088 1,898,279 439,225
146 ア ン ド ラ 2022.1.1 79,535 10,195 57,612 11,728
147 オ ー ス ト リ ア 2022.1.1 8,978,929 1,291,589 5,941,650 1,745,690
148 ベ ラ ル ー シ 2020.1.1 9,410,259 1,595,405 6,358,206 1,456,648
149 ベ ル ギ ー 2022.1.1 11,617,623 1,931,651 7,416,490 2,269,482
150 ボスニア・へルツェゴビナ 2013.9.30(C) 3,531,159 543,719 2,485,444 501,996
151 ブ ル ガ リ ア 2022.1.1 6,838,937 993,065 4,363,695 1,482,177
152 ク ロ ア チ ア 2022.1.1 3,862,305 552,211 2,441,548 868,546
153 チ ェ コ 2022.1.1 10,516,707 1,693,408 6,654,190 2,169,109
154 デ ン マ ー ク 2022.1.1 5,873,420 945,831 3,732,373 1,195,216
155 エ ス ト ニ ア 2022.1.1 1,331,796 217,799 841,851 272,146
156 フ ェ ロ ー 諸 島 2022.7.1 54,007 11,067 33,312 9,628
157 フ ィ ン ラ ン ド 2022.1.1 5,548,241 851,794 3,417,411 1,279,036
158 フ ラ ン ス 2022.1.1 65,646,837 11,340,307 40,398,783 13,907,747
159 ド イ ツ 2022.1.1 83,237,124 11,606,935 53,193,690 18,436,499
160 ギ リ シ ャ 2022.1.1 10,459,782 1,428,986 6,657,643 2,373,153
161 チャネル諸島：ガーンジー 2022.3.31 63,711 9,233 41,216 13,262
162 ハ ン ガ リ ー 2022.1.1 9,689,010 1,410,168 6,288,500 1,990,342
163 ア イ ス ラ ン ド 2022.1.1 376,248 69,803 250,078 56,367
164 ア イ ル ラ ン ド 2022.1.1 5,060,004 996,516 3,302,115 761,373
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

20.8 63.7 15.5 38.9 38.3 56.9 32.6 24.3 74.4 110
25.7 67.5 6.8 31.1 28.3 48.2 38.0 10.1 26.6 111
24.0 69.3 6.7 32.6 31.0 44.4 34.7 9.7 28.1 112
23.5 69.5 7.0 33.4 33.3 43.9 33.8 10.1 29.8 113
40.5 56.5 3.1 23.8 19.4 77.1 71.7 5.4 7.6 114
28.0 59.8 12.2 33.4 30.1 67.2 46.8 20.4 43.7 115
11.4 59.5 29.1 48.4 49.7 68.2 19.2 49.0 255.6 116
34.4 62.0 3.7 26.0 22.9 61.4 55.4 6.0 10.7 117
29.6 62.1 8.3 32.1 30.6 61.0 47.6 13.4 28.2 118
20.6 74.8 4.7 35.4 38.5 33.7 27.5 6.2 22.7 119
33.0 61.9 5.1 28.5 26.0 61.5 53.3 8.2 15.4 120
30.8 64.5 4.7 28.1 25.2 55.0 47.7 7.2 15.2 121
24.1 65.0 11.0 34.1 30.5 53.9 37.0 16.9 45.6 122
23.2 69.5 7.3 32.4 30.4 43.9 33.4 10.5 31.3 123
20.2 75.8 4.0 31.8 31.5 32.0 26.6 5.3 20.1 124
32.0 63.4 4.6 29.4 28.2 57.8 50.5 7.2 14.3 125
26.3 66.7 7.0 31.5 28.9 50.0 39.5 10.5 26.7 126
27.8 65.2 6.9 30.1 26.5 53.3 42.7 10.6 24.9 127
25.5 71.8 2.7 29.3 30.2 39.3 35.5 3.7 10.5 128
40.3 56.0 3.7 24.2 19.7 78.6 72.0 6.6 9.2 129
29.7 64.3 6.0 29.5 26.3 55.4 46.1 9.3 20.1 130
15.9 82.8 1.4 32.0 32.8 20.8 19.2 1.7 8.7 131
12.1 71.9 16.0 42.9 43.9 39.0 16.8 22.2 132.5 132
24.5 72.8 2.7 29.5 29.5 37.3 33.7 3.7 10.9 133
14.3 69.1 16.6 41.8 42.1 44.8 20.7 24.1 116.6 134
25.3 66.9 7.8 32.8 30.9 49.5 37.8 11.7 31.0 135
37.9 58.7 3.4 24.8 21.0 70.2 64.5 5.7 8.8 136
34.3 62.2 3.5 26.5 23.7 60.7 55.1 5.7 10.3 137
16.4 70.6 12.9 39.5 40.3 41.6 23.3 18.3 78.7 138
38.3 56.4 5.3 25.2 20.0 77.4 67.9 9.5 13.9 139
22.4 67.9 9.7 34.6 33.1 47.4 33.0 14.3 43.5 140
30.0 64.8 5.2 29.7 28.0 54.3 46.2 8.1 17.5 141
24.1 67.4 8.5 34.0 33.0 48.4 35.8 12.7 35.4 142
40.4 56.8 2.9 23.4 19.9 76.2 71.1 5.1 7.1 143

16.3 60.1 23.6 44.2 45.2 66.5 27.2 39.3 144.8 144
16.3 68.0 15.7 39.8 38.3 47.2 24.0 23.1 96.3 145
12.8 72.4 14.7 42.5 43.6 38.1 17.7 20.4 115.0 146
14.4 66.2 19.4 43.2 43.7 51.1 21.7 29.4 135.2 147
17.0 67.6 15.5 40.7 40.5 48.0 25.1 22.9 91.3 148
16.6 63.8 19.5 42.0 42.0 56.6 26.0 30.6 117.5 149
15.4 70.4 14.2 40.0 39.9 42.1 21.9 20.2 92.3 150
14.5 63.8 21.7 44.1 45.1 56.7 22.8 34.0 149.3 151
14.3 63.2 22.5 44.3 45.4 58.2 22.6 35.6 157.3 152
16.1 63.3 20.6 42.8 43.7 58.0 25.4 32.6 128.1 153
16.1 63.5 20.3 42.1 42.2 57.4 25.3 32.0 126.4 154
16.4 63.2 20.4 42.7 42.6 58.2 25.9 32.3 125.0 155
20.5 61.7 17.8 39.5 38.8 62.1 33.2 28.9 87.0 156
15.4 61.6 23.1 43.6 43.4 62.4 24.9 37.4 150.2 157
17.3 61.5 21.2 42.3 42.5 62.5 28.1 34.4 122.6 158
13.9 63.9 22.1 44.7 45.8 56.5 21.8 34.7 158.8 159
13.7 63.6 22.7 45.1 46.2 57.1 21.5 35.6 166.1 160
14.5 64.7 20.8 43.8 44.8 54.6 22.4 32.2 143.6 161
14.6 64.9 20.5 43.0 43.8 54.1 22.4 31.7 141.1 162
18.6 66.5 15.0 38.5 36.7 50.5 27.9 22.5 80.8 163
19.7 65.3 15.0 38.8 38.7 53.2 30.2 23.1 76.4 164
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結果表 主要国の年齢３区分別人口と年齢構造に関する主要指標（つづき）

№ 国・地域 期日
人口

総数 0～14歳 15～64歳 65歳以上
〔ヨーロッパ〕

165 マ ン 島 2022.5.31 84,069 12,514 52,986 18,569
166 イ タ リ ア 2022.1.1 59,030,133 7,489,795 37,488,934 14,051,404
167 チャネル諸島：ジャージー 2021.3.21(C) 103,267 15,433 69,098 18,736
168 ラ ト ビ ア 2021.1.1(C) 1,893,223 302,978 1,196,547 393,698
169 リヒテンシュタイン 2022.1.1 39,308 5,724 26,046 7,538
170 リ ト ア ニ ア 2022.1.1 2,805,998 417,386 1,827,984 560,628
171 ル ク セ ン ブ ル ク 2022.1.1

1)
645,397 102,673 447,525 95,199

172 マ ル タ 2022.1.1 520,971 69,984 350,907 100,080
173 モ ナ コ 2016.6.7(C) 37,308 4,358 19,292 13,658
174 モ ン テ ネ グ ロ 2022.1.1 617,683 110,803 408,032 98,848
175 オ ラ ン ダ 2022.1.1 17,590,672 2,712,461 11,352,758 3,525,453
176 北 マ ケ ド ニ ア 2022.1.1 1,837,114 312,876 1,210,898 313,340
177 ノ ル ウ ェ ー 2022.1.1 5,425,270 915,987 3,519,809 989,474
178 ポ ー ラ ン ド 2022.1.1 37,654,247 5,813,444 24,632,573 7,208,230
179 ポ ル ト ガ ル 2022.1.1 10,352,042 1,324,883 6,577,416 2,449,743
180 モ ル ド バ 2021.7.1

*)
2,615,199 477,127 1,746,524 391,572

181 ル ー マ ニ ア 2022.1.1
*)

19,042,455 3,089,023 12,247,111 3,706,321
182 サ ン マ リ ノ 2021.1.1 34,805 4,605 23,207 6,993
183 セ ル ビ ア 2022.1.1 6,797,105 973,914 4,375,357 1,447,834
184 ス ロ バ キ ア 2022.1.1 5,434,712 872,796 3,616,958 944,958
185 ス ロ ベ ニ ア 2022.1.1 2,107,180 317,938 1,344,499 444,743
186 ス ペ イ ン 2022.1.1 47,432,893 6,627,937 31,278,325 9,526,631
187 ス ウ ェ ー デ ン 2022.1.1 10,452,326 1,839,103 6,494,457 2,118,766
188 ス イ ス 2021.12.31(C) 8,738,791 1,319,642 5,757,830 1,661,319
189 ウ ク ラ イ ナ 2022.1.1 40,997,698 6,119,886 27,646,706 7,231,106
190 イ ギ リ ス 2021.6.30 67,026,292 11,549,049 42,940,212 12,537,031

〔オセアニア〕
191 オ ー ス ト ラ リ ア 2021.8.10(C) 25,422,788 4,638,006 16,406,692 4,378,086
192 ク ッ ク 諸 島 2016.12.1(C) 17,434 4,296 11,333 1,805
193 フ ィ ジ ー 2021.9.17 893,468 262,608 570,252 60,608
194 仏 領 ポ リ ネ シ ア 2021.7.1 279,448 58,157 194,463 26,829
195 グ ア ム 2021.7.1 168,801 45,742 106,431 16,628
196 キ リ バ ス 2020.11.7(C)

*)
119,940 43,098 72,247 4,595

197 ミ ク ロ ネ シ ア 2021.7.1 104,832 37,407 64,052 3,373
198 ナ ウ ル 2016.7.1 11,014 4,366 6,443 206
199 ニ ュ ー カ レ ド ニ ア 2017.1.1 278,495 63,387 190,045 25,063
200 ニ ュ ー ジ ー ラ ン ド 2021.7.1

*)
5,122,600 968,620 3,334,920 819,090

201 ニ ウ エ 2022.11.11(C)
*)

1,681 424 991 266
202 パ ラ オ 2020.4.1(C) 17,614 3,379 12,564 1,671
203 サ モ ア 2020.1.1

1)
202,506 76,797 115,637 9,838

204 ソ ロ モ ン 諸 島 2022.7.1 721,177 246,541 444,144 30,491
205 ト ケ ラ ウ 2019.12.12 1,647 521 1,016 110
206 ト ン ガ 2021.11.30(C)

*)
100,179 34,873 58,754 6,552

207 ツ バ ル 2017.11.12(C) 10,645 3,377 6,682 586
208 バ ヌ ア ツ 2021.7.1 307,000 118,461 175,780 12,759
209 ワリス・フツナ諸島 2013.7.22(C) 12,197 3,430 7,619 1,148

UN,DemographicYearbook,2022年版（https://unstats.un.org/unsd/demographic-social/products/dyb/
index.cshtml）に掲載（Table7：掲載年次2013～2022年）の年齢別人口統計に基づいて計算した．ただし，
人口総数が1,000人未満およびここに示すような指標の算定が不能の国は除いている．
表中，期日の後の(C)はセンサスの結果であることを示し，他はすべて推計人口である．イタリック体は信
頼性の低い推計値であることを示す．
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年齢構造係数（％） 平均年齢
（歳）

中位数
年齢（歳）

従属人口指数 老年化
指数

№
0～14歳 15～64歳 65歳以上 総数 年少 老年

14.9 63.0 22.1 44.4 46.3 58.7 23.6 35.0 148.4 165
12.7 63.5 23.8 46.2 48.0 57.5 20.0 37.5 187.6 166
14.9 66.9 18.1 42.8 43.7 49.5 22.3 27.1 121.4 167
16.0 63.2 20.8 43.3 43.9 58.2 25.3 32.9 129.9 168
14.6 66.3 19.2 43.3 44.8 50.9 22.0 28.9 131.7 169
14.9 65.1 20.0 43.6 44.5 53.5 22.8 30.7 134.3 170
15.9 69.3 14.8 40.2 39.7 44.2 22.9 21.3 92.7 171
13.4 67.4 19.2 42.2 40.4 48.5 19.9 28.5 143.0 172
11.7 51.7 36.6 50.5 55.4 93.4 22.6 70.8 313.4 173
17.9 66.1 16.0 39.7 39.4 51.4 27.2 24.2 89.2 174
15.4 64.5 20.0 42.4 42.7 54.9 23.9 31.1 130.0 175
17.0 65.9 17.1 40.8 41.1 51.7 25.8 25.9 100.1 176
16.9 64.9 18.2 41.0 40.4 54.1 26.0 28.1 108.0 177
15.4 65.4 19.1 42.2 42.0 52.9 23.6 29.3 124.0 178
12.8 63.5 23.7 45.6 46.8 57.4 20.1 37.2 184.9 179
18.2 66.8 15.0 39.7 39.3 49.7 27.3 22.4 82.1 180
16.2 64.3 19.5 42.3 43.4 55.5 25.2 30.3 120.0 181
13.2 66.7 20.1 45.0 47.1 50.0 19.8 30.1 151.9 182
14.3 64.4 21.3 43.4 44.1 55.3 22.3 33.1 148.7 183
16.1 66.6 17.4 41.4 41.7 50.3 24.1 26.1 108.3 184
15.1 63.8 21.1 43.8 44.7 56.7 23.6 33.1 139.9 185
14.0 65.9 20.1 44.1 45.1 51.6 21.2 30.5 143.7 186
17.6 62.1 20.3 41.5 40.7 60.9 28.3 32.6 115.2 187
15.1 65.9 19.0 42.7 42.8 51.8 22.9 28.9 125.9 188
14.9 67.4 17.6 42.3 42.0 48.3 22.1 26.2 118.2 189
17.2 64.1 18.7 41.3 40.8 56.1 26.9 29.2 108.6 190

18.2 64.5 17.2 40.0 38.8 55.0 28.3 26.7 94.4 191
24.6 65.0 10.4 34.8 33.1 53.8 37.9 15.9 42.0 192
29.4 63.8 6.8 30.5 27.4 56.7 46.1 10.6 23.1 193
20.8 69.6 9.6 35.6 34.5 43.7 29.9 13.8 46.1 194
27.1 63.1 9.9 33.1 29.6 58.6 43.0 15.6 36.4 195
35.9 60.2 3.8 26.4 22.9 66.0 59.7 6.4 10.7 196
35.7 61.1 3.2 26.0 21.5 63.7 58.4 5.3 9.0 197
39.6 58.5 1.9 24.2 20.8 71.0 67.8 3.2 4.7 198
22.8 68.2 9.0 34.2 32.8 46.5 33.4 13.2 39.5 199
18.9 65.1 16.0 39.2 37.8 53.6 29.0 24.6 84.6 200
25.2 59.0 15.8 37.6 36.6 69.6 42.8 26.8 62.7 201
19.2 71.3 9.5 37.4 37.9 40.2 26.9 13.3 49.5 202
38.0 57.2 4.9 26.6 21.8 74.9 66.4 8.5 12.8 203
34.2 61.6 4.2 26.6 22.6 62.4 55.5 6.9 12.4 204
31.6 61.7 6.7 30.0 26.0 62.1 51.3 10.8 21.1 205
34.8 58.6 6.5 28.2 22.5 70.5 59.4 11.2 18.8 206
31.7 62.8 5.5 29.1 25.3 59.3 50.5 8.8 17.4 207
38.6 57.3 4.2 25.3 21.0 74.7 67.4 7.3 10.8 208
28.1 62.5 9.4 33.3 32.2 60.1 45.0 15.1 33.5 209

1）人口総数に年齢不詳を含む．
2）総務省統計局『人口推計 2023年（令和5年）10月1日現在』による．
*）概数．
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参考表 主要国の65歳以上年齢構造係数の高い順：人口総数1000万人以上の国

順位 国・地域 （年）
65歳以上
係数（％） 順位 国・地域 （年） 65歳以上

係数（％）

1
2
3
4
5
6
7
8
9
10
11
12
13
14
15
16
17
18
19
20
21
22
23
24
25
26
27
28
29
30
31
32
33
34
35
36
37
38
39
40
41
42

日 本
イ タ リ ア
ポ ル ト ガ ル
ギ リ シ ャ
ド イ ツ
フ ラ ン ス
チ ェ コ
ス ウ ェ ー デ ン
ス ペ イ ン
オ ラ ン ダ
ベ ル ギ ー
ル ー マ ニ ア
ポ ー ラ ン ド
カ ナ ダ
イ ギ リ ス
ウ ク ラ イ ナ
ア メ リ カ 合 衆 国
オ ー ス ト ラ リ ア
韓 国
キ ュ ー バ
タ イ
チ リ
ア ル ゼ ン チ ン
ブ ラ ジ ル
コ ロ ン ビ ア
ト ル コ
チ ュ ニ ジ ア
ベ ネ ズ エ ラ
ペ ル ー
ベ ト ナ ム
カ ザ フ ス タ ン
メ キ シ コ
モ ロ ッ コ
ア ゼ ル バ イ ジ ャ ン
ス リ ラ ン カ
ド ミ ニ カ 共 和 国
エ ク ア ド ル
ボ リ ビ ア
マ レ ー シ ア
ミ ャ ン マ ー
イ ラ ン
ネ パ ー ル

（2023）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2021）
（2022）
（2022）
（2021）
（2020）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2021）
（2021）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2021）

*)

*)

*)

*)

29.13
23.80
23.66
22.69
22.15
21.19
20.63
20.27
20.08
20.04
19.53
19.46
19.14
18.83
18.70
17.64
17.34
17.22
15.99
15.84
12.93
12.91
11.85
10.49
9.74
9.74
9.58
9.52
9.41
8.52
8.34
8.09
7.90
7.88
7.84
7.81
7.69
7.59
7.28
7.02
7.00
6.93

43
44
45
46
47
48
49
50
51
52
53
54
55
56
57
58
59
60
61
62
63
64
65
66
67
68
69
70
71
72
73
74
75
76
77
78
79
80
81
82
83
84

イ ン ド
イ ン ド ネ シ ア
ア ル ジ ェ リ ア
カ ン ボ ジ ア
南 ア フ リ カ
フ ィ リ ピ ン
バ ン グ ラ デ シ ュ
グ ア テ マ ラ
ウ ズ ベ キ ス タ ン
ハ イ チ
ジ ン バ ブ エ
ガ ー ナ
ケ ニ ア
エ ジ プ ト
パ キ ス タ ン
ヨ ル ダ ン
セ ネ ガ ル
ル ワ ン ダ
マ ラ ウ ィ
ギ ニ ア
モ ザ ン ビ ー ク
エ チ オ ピ ア
ス ー ダ ン
ブ ル ン ジ
イ ラ ク
カ メ ル ー ン
ブ ル キ ナ フ ァ ソ
タ ン ザ ニ ア
チ ャ ド
イ エ メ ン
ナ イ ジ ェ リ ア
ア フ ガ ニ ス タ ン
ベ ナ ン
サ ウ ジ ア ラ ビ ア
コ ン ゴ 民 主 共 和 国
ザ ン ビ ア
コ ー ト ジ ボ ワ ー ル
ア ン ゴ ラ
ウ ガ ン ダ
マ ダ ガ ス カ ル
マ リ
南 ス ー ダ ン

（2021）
（2022）
（2020）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2020）
（2022）
（2018）
（2022）
（2015）
（2022）
（2022）
（2017）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2022）
（2020）
（2021）
（2022）
（2022）
（2019）
（2020）
（2022）
（2022）
（2019）
（2022）
（2020）
（2020）
（2021）
（2022）
（2022）
（2019）
（2018）
（2018）

*)

*)

6.83
6.74
6.67
6.34
6.19
5.97
5.88
5.30
5.23
4.73
4.56
4.45
3.91
3.86
3.71
3.69
3.69
3.57
3.51
3.48
3.38
3.23
3.11
3.11
3.08
2.99
2.93
2.89
2.88
2.87
2.84
2.71
2.70
2.68
2.66
2.59
2.57
2.49
2.40
2.37
2.20
1.81

*）概数．
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統 計

全国人口の再生産に関する主要指標：2023年

（別府志海）

研究所では，わが国における再生産の水準を明らかにし，その時系列変化を示すため，これまでも

標準化などの加工を行った再生産に関する諸指標を公表している．

本稿では2023年における日本の人口再生産率に関する主要指標について，2023年1月から12月まで

の出生・死亡統計１）（確定数），2023年10月1日現在の日本人人口２）および2023年簡易生命表３）の数値

に基づき算出した．その内容は，1930年全国人口を標準人口とする標準化人口動態率，女性の人口再

生産率ならびに安定人口諸指標４）である．

以下，これら諸指標の概況を説明した後，2023年の特徴について述べる．

主要結果

2023年の出生数は727,288人であり，前年（2022年）の770,759人から43,471人減少した．出生数は

1973年の209万人をピークに減少し，1990年代には120万人前後で推移していたが，2000年以降再び減

少傾向が顕著になり，2005年には106万人と戦後最少を記録した．その後2006年から08年にかけてほ

ぼ109万人へと若干増加し，2009年から10年までは107万人程度で推移していたが，2011年から再び減

りはじめ，2016年は戦後初めて100万人を下回った．また，普通出生率もほぼ同様の傾向を示し，

1973年の19.3‰から多少の変動はみられるが，一貫した低下傾向が続き2005年には8.4‰まで低下し

た．しかし，2006年には8.7‰と前年に比べ0.3ポイント上昇し，2008年まで緩やかに上昇した後に再

び低下に転じ，2023年は2022年より0.3ポイント低い6.0‰で戦後最低の水準となった．

一方，2023年の死亡数は1,576,016人で，前年の1,569,050人に比べ6,966人増加し，普通死亡率は

13.0‰と前年（12.9‰）に比べ0.1ポイント上昇した．死亡数および率ともに1980年代中葉以降短期的

な変動はみられるが，概ね増加傾向を示し2003年に実数で100万人を上回り，2011年には戦後（1947

年以降）初めて120万人を，2016年には130万人を突破し，2023年には157万人を超えて戦後最多を更

新した．普通出生率と普通死亡率の差である自然増加率は，2005年に初めてマイナス（－0.2‰）に

なったが2006年はプラス（0.1‰）となった．2007年以後はマイナスが続くとともに水準も拡大して

2023年には－7.0‰となり，人口減少が徐々に加速している状況を裏付けている．
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4）標準化人口動態率は特定の人口を用いて人口の年齢構造による影響を除去した指標であり，人口再生産率は
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3．Siegel,JacobS.andDavidA.Swanson(eds.),Themethodsandmaterialsofdemography（Second

edition）,ElsevierAcademicPress,2004年．



標準化人口動態率をみると，2023年の出生率は7.8‰，死亡率は1.6‰となり，前年に比べ出生率は

0.4ポイントの低下，死亡率は同水準となった．これにより2023年の自然増加率は6.1‰となり，前年

と比べ0.4ポイント低下した．標準化人口動態率を普通動態率と比べると，1930年以前は出生率・死

亡率とも水準にほとんど差はないが，1940～1970年代では標準化出生率が上回り，1980年代半ばから

2000年代半ばまではほぼ同一の水準であった．それ以降は標準化出生率がほぼ横這いであるのに対し，

普通出生率は低下続けているために乖離が広がったのち，2015年頃からは両者がほぼ平行に低下して

いる．死亡率では標準化死亡率が特に1950年代半ばから現在まで低下傾向であるのに対し，普通死亡

率は低下が緩やかであり，さらに1980年代からは上昇に転じて両者の差は年を追って拡大している．

この両者の差は標準化人口動態率算出に用いた標準人口と普通動態率算出に用いた人口における年齢

構造の相違によるものであり，特に死亡率における両者の差は人口の高齢化に起因する（表1，図1）．

人口再生産率をみると，合計特殊出生率は，1940年以前に4.1～5.1の水準にあり，1947～49年に4.3

を超える水準であった（表2，表4，図2）．しかし1950年代に入ると急速に低下し，1966年は「ひ

のえうま」の迷信による影響から1.58まで低下した．1967年以降の出生率は2.1を上回って推移した

が，1974年は2.05となり人口置換水準を下回った．この後は長期的な低下傾向となり，1990年に公表

された1989年の合計特殊出生率が「ひのえうま」を下回ったことは「1.57ショック」として大きな話

題となった．その後の2005年には1.26となったが，2006年以降は若干の上昇傾向を示し，2015年に

1.45となった後に低下傾向へ転じている．2023年の合計特殊出生率は1.20であり，前年（1.26）と比

べ0.06低下して戦後最低となった．総再生産率は，戦前から戦後直後まで2を上回る水準にあったが，

1950年に2.0の水準を割り込み1950年代半ばから1970年代半ばまで1.0の水準付近にあった．しかし

1974年に1.0を下回ってから2005年の0.61までほぼ持続的に低下し，その後やや上昇したが再び低下

して2023年は0.59の水準にある．純再生産率は，1940年以前でも1.3～1.6に留まり，1947～49年も1.7

であった．1950年代半ばから1970年代前半まで概ね1.0の水準で推移した後に低下を始め，1990年に

0.74，2005年に0.61まで低下して反転したが，2023年は0.58まで下がっている．総再生産率と比べる

と純再生産率は1950年以前ではかなり低い水準にあるが，近年では低死亡率を反映し，純再生産率と

総再生産率がほぼ同一の水準となっている．合計特殊出生率を純再生産率で除した指標である人口置

換水準は，1940年以前は当時の死亡率が高かったことから2を大きく超えていたが，戦後の急激な死

亡率低下を受けて1960年に2.18へ低下した後も低下の傾向が続き，1980年には2.09と2.10を割り込ん

だ．その後は2000頃まで概ね2.08で推移していたが，2001年以降は2017年と2020年を除いて2.07で推

移している．この間の細かな上下動は主に出生性比の変動に起因する．

安定人口５）における諸指標をみると，増加率は1950年頃まで10‰を超える水準にあったが，1950年

代の前半に急速に低下し，1950年代後半から1960年代前半は－1～－3‰程度であった（表3）．

1960年代後半から1970年代前半は，「ひのえうま」の影響から1966年が－11.1‰となった他は0～1

‰の水準であり，静止人口（人口増減がない安定人口）に近かったと言えよう．しかし1970年代後半

から増加率はマイナスになっており，2023年には増加率－17.1‰，出生率4.8‰，死亡率21.9‰となっ

ている．これを前年（2022年）と比べると，増加率は1.6，出生率は0.5ポイントそれぞれ低下したの

に対し，死亡率は1.1ポイント上昇している．また，安定人口平均世代間隔は32.2年となり前年より

0.1年の伸びを示している．これは晩産化の影響によるものである（表9）．安定人口の65歳以上割合

は2005年の40.8％をピークに若干減少したが2015年以降は上昇しており，2023年は43.2％となった．
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5）安定人口とは，ある人口動態（出生・死亡の水準および年齢パターン）が一定不変で推移した際に究極的に

表れる人口であり，その年齢構造は時間経過に対し一定になると同時に，安定人口の人口動態率も一定となる．

安定人口は，与えられた年齢別出生率と年齢別死亡率によってのみ決定され，過去における人口動態の変動や

現実の人口年齢構造などの影響を受けない．このため安定人口の動態率は，与えられた年齢別人口動態率が人

口変動に対して持つ潜在力を示す．



安定人口における65歳以上割合に比べ実際人口におけるそれが32.7％と低いのは，現実に観察された

過去の出生・死亡の影響に他ならない（表10）．

次に，上記諸率の算出に用いた出生率ならびに死亡率について，少し詳細に触れたい．年齢別出生

率はいずれの年次も単峰曲線を描いているが，その水準は，とりわけ1970年の前後で大きく異なって

いる（表5，図3）．年次別にみると，1930年は他の年次と比較して特に10歳代と30歳代後半の出生

率が高い．1950年は1930年と比べて特に30歳以上での出生率が低下しており，1970年は1930年，1950

年と比べ25歳以上の出生率低下が著しい．ところが1990年以降になると出生率低下が新たな局面に入っ

たことを伺わせる．1990年以降の変化の特徴は，30歳未満における出生率の大きな低下と30歳以上で

の出生率上昇であり，したがって出生タイミングの遅延である．1990年以降，30歳代における出生率

の上昇を20歳代の低下が上回る傾向が続いていたが，2006年以降になると20歳代の出生率低下は小幅

になる一方で30歳以上の出生率がそれを上回って上昇しており，このことが合計特殊出生率を押し上

げていた．2023年を2022年と比べると，30歳未満では0.033低下しているのに対し，30歳以上でも

0.023の低下と低下幅は若年齢の方が大きく，全体として0.055低下している．

出生順位別合計特殊出生率をみると，第1子および第2子出生率は1960年代後半にかけて上昇した

後，1990年頃まで緩やかに低下する（表6，表7，図4）．その後，第1子出生率はほぼ一定で推移

するが，第2子出生率は2005年頃にかけて低下を続け，その後若干上昇している．これに対し，第3

子以上の出生率は1950～60年代にかけて大きく低下し，1970年代前半を除けば低い水準を保っている．

2005年からは第1～3子の出生率が若干ながら上昇していたが，2015年からは再び低下傾向となって

いる．

出生順位別平均出生年齢は，1970年以降，ほとんどの出生順位において上昇しているが，なかでも

第1子および第2子の上昇が大きい（表7，図5）．

年齢別死亡率は，前年（2022年）と比べて男女とも65～69歳まではほぼ同水準だが，70歳以上にな

ると特に男性で死亡率が低下しており，さらに90歳以上では男女とも低下幅が大きくなっている．最

も変化幅の大きな年齢は男女とも90歳以上であり，男性は0.0058，女性は0.0029の低下であった（表

8）．これは2021年から2022年にかけて，特に高年齢で死亡率の上昇が見られたことの影響も含まれ
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図１ 年次別人口動態率の普通率および標準化率：1947～2023年



ると考えられる．こうした背景には人口高齢化にともなう上昇に加えて新型コロナ（COVID-19）に

よる影響も考えられるが，ここでは死因を含めた詳細な分析は行わないことから可能性を指摘するに

とどめる．

2023年について男女計の安定人口年齢構造を求めると，年少（0～14歳）人口割合は8.8％，老年

（65歳以上）人口割合は39.8％であった（表11）．これを実際人口における年齢構造と比較すると，安

定人口年齢構造の年少人口割合は2.7ポイント小さく，老年人口割合は10.1ポイント大きい．この差

は，前述のように過去における出生・死亡の影響である．

なお，総人口について安定人口および静止人口に至る経過を参考表および参考図に示す（参考表1，

参考表2，参考図）．
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図２ 女性の人口再生産に関する主要指標：1947～2023年

図３ 女性の年齢別出生率：1930，50，70，90，2000，23年
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表１ 年次別標準化人口動態率：1925～2023年

Table1.StandardizedandCrudeVitalRates:1925-2023

年 次

Year

標準化人口動態率（‰）
Standardizedvitalrates

1930年を基準とした指数（％）
Indexofstandardized
vaitalrates(1930=100)

［参考］普通動態率（‰）
Crudevitalrates

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

出 生
Birth
rate

死 亡
Death
rate

自然増加
Natural
inc.rate

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021
2022
2023

35.27
32.35
27.75

30.87
30.20
29.83

25.47
16.88
14.69
15.74

15.26
15.87
15.96
16.07
15.47
14.32
13.65
13.31
13.25
13.07

12.76
12.55
12.75
12.95
12.96
12.53
12.26
11.95
11.66
11.02

10.74
10.78
10.48
10.14
10.42
9.90
9.89
9.65
9.63
9.35

9.51
9.29
9.21
8.99
8.95
8.72
9.06
9.16
9.34
9.31

9.40
9.40
9.43
9.53
9.47
9.62
9.53
9.40
9.30
8.92

8.69
8.46
8.14
7.76

20.28
18.17
15.89

15.41
12.38
11.95

11.02
7.70
7.01
5.96

5.19
4.83
4.66
4.62
4.46
4.21
4.06
3.85
3.74
3.57

3.58
3.45
3.29
3.28
3.16
3.06
2.95
2.83
2.85
2.74

2.73
2.67
2.67
2.63
2.54
2.58
2.43
2.37
2.37
2.37

2.25
2.18
2.13
2.11
2.06
2.07
2.00
1.96
1.94
1.88

1.87
1.94
1.81
1.76
1.72
1.67
1.64
1.61
1.59
1.57

1.55
1.57
1.63
1.63

14.99
14.19
11.87

15.46
17.82
17.88

14.45
9.18
7.69
9.77

10.07
11.04
11.30
11.46
11.02
10.11
9.59
9.46
9.51
9.50

9.18
9.10
9.46
9.67
9.80
9.47
9.31
9.12
8.81
8.28

8.01
8.11
7.81
7.51
7.88
7.32
7.47
7.28
7.25
6.98

7.26
7.11
7.09
6.88
6.89
6.66
7.06
7.20
7.40
7.43

7.53
7.47
7.62
7.77
7.75
7.94
7.88
7.79
7.71
7.34

7.14
6.89
6.51
6.13

109.01
100.00
85.78

95.42
93.35
92.20

78.74
52.18
45.42
48.64

47.18
49.06
49.35
49.68
47.82
44.25
42.19
41.15
40.94
40.41

39.43
38.79
39.40
40.02
40.05
38.73
37.90
36.94
36.04
34.06

33.20
33.33
32.38
31.35
32.22
30.59
30.58
29.83
29.75
28.91

29.40
28.72
28.47
27.79
27.66
26.95
28.00
28.31
28.87
28.78

29.06
29.06
29.15
29.46
29.27
29.74
29.46
29.06
28.75
27.57

26.86
26.15
25.16
23.99

111.47
100.00
93.35

84.79
68.16
65.76

60.68
42.40
38.57
32.83

28.57
26.59
25.67
25.40
24.53
23.18
22.34
21.18
20.56
19.66

19.71
18.98
18.09
18.03
17.40
16.87
16.23
15.58
15.67
15.09

15.03
14.71
14.68
14.49
14.00
14.21
13.35
13.06
13.06
13.06

12.39
12.00
11.72
11.61
11.34
11.39
11.01
10.79
10.68
10.35

10.29
10.68
9.96
9.69
9.47
9.19
9.03
8.86
8.75
8.64

8.53
8.64
8.97
8.97

105.85
100.00
76.09

109.02
125.61
126.05

101.86
64.70
54.20
68.89

71.00
77.83
79.66
80.77
77.66
71.25
67.61
66.72
67.05
66.98

64.69
64.17
66.69
68.17
69.07
66.73
65.66
64.30
62.14
58.36

56.46
57.18
55.06
52.93
55.56
51.57
52.65
51.30
51.13
49.21

51.18
50.12
49.98
48.50
48.57
46.95
49.77
50.76
52.17
52.38

53.08
52.66
53.72
54.78
54.63
55.97
55.55
54.92
54.35
51.74

50.33
48.57
45.89
43.21

34.9
32.4
29.4

34.5
33.7
33.2

28.3
19.5
17.3
18.7

18.8
19.1
19.2
19.3
18.5
17.1
16.3
15.5
14.9
14.2

13.5
13.0
12.8
12.7
12.5
11.9
11.4
11.1
10.8
10.2

10.0
9.9
9.8
9.6
10.0
9.5
9.7
9.5
9.6
9.4

9.5
9.3
9.2
8.9
8.8
8.4
8.7
8.6
8.6
8.5

8.5
8.3
8.2
8.2
8.0
8.0
7.8
7.6
7.4
7.0

6.8
6.6
6.3
6.0

20.3
18.2
16.5

14.7
12.0
11.6

10.9
7.8
7.6
7.2

6.9
6.5
6.5
6.5
6.5
6.3
6.3
6.1
6.1
6.0

6.2
6.1
6.0
6.2
6.2
6.3
6.2
6.2
6.5
6.4

6.7
6.7
6.9
7.1
7.1
7.4
7.2
7.3
7.5
7.8

7.7
7.7
7.8
8.0
8.1
8.6
8.6
8.8
9.0
9.0

9.5
9.9
10.0
10.1
10.1
10.3
10.5
10.7
11.0
11.1

11.1
11.7
12.9
13.0

14.6
14.2
12.9

19.8
21.8
21.6

17.3
11.7
9.7
11.5

11.8
12.6
12.8
12.7
12.0
10.8
10.0
9.4
8.8
8.3

7.3
6.9
6.8
6.5
6.3
5.6
5.2
4.9
4.3
3.7

3.3
3.2
2.9
2.5
2.9
2.1
2.5
2.2
2.1
1.6

1.8
1.6
1.4
0.9
0.7
-0.2
0.1
-0.1
-0.4
-0.6

-1.0
-1.6
-1.7
-1.9
-2.1
-2.3
-2.6
-3.2
-3.6
-4.2

-4.3
-5.1
-6.5
-7.0

1930年全国人口を標準人口に採り，任意標準人口標準化法の直接法による．総務省統計局の国勢調査人口お
よびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生・死亡数によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以
前は総人口（日本に在住する外国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年
は沖縄県を含まない．
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表２ 年次別女性の人口再生産率：1925～2023年

Table2.ReproductionRatesforFemale:1925-2023

年次

Year

合計特殊
出生率
TFR
(1)

総
再生産率
GRR
(2)

純
再生産率
NRR
(3)

再生産
残存率
(3)/(2)
(4)

人口
置換水準
(1)/(3)
(5)

(1)-(5)
(6)

1930年を基準とした指数

合計特殊
出生率
TFR

総
再生産率
GRR

純
再生産率
NRR

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021
2022
2023

5.10
4.70
4.11

4.54
4.40
4.32

3.65
2.37
2.00
2.14

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42
1.36

1.33
1.30
1.26
1.20

2.51
2.29
2.01

2.21
2.14
2.11

1.77
1.15
0.97
1.04

1.03
1.04
1.04
1.04
0.99
0.93
0.90
0.87
0.87
0.86

0.85
0.85
0.86
0.88
0.88
0.86
0.84
0.82
0.81
0.76

0.75
0.75
0.73
0.71
0.73
0.69
0.69
0.68
0.67
0.65

0.66
0.65
0.64
0.63
0.63
0.61
0.64
0.65
0.67
0.67

0.67
0.68
0.68
0.70
0.69
0.71
0.70
0.70
0.69
0.66

0.65
0.64
0.61
0.59

1.65
1.52
1.43

1.68
1.75
1.74

1.50
1.06
0.92
1.01

1.00
1.02
1.01
1.01
0.97
0.91
0.88
0.86
0.86
0.84

0.83
0.83
0.85
0.86
0.87
0.85
0.83
0.81
0.80
0.76

0.74
0.74
0.72
0.70
0.72
0.69
0.69
0.67
0.67
0.65

0.65
0.64
0.64
0.62
0.62
0.61
0.64
0.64
0.66
0.66

0.67
0.67
0.68
0.69
0.69
0.70
0.70
0.69
0.69
0.66

0.64
0.63
0.61
0.58

0.66
0.66
0.71

0.76
0.82
0.82

0.85
0.92
0.94
0.97

0.97
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98
0.98

0.98
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99
0.99

0.99
0.99
0.99
0.99

3.10
3.09
2.87

2.71
2.52
2.48

2.43
2.24
2.18
2.12

2.13
2.12
2.11
2.11
2.11
2.10
2.10
2.10
2.10
2.10

2.09
2.09
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.08

2.08
2.08
2.08
2.08
2.08
2.07
2.08
2.07
2.08
2.08

2.08
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07

2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.07
2.06
2.07
2.07

2.06
2.07
2.07
2.07

2.00
1.61
1.24

1.84
1.88
1.83

1.22
0.13
-0.18
0.01

0.01
0.04
0.03
0.03
-0.06
-0.19
-0.25
-0.30
-0.30
-0.33

-0.35
-0.35
-0.31
-0.28
-0.27
-0.32
-0.36
-0.39
-0.42
-0.51

-0.54
-0.55
-0.58
-0.62
-0.58
-0.65
-0.65
-0.68
-0.69
-0.73

-0.72
-0.74
-0.76
-0.78
-0.78
-0.81
-0.75
-0.74
-0.70
-0.70

-0.69
-0.68
-0.66
-0.64
-0.65
-0.62
-0.63
-0.64
-0.65
-0.70

-0.73
-0.76
-0.81
-0.87

108.4
100.0
87.4

96.6
93.5
91.7

77.6
50.4
42.6
45.5

45.4
45.9
45.5
45.5
43.5
40.6
39.4
38.3
38.1
37.6

37.1
37.0
37.6
38.3
38.5
37.5
36.6
35.9
35.2
33.4

32.8
32.6
31.9
31.0
31.9
30.2
30.3
29.5
29.4
28.5

28.9
28.4
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.4
29.1
29.1

29.5
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.3
30.1
28.9

28.3
27.7
26.7
25.5

109.3
100.0
87.5

96.3
93.3
91.9

77.3
50.2
42.5
45.4

44.9
45.5
45.2
45.3
43.3
40.4
39.2
38.1
37.9
37.4

37.0
36.9
37.6
38.2
38.4
37.4
36.5
35.8
35.1
33.3

32.7
32.5
31.8
30.9
31.8
30.2
30.2
29.5
29.4
28.5

28.8
28.3
28.0
27.4
27.4
26.8
28.0
28.3
29.0
29.0

29.4
29.6
29.9
30.3
30.2
30.8
30.6
30.4
30.1
28.9

28.3
27.7
26.7
25.5

108.2
100.0
94.2

110.4
114.9
114.2

98.6
69.4
60.4
66.2

66.0
66.9
66.6
66.7
63.8
59.6
57.9
56.4
56.2
55.5

54.8
54.8
55.8
56.8
57.2
55.7
54.3
53.4
52.3
49.7

48.8
48.5
47.4
46.1
47.4
45.0
45.1
44.0
43.8
42.5

43.0
42.3
41.8
40.9
40.9
40.0
41.8
42.4
43.4
43.4

44.0
44.2
44.7
45.4
45.1
46.1
45.7
45.5
45.0
43.3

42.3
41.4
39.9
38.2

国勢調査人口およびそれに基づく推計人口，人口動態統計による出生数ならびに生命表（完全生命表および
簡易生命表）の生残率（L

F
・）によって算出．率算出の基礎人口は，1940年以前は総人口（日本に在住する外

国人を含む）を，1947年以降は日本人人口を用いている．なお，1947年～72年は沖縄県を含まない．
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表３ 年次別女性の安定人口動態率，平均世代間隔および年齢構造係数：1925～2023年

（付 女性の実際人口年齢構造係数）

Table3.IntrinsicVitalRates,AverageLengthofGenerationofStablePopulationand

AgeCompositionofStableandActualPopulationforFemale:1925-2023

年次

Year

安定人口動態率（‰）
Intrinsicvitalrates

安定人口
平均世代
間隔
（年）
Ave.len.
ofgen.

安定人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
stablepopulation

［参考］
実際人口年齢構造係数（％）
Agecompositionof
actualpopulation増加率

Increase
rate

出生率
Birth
rate

死亡率
Death
rate 0～14歳 15～64歳 65歳以上 0～14歳 15～64歳 65歳以上

1925
1930
1940

1947
1948
1949

1950
1955
1960
1965

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

2020
2021
2022
2023

17.11
14.23
11.93

17.34
18.87
18.80

13.88
1.90
-3.01
0.25

0.14
0.65
0.47
0.52
-1.06
-3.54
-4.58
-5.53
-5.66
-6.09

-6.50
-6.54
-5.83
-5.22
-4.94
-5.86
-6.69
-7.28
-7.92
-9.68

-10.26
-10.44
-11.19
-12.07
-11.07
-12.80
-12.69
-13.49
-13.62
-14.62

-14.23
-14.78
-15.17
-15.80
-15.74
-16.47
-14.95
-14.44
-13.61
-13.54

-13.11
-12.87
-12.48
-11.90
-12.03
-11.29
-11.52
-11.68
-11.96
-13.17

-13.84
-14.42
-15.53
-17.09

35.90
32.76
28.59

31.46
30.54
30.30

25.85
15.84
12.68
13.84

13.47
13.59
13.43
13.41
12.54
11.25
10.70
10.19
10.08
9.82

9.62
9.55
9.78
10.03
10.09
9.64
9.22
8.91
8.66
7.90

7.67
7.57
7.28
6.93
7.22
6.63
6.58
6.28
6.22
5.90

5.95
5.74
5.59
5.39
5.37
5.19
5.59
5.73
5.98
5.96

6.12
6.24
6.32
6.49
6.42
6.66
6.56
6.50
6.39
5.98

5.74
5.57
5.29
4.85

18.80
18.54
16.67

14.12
11.67
11.50

11.97
13.94
15.69
13.60

13.33
12.94
12.96
12.90
13.60
14.79
15.28
15.72
15.74
15.91

16.12
16.09
15.61
15.25
15.04
15.50
15.91
16.19
16.58
17.59

17.93
18.01
18.48
19.00
18.30
19.44
19.27
19.77
19.83
20.52

20.18
20.52
20.76
21.19
21.12
21.66
20.54
20.16
19.59
19.50

19.23
19.11
18.80
18.39
18.45
17.95
18.08
18.17
18.36
19.15

19.57
19.99
20.83
21.94

29.18
29.52
30.21

29.91
29.61
29.39

29.23
28.77
27.86
27.68

27.73
27.72
27.65
27.62
27.54
27.47
27.50
27.60
27.67
27.73

27.79
27.88
27.98
28.06
28.17
28.32
28.45
28.60
28.76
28.92

29.03
29.10
29.20
29.32
29.41
29.51
29.63
29.70
29.75
29.80

29.81
29.82
29.87
29.99
30.08
30.17
30.27
30.40
30.46
30.60

30.68
30.78
30.96
31.11
31.24
31.35
31.45
31.52
31.60
31.68

31.78
31.96
32.07
32.21

38.10
35.76
33.58

36.05
36.34
35.93

32.03
22.20
18.74
20.28

19.87
19.98
19.79
19.77
18.72
17.13
16.43
15.77
15.62
15.27

15.02
14.92
15.20
15.53
15.60
15.02
14.46
14.03
13.71
12.68

12.36
12.23
11.83
11.34
11.73
10.91
10.82
10.40
10.30
9.86

9.91
9.61
9.38
9.09
9.07
8.81
9.37
9.57
9.92
9.89

10.12
10.29
10.39
10.63
10.52
10.86
10.72
10.62
10.47
9.89

9.54
9.31
8.92
8.27

57.37
58.75
60.36

58.60
58.18
58.40

60.80
64.07
64.45
63.89

63.25
62.76
62.60
62.52
62.38
61.95
61.62
61.14
60.90
60.48

60.35
60.08
59.83
59.91
59.67
59.25
58.69
58.17
58.08
57.06

56.76
56.52
56.11
55.44
55.45
54.72
54.13
53.50
53.19
52.76

52.36
51.77
51.25
50.79
50.58
50.39
50.84
50.98
51.39
51.08

51.52
51.83
51.81
51.98
51.70
52.02
51.77
51.62
51.40
50.60

49.96
49.76
49.56
48.52

4.53
5.49
6.06

5.34
5.48
5.67

7.17
13.73
16.81
15.82

16.88
17.26
17.61
17.71
18.90
20.93
21.95
23.09
23.48
24.25

24.62
25.00
24.96
24.56
24.72
25.73
26.85
27.80
28.21
30.25

30.88
31.26
32.06
33.22
32.83
34.36
35.05
36.10
36.50
37.38

37.72
38.62
39.37
40.11
40.35
40.80
39.79
39.45
38.69
39.03

38.36
37.89
37.79
37.38
37.77
37.12
37.51
37.75
38.13
39.51

40.49
40.93
41.52
43.21

36.54
36.45
35.71

34.03
34.09
34.23

34.11
32.11
28.81
24.63

22.94
22.94
23.06
23.26
23.32
23.32
23.30
23.21
23.06
22.82

22.52
22.43
21.99
21.57
21.11
20.61
20.03
19.40
18.72
18.04

17.47
16.92
16.45
16.00
15.63
15.30
14.99
14.70
14.42
14.15

13.96
13.74
13.58
13.41
13.27
13.16
13.05
12.94
12.86
12.75

12.57
12.49
12.39
12.29
12.19
11.98
11.87
11.75
11.65
11.52

11.40
11.26
11.10
10.91

57.73
58.11
58.84

60.50
60.44
60.24

60.25
61.88
64.79
68.43

69.26
69.14
68.81
68.41
68.12
67.81
67.56
67.34
67.20
67.10

67.11
66.89
67.03
67.16
67.37
67.38
67.58
67.77
68.01
68.24

68.29
68.31
68.26
68.19
68.01
67.79
67.50
67.20
66.89
66.61

66.15
65.72
65.27
64.88
64.55
63.95
63.36
62.75
62.18
61.60

61.43
61.24
60.46
59.62
58.78
58.26
57.71
57.28
56.93
56.68

56.62
56.44
56.38
56.36

5.73
5.44
5.45

5.47
5.48
5.53

5.64
6.02
6.39
6.94

7.80
7.92
8.13
8.33
8.56
8.87
9.14
9.44
9.74
9.97

10.37
10.68
10.98
11.27
11.52
12.00
12.39
12.83
13.26
13.71

14.23
14.76
15.29
15.82
16.36
16.92
17.51
18.10
18.69
19.24

20.09
20.53
21.15
21.70
22.18
22.89
23.59
24.31
24.96
25.65

26.00
26.27
27.15
28.09
29.04
29.76
30.42
30.97
31.42
31.80

31.99
32.30
32.52
32.74
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表４ 女性の年齢（各歳・５歳階級）別人口，出生数，出生率および生残数ならびに

人口再生産率：2023年

Table4.Population,NumberofBirthsandSpecificFertilityRatesbyAge,

andReproductionRatesforFemale:2023

年齢

x

(1)

女性人口

P
F
x

(2)

出生数 出生率 生残率

（静止人口）

L
F
x

(8)

期待女児数
(7)×(8)

100,000

(9)

総数
Bx

(3)

男
B

M
x

(4)

女
B

F
x

(5)

出生率
(3)/(2)
(6)

女児出生率
(5)/(2)
(7)

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

総数

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

524,856
521,126
517,442
517,846
537,425

538,697
556,862
566,980
570,090
573,369

581,565
580,369
579,508
586,965
585,370

570,994
579,425
577,948
589,267
602,964

623,775
643,158
654,567
682,466
706,945

716,567
716,475
724,914
758,724
777,269

810,283
832,404
872,504
910,600
962,405

22,652,124

2,618,695
2,805,998
2,913,777
2,920,598
3,310,911
3,693,949
4,388,196

87
207
549

1,138
2,371

4,197
6,147
8,549
11,708
16,594

22,578
29,599
37,819
46,514
52,828

55,307
55,908
53,472
51,143
49,279

45,501
40,464
34,510
28,962
24,086

18,306
12,480
7,818
5,120
2,296

979
382
155
83
146

727,282

4,352
47,195
189,340
265,111
173,524
46,020
1,745

42
104
300
574

1,217

2,189
3,137
4,436
6,023
8,501

11,601
15,217
19,367
23,930
27,053

28,406
28,710
27,520
26,192
25,239

23,319
20,657
17,568
14,802
12,311

9,366
6,275
3,951
2,628
1,138

463
180
77
45
63

372,601

2,237
24,286
97,169
136,068
88,657
23,358

828

45
103
249
564

1,154

2,008
3,010
4,113
5,685
8,093

10,977
14,382
18,452
22,584
25,775

26,901
27,198
25,952
24,951
24,040

22,182
19,807
16,942
14,160
11,775

8,940
6,205
3,867
2,492
1,158

516
202
78
38
83

354,681

2,115
22,909
92,171
129,043
84,867
22,662

917

0.00017
0.00040
0.00106
0.00220
0.00441

0.00779
0.01104
0.01508
0.02054
0.02894

0.03882
0.05100
0.06526
0.07925
0.09025

0.09686
0.09649
0.09252
0.08679
0.08173

0.07295
0.06292
0.05272
0.04244
0.03407

0.02555
0.01742
0.01078
0.00675
0.00295

0.00121
0.00046
0.00018
0.00009
0.00015

1.20122

0.00166
0.01682
0.06498
0.09077
0.05241
0.01246
0.00040

0.00009
0.00020
0.00048
0.00109
0.00215

0.00373
0.00541
0.00725
0.00997
0.01411

0.01888
0.02478
0.03184
0.03848
0.04403

0.04711
0.04694
0.04490
0.04234
0.03987

0.03556
0.03080
0.02588
0.02075
0.01666

0.01248
0.00866
0.00533
0.00328
0.00149

0.00064
0.00024
0.00009
0.00004
0.00009

0.58564

0.00081
0.00816
0.03163
0.04418
0.02563
0.00613
0.00021

99,679
99,663
99,644
99,622
99,597

99,571
99,543
99,515
99,487
99,459

99,431
99,403
99,376
99,350
99,324

99,296
99,267
99,236
99,203
99,167

99,128
99,086
99,042
98,995
98,944

98,888
98,827
98,760
98,689
98,613

98,530
98,440
98,341
98,233
98,112

－

498,205
497,575
496,884
496,169
495,195
493,777
491,656

0.00009
0.00020
0.00048
0.00109
0.00214

0.00371
0.00538
0.00722
0.00992
0.01404

0.01877
0.02463
0.03164
0.03823
0.04373

0.04678
0.04660
0.04456
0.04201
0.03954

0.03525
0.03052
0.02564
0.02054
0.01648

0.01234
0.00856
0.00527
0.00324
0.00147

0.00063
0.00024
0.00009
0.00004
0.00008

0.58112

0.00080
0.00812
0.03144
0.04385
0.02539
0.00606
0.00021

本表の数値は，前掲表1～表3の各指標の2023年分算定に用いたものである．
女性人口は，総務省統計局『人口推計』による2023年10月1日現在の日本人人口．出生数は，厚生労働省政
策統括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）の2023年『人口動態統計』．生残率は，厚生労働省政策
統括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）の『令和5年簡易生命表』によるL

F
・．なお，出生数は母

の年齢が15歳未満のものを15歳に，50歳以上のものを49歳に加え，不詳の出生数については，既知の年齢別数
値の割合に応じて按分補正したものである．
(6)欄の総数は合計特殊出生率，(7)欄の総数は総再生産率，(9)欄の総数は純再生産率．
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表５ 女性の年齢（各歳）別出生率：1930～2023年

Table5.AgeSpecificFertilityRates:1930-2023

年齢
x

1930年 1947年 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2023年

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

32

33

34

35

36

37

38

39

40

41

42

43

44

45

46

47

48

49

合 計

0.00358

0.00869

0.02397

0.05111

0.09062

0.14506

0.18164

0.21677

0.22790

0.25379

0.24709

0.25451

0.25106

0.24336

0.23151

0.22677

0.22381

0.21304

0.20455

0.20002

0.18545

0.17438

0.16600

0.14432

0.13219

0.11506

0.08970

0.06850

0.04659

0.03004

0.01740

0.00968

0.00607

0.00450

0.01626

4.70499

0.00045

0.00183

0.00734

0.02154

0.04561

0.08746

0.13086

0.16890

0.21890

0.24405

0.26404

0.28203

0.26166

0.27662

0.26768

0.25921

0.24723

0.23772

0.22007

0.20803

0.19444

0.17266

0.15598

0.13733

0.12080

0.09468

0.07501

0.05345

0.03564

0.02138

0.01183

0.00608

0.00333

0.00225

0.00738

4.54344

0.00032

0.00171

0.00663

0.01770

0.04097

0.07900

0.12578

0.16773

0.20849

0.23176

0.24064

0.24807

0.23950

0.23228

0.22676

0.19468

0.19375

0.17867

0.16191

0.14676

0.13406

0.11701

0.10473

0.08974

0.07704

0.06228

0.04642

0.03302

0.01975

0.01204

0.00539

0.00271

0.00119

0.00075

0.00134

3.65059

0.00006

0.00039

0.00165

0.00517

0.01350

0.02987

0.06219

0.10810

0.14808

0.18328

0.19839

0.20233

0.19253

0.16955

0.14585

0.11992

0.09665

0.07521

0.05983

0.04631

0.03575

0.02896

0.02221

0.01740

0.01352

0.00909

0.00711

0.00475

0.00285

0.00156

0.00084

0.00038

0.00027

0.00010

0.00024

2.00390

0.00012

0.00032

0.00152

0.00531

0.01360

0.02966

0.05465

0.09815

0.13886

0.19712

0.23885

0.23242

0.21945

0.19718

0.16376

0.13156

0.10529

0.08339

0.06334

0.04787

0.03435

0.02509

0.01808

0.01250

0.00840

0.00553

0.00356

0.00225

0.00122

0.00071

0.00043

0.00018

0.00009

0.00005

0.00007

2.13494

0.00006

0.00051

0.00204

0.00503

0.01124

0.02175

0.03878

0.06393

0.10718

0.15368

0.18564

0.20511

0.19683

0.17636

0.14974

0.12051

0.08772

0.06606

0.04432

0.03414

0.02450

0.01696

0.01159

0.00799

0.00548

0.00346

0.00227

0.00146

0.00076

0.00039

0.00020

0.00007

0.00004

0.00001

0.00001

1.74582

0.00012

0.00060

0.00195

0.00467

0.01071

0.01873

0.02891

0.04223

0.05451

0.09134

0.10862

0.13451

0.15120

0.15697

0.15183

0.13572

0.11277

0.09157

0.07255

0.05369

0.03924

0.02833

0.01911

0.01274

0.00845

0.00528

0.00303

0.00174

0.00086

0.00040

0.00016

0.00007

0.00002

0.00001

0.00001

1.54265

0.00033

0.00132

0.00384

0.00732

0.01411

0.02161

0.03025

0.03732

0.04696

0.06033

0.07569

0.09044

0.10263

0.11178

0.11613

0.11320

0.10664

0.09598

0.07446

0.07175

0.05267

0.04100

0.02913

0.02044

0.01394

0.00892

0.00528

0.00293

0.00153

0.00076

0.00031

0.00011

0.00004

0.00002

0.00002

1.35918

0.00036

0.00132

0.00344

0.00666

0.01354

0.02072

0.02865

0.03605

0.04361

0.05330

0.06415

0.07597

0.08603

0.09516

0.10152

0.10172

0.09597

0.08717

0.07748

0.06620

0.05562

0.04511

0.03379

0.02276

0.01885

0.01078

0.00678

0.00373

0.00192

0.00096

0.00044

0.00016

0.00007

0.00004

0.00007

1.26010

0.00038

0.00122

0.00313

0.00611

0.01237

0.01943

0.02715

0.03363

0.04283

0.05507

0.06531

0.07740

0.08878

0.09859

0.10548

0.10571

0.10465

0.09822

0.09021

0.08013

0.06984

0.05794

0.04464

0.03419

0.02522

0.01716

0.01083

0.00623

0.00300

0.00153

0.00054

0.00023

0.00007

0.00006

0.00005

1.38734

0.00034

0.00104

0.00303

0.00555

0.01060

0.01658

0.02244

0.02795

0.03547

0.04505

0.05707

0.07034

0.08523

0.09854

0.11036

0.11182

0.11041

0.10529

0.09853

0.09126

0.08169

0.07006

0.05625

0.04485

0.03357

0.02431

0.01533

0.00906

0.00478

0.00219

0.00090

0.00028

0.00014

0.00005

0.00011

1.45046

0.00022

0.00055

0.00172

0.00324

0.00661

0.01098

0.01639

0.02160

0.02884

0.03703

0.04845

0.06066

0.07588

0.08914

0.10024

0.10445

0.10466

0.09935

0.09224

0.08704

0.07735

0.06641

0.05489

0.04396

0.03514

0.02528

0.01715

0.01016

0.00573

0.00267

0.00108

0.00040

0.00015

0.00007

0.00010

1.32981

0.00017

0.00040

0.00106

0.00220

0.00441

0.00779

0.01104

0.01508

0.02054

0.02894

0.03882

0.05100

0.06526

0.07925

0.09025

0.09686

0.09649

0.09252

0.08679

0.08173

0.07295

0.06292

0.05272

0.04244

0.03407

0.02555

0.01742

0.01078

0.00675

0.00295

0.00121

0.00046

0.00018

0.00009

0.00015

1.20122

1947～70年は沖縄県を含まない．率算出の分母人口は，1930年は総人口，1947年以降は日本人人口である．
合計は，合計特殊出生率を表す．
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表６ 女性の年齢別出生順位別出生率：2023年

Table6.AgeSpecificFertilityRatesbyLiveBirthOrderforFemale:2023

年齢
x

総数
Total

第1子
1st

第2子
2nd

第3子
3rd

第4子
4th

第5子～
5thandover

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

合計
平均年齢

15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

0.00017
0.00040
0.00106
0.00220
0.00441

0.00779
0.01104
0.01508
0.02054
0.02894

0.03882
0.05100
0.06526
0.07925
0.09025

0.09686
0.09649
0.09252
0.08679
0.08173

0.07295
0.06292
0.05272
0.04244
0.03407

0.02555
0.01742
0.01078
0.00675
0.00295

0.00121
0.00046
0.00018
0.00009
0.00015

1.20122
32.01

0.00166
0.01682
0.06498
0.09077
0.05241
0.01246
0.00040

0.00017
0.00039
0.00101
0.00201
0.00391

0.00648
0.00843
0.01057
0.01363
0.01902

0.02484
0.03242
0.04022
0.04756
0.05122

0.05069
0.04525
0.03860
0.03290
0.02898

0.02514
0.02074
0.01678
0.01319
0.01064

0.00842
0.00602
0.00378
0.00264
0.00117

0.00045
0.00019
0.00007
0.00007
0.00011

0.56773
30.72

0.00151
0.01171
0.03928
0.03915
0.01707
0.00433
0.00017

－
0.00001
0.00004
0.00018
0.00047

0.00118
0.00228
0.00386
0.00563
0.00781

0.01063
0.01394
0.01884
0.02400
0.02964

0.03467
0.03797
0.03902
0.03721
0.03501

0.03061
0.02582
0.02158
0.01762
0.01388

0.01022
0.00675
0.00416
0.00246
0.00100

0.00042
0.00014
0.00005
0.00002
0.00003

0.43715
32.73

0.00014
0.00420
0.01943
0.03677
0.02164
0.00482
0.00012

－
－

0.00000
0.00000
0.00003

0.00012
0.00030
0.00057
0.00111
0.00180

0.00280
0.00370
0.00494
0.00612
0.00733

0.00904
0.01038
0.01171
0.01313
0.01384

0.01312
0.01221
0.01043
0.00823
0.00661

0.00464
0.00303
0.00180
0.00101
0.00046

0.00018
0.00007
0.00003
0.00000
0.00001

0.14873
33.86

0.00001
0.00079
0.00498
0.01165
0.01001
0.00214
0.00005

－
－
－
－

0.00000

0.00001
0.00003
0.00007
0.00014
0.00028

0.00047
0.00076
0.00100
0.00121
0.00157

0.00188
0.00215
0.00231
0.00264
0.00291

0.00298
0.00300
0.00280
0.00237
0.00199

0.00150
0.00102
0.00064
0.00038
0.00020

0.00010
0.00003
0.00001

－
0.00000

0.03445
34.67

0.00000
0.00011
0.00100
0.00239
0.00261
0.00074
0.00003

－
－
－
－
－

－
－

0.00001
0.00002
0.00004

0.00009
0.00019
0.00026
0.00035
0.00049

0.00059
0.00074
0.00087
0.00091
0.00099

0.00110
0.00114
0.00114
0.00102
0.00096

0.00077
0.00059
0.00040
0.00026
0.00013

0.00006
0.00003
0.00001
0.00001
0.00000

0.01315
35.70

－
0.00001
0.00028
0.00082
0.00107
0.00042
0.00002

表4の注参照．
平均（出生）年齢は，年齢別出生率（fx）を用い次のように求めた．
平均年齢＝・・fx・・x・0.5・・・・ fx
なお，表中‘－’は出生数が０を示す．
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2023年

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2023

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

1950
1955

1960
1961
1962
1963
1964
1965
1966
1967
1968
1969

1970
1971
1972
1973
1974
1975
1976
1977
1978
1979

1980
1981
1982
1983
1984
1985
1986
1987
1988
1989

1990
1991
1992
1993
1994
1995
1996
1997
1998
1999

2000
2001
2002
2003
2004
2005
2006
2007
2008
2009

2010
2011
2012
2013
2014
2015
2016
2017
2018
2019

3.65
2.37

2.00
1.96
1.98
2.00
2.05
2.14
1.58
2.23
2.13
2.13

2.13
2.16
2.14
2.14
2.05
1.91
1.85
1.80
1.79
1.77

1.75
1.74
1.77
1.80
1.81
1.76
1.72
1.69
1.66
1.57

1.54
1.53
1.50
1.46
1.50
1.42
1.43
1.39
1.38
1.34

1.36
1.33
1.32
1.29
1.29
1.26
1.32
1.34
1.37
1.37

1.39
1.39
1.41
1.43
1.42
1.45
1.44
1.43
1.42
1.36

0.88
0.72

0.87
0.87
0.90
0.92
0.95
0.99
0.82
1.00
0.97
0.95

0.94
0.93
0.93
0.93
0.91
0.86
0.83
0.79
0.79
0.78

0.79
0.79
0.80
0.81
0.80
0.76
0.74
0.72
0.70
0.67

0.66
0.68
0.68
0.67
0.69
0.66
0.66
0.65
0.66
0.65

0.66
0.66
0.66
0.64
0.64
0.62
0.65
0.66
0.67
0.68

0.68
0.68
0.68
0.69
0.69
0.71
0.70
0.68
0.67
0.65

0.96
0.60

0.65
0.67
0.68
0.72
0.75
0.81
0.55
0.90
0.84
0.84

0.84
0.86
0.84
0.83
0.80
0.76
0.75
0.74
0.73
0.72

0.69
0.68
0.69
0.70
0.71
0.69
0.67
0.66
0.65
0.61

0.59
0.57
0.56
0.54
0.55
0.52
0.53
0.51
0.51
0.49

0.49
0.48
0.47
0.47
0.48
0.46
0.48
0.48
0.49
0.49

0.50
0.50
0.51
0.52
0.51
0.52
0.52
0.52
0.51
0.49

0.61
0.46

0.29
0.26
0.25
0.24
0.24
0.25
0.17
0.26
0.26
0.27

0.28
0.30
0.30
0.31
0.28
0.24
0.23
0.22
0.23
0.23

0.23
0.23
0.24
0.25
0.26
0.26
0.26
0.26
0.26
0.25

0.25
0.24
0.22
0.21
0.21
0.20
0.19
0.18
0.18
0.17

0.16
0.16
0.15
0.14
0.14
0.14
0.15
0.16
0.16
0.16

0.17
0.17
0.17
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.18
0.17

0.42
0.29

0.11
0.09
0.07
0.07
0.06
0.05
0.04
0.05
0.05
0.05

0.05
0.05
0.05
0.05
0.05
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.04
0.04
0.04
0.03
0.04
0.04
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.03
0.03
0.02
0.03
0.03
0.03
0.03

0.03
0.03
0.03
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04
0.04

0.78
0.30

0.10
0.08
0.06
0.05
0.04
0.03
0.03
0.02
0.02
0.02

0.02
0.02
0.02
0.02
0.02
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01
0.01

29.62
28.85

27.87
27.79
27.70
27.71
27.70
27.70
27.65
27.75
27.77
27.78

27.75
27.74
27.67
27.64
27.54
27.46
27.47
27.56
27.63
27.70

27.75
27.84
27.93
28.03
28.15
28.28
28.40
28.55
28.70
28.84

28.95
29.01
29.11
29.21
29.31
29.39
29.51
29.57
29.62
29.64

29.65
29.66
29.69
29.81
29.91
29.97
30.08
30.22
30.30
30.43

30.52
30.63
30.81
30.96
31.09
31.20
31.30
31.38
31.45
31.51

24.83
25.14

25.60
25.75
25.85
25.96
25.96
25.89
25.81
25.87
25.88
25.86

25.82
25.77
25.68
25.63
25.61
25.66
25.74
25.87
25.95
26.02

26.07
26.17
26.25
26.32
26.40
26.52
26.66
26.80
26.92
27.05

27.16
27.24
27.38
27.53
27.66
27.76
27.88
27.94
27.98
27.99

28.00
28.03
28.12
28.33
28.49
28.61
28.71
28.86
28.94
29.12

29.26
29.37
29.58
29.75
29.88
30.01
30.08
30.13
30.17
30.22

27.18
27.57

27.98
28.10
28.23
28.39
28.44
28.45
28.51
28.57
28.57
28.51

28.46
28.41
28.36
28.29
28.20
28.15
28.14
28.19
28.26
28.35

28.43
28.53
28.60
28.69
28.76
28.84
28.94
29.05
29.19
29.34

29.47
29.59
29.69
29.80
29.92
30.01
30.15
30.26
30.39
30.49

30.52
30.53
30.57
30.59
30.67
30.72
30.86
31.01
31.08
31.20

31.24
31.34
31.51
31.68
31.83
31.95
32.04
32.12
32.22
32.26

29.91
29.95

30.12
30.15
30.22
30.27
30.32
30.42
30.57
30.63
30.71
30.73

30.76
30.72
30.68
30.63
30.59
30.51
30.43
30.39
30.38
30.40

30.50
30.61
30.72
30.86
30.95
31.03
31.13
31.25
31.37
31.52

31.64
31.77
31.89
32.01
32.11
32.16
32.24
32.33
32.40
32.47

32.54
32.59
32.63
32.60
32.58
32.50
32.52
32.56
32.56
32.62

32.65
32.66
32.73
32.80
32.89
33.02
33.13
33.21
33.27
33.38

32.31
31.98

32.28
32.29
32.28
32.30
32.29
32.34
32.49
32.50
32.54
32.52

32.55
32.54
32.50
32.45
32.48
32.45
32.34
32.32
32.35
32.28

32.33
32.38
32.48
32.59
32.72
32.83
32.95
33.00
33.22
33.34

33.45
33.55
33.70
33.80
33.89
33.97
34.02
34.06
34.13
34.18

34.29
34.33
34.35
34.33
34.24
34.18
34.10
34.01
33.90
33.87

33.78
33.72
33.71
33.74
33.75
33.81
33.91
33.94
34.05
34.18

36.48
35.86

35.88
35.97
36.07
36.01
36.05
35.94
36.09
35.94
35.77
35.66

35.50
35.35
35.37
35.15
35.28
35.25
35.27
35.27
35.17
35.31

35.19
35.14
35.16
35.10
35.06
35.08
35.05
35.24
35.27
35.30

35.35
35.38
35.46
35.56
35.67
35.75
35.74
35.73
35.92
35.82

35.79
35.81
35.94
35.91
35.92
35.84
35.75
35.60
35.52
35.31

35.16
34.98
34.92
34.87
34.91
34.94
35.01
35.10
35.19
35.34
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表７ 女性の出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：1950～2023年（つづき）

Table7.TotalFertilityRatesandMeanAgeatBirthbyLiveBirthOrderforFemale:1950-2023(Con.)

年次

Year

合計特殊出生率 平均出生年齢（歳）

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

総 数

Total

第1子

1st

第2子

2nd

第3子

3rd

第4子

4th

第5子～
5thand
over

2020
2021
2022
2023

1.33
1.30
1.26
1.20

0.63
0.61
0.59
0.57

0.48
0.47
0.46
0.44

0.17
0.17
0.16
0.15

0.04
0.04
0.04
0.03

0.01
0.01
0.01
0.01

31.61
31.79
31.89
32.01

30.30
30.50
30.60
30.72

32.37
32.46
32.56
32.73

33.51
33.63
33.76
33.86

34.35
34.47
34.58
34.67

35.47
35.55
35.62
35.70

1972年以前は沖縄県を含まない．出生順位別出生率（総数を除く）の1950～64年および1966～67年は5歳階級に
よる．

図５ 出生順位別平均出生年齢：1950～2023年

図４ 出生順位別合計特殊出生率：1950～2023年
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表８ 男女，年齢（５歳階級）別人口，死亡数および死亡率：2023年

Table8.Population,NumberofDeathsandSpecificMortalityRates

by5-YearAgeGroupandSex:2023

年齢
階級
x

総数 Bothsexes 男 Male 女 Female

人口
Px

死亡数
Dx

死亡率
mx

人口
P

M
x

死亡数
D

M
x

死亡率
m

M
x

人口
P

F
x

死亡数
D

F
x

死亡率
m

F
x

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90歳以上

121,193,394

4,001,276
4,751,751
5,173,342
5,376,131
5,758,338

5,944,639
5,964,027
6,749,172
7,518,522
8,925,098

9,472,665
8,136,191
7,403,707
7,259,026
8,763,679

7,436,287
5,870,479
3,965,199
2,723,865

1,576,016

1,883
340
470

1,295
2,166

2,345
2,829
4,429
7,050
13,154

22,450
29,347
41,981
65,959
133,778

178,310
248,142
320,965
499,123

0.01300

0.00047
0.00007
0.00009
0.00024
0.00038

0.00039
0.00047
0.00066
0.00094
0.00147

0.00237
0.00361
0.00567
0.00909
0.01526

0.02398
0.04227
0.08095
0.18324

58,902,393

2,048,635
2,434,065
2,649,795
2,757,436
2,952,340

3,030,862
3,043,429
3,438,261
3,824,573
4,536,902

4,796,787
4,085,852
3,676,515
3,537,751
4,136,877

3,348,751
2,448,441
1,443,139
711,982

802,536

994
188
259
759

1,364

1,561
1,867
2,883
4,440
8,374

14,371
19,690
28,975
46,105
91,578

115,402
145,830
159,737
158,158

0.01362

0.00049
0.00008
0.00010
0.00028
0.00046

0.00051
0.00061
0.00084
0.00116
0.00185

0.00300
0.00482
0.00788
0.01303
0.02214

0.03446
0.05956
0.11069
0.22214

62,291,001

1,952,641
2,317,686
2,523,547
2,618,695
2,805,998

2,913,777
2,920,598
3,310,911
3,693,949
4,388,196

4,675,878
4,050,339
3,727,192
3,721,275
4,626,802

4,087,536
3,422,038
2,522,060
2,011,883

773,480

888
152
211
536
802

784
962

1,546
2,610
4,780

8,079
9,656
13,006
19,854
42,199

62,907
102,312
161,228
340,965

0.01242

0.00045
0.00007
0.00008
0.00020
0.00029

0.00027
0.00033
0.00047
0.00071
0.00109

0.00173
0.00238
0.00349
0.00534
0.00912

0.01539
0.02990
0.06393
0.16948

本表の数値は，前掲表1の標準化死亡率の2023年分算定に用いたものである．
人口は，総務省統計局『人口推計』による2023年10月1日現在の日本人人口．死亡数は，厚生労働省政策統

括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）の2023年『人口動態統計』による．なお，死亡数は年齢不詳
分を既知の男女年齢別数値の割合に応じて按分補正したものである．

表９ 女性の安定人口増加率，出生率，および死亡率ならびに平均世代間隔

：2023年，2022年

Table9.IntrinsicVitalRatesandAverageLengthofGenerationof

StablePopulationforFemale:2023,2022

安定人口指標 2023年 2022年 差

安定人口増加率

安定人口出生率

安定人口死亡率

安定人口平均世代間隔

静止人口平均年齢

静止人口平均世代間隔

γ

b

d

T

u

α

-17.09027

4.84814

21.93841

32.21378

44.50234

32.00680

-15.53376

5.29472

20.82848

32.06778

44.46139

31.88057

-1.55651

-0.44658

1.10993

0.14599

0.04096

0.12623
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表10 女性の安定人口年齢（各歳・５歳階級別）構造係数：2023年

Table10.AgeCompositionofStablePopulationforFemale:2023

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

年齢
X

構造係数
C

F
x

0
1
2
3
4

5
6
7
8
9

10
11
12
13
14

15
16
17
18
19

20
21
22
23
24

0.00488
0.00496
0.00505
0.00514
0.00522

0.00531
0.00540
0.00550
0.00559
0.00569

0.00579
0.00588
0.00599
0.00609
0.00619

0.00630
0.00641
0.00652
0.00663
0.00674

0.00685
0.00697
0.00709
0.00721
0.00733

25
26
27
28
29

30
31
32
33
34

35
36
37
38
39

40
41
42
43
44

45
46
47
48
49

0.00745
0.00758
0.00771
0.00784
0.00797

0.00811
0.00824
0.00838
0.00853
0.00867

0.00882
0.00896
0.00911
0.00927
0.00942

0.00958
0.00974
0.00990
0.01006
0.01023

0.01040
0.01057
0.01074
0.01091
0.01108

50
51
52
53
54

55
56
57
58
59

60
61
62
63
64

65
66
67
68
69

70
71
72
73
74

0.01126
0.01144
0.01161
0.01179
0.01197

0.01215
0.01234
0.01252
0.01270
0.01289

0.01307
0.01326
0.01344
0.01362
0.01381

0.01398
0.01416
0.01433
0.01450
0.01466

0.01482
0.01496
0.01509
0.01521
0.01531

75
76
77
78
79

80
81
82
83
84

85
86
87
88
89

90
91
92
93
94

95
96
97
98
99
100～

0.01540
0.01546
0.01550
0.01551
0.01548

0.01542
0.01530
0.01513
0.01490
0.01460

0.01421
0.01373
0.01316
0.01249
0.01173

0.01087
0.00992
0.00891
0.00787
0.00680

0.00572
0.00466
0.00368
0.00280
0.00205
0.00380

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～

総数
0～14
15～64
65～

0.02526
0.02749
0.02994
0.03258
0.03545

0.03855
0.04193
0.04558
0.04951
0.05369

0.05807
0.06260
0.06720
0.07164
0.07539

0.07735
0.07535
0.06532
0.04437
0.01891

0.00380

1.00000
0.08268
0.48518
0.43214

表11 男女別安定人口年齢構造と実際人口年齢構造：2023年

Table11.AgeCompositionofStablePopulationandActualPopulation:2023
（％）

年齢

Age

x

安定人口年齢構造
Agecompositionofstablepopulation

実際人口年齢構造
Agecompositionofactualpopulation

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

男女計
Bothsexes

男
Male

女
Female

総数

0～4
5～9
10～14
15～19
20～24

25～29
30～34
35～39
40～44
45～49

50～54
55～59
60～64
65～69
70～74

75～79
80～84
85～89
90～94
95～99
100～

0～14
15～64
65～

100.00

2.69
2.93
3.19
3.47
3.78

4.11
4.46
4.85
5.26
5.70

6.15
6.60
7.02
7.38
7.57

7.48
6.90
5.53
3.39
1.30
0.23

8.82
51.40
39.79

47.99

1.38
1.50
1.64
1.78
1.93

2.10
2.28
2.48
2.69
2.90

3.13
3.34
3.53
3.65
3.65

3.46
2.98
2.13
1.08
0.31
0.04

4.52
26.16
17.31

52.01

1.31
1.43
1.56
1.69
1.84

2.01
2.18
2.37
2.58
2.79

3.02
3.26
3.50
3.73
3.92

4.02
3.92
3.40
2.31
0.98
0.20

4.30
25.24
22.48

100.00

3.30
3.92
4.27
4.44
4.75

4.91
4.92
5.57
6.20
7.36

7.82
6.71
6.11
5.99
7.23

6.14
4.84
3.27
1.68
0.49
0.07

11.49
58.79
29.72

48.60

1.69
2.01
2.19
2.28
2.44

2.50
2.51
2.84
3.16
3.74

3.96
3.37
3.03
2.92
3.41

2.76
2.02
1.19
0.48
0.10
0.01

5.89
29.82
12.89

51.40

1.61
1.91
2.08
2.16
2.32

2.40
2.41
2.73
3.05
3.62

3.86
3.34
3.08
3.07
3.82

3.37
2.82
2.08
1.21
0.39
0.06

5.61
28.97
16.83

安定人口年齢構造係数のうち男性の求め方は岡崎陽一（1999）『人口統計学〔増補改訂版〕』古今書院を参照．
実際人口年齢構造係数は，総務省統計局『人口推計』による2023年10月1日現在の日本人人口．
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参考表１ 2023年出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2023

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2210
2220
2230
2240
2250
2260
2270
2280
2290

2300
2310
2320
2330
2340
2350
2360
2370
2380
2390

2400
2410
2420
2430
2440
2450
2460
2470
2480
2490

2500
2600
2700
2800
2900

3000

-6.77

-8.85
-11.25
-12.57
-15.29
-16.22
-15.99
-16.96

-17.09
-16.74
-16.68
-17.04
-16.84
-16.70
-16.94
-16.90
-16.74
-16.86

-16.91
-16.79
-16.83
-16.90
-16.83
-16.82
-16.87
-16.85
-16.82
-16.86

-16.86
-16.83
-16.85
-16.86
-16.84
-16.84
-16.85
-16.84
-16.84
-16.85

-16.85
-16.84
-16.85
-16.85
-16.84
-16.84
-16.85
-16.84
-16.84
-16.85

-16.85
-16.85
-16.85
-16.85
-16.85

-16.85

6.20

6.16
5.91
5.48
5.23
5.37
5.28
5.15

5.27
5.29
5.19
5.23
5.28
5.22
5.22
5.27
5.24
5.22

5.25
5.25
5.23
5.24
5.25
5.23
5.24
5.25
5.24
5.24

5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24

5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24
5.24

5.24
5.24
5.24
5.24
5.24

5.24

12.98

15.02
17.16
18.05
20.52
21.59
21.27
22.10

22.36
22.03
21.87
22.28
22.12
21.92
22.16
22.17
21.98
22.08

22.16
22.04
22.05
22.14
22.08
22.05
22.11
22.10
22.06
22.09

22.10
22.07
22.08
22.10
22.08
22.08
22.09
22.09
22.08
22.09

22.09
22.08
22.09
22.09
22.08
22.08
22.09
22.08
22.08
22.09

22.09
22.08
22.08
22.08
22.08

22.08

124,352

117,827
106,584
94,694
82,539
70,354
59,949
50,877

42,875
36,188
30,645
25,882
21,840
18,474
15,617
13,181
11,141
9,420

7,955
6,721
5,682
4,800
4,055
3,427
2,896
2,446
2,067
1,747

1,476
1,247
1,054
890
752
636
537
454
384
324

274
231
196
165
140
118
100
84
71
60

51
9
2
0
0

0

11.40

10.31
9.84
9.55
9.02
8.92
9.05
8.90

8.83
8.98
8.95
8.86
8.93
8.96
8.89
8.91
8.95
8.91

8.90
8.94
8.92
8.90
8.93
8.93
8.91
8.92
8.93
8.91

8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92

8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92
8.92

8.92
8.92
8.92
8.92
8.92

8.92

59.47

59.14
55.62
53.40
53.06
52.27
51.28
51.45

51.79
51.47
51.36
51.70
51.56
51.39
51.60
51.61
51.45
51.53

51.60
51.50
51.51
51.58
51.53
51.50
51.56
51.55
51.51
51.54

51.55
51.52
51.53
51.55
51.53
51.53
51.54
51.54
51.53
51.54

51.54
51.53
51.54
51.54
51.53
51.53
51.54
51.53
51.53
51.54

51.54
51.53
51.53
51.53
51.53

51.53

29.13

30.55
34.53
37.05
37.92
38.81
39.67
39.65

39.37
39.55
39.70
39.44
39.50
39.65
39.52
39.49
39.60
39.56

39.50
39.57
39.57
39.52
39.54
39.57
39.53
39.54
39.56
39.55

39.54
39.55
39.55
39.54
39.55
39.55
39.54
39.55
39.55
39.55

39.54
39.55
39.55
39.54
39.55
39.55
39.55
39.55
39.55
39.55

39.55
39.55
39.55
39.55
39.55

39.55

16.15

18.44
18.81
22.12
23.94
23.38
24.32
25.14

24.62
24.33
24.82
24.83
24.42
24.67
24.83
24.54
24.59
24.78

24.63
24.58
24.72
24.68
24.59
24.68
24.69
24.62
24.65
24.69

24.64
24.64
24.67
24.66
24.64
24.66
24.66
24.65
24.66
24.66

24.65
24.65
24.66
24.65
24.65
24.66
24.66
24.65
24.66
24.66

24.65
24.66
24.66
24.66
24.66

24.66

94.73

94.37
94.00
93.81
92.88
92.78
92.88
92.38

92.25
92.41
92.41
92.26
92.36
92.41
92.30
92.33
92.40
92.34

92.32
92.37
92.35
92.33
92.36
92.36
92.33
92.35
92.36
92.34

92.34
92.36
92.35
92.34
92.35
92.35
92.34
92.35
92.35
92.35

92.35
92.35
92.35
92.35
92.35
92.35
92.35
92.35
92.35
92.35

92.35
92.35
92.35
92.35
92.35

92.35

2023年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2023年における女性の年齢別出生率（合計特殊
出生率：1.20），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.09年，女：87.14年）が今後
一定であるとした場合の将来の人口指標であり，安定人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロと
している．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問題
研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．
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参考表２ 2023年以降人口置換出生率，死亡率一定による人口指標

年次
人口動態率（‰） 人口総数

（1,000人）

年齢構造係数（％） 人口１）

性比増加率 出生率 死亡率 0～14歳 15～64歳 65歳以上 75歳以上

2023

2030
2040
2050
2060
2070
2080
2090

2100
2110
2120
2130
2140
2150
2160
2170
2180
2190

2200
2300
2400
2500

3000

-2.30

-4.27
-6.46
-6.68
-4.94
-4.17
-2.83
-0.45

0.67
-0.11
-0.45
0.39
0.08
-0.33
0.14
0.16
-0.20
0.01

0.15
0.02
-0.00
-0.00

0.00

10.65

10.26
9.38
9.17
11.71
11.51
10.96
12.27

12.30
11.38
11.92
12.28
11.65
11.77
12.17
11.83
11.74
12.05

11.92
11.88
11.89
11.90

11.90

12.95

14.53
15.84
15.86
16.65
15.68
13.80
12.72

11.63
11.50
12.37
11.89
11.57
12.10
12.03
11.67
11.95
12.04

11.77
11.86
11.89
11.90

11.90

124,352

121,600
115,247
107,720
101,586
97,026
93,584
91,899

92,157
92,499
92,143
92,087
92,404
92,243
92,106
92,314
92,285
92,149

92,255
92,249
92,241
92,237

92,237

11.40

13.09
15.67
14.65
15.44
17.92
17.48
17.14

18.32
17.98
17.30
17.98
18.07
17.50
17.79
18.03
17.67
17.72

17.96
17.84
17.81
17.80

17.80

59.47

57.31
52.40
52.78
53.75
53.94
57.11
59.82

57.46
57.58
59.12
58.07
57.59
58.65
58.36
57.74
58.35
58.43

57.93
58.13
58.18
58.19

58.19

29.13

29.60
31.94
32.57
30.81
28.14
25.41
23.04

24.22
24.43
23.58
23.95
24.34
23.84
23.85
24.22
23.98
23.85

24.12
24.04
24.01
24.01

24.00

16.15

17.87
17.40
19.44
19.45
16.96
15.58
13.92

12.41
14.17
14.04
12.88
13.73
14.03
13.24
13.50
13.93
13.47

13.43
13.59
13.61
13.60

13.60

94.73

94.68
94.79
95.10
95.04
95.97
96.97
97.52

98.02
97.93
97.57
97.90
97.95
97.69
97.80
97.93
97.77
97.77

97.89
97.84
97.82
97.82

97.82

2023年男女年齢（各歳）別人口（総人口）を基準人口とし，2023年における人口置換水準（合計特殊出生率：
2.07），出生性比（105.1）および生命表による死亡率（平均寿命男：81.09年，女：87.14年）が今後一定であ
るとした場合の将来の人口指標であり，静止人口に到達する経過ならびにその状態を示す．
なお，人口動態率は，当年10月～翌年9月間について平均人口を分母とした率である．国際人口移動はゼロと
している．
人口および諸指標の求め方は石川晃（2004）「安定人口モデルを用いた新たな人口再生産率諸指標」『人口問題
研究』60-4を参照．
1）女性人口総数に対する男性人口総数．

参考図 2023年以降出生率，死亡率一定による人口総数
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統 計

都道府県別標準化人口動態率：2023年

（別府志海・佐々井司）

わが国の都道府県別標準化人口動態率は，1925年，1930年，1950年以降5年ごとの国勢調査年次，

1985年以降は毎年，算出・公表されており１），今回は2023年の結果について概説する．

標準化人口動態率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数・死亡数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）

『令和5年人口動態統計確定数』2024年9月17日公表値

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計』2024年4月12日公表値

標準化の手法はNewsholeme-Stevensonの任意標準人口標準化法の直接法２）であり，標準人口と

して1930年，および2023年の全国人口を用いた．

年齢別人口動態率（出生率および死亡率）は5歳階級別に算出した３）．ただし，母の年齢別出生数

の15歳未満は15～19歳に含め，50歳以上は45～49歳に含めた．また，死亡率算出の最終年齢階級は85

歳以上一括とした．なお，出生数および死亡数における年齢不詳分は，既知の（年齢不詳を除く）年

齢階級別の分布に応じて按分した．

主要結果

1930年の全国人口を標準とした出生率は，2023年全国人口標準化率と比べすべての都道府県で高く

なっている（表1）．出生率における両者の差は，1930年人口と2023年人口における男女および年齢

構成の違いによって生じている．都道府県別にみると，両者の差が最も小さいのは東京都で1.07，次

いで神奈川県1.45，京都府の1.48と，大都市圏に位置する都府県が並んでいる．逆に，両者の乖離が

最も大きいのは宮崎県で，続いて沖縄県，長崎県，山口県，佐賀県，島根県，鹿児島県等，九州をは

じめとする西日本の県が並ぶ．出生数を日本人の総人口で除した普通出生率は沖縄県で最も高く

（8.70‰），秋田県で最も低くなっている（3.97‰）．他方，2023年標準化率をみると，沖縄県が最上

位であることに変わりはないが，最も低い地域は東京都となり，その他の都道府県も普通出生率の順

位とは概ね異なっている．普通出生率に比べて2023年標準化率の水準が低くなる地域は，東京都，沖

縄県，大阪府など10都府県であり，なかでも2023年標準化率が最も低い東京都は，普通率との差が

1.36ポイントと，他の9都府県と比べ際だって大きくなっている．他方，2023年標準化率が普通率を
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1）前年（2022年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別標準化人口動態率：2022年」『人口問

題研究』第79巻第4号，2023年12月，pp.440～446を参照のこと．

2）各都道府県における人口の年齢構造が標準人口と同じと仮定し，各都道府県の年齢別出生率，死亡率を適用

した場合に得られる出生数，死亡数を標準人口総数で除したもの．ただし，出生率は女性についてのみ算出す

る．この指標により，人口の年齢構造の影響を除いた出生率，死亡率および自然増加率の水準が示されること

になる．

3）女性の年齢別出生率の詳細については，本号掲載の，別府志海・佐々井司「都道府県別にみた女性の年齢

（5歳階級）別出生率および合計特殊出生率：2023年」を参照のこと．



上回っている地域は37道県で，両者の乖離は秋田県で最も大きく，島根県，高知県，山口県などが続

く．ちなみに，1930年標準化率が普通率を下回るのは東京都だけである．都道府県ごとに観測される

標準化率と普通率との差異は，分母である人口における人口構造，とりわけ年齢構成の違いに起因す

るものである．

次に死亡率についてみてみよう（表1）．普通死亡率は，秋田県で最も高く（19.28‰），東京都で

最も低くなっているが（10.21‰），1930年全国人口を標準とした死亡率は，すべての都道府県におい

て普通率を大幅に下回ると同時に，都道府県間格差が極めて小さくなっている．次に2023年全国人口

標準化率をみると，1930年標準化率に比べ，すべての都道府県において死亡水準が顕著に高くなると

同時に，都道府県間のばらつきも大きくなっている．総じて，年齢別にみた死亡率自体には地域間の

違いがさほどないにもかかわらず，人口構造の違いを反映する普通率では都道府県間格差が鮮明にな

る．さらには，1930年標準化率に比して2023年標準化率における都道府県間のばらつきが大きくなっ

ていることから，人口高齢化により高年齢における死亡率の違いが顕在化していることも確認できる．

また，秋田県，高知県，島根県等において顕著であるように，普通率が2023年標準化率に比して高く

なる要因として，これらの地域における人口の年齢構成が全国平均と比べて“高齢化”していること

が挙げられる．他方，沖縄県，東京都，愛知県等11の都府県では，全国平均と比して年齢構成が“若

い”ことなどを反映して，普通率が2023年標準化率よりも低くなっている．

出生率と死亡率の差である自然増加率は，普通率でみると，2021年まで唯一プラスであった沖縄県

がマイナスに転じたことにより，2022年以降は47都道府県すべての地域でマイナスとなっている（表

1，図1）．ただし，都道府県による相違は依然大きく，最高の沖縄県（-1.77‰）と最低の秋田県
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図１ 都道府県別自然増加率の普通率と標準化率の比較：2023年



（-15.30‰）の間には，10‰（1％）以上の差異が生じている．他方，1930年全国人口を標準とした

場合，都道府県間の標準偏差は普通率のそれと比べ明らかに小さくなる．また2023年全国人口標準化

率でも，普通率ほどの差はみられない．今日の人口減少は，現状の人口構造に依るところが少なくな

いことを示唆している．

1930年の全国人口を標準とした各指標の推移をみると，出生率は1950年以降すべての都道府県にお

いて低下傾向にある（表2）．1960年から1970年の間では神奈川県，愛知県，京都府，大阪府などの

大都市を抱える都道府県を中心に上昇が観測された．1970年以降はすべての地域で再び低下するが，

2005年から2010年の間ではほとんどの地域で上昇に転じている．また2010年から2015年においても，

5県を除くほとんどの地域で依然上昇傾向が続いていたものの，2015年から2023年にかけてはすべて

の都道府県で低下した．死亡率については，1950年以降すべての都道府県においてほぼ一貫して低下

傾向が続いていたが，2020年ごろを境に上昇の兆候がみられる（表3）．自然増加率の推移は上述の

出生率，死亡率双方の動向を反映したものであるが，寄与度の関係から，近年では出生率の動向が反

映されやすくなっている（表4）．時系列でみると，2005年頃まではすべての都道府県において増加

率が低下し，その後出生率の上昇に引っ張られるように一時上昇傾向がみられたものの，2015年以降

は再びすべての都道府県で低下傾向にある．

―571―



―572―

表１ 都道府県別，標準化人口動態率：2023年
（‰）

都道府県
1930年全国人口標準 2023年全国人口標準 ［参考］普通率

出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率 出生率 死亡率 増加率

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

7.76

7.02
8.22
7.73
6.93
7.24

7.99
8.11
7.99
7.78
8.22

7.34
7.34
6.14
7.16
8.04

8.90
8.78
9.62
8.61
8.76

8.62
8.23
8.39
8.53
9.05

7.06
7.67
8.38
7.85
8.86

9.51
9.68
8.75
8.79
9.41

8.98
9.35
8.73
8.57
8.28

9.70
9.93
9.72
9.24
10.01

9.80
10.59

8.50
0.96
11.26

1.63

1.78
2.04
1.85
1.62
1.83

1.61
1.81
1.77
1.74
1.71

1.65
1.64
1.56
1.55
1.64

1.61
1.55
1.46
1.57
1.42

1.57
1.60
1.56
1.59
1.41

1.53
1.73
1.53
1.43
1.78

1.65
1.55
1.55
1.56
1.67

1.66
1.63
1.66
1.66
1.66

1.63
1.73
1.54
1.58
1.79

1.72
1.84

1.64
0.12
7.58

6.13

5.24
6.18
5.89
5.31
5.40

6.38
6.30
6.21
6.05
6.50

5.69
5.70
4.58
5.61
6.39

7.29
7.23
8.16
7.05
7.34

7.05
6.63
6.84
6.94
7.64

5.53
5.94
6.85
6.41
7.09

7.87
8.14
7.19
7.23
7.74

7.32
7.72
7.07
6.91
6.62

8.07
8.20
8.17
7.65
8.22

8.07
8.75

6.86
0.97
14.11

6.00

5.30
6.11
5.77
5.35
5.46

6.06
6.01
6.08
5.92
6.23

5.72
5.75
5.07
5.70
6.11

6.72
6.69
7.25
6.60
6.70

6.52
6.25
6.46
6.43
6.89

5.57
5.95
6.47
6.06
6.57

7.14
7.24
6.58
6.63
6.95

6.75
6.94
6.49
6.46
6.32

7.24
7.38
7.30
6.91
7.38

7.35
8.01

6.44
0.64
9.99

13.00

13.46
15.21
14.06
13.12
14.35

13.36
14.18
13.66
13.85
13.93

12.86
12.76
12.30
12.12
13.52

13.45
13.10
13.08
13.08
12.17

13.08
13.11
12.69
13.46
12.09

12.11
12.99
12.39
12.13
14.16

13.62
12.86
12.82
12.82
13.77

13.57
13.38
13.54
13.62
13.15

13.27
13.63
12.75
13.19
13.70

13.63
13.10

13.24
0.65
4.92

-7.00

-8.15
-9.10
-8.30
-7.77
-8.89

-7.31
-8.17
-7.59
-7.93
-7.70

-7.14
-7.01
-7.24
-6.42
-7.41

-6.73
-6.41
-5.83
-6.48
-5.47

-6.56
-6.86
-6.24
-7.03
-5.20

-6.53
-7.04
-5.92
-6.07
-7.59

-6.47
-5.62
-6.24
-6.19
-6.82

-6.82
-6.44
-7.05
-7.16
-6.83

-6.03
-6.26
-5.46
-6.28
-6.31

-6.28
-5.08

-6.80
0.90

-13.25

6.00

4.85
4.84
4.71
5.51
3.97

5.06
5.15
5.43
5.39
5.43

5.92
5.86
6.42
6.02
5.18

5.59
6.19
6.26
5.67
5.66

5.61
5.50
6.73
5.70
6.76

5.63
6.51
6.22
5.43
5.55

6.13
5.88
6.38
6.22
5.62

5.67
5.90
5.44
5.12
6.77

6.55
6.10
6.64
5.80
6.30

6.44
8.70

5.84
0.73
12.51

13.00

14.90
17.70
17.00
12.79
19.28

16.68
15.72
13.71
13.56
14.61

11.75
12.00
10.21
11.01
15.75

15.30
13.51
14.30
14.52
14.46

13.97
13.89
11.20
14.22
10.94

12.47
12.37
12.61
13.27
16.45

15.58
16.36
13.94
13.26
16.62

16.37
15.01
15.87
17.32
12.40

14.26
15.72
14.40
15.53
15.70

15.80
10.47

14.36
2.03
14.14

-7.00

-10.06
-12.86
-12.29
-7.29
-15.30

-11.62
-10.57
-8.28
-8.17
-9.17

-5.83
-6.14
-3.78
-4.99
-10.57

-9.71
-7.32
-8.04
-8.85
-8.80

-8.36
-8.39
-4.47
-8.52
-4.17

-6.84
-5.85
-6.39
-7.84
-10.90

-9.45
-10.48
-7.56
-7.04
-11.00

-10.70
-9.11
-10.43
-12.20
-5.63

-7.71
-9.62
-7.76
-9.73
-9.40

-9.36
-1.77

-8.52
2.57

-30.18

諸率算出に用いた分母人口は，日本人女性人口．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，標準化出生率：1950～2023年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2023年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

25.33

31.56
33.73
31.45
29.78
30.34

27.47
30.83
27.60
28.34
25.85

26.71
24.94
18.82
22.35
27.40

25.70
25.30
25.76
24.87
22.14

25.01
25.86
22.93
23.40
22.77

19.62
20.14
21.69
21.75
21.88

24.56
27.47
22.80
22.95
25.76

28.03
24.13
28.27
24.59
27.25

29.65
31.00
28.19
27.37
30.24

28.71
…

26.02
3.42
13.16

14.69

16.03
18.25
16.86
15.59
15.65

15.06
17.63
16.58
15.91
14.46

15.40
15.40
12.18
13.62
15.49

14.46
15.39
16.14
15.08
13.71

15.12
15.46
13.95
14.52
14.70

12.48
13.27
13.97
13.79
14.47

15.23
15.80
14.16
14.25
14.33

15.10
13.80
15.47
14.69
14.10

16.99
19.50
16.42
15.08
17.89

18.98
…

15.27
1.52
9.95

15.26

14.30
16.75
15.52
15.10
14.08

14.70
15.92
16.81
16.02
15.56

16.95
16.58
13.92
16.09
15.33

14.53
15.52
15.63
15.62
14.94

15.62
15.58
16.14
15.08
15.95

14.52
15.77
15.49
15.21
15.53

14.46
14.82
15.08
15.30
14.61

14.65
14.60
14.86
14.67
14.13

15.50
16.79
14.56
14.48
15.87

15.92
…

15.33
0.77
5.00

12.76

11.99
13.73
14.42
13.67
13.26

14.20
14.63
13.75
13.65
13.22

12.58
12.63
10.17
12.28
13.74

13.18
13.93
14.34
12.66
13.57

13.25
13.19
13.33
13.52
14.36

12.01
12.17
12.84
12.34
13.38

14.23
14.74
13.79
13.56
13.17

13.06
13.49
13.19
12.10
12.62

14.09
13.55
13.47
13.37
14.26

14.19
17.12

13.40
1.01
7.56

10.74

10.15
11.18
12.27
11.11
11.23

12.44
12.79
11.69
11.91
11.55

10.47
10.30
8.41
10.11
11.98

11.24
11.48
12.56
11.37
11.90

11.16
11.36
11.13
11.62
12.45

10.29
10.27
10.80
10.49
11.21

12.97
13.21
11.93
11.63
11.17

11.60
11.52
11.44
10.96
10.66

12.38
11.96
11.73
11.22
11.97

12.21
13.71

11.47
0.93
8.12

9.51

8.65
10.39
10.94
9.69
10.19

11.40
11.67
10.27
10.38
10.56

8.91
8.94
7.16
8.71
10.55

10.18
10.15
11.17
10.46
10.93

10.24
10.29
10.04
10.41
10.60

8.74
9.10
9.56
8.95
10.25

11.39
11.51
10.60
9.85
10.34

10.25
10.84
10.19
10.20
9.39

11.68
10.95
10.94
10.54
11.37

11.03
12.83

10.28
0.99
9.67

8.72

8.04
9.05
9.87
8.57
9.33

10.14
10.53
9.19
9.69
9.66

8.37
8.34
6.62
8.04
9.21

9.47
9.27
10.42
9.46
10.00

9.46
9.62
9.26
9.49
9.58

7.95
8.30
8.56
8.08
9.24

10.27
10.41
9.49
9.34
9.64

8.80
9.96
9.48
9.19
8.64

10.27
10.02
10.16
9.74
10.38

10.30
11.95

9.38
0.90
9.59

9.40

8.65
9.55
10.09
8.87
9.01

10.14
10.54
9.84
9.85
9.96

8.86
9.03
7.30
8.70
9.72

9.65
9.77
10.94
9.86
10.31

10.09
10.50
10.27
10.37
10.42

8.53
8.99
9.52
8.66
10.15

10.62
11.51
10.29
10.68
10.83

9.77
10.87
10.40
9.71
9.80

11.09
11.07
11.11
10.74
11.67

11.13
12.82

10.05
0.98
9.73

9.62

8.83
9.68
10.13
9.10
9.10

9.94
10.78
9.95
10.02
9.96

9.13
9.07
7.89
9.03
9.57

10.03
10.23
10.84
9.91
10.52

10.39
10.34
10.38
10.41
10.64

8.76
9.18
9.78
9.07
10.41

11.11
11.97
10.33
10.74
10.88

10.29
11.06
10.45
10.19
10.16

11.17
11.24
11.37
10.78
11.64

11.47
13.27

10.24
0.96
9.39

8.69

7.99
8.87
8.82
7.90
8.20

9.03
9.34
8.90
8.80
9.13

8.23
8.23
7.01
8.07
8.80

9.38
9.58
10.25
9.69
9.56

9.34
9.17
9.41
9.36
9.78

8.07
8.54
9.10
8.35
9.59

10.09
10.59
9.77
9.77
9.91

9.80
9.82
9.41
9.42
9.27

10.61
10.75
10.68
10.32
11.11

10.73
12.24

9.38
0.98
10.40

7.76

7.02
8.22
7.73
6.93
7.24

7.99
8.11
7.99
7.78
8.22

7.34
7.34
6.14
7.16
8.04

8.90
8.78
9.62
8.61
8.76

8.62
8.23
8.39
8.53
9.05

7.06
7.67
8.38
7.85
8.86

9.51
9.68
8.75
8.79
9.41

8.98
9.35
8.73
8.57
8.28

9.70
9.93
9.72
9.24
10.01

9.80
10.59

8.50
0.96
11.26

-

45
31
38
46
42

34
32
35
37
30

41
40
47
43
33

15
18
8
23
19

22
29
26
25
13

44
39
27
36
16

9
7
20
17
10

14
11
21
24
28

6
3
5
12
2

4
1

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，標準化死亡率：1950～2023年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2023年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

10.97

10.78
14.15
13.60
11.41
14.04

12.45
11.92
11.80
12.03
11.22

12.35
11.46
9.82
9.77
11.86

12.54
12.38
11.72
10.34
10.12

10.73
10.00
10.35
10.52
10.96

9.72
10.29
10.20
10.97
9.95

10.12
10.94
10.14
9.81
10.49

11.98
10.66
10.06
10.27
10.84

11.87
11.58
10.73
11.79
11.36

11.37
…

26.02
3.42
13.16

7.02

6.92
8.37
8.02
6.93
8.38

7.78
7.78
7.48
7.34
7.19

7.58
7.20
6.22
6.52
7.12

7.60
7.51
7.05
6.68
6.73

6.67
6.56
6.77
6.87
7.20

6.57
7.13
6.90
7.31
6.78

6.90
6.78
6.69
6.81
7.09

7.22
6.91
6.75
6.96
7.05

7.52
7.43
7.18
7.40
6.95

6.91
…

15.27
1.52
9.95

5.22

5.36
5.77
5.78
5.21
5.92

5.68
5.68
5.70
5.77
5.53

5.40
5.20
4.74
4.76
5.53

5.49
5.21
5.09
5.28
5.09

5.14
4.93
5.02
5.16
5.33

4.82
5.18
5.01
5.07
5.29

5.30
5.26
4.74
5.04
5.27

5.66
5.08
5.32
5.73
5.22

5.41
5.81
5.44
5.53
5.65

5.63
…

15.33
0.77
5.00

3.61

3.77
4.10
3.85
3.66
3.90

3.80
3.81
3.85
3.90
3.61

3.59
3.49
3.36
3.34
3.62

3.64
3.64
3.48
3.69
3.42

3.64
3.43
3.55
3.57
3.61

3.42
3.80
3.67
3.66
3.79

3.67
3.67
3.38
3.53
3.71

3.96
3.43
3.53
3.77
3.73

3.74
3.82
3.57
3.75
3.81

3.91
3.19

3.66
0.18
5.04

2.79

2.85
3.08
2.80
2.73
2.88

2.67
2.82
2.91
3.01
2.72

2.75
2.67
2.74
2.67
2.59

2.73
2.65
2.60
2.75
2.50

2.70
2.64
2.73
2.81
2.66

2.74
3.07
2.88
2.74
2.94

2.83
2.68
2.73
2.78
2.83

2.91
2.75
2.81
2.92
2.91

2.90
2.89
2.67
2.83
2.90

2.88
2.69

2.79
0.12
4.44

2.25

2.28
2.61
2.24
2.19
2.36

2.21
2.38
2.34
2.39
2.23

2.20
2.20
2.25
2.14
2.15

2.16
2.10
2.04
2.14
2.04

2.23
2.14
2.24
2.22
2.11

2.21
2.40
2.29
2.10
2.35

2.33
2.18
2.16
2.18
2.36

2.30
2.25
2.32
2.36
2.32

2.32
2.32
2.10
2.22
2.26

2.33
2.28

2.25
0.11
4.87

2.07

2.16
2.49
2.22
2.07
2.23

2.04
2.18
2.15
2.21
2.12

2.05
2.04
2.01
1.97
2.01

1.98
1.99
1.94
1.99
1.88

2.02
1.99
2.04
2.01
1.91

1.95
2.18
2.10
2.00
2.19

2.15
2.04
1.97
1.98
2.18

2.15
2.04
2.16
2.20
2.11

2.08
2.17
1.95
1.96
2.06

2.20
2.09

2.08
0.11
5.37

1.87

1.96
2.27
2.07
1.84
2.08

1.80
1.99
1.97
1.97
1.93

1.89
1.83
1.83
1.77
1.83

1.84
1.83
1.70
1.85
1.64

1.83
1.83
1.83
1.84
1.70

1.77
1.97
1.88
1.76
1.99

2.03
1.85
1.80
1.81
1.98

1.92
1.88
1.93
1.98
1.90

1.90
1.99
1.77
1.78
1.85

1.95
1.96

1.88
0.11
5.96

1.67

1.78
2.01
1.85
1.61
1.85

1.70
1.82
1.81
1.77
1.69

1.68
1.68
1.62
1.60
1.64

1.67
1.62
1.54
1.65
1.48

1.64
1.64
1.63
1.67
1.51

1.58
1.76
1.65
1.55
1.78

1.76
1.64
1.59
1.61
1.73

1.74
1.66
1.74
1.70
1.66

1.67
1.71
1.59
1.59
1.72

1.80
1.77

1.68
0.10
5.91

1.55

1.67
1.88
1.66
1.51
1.70

1.62
1.69
1.68
1.64
1.59

1.57
1.56
1.50
1.48
1.54

1.45
1.44
1.53
1.50
1.43

1.45
1.56
1.50
1.53
1.35

1.41
1.64
1.49
1.42
1.59

1.46
1.54
1.44
1.45
1.59

1.63
1.59
1.60
1.64
1.54

1.52
1.66
1.47
1.47
1.66

1.67
1.69

1.56
0.10
6.60

1.63

1.78
2.04
1.85
1.62
1.83

1.61
1.81
1.77
1.74
1.71

1.65
1.64
1.56
1.55
1.64

1.61
1.55
1.46
1.57
1.42

1.57
1.60
1.56
1.59
1.41

1.53
1.73
1.53
1.43
1.78

1.65
1.55
1.55
1.56
1.67

1.66
1.63
1.66
1.66
1.66

1.63
1.73
1.54
1.58
1.79

1.72
1.84

1.64
0.12
7.58

-

8
1
2
26
4

28
5
9
10
14

20
23
36
38
22

27
39
44
32
46

33
29
35
30
47

43
12
42
45
7

21
40
37
34
15

16
25
18
19
17

24
11
41
31
6

13
3

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県別，標準化自然増加率：1950～2023年
（‰）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2023年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標 準 偏 差
変動係数％�

14.36

20.77
19.58
17.85
18.37
16.30

15.02
18.91
15.80
16.31
14.63

14.36
13.48
9.00
12.58
15.55

13.16
12.92
14.04
14.53
12.02

14.28
15.87
12.58
12.89
11.80

9.90
9.85
11.49
10.78
11.93

14.45
16.54
12.66
13.14
15.27

16.06
13.46
18.22
14.32
16.41

17.78
19.42
17.46
15.57
18.88

17.34
…

26.02
3.42
13.16

7.68

9.11
9.88
8.84
8.66
7.27

7.28
9.85
9.10
8.58
7.27

7.82
8.21
5.96
7.10
8.38

6.86
7.88
9.09
8.40
6.98

8.46
8.90
7.17
7.66
7.50

5.92
6.14
7.07
6.48
7.69

8.33
9.01
7.47
7.45
7.24

7.88
6.89
8.71
7.73
7.05

9.48
12.07
9.24
7.68
10.94

12.07
…

15.27
1.52
9.95

10.04

8.94
10.98
9.74
9.89
8.17

9.01
10.24
11.12
10.25
10.03

11.56
11.39
9.18
11.33
9.80

9.05
10.31
10.54
10.34
9.84

10.48
10.66
11.12
9.91
10.62

9.70
10.59
10.48
10.14
10.24

9.15
9.56
10.34
10.26
9.34

8.98
9.52
9.54
8.94
8.92

10.09
10.98
9.13
8.94
10.23

10.29
…

15.33
0.77
5.00

9.14

8.22
9.62
10.57
10.01
9.35

10.40
10.82
9.90
9.75
9.61

8.99
9.15
6.81
8.94
10.12

9.53
10.30
10.86
8.97
10.15

9.61
9.76
9.78
9.95
10.75

8.59
8.37
9.17
8.68
9.60

10.57
11.07
10.41
10.03
9.46

9.09
10.06
9.66
8.33
8.90

10.35
9.73
9.90
9.62
10.45

10.28
13.93

9.75
1.03
10.52

7.96

7.30
8.09
9.46
8.38
8.34

9.77
9.97
8.77
8.90
8.83

7.72
7.63
5.66
7.44
9.39

8.51
8.83
9.95
8.61
9.40

8.46
8.72
8.40
8.81
9.79

7.55
7.20
7.92
7.75
8.27

10.14
10.53
9.21
8.86
8.35

8.69
8.77
8.63
8.04
7.74

9.48
9.07
9.07
8.40
9.08

9.33
11.02

8.69
0.96
11.01

7.26

6.37
7.78
8.70
7.50
7.83

9.18
9.29
7.92
7.99
8.33

6.72
6.74
4.91
6.57
8.40

8.02
8.06
9.14
8.32
8.90

8.01
8.15
7.80
8.18
8.49

6.54
6.70
7.27
6.84
7.90

9.07
9.33
8.45
7.67
7.98

7.95
8.59
7.87
7.84
7.07

9.35
8.63
8.84
8.32
9.11

8.70
10.55

8.04
0.99
12.37

6.66

5.89
6.56
7.65
6.51
7.09

8.10
8.35
7.04
7.48
7.54

6.32
6.30
4.62
6.07
7.20

7.49
7.28
8.48
7.47
8.13

7.44
7.63
7.22
7.49
7.67

5.99
6.12
6.47
6.08
7.05

8.12
8.37
7.53
7.35
7.47

6.65
7.92
7.32
6.99
6.54

8.19
7.86
8.21
7.78
8.31

8.10
9.86

7.30
0.90
12.35

7.53

6.69
7.29
8.02
7.03
6.94

8.33
8.55
7.87
7.88
8.03

6.98
7.20
5.47
6.93
7.89

7.81
7.94
9.24
8.01
8.68

8.25
8.67
8.44
8.53
8.72

6.76
7.02
7.64
6.90
8.16

8.59
9.66
8.49
8.88
8.85

7.85
8.99
8.46
7.72
7.90

9.19
9.09
9.35
8.96
9.81

9.18
10.86

8.16
0.98
12.04

7.94

7.05
7.67
8.28
7.49
7.24

8.24
8.96
8.14
8.25
8.28

7.45
7.39
6.28
7.44
7.93

8.36
8.61
9.30
8.26
9.04

8.75
8.70
8.75
8.74
9.13

7.18
7.42
8.13
7.51
8.64

9.34
10.33
8.74
9.14
9.15

8.55
9.40
8.71
8.49
8.50

9.50
9.53
9.78
9.18
9.92

9.67
11.50

8.55
0.96
11.25

7.14

6.32
6.99
7.16
6.38
6.50

7.41
7.65
7.21
7.17
7.54

6.66
6.68
5.51
6.59
7.26

7.94
8.14
8.71
8.18
8.13

7.89
7.61
7.90
7.83
8.44

6.66
6.91
7.61
6.93
8.00

8.64
9.05
8.33
8.32
8.32

8.17
8.23
7.82
7.77
7.73

9.09
9.08
9.21
8.85
9.45

9.06
10.55

7.82
0.98
12.48

6.13

5.24
6.18
5.89
5.31
5.40

6.38
6.30
6.21
6.05
6.50

5.69
5.70
4.58
5.61
6.39

7.29
7.23
8.16
7.05
7.34

7.05
6.63
6.84
6.94
7.64

5.53
5.94
6.85
6.41
7.09

7.87
8.14
7.19
7.23
7.74

7.32
7.72
7.07
6.91
6.62

8.07
8.20
8.17
7.65
8.22

8.07
8.75

6.86
0.97
14.11

-

45
37
39
46
40

29
33
34
36
31

43
42
47
44
32

13
23
10
22
14

24
27
26
18
15

41
38
30
35
21

3
4
20
17
11

16
12
19
25
28

6
5
7
9
2

8
1

1930年全国人口標準による．
率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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統 計

都道府県別にみた女性の年齢（５歳階級）別出生率

および合計特殊出生率：2023年

（別府志海・佐々井司）

わが国の都道府県別出生力に関する指標の一つとして，国勢調査年次，および1970年以降は毎年，

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率を算出・公表している１）．今回は2023年の結果について概

説する．

女性の年齢別出生率および合計特殊出生率の算出に用いた資料は次の通り．

出生数（日本人のみ）：厚生労働省政策統括官（統計・情報システム管理、労使関係担当）『令和

5年人口動態統計確定数』2024年9月17日公表値

人口（日本人人口）：総務省統計局『人口推計』2024年4月12日公表値

年齢別出生率は，全国，各都道府県とも，5歳階級別に算出した．ただし，母の年齢別出生数の15

歳未満は15～19歳に，50歳以上は45～49歳に含めたうえで，15～19歳，45～49歳の出生率の分子とし

た．なお，出生数の年齢不詳分は，既知の（不詳を除く）年齢階級別の分布に応じて按分した．

また，出生数および分母となる女性人口ともに日本人人口を用いている．

主要結果

今回算出された全国における2023年の合計特殊出生率は1.20である（年齢各歳別に算出した場合も

1.20）．都道府県別にみると，出生率の最も高い沖縄県（1.60）と最も低い東京都（0.99）との差は

0.61ポイントである．概して，九州・中国地方の各県を中心に西日本の出生率が相対的に高く，大都

市を抱える地域で顕著に低いという傾向がみられる（表1）．

母の年齢別出生率のパターンには，地域間で特徴的な違いが観測される（表1）．総じて，比較的

若い年齢，とりわけ20歳代における出生率が高い地域では，合計特殊出生率が高くなる傾向がみられ

る．合計特殊出生率の水準をもとに6つの地域を選定し，年齢別出生率のパターンの特徴を考察する

と（図1），2023年合計特殊出生率の高い3県（沖縄県，宮崎県，島根県）はいずれも，20歳代と30

歳代前半における出生率が全国水準と比して顕著に高くなっている．とりわけ合計特殊出生率が1.60

と最も高い沖縄県では，すべての年齢における出生率が全国値を上回っている．宮崎県と島根県の合

計特殊出生率はそれぞれ1.49，1.46と比較的高い水準にあるが，両者の0.03ポイントの違いは，主と

して20歳代前半における出生率によるものである．他方，出生率の最も低い東京都では，20歳代にお

ける出生率が全国値に比して顕著に低く，その一方で30歳代後半と40歳代前半における出生率が全国
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1）厚生省人口問題研究所（石川晃）「都道府県別人口の出生力に関する主要指標昭和45年～60年」研究資料第

246号，1987年2月．

前年（2022年）の結果については，別府志海・佐々井司「都道府県別女性の年齢（5歳階級）別出生率およ

び合計特殊出生率：2022年」『人口問題研究』第79巻第4号，2023年12月，pp.447～454を参照のこと．



水準よりも高くなっている．また，東京都に次いで出生率の低い北海道（1.06）と宮城県（1.07）は，

合計特殊出生率にほとんど差がないものの，20歳代と30歳代の出生パターンが大きく異なっている．

次に，平均出生年齢と合計特殊出生率との関係をみたものが図2である．概して，平均出生年齢と

合計特殊出生率との間には負の相関関係がみられる．ただし，各都道府県が直線上に分布しているわ

けではなく，全国水準を基準として合計特殊出生率が高く，かつ平均出生年齢が低い象限にほとんど

の県が分布しており，出生率が低く出生年齢が高い象限には首都圏，ならびに大阪府，京都府の6地

域が，そして出生率，出生年齢ともに低い象限には北海道・東北を中心に 5地域が分布している．

他方，出生率，出生年齢がともに高い象限に位置する都道府県は皆無である．

都道府県別に合計特殊出生率の時系列変化をみると（表2），概ね全国値の推移に即した動きが観

測される．すなわち，2005年ごろまで低下を続けていた出生率は，2006年以降ほぼすべての地域にお

いて回復に転じた．しかし近年，全国の出生率上昇傾向が鈍化するなか，各都道府県における出生率

にも2015年国調年次をピークとして低下する地域が散見され始める．そして2023年の合計特殊出生率

は，前年の2022年からすべての都道府県において低下した．女性の平均出生年齢は1980年以降全国的

に上昇傾向が続いているが，標準偏差や変動係数が2000年以降漸増していることから，出生パターン

が都道府県ごとに徐々に変容している可能性も示唆される（表3）．

合計特殊出生率について出生順位別の内訳を示したものが図3，表4である．出生率について都道

府県間の変動係数をみると高出生順位ほど大きくなっていることから，高順位の出生率ほど地域間格

差が大きいことが示唆される．ただし，都道府県格差が比較的小さい第1子出生率をみても，出生水

準の最も高い福井県（0.66）と最も低い北海道（0.50）との間に0.16ポイントの差が観測される．出

生順位別出生率の特徴が合計特殊出生率の違いを明確に説明し得るのが，沖縄県と東京都である．沖

縄県の高出生率は第3子以上の出生率の高さに，東京都の低出生率は第2子および第3子以上の出生

率の低さに起因していることが明確にみてとれる．併せて，出生順位別に出生時の母の平均年齢をみ

ると（図4，表4），概して，出生年齢の高い地域ほど出生率が低くなる傾向がある．しかし，出生

年齢と出生率とは必ずしも直線的な相関関係にあるわけではない．例えば，北海道や東北の数県にお

いては，平均出生年齢が比較的若いにもかかわらず合計特殊出生率は相対的に低くなっている．他方

で，北陸甲信越地方の各県においては，平均出生年齢が相対的に高いところが多いにもかかわらず，

合計特殊出生率は全国水準よりも高いといった傾向がみられる．
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図２ 平均出生年齢と合計特殊出生率：2023年

図１ 特定地域の年齢別出生率：2023年
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図３ 合計特殊出生率と出生順位別合計特殊出生率：2023年

図４ 出生順位別平均出生年齢：2023年
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表１ 都道府県別，女性の年齢別出生率および合計特殊出生率：2023年

都道府県
女性の年齢別出生率（‰） 合計特殊

出生率
平均年齢
（歳）総数 15～19 20～24 25～29 30～34 35～39 40～44 45～49

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

32.11

27.51
30.30
28.89
28.54
26.55

30.66
30.99
31.10
30.36
31.49

30.92
30.90
29.29
30.75
31.01

33.82
34.30
36.80
33.56
33.81

32.51
31.99
34.92
32.84
35.44

29.16
32.72
33.45
30.32
33.34

35.86
36.14
34.86
34.25
34.40

34.24
34.39
32.48
31.59
34.11

37.01
36.99
37.80
34.58
37.15

37.66
43.27

33.09
3.14
9.50

1.66

2.10
1.65
1.33
1.41
1.12

1.00
1.62
1.82
1.46
1.32

1.26
1.37
0.93
1.36
1.20

1.38
1.04
1.06
1.18
1.18

1.36
1.48
1.55
1.87
1.18

1.27
2.14
1.76
1.47
3.74

1.42
1.57
2.03
2.00
2.07

2.14
2.15
1.96
1.86
2.51

2.16
1.82
2.42
1.48
3.52

2.59
4.34

1.76
0.70
39.81

16.82

19.59
27.42
24.05
16.38
20.15

19.67
27.57
20.44
19.86
20.58

12.68
12.38
7.00
10.50
18.53

20.39
18.80
24.62
18.00
19.60

19.03
18.98
15.25
22.00
20.00

12.35
16.37
16.40
14.23
27.75

27.00
25.91
23.23
21.59
30.58

26.85
29.12
26.91
24.09
22.04

30.69
31.73
27.93
25.80
35.28

28.82
37.91

22.04
6.50
29.47

64.98

63.78
79.30
75.95
57.06
68.00

76.44
79.18
71.51
71.16
76.39

60.70
58.65
36.03
50.86
75.79

87.53
83.50
98.29
78.33
81.19

82.32
76.38
74.78
81.18
84.26

53.67
61.95
72.18
70.15
82.82

95.20
97.27
82.86
83.59
96.91

83.23
91.94
84.63
85.09
70.27

92.19
98.68
93.35
90.65
95.00

93.52
88.97

78.57
13.77
17.53

90.77

75.35
83.57
80.25
80.60
78.50

88.14
81.45
88.75
86.02
92.15

89.71
91.02
78.64
91.89
90.68

98.85
100.79
99.00
100.56
98.56

100.89
94.27
101.98
93.97
104.31

86.36
89.52

100.30
92.74
93.83

97.18
104.69
96.33
97.90
93.48

96.00
97.47
92.65
84.38
91.83

100.00
101.19
100.74
100.27
102.23

101.88
103.38

93.50
7.75
8.29

52.41

41.92
44.24
40.61
47.17
42.48

47.35
43.22
49.93
47.64
48.51

51.45
52.51
58.40
56.61
47.96

50.78
51.82
56.83
53.89
55.17

47.87
48.67
53.12
48.05
54.95

53.78
54.29
54.77
51.64
47.45

53.21
50.69
48.21
50.54
46.87

50.82
48.26
45.97
51.13
53.18

54.62
52.06
56.23
48.11
50.48

54.83
65.70

50.72
4.68
9.23

12.46

9.85
9.91
10.00
10.71
8.88

10.23
9.20
10.85
10.77
10.81

11.97
12.43
16.46
14.11
10.69

11.15
12.10
10.95
12.19
12.24

10.60
10.81
11.45
10.94
11.42

13.28
12.60
12.58
11.32
9.60

12.63
11.50
11.75
10.80
10.49

12.05
10.67
9.62
12.32
12.75

11.71
11.83
12.30
11.75
11.58

13.40
19.40

11.63
1.77
15.25

0.40

0.29
0.23
0.18
0.33
0.27

0.30
0.33
0.32
0.27
0.38

0.34
0.41
0.67
0.49
0.26

0.20
0.30
0.48
0.27
0.30

0.23
0.32
0.36
0.51
0.41

0.41
0.37
0.43
0.46
0.17

0.44
0.14
0.33
0.37
0.30

0.21
0.42
0.24
0.17
0.35

0.35
0.32
0.45
0.41
0.29

0.42
0.67

0.34
0.11
33.09

1.20

1.06
1.23
1.16
1.07
1.10

1.22
1.21
1.22
1.19
1.25

1.14
1.14
0.99
1.13
1.23

1.35
1.34
1.46
1.32
1.34

1.31
1.25
1.29
1.29
1.38

1.11
1.19
1.29
1.21
1.33

1.44
1.46
1.32
1.33
1.40

1.36
1.40
1.31
1.30
1.26

1.46
1.49
1.47
1.39
1.49

1.48
1.60

1.29
0.13
10.30

31.98

31.40
30.99
31.06
31.93
31.35

31.47
30.92
31.57
31.55
31.50

32.21
32.31
33.52
32.73
31.55

31.41
31.62
31.29
31.77
31.69

31.46
31.55
31.87
31.35
31.62

32.49
32.07
31.94
31.93
30.95

31.22
31.13
31.32
31.38
30.80

31.25
30.97
31.00
31.29
31.67

31.11
30.97
31.23
31.17
30.80

31.21
31.39

31.51
0.53
1.67

諸率算出に用いた分母人口は，日本人女性人口．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表２ 都道府県別，合計特殊出生率：1950～2023年

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2023年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

3.64
（3.65）

4.59
4.81
4.48
4.29
4.31

3.93
4.47
4.02
4.14
3.80

3.92
3.59
2.73
3.25
3.99

3.57
3.56
3.65
3.71
3.25

3.55
3.74
3.27
3.33
3.29

2.80
2.87
3.08
3.08
3.09

3.45
3.87
3.18
3.22
3.62

3.97
3.38
4.03
3.39
3.91

4.28
4.49
4.06
3.90
4.35

4.19
…

3.73
0.51
13.71

2.02
（2.00）

2.17
2.48
2.30
2.13
2.09

2.04
2.43
2.31
2.22
2.03

2.16
2.13
1.70
1.89
2.13

1.91
2.05
2.17
2.16
1.94

2.04
2.11
1.90
1.95
2.02

1.72
1.81
1.90
1.87
1.95

2.05
2.13
1.89
1.92
1.92

2.02
1.84
2.10
1.94
1.92

2.35
2.72
2.25
2.05
2.43

2.66
…

2.09
0.22
10.58

2.09
（2.13）

1.93
2.25
2.11
2.06
1.88

1.98
2.16
2.30
2.21
2.16

2.35
2.28
1.96
2.23
2.10

1.94
2.07
2.10
2.20
2.09

2.12
2.12
2.19
2.04
2.19

2.02
2.17
2.12
2.08
2.10

1.96
2.02
2.03
2.07
1.98

1.97
1.97
2.02
1.97
1.95

2.13
2.33
1.98
1.97
2.15

2.21
…

2.09
0.12
5.53

1.75
（1.75）

1.64
1.85
1.95
1.86
1.79

1.93
1.99
1.87
1.86
1.81

1.73
1.74
1.44
1.70
1.88

1.77
1.87
1.93
1.76
1.89

1.80
1.80
1.81
1.82
1.96

1.67
1.67
1.76
1.70
1.80

1.93
2.01
1.86
1.84
1.79

1.76
1.82
1.79
1.64
1.74

1.93
1.87
1.83
1.82
1.93

1.95
2.38

1.83
0.14
7.39

1.52
（1.54）

1.43
1.56
1.72
1.57
1.57

1.75
1.79
1.64
1.67
1.63

1.50
1.47
1.23
1.45
1.69

1.56
1.60
1.75
1.62
1.71

1.57
1.60
1.57
1.61
1.75

1.48
1.46
1.53
1.49
1.55

1.82
1.85
1.66
1.63
1.56

1.61
1.60
1.60
1.54
1.52

1.75
1.70
1.65
1.58
1.68

1.73
1.95

1.62
0.12
7.72

1.37
（1.36）

1.23
1.47
1.56
1.39
1.45

1.62
1.65
1.47
1.48
1.51

1.30
1.30
1.07
1.28
1.51

1.45
1.45
1.60
1.51
1.59

1.47
1.47
1.44
1.48
1.53

1.28
1.31
1.38
1.30
1.45

1.62
1.65
1.51
1.41
1.47

1.45
1.53
1.45
1.45
1.36

1.67
1.57
1.56
1.51
1.62

1.58
1.82

1.47
0.13
9.03

1.27
（1.26）

1.15
1.29
1.41
1.24
1.34

1.45
1.49
1.32
1.40
1.39

1.22
1.22
1.00
1.19
1.34

1.37
1.35
1.50
1.38
1.46

1.37
1.39
1.34
1.36
1.39

1.18
1.21
1.25
1.19
1.32

1.47
1.50
1.37
1.34
1.38

1.26
1.43
1.35
1.32
1.26

1.48
1.45
1.46
1.40
1.48

1.49
1.72

1.36
0.12
8.91

1.39
（1.39）

1.26
1.38
1.46
1.30
1.31

1.48
1.52
1.44
1.44
1.46

1.32
1.34
1.12
1.31
1.43

1.42
1.44
1.61
1.46
1.53

1.48
1.54
1.52
1.51
1.54

1.28
1.33
1.41
1.29
1.47

1.54
1.68
1.50
1.55
1.56

1.42
1.57
1.50
1.42
1.44

1.61
1.61
1.62
1.56
1.68

1.62
1.87

1.47
0.13
9.00

1.45
（1.45）

1.31
1.42
1.49
1.36
1.35

1.48
1.58
1.48
1.49
1.49

1.39
1.37
1.24
1.39
1.44

1.51
1.54
1.62
1.50
1.58

1.56
1.54
1.56
1.55
1.60

1.34
1.38
1.47
1.38
1.53

1.64
1.78
1.54
1.60
1.60

1.53
1.63
1.53
1.50
1.52

1.64
1.66
1.68
1.59
1.70

1.70
1.96

1.53
0.13
8.60

1.33
（1.33）

1.20
1.32
1.32
1.20
1.23

1.36
1.38
1.34
1.32
1.38

1.26
1.26
1.12
1.25
1.33

1.42
1.46
1.55
1.47
1.45

1.41
1.38
1.43
1.41
1.49

1.25
1.31
1.39
1.27
1.43

1.51
1.59
1.47
1.47
1.47

1.47
1.46
1.40
1.42
1.40

1.58
1.60
1.60
1.54
1.64

1.61
1.83

1.41
0.14
9.64

1.20
（1.20）

1.06
1.23
1.16
1.07
1.10

1.22
1.21
1.22
1.19
1.25

1.14
1.14
0.99
1.13
1.23

1.35
1.34
1.46
1.32
1.34

1.31
1.25
1.29
1.29
1.38

1.11
1.19
1.29
1.21
1.33

1.44
1.46
1.32
1.33
1.40

1.36
1.40
1.31
1.30
1.26

1.46
1.49
1.47
1.39
1.49

1.48
1.60

1.29
0.13
10.30

-

46
31
39
45
44

34
35
33
38
30

41
40
47
42
32

15
16
8
21
17

22
29
26
25
13

43
37
27
36
19

9
6
20
18
10

14
11
23
24
28

7
3
5
12
2

4
1

率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
全国の（ ）内の数値は，分母人口に日本人女性人口を用い，年齢各歳別に算出した合計特殊出生率．
変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表３ 都道府県別，平均出生年齢：1950～2023年
（歳）

都道府県 1950年 1960年 1970年 1980年 1990年 2000年 2005年 2010年 2015年 2020年 2023年
順位

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

29.65

30.14
29.52
29.45
29.77
29.35

29.50
30.00
30.17
30.28
30.48

30.38
29.71
29.96
30.05
30.10

28.50
29.00
29.15
30.98
30.36

29.24
29.83
29.34
29.26
29.77

29.38
29.39
29.27
29.14
29.03

28.88
28.94
28.58
28.82
28.95

29.17
28.74
29.47
28.25
29.64

29.89
30.02
29.83
29.44
29.79

30.33
…

29.55
0.58
1.97

27.86

27.48
27.56
27.72
27.68
26.88

27.36
28.01
28.46
28.48
28.59

28.61
28.15
28.54
28.23
27.92

26.45
26.83
27.18
29.37
28.80

27.32
27.74
27.55
27.16
27.96

27.92
27.74
27.57
27.39
27.31

27.22
27.32
26.81
27.22
27.10

27.05
26.89
27.48
26.56
27.67

28.16
28.60
27.87
27.59
27.63

28.70
…

27.69
0.64
2.33

27.84

27.31
27.08
27.52
27.54
26.78

27.23
27.51
27.79
27.94
28.14

28.14
27.90
28.81
28.25
27.70

26.82
26.84
27.06
28.70
28.53

27.39
27.54
27.45
27.27
27.87

28.27
27.91
27.82
27.68
27.40

27.31
27.64
27.07
27.37
27.36

27.07
27.17
27.47
27.12
28.01

27.90
28.30
27.46
27.46
27.35

28.22
…

27.62
0.49
1.77

27.78

27.63
27.21
27.38
27.55
27.17

27.41
27.44
27.56
27.61
27.78

27.99
27.88
28.80
28.17
27.62

26.99
26.96
27.10
28.24
28.33

27.35
27.58
27.42
27.11
27.68

28.17
27.88
27.78
27.82
27.17

27.42
27.58
27.22
27.41
27.41

27.18
27.17
27.44
27.39
27.91

27.70
28.00
27.48
27.51
27.42

27.95
28.37

27.60
0.39
1.43

28.98

28.81
28.50
28.55
28.89
28.54

28.63
28.48
28.69
28.64
28.83

29.24
29.17
30.07
29.48
28.76

28.29
28.40
28.33
29.19
29.33

28.60
28.77
28.66
28.24
28.68

29.34
28.99
28.89
28.99
28.20

28.58
28.50
28.39
28.52
28.49

28.28
28.17
28.40
28.58
29.08

28.83
29.02
28.64
28.70
28.68

28.93
29.16

28.75
0.38
1.31

29.67

29.24
29.04
29.17
29.41
29.18

29.21
28.96
29.39
29.28
29.35

29.97
29.99
30.85
30.31
29.43

29.21
29.27
29.41
29.76
29.84

29.36
29.39
29.51
29.14
29.56

30.15
29.71
29.65
29.95
28.92

29.23
29.39
29.19
29.31
29.01

29.08
28.96
29.06
29.23
29.69

29.32
29.49
29.18
29.30
29.16

29.45
29.25

29.42
0.38
1.30

29.99

29.53
29.39
29.30
29.67
29.43

29.42
29.13
29.65
29.64
29.69

30.16
30.21
31.25
30.62
29.85

29.70
29.88
29.60
30.09
30.06

29.82
29.65
29.87
29.49
29.95

30.59
30.05
30.08
30.26
29.36

29.50
29.53
29.62
29.61
29.32

29.46
29.42
29.19
29.64
29.98

29.58
29.67
29.56
29.58
29.36

29.69
29.63

29.74
0.40
1.34

30.51

30.04
29.72
29.76
30.32
30.01

29.99
29.59
30.12
30.12
30.24

30.79
30.69
31.87
31.21
30.35

30.38
30.37
30.30
30.57
30.55

30.29
30.20
30.44
30.01
30.47

31.10
30.47
30.52
30.78
29.81

29.95
30.00
30.10
29.97
29.68

30.04
29.71
29.72
30.08
30.39

29.97
29.94
29.95
30.02
29.58

30.06
30.26

30.22
0.44
1.45

31.17

30.71
30.29
30.25
30.95
30.59

30.69
30.16
30.65
30.73
30.79

31.43
31.37
32.59
31.82
31.11

31.01
31.02
30.95
31.27
31.08

30.92
30.80
31.14
30.75
31.15

31.66
31.22
31.15
31.38
30.38

30.57
30.71
30.77
30.69
30.29

30.70
30.39
30.20
30.53
30.90

30.39
30.56
30.55
30.54
30.17

30.54
30.64

30.83
0.47
1.52

31.59

31.10
30.80
30.81
31.36
30.92

31.09
30.60
31.06
31.04
31.16

31.76
31.77
33.06
32.21
31.19

31.40
31.41
31.32
31.45
31.44

31.15
31.17
31.51
31.14
31.42

32.15
31.65
31.53
31.56
30.73

31.03
30.99
31.09
31.09
30.66

30.95
30.72
30.62
31.10
31.32

30.74
30.83
30.92
30.85
30.46

30.93
31.02

31.20
0.47
1.50

31.98

31.40
30.99
31.06
31.93
31.35

31.47
30.92
31.57
31.55
31.50

32.21
32.31
33.52
32.73
31.55

31.41
31.62
31.29
31.77
31.69

31.46
31.55
31.87
31.35
31.62

32.49
32.07
31.94
31.93
30.95

31.22
31.13
31.32
31.38
30.80

31.25
30.97
31.00
31.29
31.67

31.11
30.97
31.23
31.17
30.80

31.21
31.39

31.51
0.53
1.67

-

24
41
39
9
28

21
45
16
19
20

5
4
1
2
17

23
14
31
11
12

22
18
10
27
15

3
6
7
8
44

34
37
29
26
46

32
43
40
30
13

38
42
33
36
47

35
25

率算出において，1950年は総人口，1960年以降は日本人人口を用いた．
平均（出生）年齢＝・・・x・2.5・・ fx5 ・・・ fx5

変動係数（％）＝標準偏差／平均×100
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表４ 都道府県，出生順位別合計特殊出生率および平均出生年齢：2023年

都道府県
合計特殊
出生率

平均年齢
（歳）第1子 第2子 第3子

以上 第1子 第2子 第3子
以上

1
2
3
4
5

6
7
8
9
10

11
12
13
14
15

16
17
18
19
20

21
22
23
24
25

26
27
28
29
30

31
32
33
34
35

36
37
38
39
40

41
42
43
44
45

46
47

全 国

北 海 道
青 森
岩 手
宮 城
秋 田

山 形
福 島
茨 城
栃 木
群 馬

埼 玉
千 葉
東 京
神 奈 川
新 潟

富 山
石 川
福 井
山 梨
長 野

岐 阜
静 岡
愛 知
三 重
滋 賀

京 都
大 阪
兵 庫
奈 良
和 歌 山

鳥 取
島 根
岡 山
広 島
山 口

徳 島
香 川
愛 媛
高 知
福 岡

佐 賀
長 崎
熊 本
大 分
宮 崎

鹿 児 島
沖 縄

平 均
標準偏差
変動係数％�

1.20

1.06
1.23
1.16
1.07
1.10

1.22
1.21
1.22
1.19
1.25

1.14
1.14
0.99
1.13
1.23

1.35
1.34
1.46
1.32
1.34

1.31
1.25
1.29
1.29
1.38

1.11
1.19
1.29
1.21
1.33

1.44
1.46
1.32
1.33
1.40

1.36
1.40
1.31
1.30
1.26

1.46
1.49
1.47
1.39
1.49

1.48
1.60

1.29
0.13
10.30

0.57

0.50
0.56
0.52
0.51
0.50

0.57
0.55
0.57
0.55
0.57

0.55
0.54
0.53
0.57
0.57

0.64
0.61
0.66
0.59
0.63

0.58
0.60
0.62
0.60
0.65

0.51
0.58
0.60
0.55
0.59

0.60
0.61
0.60
0.61
0.62

0.61
0.63
0.58
0.57
0.56

0.60
0.62
0.61
0.61
0.62

0.60
0.61

0.58
0.04
6.65

0.44

0.38
0.43
0.42
0.39
0.40

0.44
0.43
0.45
0.44
0.47

0.42
0.43
0.35
0.42
0.46

0.50
0.50
0.54
0.51
0.50

0.51
0.46
0.49
0.47
0.52

0.41
0.42
0.49
0.45
0.49

0.52
0.54
0.48
0.48
0.51

0.50
0.52
0.48
0.45
0.45

0.51
0.52
0.52
0.49
0.52

0.52
0.52

0.47
0.05
9.77

0.20

0.18
0.23
0.22
0.18
0.20

0.21
0.23
0.20
0.19
0.22

0.17
0.17
0.11
0.15
0.19

0.21
0.23
0.26
0.22
0.22

0.22
0.19
0.18
0.22
0.22

0.19
0.18
0.20
0.21
0.25

0.31
0.30
0.24
0.24
0.27

0.25
0.24
0.25
0.28
0.25

0.34
0.35
0.34
0.29
0.36

0.35
0.48

0.24
0.07
27.72

31.98

31.40
30.99
31.06
31.93
31.35

31.47
30.92
31.57
31.55
31.50

32.21
32.31
33.52
32.73
31.55

31.41
31.62
31.29
31.77
31.69

31.46
31.55
31.87
31.35
31.62

32.49
32.07
31.94
31.93
30.95

31.22
31.13
31.32
31.38
30.80

31.25
30.97
31.00
31.29
31.67

31.11
30.97
31.23
31.17
30.80

31.21
31.39

31.51
0.53
1.67

30.69

30.00
29.54
29.62
30.59
29.91

30.04
29.51
30.33
30.19
30.06

30.98
31.08
32.46
31.57
30.16

29.91
30.16
29.62
30.42
30.27

30.05
30.20
30.58
29.94
30.14

31.21
30.82
30.63
30.52
29.41

29.74
29.52
29.85
30.01
29.33

29.63
29.59
29.45
29.72
30.28

29.49
29.30
29.63
29.69
29.10

29.56
29.64

30.07
0.64
2.14

32.70

32.08
31.63
31.59
32.67
32.00

32.14
31.37
32.18
32.18
32.16

32.94
33.04
34.50
33.58
32.24

32.20
32.31
31.99
32.35
32.42

32.12
32.30
32.67
32.03
32.40

33.11
32.89
32.71
32.62
31.61

31.65
31.51
31.94
31.99
31.33

31.93
31.62
31.75
31.86
32.21

31.56
31.39
31.64
31.63
31.31

31.66
31.65

32.14
0.62
1.94

34.10

33.86
33.32
33.43
34.16
33.68

33.92
33.42
33.69
33.93
33.84

34.38
34.40
35.61
34.80
34.01

34.09
33.96
34.01
34.07
34.13

33.69
33.96
34.09
33.73
34.16

34.52
34.15
33.94
34.22
33.24

33.33
33.71
33.72
33.66
33.12

33.88
33.18
33.20
33.62
33.81

33.27
33.29
33.45
33.55
33.01

33.37
33.34

33.81
0.48
1.43

表1の注参照.
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書 評・紹 介

RobertSchoened.

TheDemographyofTransformingFamilies

(TheSpringerSeriesonDemographicMethodsand

PopulationAnalysis56)

Springer,2023.

本書は，結婚の減少，同棲の普及，家族の不安定化，低出生力など，急激なペースで進行する家族

の変化を，（社会）人口学の立場から理論的，方法論的，そして実証的に検討した論文集である．上

述したような家族のパターンの変化は西欧諸国を中心に世界中で観察されており，第二の人口転換の

一部と位置づけられている．そうした現象に対して，現代の人口学がどのように対峙しているかを検

討したのが本書である．本書は，パート1～4の4部からなり計13の章で構成される．

理論パートにあたるパート1（1～4章）では現実の家族ダイナミクスを捉えるための理論的視角

が提示される．イントロダクションとなる1章では，第二の人口転換に関連する家族の変化がいかに

生じたかを説明する家族人口学の理論的視角を整理したうえで，本書を貫く理論枠組みが提示される．

ここで提示される理論枠組みでは，経済的要因・イデオロギー的要因・人口学的要因の3つのマクロ

要因が，ジェンダー間の競合の生起と，結婚や子どもの社会的価値づけの低下という2つの媒介要因

を引き起こし，その結果として現実の家族の変化が生じると主張される．

2章では，家族人口学の歴史におけるジェンダーの観点の役割を振り返る．著者は男性／女性と有

償労働／無償労働からなる2×2の4象限の表を提示し，対角セル，すなわち男性かつ雇用労働と，

女性かつ無償労働に全ての活動が集中していた時代から，女性かつ有償労働のセルへと活動と研究対

象が広がってきた時代の移り変わりを指摘する．そのうえで，いまだ見過ごされている第四のセル，

すなわち男性かつ無償労働の研究の重要性を唱える．

3章では，多様性がキーワードとなっている現代の家族人口学における2つの課題を検討している．

2つの課題とはすなわち，1）「家族」の射程を従来の親族関係のみならず親密な友人など世帯内外

の非親族関係を含めるよう拡張することと，2）家族関係を研究の中心に据えることを廃することで

ある．これに対して著者は，1の「家族」概念の拡張には同意する一方，2の家族関係の脱中心化に

ついては近年の実証研究から支持されないとして反対する．新旧両方の形態の家族・親族関係を包含

した家族人口学研究の必要性を主張し，そのために留意すべき概念的／方法論的問題を挙げている．

4章では，出生の遅れが出生力の低下を引き起こしたかどうかを検討している．複数の国のコーホー

ト出生率のデータや近年の実証研究に基づき，生物学的・規範的制約，出生リスク期間の短縮，出生

意欲の低下といった観点から検討し，出生の遅れが出生力の低下に及ぼす因果的な影響に関する研究

のさらなる蓄積が必要であると主張する．

パート2（5～8章）は方法論的課題が提示される方法論パートである．5章では，年齢効果，時

代効果，コーホート効果の分解という古典的なAPC問題に取り組んでいる．著者らは，出生率を年

齢効果，時代効果，年齢と時代の交互作用効果の3つに分解し交互作用効果をコーホート効果とみな

す分析手法を提案して，実際に米国の出生率データに応用している．6章はイタリアの世帯数の将来

推計を扱っている．本章が方法パートに位置づけられていることからもうかがえるように方法のセク
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ションが充実しており，本章で用いられたPropensityratemodel（プロペンシティ法）に基づく静

的なアプローチについて他の推計手法と比較しながら初学者にもわかりやすく説明されている．

7章では結婚の多相生命表に出生力の情報を加えることで，2005-10年から2015-20年の米国の結婚・

離婚と出生力の分析を行っている．この章でも，実際の分析結果だけでなく生命表の作成方法が詳し

く記述されている．8章では，近年の米国におけるヒスパニックの出生力について，出生地，出身地

域（ルーツ），婚姻状態，年齢の点からヒスパニック内の出生力の異質性を検証している．その際，

センサスと調査データを用いた精確な記述に重点が置かれ，データや測定上の課題を指摘している．

パート3（9～11章）ならびにパート4（12～13章）ではより具体的なトピックを扱う．9章では，

50歳時未婚率の上昇とそれに伴う出生率の低下が進む韓国において，2016年の殺人事件を契機とした

ジェンダー・家族意識の変容とその男女差に注目し，インターネットの検索トレンドや新聞記事の分

析と調査データの分析を組み合わせて検証している．

10章では，イギリスのデータに対して系列分析を適用することで，男女の家族ライフコースの複雑

性が近年のコーホートで高まっており，とりわけ無子の男女や子どもの視点からみた複雑性が急上昇

していることを明らかにしている．11章では，ノルウェーとスウェーデンのデータを用いて，出生前

の家族経験が第一子出生後10年以内の離別リスクに及ぼす影響を検証している．

パート4（12～13章）の論文はいずれも米国のデータを用いて，犯罪や暴力といった逸脱行為と出

生の関連を検証している．12章では，男女ともに20代前半までに犯罪経験があるほど30代後半時点で

の出生児数が少ないという関連がみられることを明らかにしている．13章では，20代前半までの男女

において，他の関連する変数の影響を考慮するとパートナーからの暴力経験と意図せざる出生の間に

は関連がみられないことを示している．

本書におさめられた13本の論文は必ずしも共通する問いに体系的に取り組んでいるものではないも

のの，現実の家族の変化を踏まえた最先端の人口学のアプローチを理論，方法，実証の各面から触れ

るのに適している．他方で，とりわけ理論パートの諸論文からは，欧米諸国の家族の変化が理論の発

展をリードしてきたことがうかがえ，日本を含む非欧米諸国を研究対象としている者としては各国の

状況にひきつけて批判的に読むことで，さらなる研究課題が生まれるように思われる．

（木村裕貴）
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研究活動報告

少子化に関する国際ワークショップ（ベトナム・ハノイ）

ベトナムにおいて家族計画の普及は著しく，1973年に6.1であった合計特殊出生率は1999年に2.0に

減少し，それ以降人口置き換え水準をわずかに下回る水準を保っている．しかしながら，国内地域別

にみれば，ホーチミン市で1.48を記録しており，今後他のアジア諸国でみられるような超少子化に進

行する可能性もある．このような中，ベトナム保健省は，少子化に対応する施策を検討するために，

2024年8月24日，ベトナム・ハノイのメリアホテルにて，国際ワークショップを開催した．

会議では，少子化の状況と施策について，ベトナム，韓国，日本，アジア太平洋地域，およびフラ

ンスからの報告，また不妊治療についての報告が行われた後，議論が行われた．筆者は日本について

報告した．

ベトナムは1988年にふたりっ子政策をとったものの，すでにその目標は達成されており，2019年に

2030年までの人口戦略を決定し，現在新たな人口政策を検討中である．本会議の内容がどのような形

でその政策に反映されるのか，興味深い． （林 玲子 記）

第５回 IPSS-KIHASA年次合同政策フォーラム

2024年9月5日（木），韓国セジョン市の韓国保健社会研究院（KIHASA）5階会議場にて，本研

究所とKIHASAによる年次合同政策フォーラムが開催された．このフォーラムは両機関の間で締結

している協力覚書に基づき，2017年以降毎年実施しているものであり，コロナ期の中断を経て再開し

た昨年度（社人研にて開催）に続き，今年は5回目の開催であった．前回まで，韓国での開催はソウ

ル市のホテルであったため，セジョン市にあるKIHASA内での開催は初めてであった．本研究所か

らは林所長，是川部長，小池部長，中川室長，菅室長，そして筆者の6名が参加した．

フォーラムはKang副院長（院長は未定）による開会の挨拶（ビデオメッセージ）に続き，林所

長による開会の祝辞があり，その後研究報告及び討論となった．セッションは「最新の人口動向」

「生殖補助医療」「高齢者ケア」の3つのテーマで構成されており，それぞれのセッションにおいて日

韓双方から2～3名の報告がなされ，それに続き1～2名の討論者がコメントするという形式で進め

られた．議論は，政策的な課題のみならずデータの収集・共有・活用方法などにも及び，急激な出生

率の低下と高齢化の上昇という共通の課題を抱える日韓の研究者が，定期的に最新の研究成果を共有

し意見交換を行うことの意義と重要性を強く感じた．また，フォーラム後に開催された懇親会の場に

も同時通訳者が複数名同行し，さらに活発な意見交換がなされた．

本フォーラムの内容は以下のとおり．

＜第5回 IPSS-KIHASA年次合同政策フォーラム＞

日時：2024年9月5日

場所：韓国保険社会研究院 5階会議場

プログラム：

-OpeningAddress-
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KANG,Hye-Kyu(ActingPresident,KIHASA)※ビデオメッセージ

HAYASHI,Reiko(Director-General,IPSS)

-SessionI.PopulationTrend-

CHANG,Insu(AssociateResearchFellow,PopulationPolicyPlanningGroup,KIHASA)

・RegionalPopulationDeclineinKorea:PolicyResponsesandFutureDirections・

KOIKE,Shiro(Director,DepartmentofPopulationStructureResearch,IPSS)

・FuturePopulationChangebyRegionanditsDemographicFactors・

CHO,Sungho(AssociateResearchFellow,DepartmentofPovertyandInequalityResearch,

KIHASA)andSUGA,Keita(SeniorResearcher,DepartmentofPopulationStructure

Research,IPSS)・AStudyofWork-LifeBalanceinKoreaandJapan・

Discussant

SHIN,Young-Kyu(AssociateResearchFellow,DepartmentofPovertyandInequality

Research,KIHASA)

KOREKAWA,Yu(Director,DepartmentofInternationalResearchandCooperation,IPSS)

-SessionII.AssistedReproductiveTechnology-

LEE,Sue-Hyung(ResearchFellow,DepartmentofHealthCarePolicyResearch,KIHASA)

・CurrentStatusandChallengesofAssistedReproductiveTechnologyinSouthKorea・

HAYASHIReiko(Director-General,IPSS)"LowFertilityinAsiaandtheRoleofAssisted

ReproductiveTechnology(ART)"

Discussant

KIM,Saerom(AssistantProfessor,DepartmentofPreventiveMedicine,CollegeofMedicine,

InjeUniversity)

-SessionIII.ElderlyCare-

LIM,Deok-young(ResearchFellow,DepartmentofPovertyandInequalityResearch,KIHASA)

・CurrentStatusandChallengesofHousingSupportfortheElderlyinSouthKorea・

NAKAGAWA,Masataka(SeniorResearcher,DepartmentofInternationalResearchand

Cooperation,IPSS)"CareResourcesandResidentialMobilityinLaterLife"

FUJII,Takiko(SeniorResearcher,DepartmentofPopulationStructureResearch,IPSS)

・ChangesinHouseholdStructureandElderlyCare・

Discussant

KIM,Se-jin(AssociateResearchFellow,DepartmentofSocialServicesPolicyResearch,

KIHASA)

SEO,Dongmin(AssociateProfessor,DivisionofSocialWelfare,BaekseokUniversity)

なお，参考までに，社人研で開催した昨年度のフォーラムの内容は以下のとおり．
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＜第4回 IPSS-KIHASA年次合同政策フォーラム＞

日時：2023年6月8日

場所：社人研第4・5会議室

プログラム：

-OpeningAddress-

TANABE,Kuniaki(Director-General,IPSS)

LEE,TaeSoo(President,KIHASA)

-SessionI.IntergenerationalInequality-

MOTEGI,Hiroyuki(Researcher,DepartmentofTheoreticalSocialSecurityResearch,IPSS)

・Work,HealthandHealthBehaviorsofElderlyPeople:ASurvey・

KIM,Taewan(SeniorResearchFellow,DepartmentofPovertyandInequalityResearch,

KIHASA)・IncomeandAssetDisparityinKorea:FocusingonLifeCycle・

Discussant

SATO,Itaru(SeniorResearcher,DepartmentofTheoreticalSocialSecurityResearch,IPSS)

-SessionII.RegionalInequality-

FUJII,Takiko(SeniorResearcher,DepartmentofPopulationStructureResearch,IPSS)

・RegionalDisparitiesoftheElderlySingle-personHouseholdsandCommunity-Based

IntegratedCareSystem・

CHO,Sungho(AssociateResearchFellow,DepartmentofPovertyandInequalityResearch,

KIHASA)andSUGA,Keita(SeniorResearcher,DepartmentofPopulationStructure

Research,IPSS)・MarriageSqueezeinKoreaandJapan・

Discussant

KOIKE,Shiro(Director,DepartmentofPopulationStructureResearch,IPSS)

-SessionIII.GenderInequality-

YANO,Masae(Director,DepartmentofResearchPlanningandCoordination,IPSS)

・CurrentStatusandChallengesofGenderEqualityinJapan・

TAKEUCHI,Maki(SeniorResearcher,DepartmentofInternationalResearchandCooperation,

IPSS)・DiscriminationagainstMothersinJapaneseLaborMarket:EvidencefromSurvey

Experiments・

CHOI,Sun-Young(AssociateResearchFellow,DepartmentofSocialServicesPolicyResearch,

KIHASA)・RigidFutureandFlexibilizedLifeCourses:MarriageDelayasaStrategyand

Ultra-lowFertilityinSouthKorea・

Discussant

SASANO,Misae(Lecturer,IbarakiUniversity)

-ClosingRemarks-
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HAYASHI,Reiko(DeputyDirector-General,IPSS)

（藤井多希子 記）

日本人口学会九州地域部会

2024年9月7日（土）に，福岡大学医学部にて第83回日本人口学会九州地域部会が開催され，沖縄，

群馬，東京，そして福岡からの参加者により，講演・報告が行われた．筆者は「ICPD30「人口と開

発」の30年:何が変わり何が変わらないか」と題する報告を行った．同じ会場で，来年6月には第77

回日本人口学会大会が開催される予定である． （林 玲子 記）

第34回日本家族社会学会大会

2024年9月7日（土）から8日（日）の2日間にわたり，法政大学市ヶ谷キャンパスにて第34回日

本家族社会学会大会が開催された（大会当日の参加者数244名）．自由報告はやや少なかったものの

（35本），テーマセッションが開催校企画国際セッションを含めて5つ実施されたことから，結果とし

て例年並みの報告数（56本）であった．自由報告部会は，「結婚」「子ども・教育」「ネットワーク」

「若者」「ケア・仕事」「子育て」「世代」「パートナーシップ」と人口学と密接なテーマが掲げられ，

テーマセッションも性的マイノリティを主題としたものが2つあった．

1日目午後には，山田昌弘氏（中央大学）による会長講演（「『お金』と『愛情』の間，再考：家族

なき後？の家族社会学は可能か」）が行われた．総会後には，第3回奨励著書賞授賞式が執り行われ，

孫詩域『家族育児の分担にみる夫と妻の権力関係――共働き家庭のペアデータ分析』（明石書店・

2022年）と三品拓人『児童養護施設のエスノグラフィー――「実践」からみる子ども生活の社会学』

（勁草書房・2023年）の2点が対象著書として選出された．2日目午後には，「研究法の活用から考え

る新時代の家族研究」と題したシンポジウムが開催され，サーベイ実験（五十嵐彰・大阪大学），計

量歴史社会学（渡邉大輔・成蹊大学），会話分析（戸江哲理・神戸女学院大学）の家族社会学への発

展可能性について報告・議論がなされた（討論者：村上あかね・桃山学院大学）．

研究所からは，岩澤美帆（人口動向研究部長）と余田翔平（同部室長）が自由報告部会（「結婚」），

小山泰代（人口構造研究部室長）がテーマセッション（性的マイノリティの立場からみるパートナー・

世帯・家族――『全国SOGI調査』の分析結果から）でそれぞれ口頭報告を行った．また，1日目午

後には一般会計プロジェクト「第7回全国家庭動向調査」の一環として，テーマセッション『家族と

女性の四半世紀――全国家庭動向調査を用いた計量的研究』を開催した．オーガナイザーと司会は斉

藤知洋（社会保障基礎理論研究部研究員）が務め，竹内麻貴（国際関係部室長）と3名の外部委員が

研究報告を行った（討論者：保田時男・関西大学）．セッション参加者は約70名にのぼり，大変活発

な議論がなされた．各報告のタイトルは以下のとおりである．

・岩澤美帆・余田翔平，「結婚の前駆から結婚の剥奪へ，そして結婚からの離脱へ――1982～

2021年における未婚の類型化とその構成変化」

・小山泰代，「選択肢回答法による調査から見る世帯・家族の多様性」

・竹内麻貴，「認知的家事の分担と妻の生活満足度」

・松井真一，「子育て経験が子育て支援の提供に及ぼす影響」

・苫米地なつ帆，「親子の相互援助関係の実証分析――きょうだい構成に着目して」
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・西野勇人，「家族内の高齢者ケアと公的サービスの利用パターン」

（斉藤 知洋 記）

第18回社会保障国際論壇（中国・広州）

2024年 9月 7日（土）～8日（日）に，第18回社会保障国際論壇（The18thInternational

ConferenceonSocialSecurity）が中国・広州市の中山大学にて開催された．今回のテーマは「社会

保障と社会経済の持続可能な発展」であった．この論壇（フォーラム）は，2004年まで日本と中国の

研究者の間で行われた研究交流の議論，検討などを源とする．こうした議論・準備などを経て，第1

回目の論壇は2005年に日本社会政策学会国際委員会，韓国中央大学などの協力により中国の北京で行

われた．以後，日本，中国，韓国の研究者が毎年持ち回りで開催されており，今回は中国での開催で

あった．この論壇は日本・中国・韓国の研究者が最新の研究について，会場の同時通訳を通じそれぞ

れの母語で発表できるという特徴がある．

今回は基調講演のほか，テーマ別セッションとして「医療保障」，「年金」，「介護」，「社会福祉と社

会サービス」，「貧困と社会扶助」，「経済発展と社会保障」，「社会発展と社会保障」，「アジア・ヨーロッ

パ対話会（英語）」，「若手フォーラム（英語）」のセッションが設けられ，研究発表や議論が活発に行

われた．大会には上記3か国を中心に200名近い参加者があり，特に香港からの参加者もあった．当

研究所からは小島克久（副所長），別府志海（情報調査分析部第2室長）の2名が参加し，別府が

「平均余命等価でみる高齢期：1970～2070年」（社会発展と社会保障セッション）のタイトルで報告を

行った．

なお，次回は2025年8月に韓国で開催される予定である． （別府志海 記）

ヘルプエイジ・アジア太平洋高齢者会議（インドネシア・バリ）

ヘルプエイジ・インターナショナルは，人口高齢化に関する国際的なNGOであり，アジア太平洋

地域においてはおおむね2年に1度，国際会議を開催している．2018年にイラン・テヘランで開催さ

れた後，コロナ感染症の蔓延により中断されていたが，今年再開されることとなった．会議は「高齢

化の再定義」をテーマに，インドネシア・バリのヌサドゥア・コンベンションセンターで2024年9月

11日（水）～13日（金）に開催された．会議はインドネシア国家開発省（BAPPENAS）および国連

人口基金（UNFPA）の共催を得て実施された．

筆者は2日目の公的年金に関するセッションのモデレーターを務めたが，前日の社会的年金のセッ

ションと合わせ，近年アジア太平洋地域で，税金，もしくは掛金による年金制度が大きく広がってい

ることについての各国からの報告があり，その実態を把握するためにも，日本でいえば社会保障費用

統計にあたるような統計が，OECD加盟国以外に広く必要であることを痛感した．3日目の少子高

齢化に関するUNFPA専門家会合では，すでに高齢化のみならず，少子化がアジア太平洋地域の新

たな課題となっていることが議論された． （林 玲子 記）
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日本地理学会2024年秋季学術大会

日本地理学会2024年秋季学術大会は，名古屋市の南山大学において，9月14日（土），15日（日）

を中心に開催された．

本学会の学術大会の報告は，口頭発表，ポスター発表，シンポジウムに区分されている．口頭発表

はさらに，「気候」，「地形」，「歴史・文化」，「地理教育」，「経済・産業」，「人口・行動」，「地域計画・

地域政策」，「災害」，「政治・社会」，「海外地域研究」，「地理思想・方法論」の11のテーマに分けて行

われる．人口に関する報告の多くは，「人口・行動」に含まれる．人口に関する報告は，以下の通り

である．

「人口・行動」における発表では，人口移動に関する報告が相次いだ．学際的とされる地理学の性

格から，人口移動について人口学よりもより多面的な視点から研究が展開されている．

また，当研究所からは，久井情在主任研究官が，シンポジウム「現代的な地方自治の課題に対する

地理的枠組みの探求―ローカル・ガバナンスにおける地域とは何か？―」において，報告を行った．

「原子力発電所の立地地域・建設中止地域における圏域人口比較」 ・・・藤本典嗣（大阪経済大）

「日本における移動生活への政策的期待と社会での受容

―移動する人々はどのように描かれてきたのか」 ・・・住吉康大（東京大学）

「多拠点居住者の居住地選好と拠点間の関係―東京・横浜・川崎在住者を対象として」

・・・佐藤英人（高崎経済大学），中村広幸（芝浦工業大学）

「中山間地に居住する高齢女性の抗移動性に関する考察―長野県飯田市における事例」

・・・木下礼子（無所属）

「大都市圏から地方へのライフスタイル移住者の幸福感に影響する要因

―八丈町と鶴居村におけるインタビュー調査分析」 ・・・桂川健人（東北大学・院）ほか

「関係人口としてのクラインガルテン利用者―松本市奈川地区を事例に」

・・・東大陽（立教大学・院）

「県と市町村の間の地理的中間スケールに設置された移住相談窓口の役割

―兵庫県の西播磨・但馬・淡路地域を事例に」 ・・・久井情在（国立社会保障・人口問題研）

（貴志匡博 記）

日本人口学会2024年度第１回東日本地域部会

2024年9月20日（金）の午後ならびに21日（土）の午前の2日間にかけて，日本人口学会2024年度

第1回東日本地域部会が開催された．札幌駅前に立地する札幌市立大学サテライトキャンパスを会場

とし，Zoomによるオンラインでの参加も可能なハイブリッド形式で行われた．報告はすべて自由論

題として募集されており，2日間かけて会場で9件，オンラインで2件の計11件の報告がなされた．

各報告につき20分の報告時間と15分の質疑応答時間が確保されており，比較的余裕のあるスケジュー

ルの中で，年次大会ではなかなか得難い，地域部会ならではの腰を据えた議論が展開された．

社人研からは，林所長，小池部長，菅室長，貴志主任研究官，久井主任研究官が会場入りし，それ

ぞれ報告を行った．社人研所属の研究者による報告の題名は以下のとおりである（報告順に記載．社

人研所属でない共著者については，所属を括弧書きしている）．
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久井情在・清水昌人「外国人の転入が市区町村の人口変動に与える影響：コロナ禍前後の動向」

菅桂太・小池司朗・鎌田健司（明治大学）「2000年代以後の地域別月別人口動態の趨勢：新型コロナ・

パンデミックの時系列的な影響は構造変化なのか？」

小池司朗・岩澤美帆・菅桂太・別府志海「都道府県間人口移動がコーホート出生数分布に及ぼした影

響の分析」

貴志匡博「子育て世代の居住地分布はどのように変化したのか？」

林玲子「2026年の丙午に向けて：推移と展望」

（久井情在 記）

韓国漢陽大学人口問題研究院 創立記念シンポジウム

韓国は少子化と高齢化が進行し，首都圏の人口集中，人口減少と激しい人口変動の渦中にある．こ

のような中，韓国漢陽大学は，昨年11月に人口問題研究院（HY-IPP）を創設し，2024年10月18日

（金）に大学内国際会議場にて創立記念シンポジウムを開催した．

シンポジウムでは，パク・チェルソンHY-IPP院長，キム・ジョンヤン漢陽大学理事長のあいさ

つに続き，ユ・ヘミ韓国大統領秘書室低出生対応首席秘書官が，韓国の少子化とその政策対応につい

て講演を行った．現在韓国は人口戦略省の立ち上げを進めており，ユ・ヘミ補佐官はその担当者であ

るといえるが，講演では経済的，社会的，文化的要因に対し，年金，労働，教育，医療の構造改革を

行うこと，特に仕事・家庭の両立，育児負担の軽減，住宅支援の拡大，意識・社会の雰囲気の醸成に

ついて今後の方向性を述べた．その後筆者が，「人口問題と政策の変容－過去と未来」と題する基調

講演を行った．

午後にはHY-IPPの研究者による4つの報告，韓国人口問題専門家によるパネルディスカッショ

ンが行われた．HY-IPPには，人口リスク指標研究，人口経済研究，企業対応研究，人口社会文化の

4つのセンターがあり，既存の人口学とは異なる，様々な研究分野がある．特に人口社会文化センター

は，イメージ戦略，メディアの活用に関する研究を進めるとのことで，今後の研究深化が期待される

ところである． （林 玲子 記）
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著者 論文タイトル 号[通巻] 発行 掲載頁

特集：長期的人口減少と大国際人口移動時代における将来人口・世帯推計の方法論的発展と応用に関する研究

小池司朗 特集によせて 1[328] 3.25 1-2

岩澤美帆・鈴木貴士 人口・子育て環境の地域性と出生力 1[328] 3.25 3-25

小島克久 在宅要介護高齢者の介護費用と家族介護の同時決定モデル
に関する研究
－「国民生活基礎調査」（2016年）を用いた分析－

1[328] 3.25 26-45

特集：地方創生に関連した研究（その２）

清水昌人 東京圏の転入超過とコロナ禍 1[328] 3.25 46-69

特集：現代日本の結婚と出産―第16回出生動向基本調査の結果から―（その１）

岩澤美帆 特集によせて 2[329] 6.25 159-160

岩澤美帆・余田翔平 結婚からの解放か，結婚の剥奪か，結婚からの離脱か？
―1982年～2021年における未婚状態の類型化とその変化―

2[329] 6.25 161-185

余田翔平・木村裕貴 未婚女性の選好と予期からさぐるライフコース変容の意味
づけ

2[329] 6.25 186-204

吉田航 結婚・出産がもたらす女性内賃金格差の規定要因
―働き方の分布と報酬による要因分解―

2[329] 6.25 205-226

特集：第16回出生動向基本調査（その２）

斉藤知洋・余田翔平
・岩澤美帆

子ども期の家族の不安定性
―回顧式調査による子世代の家族履歴データの構築とその
応用―

3[330] 9.25 385-403

特集：現代日本の結婚と出産－第16回出生動向基本調査の結果から－（その３）

横山真紀 第一子出産前後の女性の就業継続はどのように変化したか 4[331] 12.25 499-522

特集：日中韓における少子高齢化の実態と対応に関する研究（その２）

守泉理恵 日本・中国・韓国の少子化の進展とその政策対応に関する
国際比較

2[329] 6.25 227-257

特集：長期的視点からみた日本の結婚行動：多相生命表アプローチ

津谷典子 特集によせて 3[330] 9.25 299-300

石井太 結婚の多相生命表：基礎的概念と手法 3[330] 9.25 301-325

別府志海・石井太・
余田翔平・岩澤美帆
・堀口侑

年次別およびコーホート別の結婚の多相生命表：1980～
2021年および1965～1985年生まれの結婚をめぐる日本人の
ライフコース

3[330] 9.25 326-343

津谷典子・黒須里美
・石井太

多相生命表からみた近世東北農村の結婚行動 3[330] 9.25 344-364

石井太・別府志海・
余田翔平・岩澤美帆
・堀口侑

多相生命表を用いた配偶関係別将来人口推計 3[330] 9.25 365-384

特集：第28回厚生政策セミナー「時間と少子化」

岩澤美帆 少子社会における「時間」をめぐる困難を考える 4[331] 12.25 413-423

Man-YeeKAN/
YODAShohei

出産・子育て期の男女の生活時間：東アジアと西欧諸国の
比較

4[331] 12.25 424-439
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福田節也 お金か？時間か？―子育てコストと少子化― 4[331] 12.25 440-459

大石亜希子 24時間週7日経済におけるワークライフバランス 4[331] 12.25 460-466

濱口桂一郎 子育て世代の労働時間と労働法政策 4[331] 12.25 467-476

西岡隆 こども未来戦略方針に基づく政府の新たな取組み 4[331] 12.25 477-484

林玲子 パネル討論 4[331] 12.25 485-498

資料

今井博之 新聞記事で振り返る2023年の人口問題 1[328] 3.25 70-73

小池司朗・菅桂太・
藤井多希子・小山泰
代・貴志匡博・久井
情在・中川雅貴・大
泉嶺・井上希・西岡
八郎・江崎雄治・山
内昌和・丸山洋平

日本の地域別将来推計人口（令和5年推計）
―令和2（2020）～32（2050）年―

1[328] 3.25 74-110

貴志匡博・清水昌人 地域ブロック内および三大都市圏との人口移動
―都道府県別，年齢別5歳階級別転入率，転出率，転入超
過率（2021年，2022年）―

1[328] 3.25 111-118

釜野さおり・岩本健
良・小山泰代・申知
燕・武内今日子・千
年よしみ・平森大規
・藤井ひろみ・布施
香奈・山内昌和

SummaryReportoftheNationalSurveyofFamily,
Gender/Sexuality,andDiversity

1[328] 3.25 119-153

小池司朗・藤井多希
子・小山泰代・菅桂
太・清水昌人・中川
雅貴・大泉嶺・貴志
匡博・久井情在・鈴
木透・西岡八郎・石
井太・山内昌和

日本の世帯数の将来推計（全国推計）（令和6（2024）年
推計）―令和2（2020）～32（2050）年―

2[329] 6.25 258-292

是川夕・中川雅貴・
井上希・竹内麻貴・
大泉嶺・千年よしみ
・清水昌人・小池司
朗・貴志匡博・久井
情在・林玲子

2023年社会保障・人口問題基本調査「第9回人口移動調査」
―結果の概要より―

4[331] 12.25 523-534

統計

別府志海・佐々井司 主要国における合計特殊出生率および関連指標：1950～
2022年

4[331] 12.25 535-542

別府志海 主要国人口の年齢構造に関する主要指標：最新資料 4[331] 12.25 543-552

別府志海 全国人口の再生産に関する主要指標：2023年 4[331] 12.25 553-568

別府志海・佐々井司 都道府県別標準化人口動態率：2023年 4[331] 12.25 569-575

別府志海・佐々井司 都道府県別にみた女性の年齢（5歳階級）別出生率および
合計特殊出生率：2023年

4[331] 12.25 576-583

書評・紹介

藤井多希子 福本拓（著） 大阪のエスニック・バイタリティ 1[328] 3.25 154-155

中川雅貴 YoshitakaIshikawaed.
JapanesePopulationGeographiesI:Migration,
UrbanAreas,andaNewConcept, Japanese
PopulationGeographiesII:MinorityPopulationsand
FutureProspects

2[329] 6.25 293-294
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清水昌人 HelenD.Hazen,HeikeC.Alberts,andKazimierzJ.
ZaniewskiPopulationGeography:SocialJusticefora
SustainableWorld

3[330] 9.25 404

木村裕貴 RobertSchoened.
TheDemographyofTransformingFamilies

4[331] 12.25 584-585
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